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1. はじめに 

平成 23 年７月６日，原子力安全委員会から経済産業省に対し，「東京電力株式会

社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原子炉施設の安全

性に関する総合的評価に関する報告について（23 安委決第７号 平成 23 年７月６

日付け）」により，既設の発電用原子炉施設について，設計上の想定を超える外部

事象に対する頑健性について，総合的に評価を行うよう要請された。 

これを受け，同年７月 22 日，原子力安全・保安院から当社に対し，「東京電力株

式会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原子炉施設の

安全性に関する総合評価の実施について（指示）（平成 23・07・20 原院第１号 平

成 23 年７月 22 日付け）」（以下，「指示文書」という。）が発出され，同日これを

受領した。 

本報告書はこの指示文書に基づき，志賀原子力発電所２号機（以下，「志賀２号

機」という。）の安全性に関する総合評価のうち，一次評価について，その結果を

取りまとめ，原子力安全・保安院に報告するものである。 
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2. 発電所の概要 

志賀原子力発電所の敷地は，能登半島の中央部の西側にあり，日本海に面した地

点で，石川県羽咋郡志賀町赤住地内にあって，総面積は約 160 万ｍ２である。敷地

は，海岸線から山側に向かって，標高 50ｍ前後のなだらかな丘陵地となっている。 

発電所の全体配置は，添付-2-1 に示すとおりである。 

敷地は，海岸から標高 11ｍおよび標高 21ｍに整地造成して，原子炉建屋をはじ

め主要建物および構築物を設置しており，志賀原子力発電所１号機（以下，「志賀

１号機」という。）および志賀２号機の２基の原子炉がある。 

志賀１号機は，発電設備容量が 54 万ｋＷの沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ）であり，

平成５年７月に営業運転を開始している。 

志賀２号機は，発電設備容量が 135 万８千ｋＷの改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷ

Ｒ）であり，平成 18 年３月に営業運転を開始している。志賀２号機の主な系統お

よび設備の概要を以下に示す。 

 

志賀２号機の主な系統および設備概要 

原子炉型式 改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ） 

原子炉格納容器型式 鋼製ライナ内張鉄筋コンクリート造 

定格熱出力 3926ＭＷ 

燃料集合体数 872 体 

使用済燃料貯蔵容量 3788 体 

原子炉停止系 
制御棒および制御棒駆動系   （205 体） 

ほう酸水注入系        （ポンプ２台） 

原子炉冷却系 

低圧注水系          （ポンプ３台） 

高圧炉心注水系        （ポンプ２台） 

原子炉隔離時冷却系      （ポンプ１台※） 

自動減圧系          （８弁） 

原子炉格納施設 
原子炉格納容器        

格納容器スプレイ冷却系    （２系統） 

安
全
機
能 

安全機能をサポー

トする系統 

非常用ディーゼル発電機    （発電機３台） 

原子炉補機冷却水系      （ポンプ６台） 

原子炉補機冷却海水系     （ポンプ６台） 

 ※：原子炉隔離時冷却系ポンプはタービン駆動，その他掲載のポンプは電動駆動 

 

志賀２号機の営業運転開始以降の平均設備利用率は，平成 18 年度に確認された

低圧タービン翼の損傷に伴う約２年にわたる長期停止の影響等により，約 50％（平

成 23 年３月末現在）となっている。 

志賀１号機および志賀２号機の原子炉建屋は海岸線にほぼ平行に設置し，建屋外

壁扉は標高 21ｍに存在する。 

タービン建屋は原子炉建屋の西側（海側）に，主変圧器はタービン建屋の北側に
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設置している。タービン建屋の建屋外壁扉は標高 11ｍに存在する。 

廃棄物処理建屋は，隣接する志賀１号機原子炉建屋の南側に設置しており，建屋

外壁扉は標高 21ｍに存在する。 

サービス建屋は，志賀１，２号機の共用設備であり，両号機のタービン建屋の中

間に設置している。サービス建屋の建屋外壁扉は標高 11ｍに存在する。 

海水熱交換器建屋はタービン建屋の西側（海側）に設置している。 

また，開閉所は，原子炉建屋の東側丘陵を標高 35ｍに整地造成した敷地に設置

している。 

志賀２号機は，最新の沸騰水型軽水炉で，これまでに培ってきた国内外の原子力

発電所の建設・運転・保守の経験を踏まえ，開発実証された技術を集大成した安

全性・信頼性に優れた原子力発電所である。 

主な特徴として，改良型中央制御室，改良型制御棒駆動機構，原子炉内蔵型再循

環ポンプ，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器などの採用が挙げられる。 

また，建設段階より，「代替反応度制御」，「代替注水手段の追設」，「耐圧強化ベ

ント」，「志賀１号機との電源の融通」といったアクシデントマネジメント対策工

事を実施し，設計基準事象を超え，炉心が大きく損傷するおそれがある事態が万

一発生したとしても，それがシビアアクシデントに拡大するのを防止するため，

若しくはシビアアクシデントに拡大した場合にもその影響を緩和するように万全

を期している。 
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3. 総合評価（一次評価）の手法 

3.1 評価対象時点 

志賀２号機における総合評価（一次評価）は，平成 23 年 12 月末における施設

と管理状態を対象とする。 

3.2 評価対象事象 

評価対象事象は，指示文書に基づき，自然現象として「地震」および「津波」，

また，安全機能の喪失として「全交流電源喪失」および「最終的な熱の逃がし場

（最終ヒートシンク）の喪失」とし，以下の６項目について評価を実施する。 

 ① 地 震 

  ② 津 波 

  ③ 地震と津波の重畳 

  ④ 全交流電源喪失 

  ⑤ 最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失 

  ⑥ その他のシビアアクシデントマネジメント 

3.3 評価実施方法 

安全上重要な施設・機器等について，設計上の想定を超える事象に対して，ど

の程度の安全裕度が確保されているかを評価する。評価は，許容値等に対し，ど

の程度の裕度を有するかという観点から行う。なお，許容値等が施設・機器等の

実質的な耐力に比べて余裕を持って設定されている場合は，必要に応じ，技術的

妥当性を示せる範囲において，その余裕を考慮した値を用いることとする。 

また，評価においては，以下の点に留意する。 

○ 起因事象発生時の状況として，最大出力下での運転など最も厳しい運転条

件を想定すると共に，使用済燃料貯蔵プールが使用済燃料で満たされるな

ど最も厳しいプラント状況を設定する。 

○ 原子炉および使用済燃料貯蔵プールが同時に影響を受けると想定する。ま

た，防護措置の評価にあたっては，合理的な想定により信頼回復を期待で

きる場合を除き，一度失った機能は回復しない，プラント外部からの支援

は受けられない等，厳しい状況を仮定する。 

○ 決定論的な手法を用い，過度の保守性を考慮することなく現実的な評価を

行う。 

○ 想定事象の進展過程については，イベントツリー※の形式で示すこととし，

イベントツリーの各段階において，その段階で使用可能な防護措置につい

て検討し，それぞれの有効性および限界を示す。 

○ 防護措置の効果を評価するにあたっては，「4. 多重防護の強化策」に示す

「緊急安全対策」として実施した措置も対象とする。また，将来的に更なる

対策を行う場合は，その措置の内容と効果についても参考としてまとめる。 

○ 原子力発電所の機器等は，通常の保全活動において，取替えや手入れ等に
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より機能維持を図っているものの，一部の経年変化は地震動により機器等

に与える応力を増加させる可能性があることから，地震に係る評価におい

ては，経年変化を考慮する対象とする。 

※：イベントツリーとは，工学的系統や施設等において発生した異常な事象が，その

時の系統，施設等の構成要素の状況によってどのように波及する可能性があるか

を体系的に表示した樹枝線図をいう。 

また，総合評価を行うにあたっては，原子力本部長をトップとし，原子力本部，

原子力部，土木部および志賀原子力発電所からなる対応体制を構築し，原子炉施

設保安規定（以下，「保安規定」という。）に定める「品質マネジメントシステム」

に従って業務を遂行するとともに，評価の一部については，「調達管理要則」に基

づき，プラントメーカに委託を行った。 

評価結果については，「官庁提出報告書作成指針」に基づき，解析や評価に用い

るパラメータの妥当性確認を含めた内容確認を行うとともに，「原子力発電保安委

員会」において審議および「原子力発電保安運営委員会」に報告することにより，

妥当性確認を行っている。 

また，安全性の更なる向上のために抽出した対策については，適宜反映検討を

行っている。 
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4. 多重防護の強化策 

4.1 アクシデントマネジメント対策 

志賀２号機は，志賀１号機等の先行プラントにおけるアクシデントマネジメン

トの整備実績を踏まえ，アクシデントマネジメント対策としては，基本設計段階

で採用したものに加えて，詳細設計を反映した確率論的安全評価（以下，「ＰＳＡ」

という。）の実施等から得られた知見に基づき選定し，建設段階より，「代替注水」，

「耐圧強化ベント」，「志賀１号機との電源の融通」などのアクシデントマネジメ

ント対策工事を実施している。 

4.2 緊急安全対策 

原子力発電所は，多重防護の考え方に基づき安全を確保する設計としている。 

しかしながら，東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下，「福島第一原子

力発電所」という。）事故では，想定を超える津波により安全機能の広範な喪失が

同時に発生し，多重防護の各層が次々と破られたため，原子炉が損傷するまでに

至る事態となった。 

このため，平成 23 年３月 30 日に受領した経済産業大臣指示文書「平成 23 年福

島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対策の実施につ

いて（指示）（平成 23･03･28 原第７号 平成 23 年３月 30 日付け）」に基づき，津

波により３つの機能（交流電源を供給するすべての設備の機能，海水を使用して

原子炉施設を冷却するすべての設備の機能および使用済燃料貯蔵プールを冷却す

るすべての設備の機能）を喪失したとしても，炉心損傷および使用済燃料の損傷

を防止し，放射性物質の放出を抑制しつつ，原子炉施設の冷却機能の回復を図る

ための緊急安全対策を整備してきた。（添付-4.2-1）（添付-4.2-2） 

平成 23 年４月 28 日に経済産業大臣に報告した「志賀原子力発電所における緊

急安全対策について（実施状況報告書）（補正版）」（以下，「緊急安全対策報告書」

という。）の概要および実施状況等ならびに緊急安全対策報告書提出後に実施また

は計画した対策の概要について以下に示す。 

(1) 緊急点検の実施 

a 緊急時対応のための機器，設備の点検 

津波に起因する緊急時対応のための機器および設備の点検を平成23年７月

30日までに実施し，異常がないことを確認した。（添付-4.2-3） 

(2) 緊急時対応計画の点検および訓練の実施 

a マニュアルの整備 

津波による電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行

う際に必要な計画の策定，要員の配置，訓練に関する措置，必要な資機材の配

備，定期的な評価と必要な措置を講じることについて，「運転管理業務要領」

に定め，平成23年４月15日に改訂した。 

緊急安全対策により配備した高圧電源車，平成19年12月に配備した化学消防

自動車（以下，「消防車」という。）を活用した事故対応手順，アクシデント
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マネジメント対応手順等を「事故時運転操作要領」，「アクシデントマネジメン

ト操作要領」および「設備別運転操作要領」に定め，平成23年４月18日および21

日に改訂した。 

高圧電源車による給電の具体的な方法は「全交流電源喪失時における給電手

順書」に定め，これをＱＭＳ文書として新たに平成23年４月18日に制定した。

また，消防車等による非常送水の具体的方法は「全交流電源喪失時における非

常送水手順書」に定め，これをＱＭＳ文書として新たに平成23年４月18日に制

定した。 

訓練に関する具体的な措置は，各課の「教育・訓練手引」に定め，平成23

年４月18日に改訂した。 

b 訓練の実施 

全交流電源が喪失した場合を想定した対応訓練，非常送水訓練および外部電

源からの給電訓練を個別に行うとともに，平成23年４月19日にこれらの総合訓

練を実施した。以降も定期的かつ継続的に訓練を実施しており，より実効性を

高めるよう努めている。（添付-4.2-4） 

(3) 緊急時の電源確保 

a 高圧電源車の配備 

外部電源および非常用ディーゼル発電機による電源が確保できない場合に，

原子炉を安定的に除熱し，原子炉の状態監視等が可能となる緊急時の電源を確

保するため，高圧電源車５台（300ｋＶＡ×５台）を平成23年３月18日までに

配備した。 

b 低圧発電機の配備 

全交流電源喪失事故が発生した場合に，対外連絡や対応方針の検討を実施す

る緊急時対策室等の電源を確保するため，低圧発電機を平成23年３月28日まで

に２台配備した。 

c 高圧電源車からの電源供給のための資機材の確保 

高圧電源車から電源供給を行うためのケーブルおよび変圧器を平成23年３

月30日までに配備した。 

d 高圧電源車等による電源供給に係る手順の策定 

高圧電源車および低圧発電機による電源供給を行うための手順を「全交流電

源喪失時における給電手順書」に定め，これをＱＭＳ文書として新たに平成23

年４月18日に制定した。 

(4) 緊急時の最終的な除熱機能の確保 

a 消防車等の配備 

消火系ラインによる代替注水手段を確保するため，消防車を活用することで，

原子炉の除熱機能の確保が可能である。また，バックアップとして，別途可搬

式動力ポンプ３台を平成23年４月19日までに配備した。 
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b 消火ポンプ等による代替注水手順の整備 

福島第一原子力発電所において，津波に起因する全交流電源喪失事象が発生

し，冷却水の供給機能が喪失したことを踏まえ，ディーゼル消火ポンプ，消防

車等を用いた代替注水を行うための手順を平成23年４月21日までに定めた。 

c 水源を確保するために必要な資機材の整備 

消防車等による代替注水の水源（淡水）は，ろ過水タンクおよび原水受入タ

ンク（大坪川ダムから継続補給）を想定しており，外部電源がない場合でも大

坪川ダム水を送水するため，必要な資機材（ディーゼル発電機）を平成23年４

月１日に配備した。また，これらの水源が枯渇した場合には放水槽から耐震防

火水槽へ海水を送水するため，必要な資機材（水中ポンプ，ディーゼル発電機

および消防ホース）を平成23年４月８日までに配備した。 

d 格納容器ベント機能の強化 

格納容器ベントにより原子炉を継続的に冷却することをより確実にするた

め，従来から設置している主蒸気逃がし安全弁バックアップ用窒素ガスボンベ

および格納容器ベント弁バックアップ用圧縮空気ボンベを平成23年４月13日

までに追加配備した。 

(5) 緊急時の使用済燃料貯蔵プールの除熱機能確保 

a 消防車等の配備 

平成19年12月に配備した消防車を消火系ラインによる代替注水手段として

活用することで使用済燃料貯蔵プールの除熱機能の確保が可能である。また，

これらのバックアップとして，別途可搬式動力ポンプ３台を平成23年４月19

日までに配備した。 

b 消火ポンプ等による代替注水手順の整備 

福島第一原子力発電所において，津波に起因する全交流電源喪失事象が発生

し，冷却水の供給機能が喪失したことを踏まえ，ディーゼル消火ポンプ，消防

車等を用いた代替注水を行うための手順を平成23年４月21日までに定めた。 

c 水源を確保するための必要な資機材の整備 

消防車等による代替注水の水源（淡水）は，ろ過水タンクおよび原水受入タ

ンク（大坪川ダムから継続補給）を想定しており，外部電源がない場合でも大

坪川ダム水を送水できるよう必要な資機材（ディーゼル発電機）を平成23年４

月１日に配備した。また，これらの水源が枯渇した場合には放水槽から耐震防

火水槽へ海水を送水できるよう必要な資機材（水中ポンプ，ディーゼル発電機

および消防ホース）を平成23年４月８日までに配備した。 

(6) 構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施 

a 原子炉建屋への海水の浸入を防止するための機能の確認等 

福島第一原子力発電所において，津波により海水ポンプ等の機能が喪失した

ことを踏まえ，原子炉建屋への海水の浸入を防止するための機能について，健
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全性確認等を平成23年４月22日までに実施した。 

(7) 更なる対策 

緊急安全対策を実施することにより，津波により３つの機能が喪失する状況

にあっても，炉心損傷や使用済燃料の損傷を防止することが可能であるが，よ

り一層の信頼性向上を図るため，「電源確保」，「除熱機能の確保」，「発電所敷地

内への浸水防止対策」および「防災時のその他強化策」の４つの観点から更な

る対策を講じることとする。なお，これらの対策の完了には概ね２年程度を要

すると考えられるができる限り早期に実施する予定である。（添付-4.2-5） 

a 電源確保 

(a) 非常用電源（大容量）の配備 

非常用ディーゼル発電機の代替電源として，原子炉の状態監視計器や原子炉

の冷却・除熱維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給することができ

るよう大容量の電源車（約4,000ｋＶＡ×２台）を配備する。（平成25年３月） 

(b) 外部電源早期復旧による所内電源の確保 

全交流電源喪失時に外部電源を早期に確保するため，赤住線（66ｋＶ）の復

旧対策を平成23年６月に策定した。 

b 除熱機能の確保 

(a) 浸水した電動機の洗浄・乾燥用の資機材の配備 

津波により原子炉補機冷却系ポンプの電動機が浸水した際，浸水した電動機

を洗浄，乾燥して再使用するため，洗浄装置，乾燥機，クレーン等を平成23

年３月までに配備した。 

(b) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の配備 

福島第一原子力発電所において，津波により海水ポンプの機能が喪失したこ

とを踏まえ，原子炉補機冷却水系および原子炉補機冷却海水系のポンプの予備

電動機をそれぞれ２台配備する。（平成24年３月） 

(c) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備 

原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の配備に加え，対策の多様性を増やす

ため，原子炉補機冷却海水ポンプの機能を代替させるための大容量水中ポンプ

等を設置する。（平成24年３月） 

(d) 水源の多様化 

代替注水における水源（淡水）である原水受入タンク，ろ過水タンク，耐震

防火水槽等に，大坪川ダムからの既存の送水経路が使用できない場合において

もダム水を送水できるよう水中ポンプ，ディーゼル発電機，耐圧ホースなどの

資機材配備および手順書整備を平成23年10月６日までに実施した。 

(e) 原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水の信頼性向上 

原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水の信頼性向上を目指し，原子炉
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建屋内の代替注水配管の耐震裕度向上を行うとともに，原子炉建屋内の配管へ

消防車から直接接続できる配管を平成23年10月15日までに新設した。 

(f) 消防車の追加配備 

消火系ラインによる代替注水手段を確保するため，平成19年12月に配備した

消防車およびバックアップとして可搬式動力ポンプ３台を配備しているとこ

ろに加え,消火系ラインによる代替注水手段の一層の信頼性向上を目指し，消

防車１台を平成23年11月１日までに追加配備した。 

(g) ディーゼル消火ポンプ燃料タンク大容量化 

消火系ラインによる代替注水手段として電源を必要としないディーゼル消

火ポンプを配備しているが，一層の信頼性向上を目指し，ディーゼル消火ポン

プの燃料タンクの容量を１週間以上運転可能な大きさに大容量化する。（平成

24年６月） 

(h) 格納容器ベント機能の強化 

格納容器ベント弁を動作させるために必要な電源については，高圧電源車か

ら供給することとしているが，電源の多様性を高めるため，ベント専用電源を

設置する。（平成25年３月） 

c 発電所敷地内への浸水防止対策 

(a) 防潮堤の構築 

津波が発生した際，原子炉施設の浸水を防止するため，発電所敷地西側（海

側）に標高15ｍの防潮堤を設置する。（平成24年12月） 

(b) 取水槽および放水槽廻りへの防潮壁の設置 

津波が発生した際，原子炉施設の浸水を防止するため，取水槽および放水槽

廻り等に標高15ｍの防潮壁を設置する。（平成24年12月） 

(c) 海水熱交換器建屋の浸水対策の強化 

津波が発生した際，海水熱交換器建屋内にある冷却ポンプ電動機の浸水を防

止するため，海水熱交換器建屋の扉の水密化等を実施する。（平成25年３月） 

d 防災時のその他強化策 

(a) 緊急時対策棟の設置 

緊急時に原子力防災要員が適切な対応を取ることができるように，免震構造

の緊急時対策棟を新たに設置する。（平成25年３月） 

(b) 防災資機材専用倉庫の設置 

地震，津波発生時に保有する防災資機材への影響を防止するため，耐震構造

の防災資機材専用倉庫を高台に設置する。（平成25年３月） 

(c) モニタリング設備の強化 

緊急時の環境モニタリングデータを迅速に，かつ確実に収集するため，現在
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保有しているモニタリングカー１台に加えてさらに２台を追加配備する。（平

成24年12月） 

(d) 個人線量計の追加配備 

福島第一原子力発電所事故において，個人線量計が不足したことに鑑み，発

電所内に個人線量計を平成23年６月30日までに追加配備した。 

(e) 構内主要アクセス道路の補強 

地震，津波発生時に，高圧電源車，消防車，その他の緊急車両等が構内を確

実に走行できるように，構内主要アクセス道路等を補強する。（平成25年３月） 

(f) 復旧作業用クレーン車の常設 

地震，津波発生後の復旧作業を迅速に行うために，発電所内の復旧作業用の

クレーン車を平成23年６月１日までに配備した。 

(g) 緊急時協力会社集合棟の設置 

地震，津波時等の緊急時に発電所構内の協力会社関係者の退避場所となる緊

急時協力会社集合棟を設置する。（平成25年３月） 

4.3 外部電源の信頼性確保 

平成 23 年４月 15 日に受領した経済産業省原子力安全・保安院指示文書「原子

力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保について（指示）（平成 23･04･15

原院第３号 平成 23 年４月 15 日付け）」に基づき，地震等により原子力発電所等

の外部電源に影響を及ぼす事態が生じることに関して，原子力発電所等への電力

の供給信頼性を更に向上させるための対策検討に直ちに取り組んでいる。 

平成 23 年５月 16 日に原子力安全・保安院に報告した「原子力発電所の外部電

源の信頼性確保に係る実施状況報告書」の概要と実施状況等について以下に示す。 

(1) 外部電源の供給信頼性の更なる向上策 

志賀２号機6.9ｋＶ非常用母線へ66ｋＶ送電線から電力供給を行うため，66

ｋＶ送電線以降に志賀２号機用の容量20,000ｋＶＡの変圧器を新設し，志賀２

号機の３つの6.9ｋＶ非常用母線までの電路を新設する。（添付-4.3-1） 

また，平成23年４月７日の宮城県沖地震において，長幹支持がいしの折損等

が発生していることを踏まえ，平成23年７月23日までに送電線の長幹支持がい

しに免震金具を設置し耐震強化を図った。（添付-4.3-2） 

4.4 シビアアクシデントへの対応 

福島第一原子力発電所事故に係る国の原子力災害対策本部において，同事故に

関する報告書が取りまとめられ，事故を収束するための懸命な作業の中で抽出さ

れた課題（シビアアクシデントへの対応）から，万一シビアアクシデントが発生

した場合でも迅速に対応するための措置が整理されたことを踏まえ，平成 23 年６

月７日に受領した経済産業大臣指示文書「平成 23 年福島第一原子力発電所事故を
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踏まえた他の原子力発電所におけるシビアアクシデントへの対応に関する措置の

実施について（指示）（平成 23･06･07 原第２号 平成 23 年６月７日付け）」にお

いて，以下の項目についての実施状況を報告するよう指示を受けた。 

(1) 中央制御室の作業環境の確保 

(2) 緊急時における発電所構内通信手段の確保 

(3) 高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整備 

(4) 水素爆発防止対策 

(5) がれき撤去用の重機の配備 

平成 23 年６月 14 日に経済産業大臣に報告した「平成 23 年福島第一原子力発電

所事故を踏まえたシビアアクシデントへの対応に関する措置について（実施状況

報告書）」（以下，「シビアアクシデント対策報告書」という。）の概要と実施状況

等について以下に示す。（添付-4.4-1） 

(1) 中央制御室の作業環境の確保 

事故の教訓を踏まえ，全交流電源喪失時においても長期間の事故対応活動を

継続的に実施することができる対策の一環として，緊急安全対策報告書に記載

のとおり，全交流電源喪失時にも中央制御室換気空調再循環系が動作可能とな

るよう緊急安全対策として配備した高圧電源車の負荷に中央制御室換気空調再

循環系再循環ファンおよび関連電動弁を既に計上しており，関連手順書も整備

済みである。 

これにより，全交流電源喪失時にも中央制御室換気空調再循環系を閉回路循

環で運転することが可能であり，外部からの放射性物質の浸入を防止するとと

もに，中央制御室内の空気を浄化し，中央制御室の良好な作業環境が確保でき

る。 

(2) 緊急時における発電所構内通信手段の確保 

長期間全交流電源喪失時にも通信機能を継続的に使用できるようにするため

に，緊急安全対策として新たに配備した電源（原子炉建屋：高圧電源車，事務

建屋：低圧発電機）の負荷として通信機器（構内ＰＨＳ（社内電話），ページン

グ，陸上無線機および衛星電話（含携帯衛星電話））を既に計上しており，関連

手順書も整備済みである。 

これら緊急時に使用する通信機器は，耐震強化工事を行った事務本館の４階

（標高24ｍ以上）または志賀１，２号機原子炉建屋内（標高16ｍ以上）に設置し

ている。 

なお，4.2(7)d(a)項で記載した緊急時対策棟の設置に際し，通信回線・通信

機器電源の更なる多様化を図る予定である。 

照明については，懐中電灯を従来から配備しているほか，緊急安全対策報告

書に記載のとおり，高圧電源車により志賀１，２号機の中央制御室および原子

炉建屋運転階の照明に給電できるようにしている。 

また，緊急安全対策報告書の提出の段階で，夜間の外部での電源供給作業，
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注水作業等を適確に行えるよう，低圧発電機や小型発電機を電源とする投光器

を標高21ｍ以上の高所に必要数配備済みである。 

(3) 高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整備 

高線量対応防護服については，10着を発電所に備え付けることとし，平成23

年６月30日までに配備した。これに加え，対応が長期にわたっても十分な数量

が確保できるよう，必要時に原子力事業者間で高線量対応防護服を相互に融通

する仕組みを確認した。 

個人線量計，防護マスク等の資機材についても，既に発電所に配備されてい

るものに加え，必要時に原子力事業者間で相互融通する仕組みを整備した。個

人線量計については，既に発電所に配備されている充電式のものに加え，電池

式の線量計500個を標高21ｍに配備した。 

また，従来から放射線管理班員以外の原子力防災班員に対しても放射線防護

に関する知識や測定機器およびその取扱方法等について教育を実施しているが，

さらに，緊急時に放射線管理班員が本来業務を行えるよう，必要に応じて，放

射線管理班員以外の原子力防災班員が線量計等の放射線管理資機材の運搬・管

理等の補助的な業務を行い，放射線管理班員を助勢する仕組みも整備した。 

(4) 水素爆発防止対策 

福島第一原子力発電所事故で実施した建屋への穴あけ作業が行えるよう，作

業手順を整備し，平成23年６月30日までに関連資機材を配備した。 

また，原子炉格納容器から漏えいした水素が原子炉建屋に蓄積した場合にそ

の濃度を確認することができるよう，原子炉建屋内に水素検知器を設置すると

ともに，原子炉建屋頂部に穴を開け，ベント装置を設置する。（平成24年度） 

(5) がれき撤去用の重機の配備 

全交流電源喪失時に使用する消防ポンプや消防ホースを運搬する車両は，津

波に起因する通行障害を排除しながら移動することとなる。 

このため，移動を円滑に実施できるよう，平成23年４月25日にホイールロー

ダ１台を津波の影響を受けない高台（標高21ｍ）に配備した。 

その後，がれき撤去をより効率的に行うため，上述のホイールローダに換え

て，平成23年12月１日にブルドーザ１台を津波の影響を受けない高台（標高59

ｍ）に配備した。 

ブルドーザのオペレータについては，発電所構内に24時間常駐している化学

消防隊の各班に，法令に定める技能講習修了者を配置することにより確保して

いる。 
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5. 個別評価項目に対する評価方法および評価結果 

5.1 地 震 

5.1.1 評価実施事項 

指示文書による地震に対する評価実施項目は以下のとおりである。 

(1) 建屋，系統，機器等の裕度評価 

地震動が，設計上の想定を超える程度に応じて，耐震Ｓクラスおよび燃料の

重大な損傷に関係し得るその他のクラスの建屋，系統，機器等が損傷・機能喪

失するか否かを許容値等との比較または地震ＰＳＡの知見等を踏まえて評価す

る。 

(2) クリフエッジの特定 

(1)項の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至

る事象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの地

震動の大きさを明らかにする。 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.1.2 評価方法 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料を対象に，燃料の冷

却に必要な機器等が地震による地震荷重を許容値以上に受けた場合に機能喪失す

るとした想定において，設計基準の地震動による発生地震力に対して機器等の健

全性が確保される許容値が何倍あるのかを評価し，燃料の冷却が達成できる手段

の耐震裕度を評価する。 

以下に評価方法を示す。評価フロー図を添付-5.1-1 に示す。 

(1) 評価に用いる地震動の前提条件 

基準地震動は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年９

月 19 日 原子力安全委員会決定）」による耐震安全性評価（以下，「耐震バック

チェック」という。）において策定した基準地震動Ｓｓを用いる。 

(2) 機器等の耐震余裕の評価 

a 起因事象の選定 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料について，地震を

起因として燃料損傷に至る起因事象を選定する。 

・原子炉にある燃料については，日本原子力学会標準「原子力発電所の地震

を起因とした確率論的安全評価実施基準：2007（2007 年９月）」に示され

る考え方に基づき，起因事象を選定する。 

・使用済燃料貯蔵プールにある燃料については，使用済燃料貯蔵プールの除

熱失敗に至ると考えられる事象を起因事象として選定する。 
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b 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

選定した各起因事象に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，イベ

ントツリーを作成し，事象の進展を収束させるシナリオを特定する。 

イベントツリーの作成にあたっては，これまでのＰＳＡで用いられている成

功基準，事故シーケンス分析の結果に基づき展開された各起因事象に対するイ

ベントツリーを基本にした。 

c 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の抽出 

評価対象とする設備等は，耐震Ｓクラスおよび燃料の重大な損傷に関係し得

るその他のクラスの建屋，系統，機器等とする（添付-5.1-2）。具体的には，a

項にて選定した各起因事象に直接関連する設備等に加え，各起因事象を収束さ

せるフロントライン系※１に必要な設備等(主要設備）およびサポート系※２に必

要な設備等（補助設備）について，フォールトツリー※３を作成し評価対象とし

て抽出する。 

※１：各イベントツリーにおいて，安全機能確保に直接必要な系統をフロントライ

ン系という。例えば外部電源喪失では，原子炉停止，主蒸気逃がし安全弁に

よる圧力制御，非常用炉心冷却系による注水等がこれに該当し，これらの機

能を組み合わせて事象収束を図る。 

※２：フロントライン系を機能させるために必要な電源や冷却水等をサポート系と

いう。例えば，非常用炉心冷却系の機能確保には，監視・制御のための直流

電源やポンプ駆動のための交流電源等のサポート系の機能が必要となる。 

※３：ある影響緩和機能を担うシステム（系統）がその機能を確保できない要因に

ついて，構成機器単位で整理して表示したもの。これにより，どの機器の不

具合が着目する機能の喪失に直結するのかを簡単に把握できる。 

d 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価 

c項において抽出した設備等について，基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度を評

価する。 

(a) 評価条件 

ｱ 本検討で用いる評価手法は，耐震バックチェックで用いた手法を用いる

が，その他既往の試験・評価等で妥当性が確認された手法も用いる。 

ｲ 解析諸元は，設計時の値に加え，建設後の実寸法，物性値，試験で得ら

れた値など最新の知見についても適用の妥当性に留意しつつ用いること

とする。 

ｳ 各設備等の許容値は，構造強度については，既往の評価等で実績のある

ⅣAＳを用いるが，必要に応じて，設計基準で定められた設計引張強さ 

（Ｓｕ）を用いる。また，動的機能については，「原子力発電所耐震設

計技術指針JEAG4601-1991追補版」に準拠するとともに試験等で妥当性が

確認された値を用いる。 
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ｴ 各設備等に経年変化が認められる場合には，これを考慮して評価を実施

する。 

ｵ 耐震バックチェックと並行に耐震裕度向上工事を実施していることから，

この工事結果を考慮した耐震裕度を用いる。 

(b) 耐震裕度の評価方法 

ｱ 地震動に対する各設備等の損傷モード（構造損傷または機能損傷）に応

じて，基準地震動Ｓｓにより当該部位に発生する地震力（以下，「評価

値」という。）を求める。 

ｲ 各設備等の損傷モードに対応する許容値を求める。 

ｳ 基準地震動Ｓｓにおける各設備等の評価値と許容値の比（許容値／評価

値）を「耐震裕度」と定義し，設備等毎に評価し，耐震裕度を求める。 

なお，構造損傷の耐震裕度は，各設備等の機能喪失を考慮する上で，

最も耐震裕度が小さい部位の値を用いる。 

(3) クリフエッジの特定 

a 各起因事象の発生地震動の特定 

(2)a項において選定した各起因事象について，(2)d項で求めた各設備等の耐

震裕度評価結果を用いて，どの程度の地震動でどの起因事象が発生するかを特

定する。 

b 各影響緩和機能の耐震裕度の特定 

a項で求めた各起因事象発生地震動が小さい起因事象から順に，(2)d項で求

めた各設備等の耐震裕度を使用し，当該起因事象のイベントツリーに含まれる

影響緩和機能の耐震裕度を特定する。具体的には，各影響緩和機能を構成する

各設備等の耐震裕度を整理した上で，各影響緩和機能のフォールトツリーにも

展開し，最も小さい裕度を当該影響緩和機能の耐震裕度として特定する。 

c 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

b項で用いた当該起因事象のイベントツリーから，燃料の安定冷却が達成で

きる「収束シナリオ」について，各シナリオに含まれる影響緩和機能の耐震裕

度から，各収束シナリオの耐震裕度を特定する。なお，各収束シナリオの耐震

裕度は，必要な各影響緩和機能の耐震裕度のうち，最も小さいものとなる。 

d クリフエッジの特定 

c項で求めた収束シナリオの耐震裕度から，当該起因事象の耐震裕度を特定

する。当該起因事象の耐震裕度は，収束シナリオが複数ある場合には，各収束

シナリオの耐震裕度のうち，最も大きいものを当該起因事象の耐震裕度と定義

する。これは，その起因事象において，その数値を超えてしまうと，事象を収

束させる手段が評価上失われることとなるためである。 

以上の手順に従って求めた各起因事象の耐震裕度の中から，クリフエッジを
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特定する。クリフエッジは，各起因事象の耐震裕度のうち最も小さいものと定

義する。 

なお，(2)a項において，燃料の重大な損傷に至る可能性のあるすべての起因

事象を抽出しているが，これらのシナリオを一つずつ評価することで，クリフ

エッジを特定することができる。ただし，それぞれの起因事象に至る損傷対象

設備が異なる結果，起因事象発生に係る耐震裕度も異なった値となることを踏

まえると，クリフエッジを評価するためには，(2)a項において抽出した起因事

象に対して，耐震裕度の小さい起因事象から順にクリフエッジが特定されるま

での評価を実施すればよい。つまり，発生地震動が最も小さい起因事象の耐震

裕度に比べ，次に発生地震動が小さい起因事象がその耐震裕度を超える地震動

により発生する場合においては，その起因事象自体が発生し得ないこととなる

ため，それ以上の評価を行う必要はない。 

(4) 対策に係る効果の確認 

a 燃料の重大な損傷を防止するための措置 

(2)b項のイベントツリーを基に，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の進展

を防止するための措置として， 4.2項に示す整備済の緊急安全対策から必要な

措置を特定する。 

b 緊急安全対策実施前後の裕度 

a項の措置について，当該措置を実施したことにより，どのように燃料の重

大な損傷に至る事象の過程の進展を防止できるかイベントツリーで明確化す

るとともに，安全性の改善度合いを評価する。 

また，4.2(7)項および4.3項に記載のとおり，今後実施する予定の更なる対

策については，その効果を定性的に評価する。 

5.1.3 評価結果 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価結果 

a 機器等の耐震余裕の評価結果 

(a) 起因事象の選定結果 

地震を起因として炉心損傷に至る事象を地震ＰＳＡ学会標準に示される考

え方に基づき，起因事象として選定した。具体的には，次の２つに分類した上

で，起因事象として以下の９事象を選定した。（添付-5.1-3） 

① 地震動による建物・構築物，配管などの大型静的設備等の損傷が起因と

なる事象として，建屋の健全性喪失，原子炉冷却材喪失事故の発生 

② 地震動による安全機能への広範な影響がある設備などの損傷が要因と

なる起因事象として，安全機能のサポート機能喪失 

【起因事象】 

・外部電源喪失（※） 

※「交流電源喪失」，「直流電源喪失」，「計装・制御系喪失に伴う制
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御不能」の３起因事象を含めて考慮 

・原子炉冷却材喪失（大破断，中破断，小破断） 

・スクラム失敗 

・炉心損傷直結 

今回選定した上記の起因事象と，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関

する審査指針（平成２年８月30日 原子力安全委員会決定（平成13年３月29日

一部改訂））」（以下，「安全評価指針」という。）に示される安全評価事象

およびアクシデントマネジメント検討等で，これまで評価を実施している内的

事象ＰＳＡにおける起因事象との関係を添付-5.1-4に示す。 

(b) 起因事象に関連する設備等の抽出およびその耐震裕度の評価結果 

ｱ 起因事象に関連する設備等の抽出 

各起因事象に関連する設備等を添付-5.1-5 の左欄のとおり抽出した。 

ｲ 起因事象に関連する設備等の耐震裕度の評価 

ｱ項から抽出した設備等について，評価値および許容値を整理した上で，

添付-5.1-5 の右欄のとおり耐震裕度を評価した。なお，耐震裕度評価にお

ける設備等の評価値の算定は以下のとおり実施した。 

(ｱ) 基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓは，「志賀原子力発電所１号機「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果 報告書（平

成 22 年４月 27 日）」における基準地震動Ｓｓを用いた。（添付-5.1-6） 

(ｲ) 地震応答解析モデルと地震応答解析結果 

地震応答解析モデルは，「志賀原子力発電所「発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書

（平成 20 年３月 14 日）」における地震応答解析モデルを用い，基準地

震動Ｓｓによる地震応答解析を行った。（添付-5.1-7,8） 

(ｳ) 評価値の算定 

地震応答解析結果を基に，耐震バックチェックで用いた手法やその他

既往の試験・評価等で妥当性が確認された手法を用いて，基準地震動   

Ｓｓによる評価値を算定する。 

配管系の構造強度に対する評価値は，詳細評価（スペクトルモーダル

解析法等）により算定する。また，機器の構造強度の評価値は，既往評

価と同等の方法である詳細評価または応答倍率法により評価値を算定す

る。なお，応答倍率法を用いた簡易評価を行う場合，保守的な評価とな

るよう適用範囲に留意して評価を行う。 

動的機能に対する評価値は，基準地震動Ｓｓによる応答加速度を用い

る。必要に応じて「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補

版」を参考に，動的機能維持を確認する上で評価が必要となる部位を特
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定し，当該部位毎に評価を行う。（添付-5.1-9） 

(ｴ) 許容値 

対象設備等の許容値は，「構造強度」および「機能確認済加速度」と

して設定する。構造強度の許容値は，「原子力発電所耐震設計技術指針

JEAG4601･補-1984，JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」および「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2005」に準拠すると

ともに，ほかの規格基準で規定されている値および実験等で妥当性が確

認されている値等も用いる。より設備の実力を忠実に反映する観点から，

必要に応じて設計引張強さであるＳｕ値を用いる。 

機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601- 

1991 追補版」に準拠するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用

いる。詳細評価における構造強度評価の許容値は，「原子力発電所耐震

設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」等による。また，部位毎の動的機

能維持の許容値は，個別に試験等で妥当性が確認されている値を用いる。

（添付-5.1-10） 

(ｵ) 耐震裕度算出方法 

各設備等の耐震裕度は，評価値(a)および許容値(b)から求められる裕

度(b/a)を用いることを基本とした。回転機器などの構造強度評価と動的

機能維持評価の両方の評価を実施している設備等については，両方のう

ちの小さい裕度をその設備の耐震裕度とした。 

また，地震による評価値(c)と地震以外（自重，内圧等）による評価値

(d)とを分離して算出可能な設備等については，地震による評価値(c)に

対する裕度((b-d)/c)を用いて裕度を算出した。 

(ｶ) 評価対象外設備について 

各設備等の耐震裕度の評価にあたり，配管支持構造物など，許容値を

超えたとしても，その損傷が配管の健全性や機器の動的機能維持に直接

影響を与えるものではなく，要求される機能の喪失につながらない設備

については耐震裕度評価には含めていない。（添付-5.1-11） 

(ｷ) 経年劣化考慮 

志賀原子力発電所の保守管理における実績や先行ＢＷＲプラントの定

期安全レビューや高経年化技術評価などの知見から，耐震評価に影響す

る経年劣化事象を検討し，耐震評価で考慮すべき劣化事象はないことを

確認した。（添付-5.1-12） 

(c) 各起因事象が発生する地震動の特定結果 

各起因事象について，各設備等の耐震裕度評価結果を用いて，事象発生の地

震動を添付-5.1-13のとおり評価した。 

事象発生までの地震動が最も小さいのは「外部電源喪失」であり，耐震Ｃク
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ラス設備の破損により発生することから，基準地震動Ｓｓより小さい地震動で

発生すると考えられる。 

これ以外の起因事象については，耐震Ｓクラス設備等の破損により発生する

ものであり，発生地震動はすべて基準地震動Ｓｓ以上の地震動となった。 

以上より，最も発生地震動の小さい「外部電源喪失」を対象に，影響緩和に

必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シナリオを特定する。 

その他の起因事象については，「外部電源喪失」の耐震裕度が当該起因事象

の発生する地震動を上回った場合にイベントツリーを作成して評価する。 

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

「外部電源喪失」について，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付

-5.1-14のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

なお，耐震Ｂ，Ｃクラス設備等（技術的に基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度

を確認したものを除く）の耐震裕度評価を行わない影響緩和機能については，

基準地震動Ｓｓ相当の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベント

ツリーにおいては，破線で識別した。 

(e) 影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

「外部電源喪失」の影響緩和機能を構成するフロントライン系およびサポ

ート系に係る設備等について，添付-5.1-15 のとおりフォールトツリーを作

成し，添付-5.1-16 の左欄のとおり整理した。これら影響緩和機能に係る系

統図を添付-5.1-17 に示す。 

(f) 影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価結果 

抽出した設備等について，評価値および許容値を整理し，添付-5.1-16 の

右欄のとおり耐震裕度を評価した上で，添付-5.1-15 のとおりフォールトツ

リーにも展開した。 

b クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

「外部電源喪失」の収束シナリオを添付-5.1-14のイベントツリーを用いて

評価した結果，７つの収束シナリオが特定された。これらの収束シナリオごと

に評価を行った。 

シナリオ①～④： 

シナリオ①では，起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の

確保および非常用ディーゼル発電機の起動が成功し，非常用所内電源から

の給電がなされ，原子炉圧力制御機能も維持されている状態で，高圧系の

非常用炉心冷却系である原子炉隔離時冷却系により原子炉への注水が行

われる。この注水と主蒸気逃がし安全弁の自動開放により，原子炉の冷却

が行われる。 

また，原子炉隔離時冷却系の水源であるサプレッションプール水や原子
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炉格納容器内の冷却は，残留熱除去系により行われており，原子炉の安

定・継続的な冷却が維持され，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ②では，シナリオ①とほぼ同様であるが，残留熱除去系による

原子炉隔離時冷却系の水源であるサプレッションプール水や原子炉格納

容器内の冷却に失敗するが，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄

積した熱エネルギーを放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が

維持され，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ③では，高圧系の非常用炉心冷却系が高圧炉心注水系である点

を除き，シナリオ①と同じである。 

シナリオ④では，高圧系の非常用炉心冷却系が高圧炉心注水系である点

を除き，シナリオ②と同じである。 

シナリオ⑤,⑥： 

シナリオ⑤では，起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の

確保および非常用ディーゼル発電機の起動が成功し，非常用所内電源から

の給電がなされ，原子炉圧力制御機能も維持されている状態で，高圧系の

非常用炉心冷却系による原子炉への注水に失敗するものの，主蒸気逃がし

安全弁による急速減圧操作により原子炉圧力を低下させた後，低圧系の非

常用炉心冷却系である低圧注水系により原子炉の冷却が行われる。 

また，低圧注水系の水源であるサプレッションプール水や原子炉格納容

器内の冷却は，残留熱除去系により行われており，原子炉の安定・継続的

な冷却が維持され，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ⑥では，シナリオ⑤とほぼ同様であるが，残留熱除去系による

低圧注水系の水源であるサプレッションプール水や原子炉格納容器内の

冷却に失敗するが，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱

エネルギーを放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，

燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ⑦： 

起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の確保には成功するが，

非常用ディーゼル発電機の起動に失敗し，全交流電源喪失の状態となる。 

原子炉圧力制御機能は維持されている状態で，交流電源を必要としない

高圧系の非常用炉心冷却系である原子炉隔離時冷却系により原子炉への

注水が行われる。 

この原子炉隔離時冷却系による注水と主蒸気逃がし安全弁の自動開放

により原子炉の冷却が行われるが，長期的には原子炉隔離時冷却系の動力

源である直流電源が喪失する前に，緊急安全対策として整備した高圧電源

車による電源供給により原子炉隔離時冷却系に必要な電源を保持し，必要

に応じて主蒸気逃がし安全弁による急速減圧操作により原子炉圧力を低

下させ，緊急安全対策として整備した消防車により原子炉の注水を継続す

るとともに，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エネル
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ギーを放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，燃料

の重大な損傷に至る事態は回避される。 

添付-5.1-15および添付-5.1-16から，各影響緩和機能に関連する設備等の耐

震裕度をイベントツリーに展開した。（添付-5.1-18） 

各収束シナリオの耐震裕度のうち，シナリオ⑦の裕度が最も大きく，耐震裕

度は1.93となった。これ以上の地震に対しては，格納容器ベントの際に必要な

不活性ガス系の空気作動弁の動的機能が損なわれる可能性が高まるため，燃料

の重大な損傷に至る可能性があると評価される。 

(b) クリフエッジの特定 

(a)項に示すとおり，「外部電源喪失」事象における原子炉にある燃料の冷

却に対する耐震裕度は1.93と評価した。 

一方，「外部電源喪失」の次に発生地震動が小さい起因事象は「スクラム失敗」

および「炉心損傷直結」であり，これらは基準地震動Ｓｓの２倍で発生するが，

「外部電源喪失」事象における耐震裕度1.93よりもこれらの起因事象が発生する

地震動は大きいため，クリフエッジとなる耐震裕度が得られることはない。  

したがって，原子炉にある燃料の重大な損傷を防止する観点では，地震に係

るクリフエッジが存在し，それは格納容器ベントの際に必要な「不活性ガス系

の空気作動弁」で，耐震裕度は1.93と特定した。 

なお，この評価結果は，基準地震動Ｓｓの解放基盤面上の地震加速度

（600gal）に，耐震裕度1.93を乗じた，1,158galに相当する非常に大きな地震

動まで原子炉にある燃料を冷却できることを意味している。 

c 対策に係る効果の確認 

(a) 燃料の重大な損傷を防止するための措置 

b(a)項に示すとおり，緊急安全対策実施前はシナリオ①から⑥の６つの収束

シナリオが存在したのに対し，緊急安全対策により整備した高圧電源車による

電源確保および消防車による代替注水手段により，新たにシナリオ⑦の収束シ

ナリオが１つ増え計７つとなり，燃料の重大な損傷を防止するための措置とし

て取り得るシナリオが増加し，その信頼性が高まったものと評価する。（添付

-5.1-18） 

(b) 緊急安全対策実施前後の裕度 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツ

リーおよびその影響緩和機能の耐震裕度を添付-5.1-19に示す。 

添付-5.1-19に示すとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオの耐震

裕度は1.72であったのに対し，b(b)項のとおり，緊急安全対策実施後は，耐震

裕度は1.93となった。 

緊急安全対策実施前では，「全交流電源喪失」状態に事象が進展した場合，

原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系により実施するが，約８時間後には直流

電源（蓄電池）が枯渇するため，急速減圧操作の後にアクシデントマネジメン
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ト策であるディーゼル消火ポンプによる消火系からの代替注水により，原子炉

への注水を行うことを想定していた。しかし，このディーゼル消火ポンプや消

火系配管は，耐震Ｂ，Ｃクラス設備であり，基準地震動Ｓｓ相当の地震発生時

にその機能は評価上期待できないため，非常用ディーゼル発電機による電源供

給が燃料の重大な損傷を防止するためには必要不可欠となり，非常用ディーゼ

ル発電機の耐震裕度1.72が収束シナリオの耐震裕度となっていた。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段および消防車による

代替注水手段が整備され，非常用ディーゼル発電機による電源供給が期待でき

ない場合でも，燃料の重大な損傷を防止することができるようになった。 

この場合，格納容器ベントを行う際に動作が必要となる弁の耐震裕度1.93

が収束シナリオの耐震裕度となる。 

なお，消防車による原子炉への注水の際に使用する消火系配管および復水補

給水系配管については，耐震補強工事を平成23年10月までに実施し，基準地震

動Ｓｓ相当の地震発生時においても，その機能が期待できるようにするととも

に,高圧電源車による電源供給や消防車による代替注水が確実に実施できるよ

う，手順書を定め，体制を整備し，定期的に訓練を行っている。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，原子炉にある燃料の冷却につ

いて，設計基準地震動Ｓｓを超える地震に対して信頼性が向上していることを

確認した。 

また，志賀原子力発電所では，地震・津波に対して発電所のより一層の信頼

性向上を図るため，4.2(7)項および4.3項に記載のとおり，今後更なる対策等

を講じることとしている。 

これらの対策を講じることにより，以下のような効果がさらに見込めるよう

になり，地震・津波に対して，信頼性がより一層向上するものと認識している。 

ｱ 電源確保 

(ｱ) 非常用電源（大容量）の配備 

非常用ディーゼル発電機の代替電源として，原子炉の状態監視計器や

原子炉の冷却・除熱維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給す

ることができるようになり，発電所の安全性を一層高めることができる。 

(ｲ) 外部電源早期復旧による所内電源の確保（外部電源の信頼性確保） 

標高 11.3ｍに設置している変圧器が津波により浸水した場合，現状の

所内電源系では外部電源喪失が発生するとともに，原子炉補機冷却海水

系のポンプの浸水による最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の

喪失もあいまって，全交流電源喪失が発生する。 

しかし，志賀２号機 6.9ｋＶ非常用母線へ 66ｋＶ送電線（赤住線）から

電力供給を行えるようにすることとしており，これにより標高 11.3ｍ以

上の津波が到来しても外部電源喪失が発生しない所内電源系統が構成さ

れる。 
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この対策により，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態

に移行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

ｲ 除熱機能の確保 

除熱機能の確保に関する対策としては，「(a) 浸水した電動機の洗浄・

乾燥用の資機材の配備」，「(b) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の

配備」，「(c) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備」および「(d) 水

源の多様化」を実施することとしている（(a)および(d)は実施済み）。 

これらの対策により，敷地内に津波が浸水した場合にその機能喪失の可

能性が高い原子炉補機冷却水ポンプおよび原子炉補機冷却海水ポンプの早

期復旧が可能となり，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態

に移行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

ｳ 発電所敷地内への浸水防止対策 

(ｱ) 防潮堤の構築・取水槽および放水槽廻りへの防潮壁の設置 

津波が発生した際，原子炉施設の浸水を防止するため，発電所敷地西

側（海側）に標高 15ｍの防潮堤を設置するとともに，取水槽および放水

槽廻り等に標高 15ｍの防潮壁を設置することとしている。 

これにより，標高 15ｍの津波が発生した場合においても，敷地内への

浸水を確実に防止することができ，これまで標高 11.3ｍ以上の津波で発

生が想定された「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」，

「外部電源喪失」といった起因事象の発生が，標高 15ｍの津波までは確

実に発生しないこととなる。 

(ｲ) 海水熱交換器建屋の浸水対策の強化 

海水熱交換器建屋内にある冷却ポンプ電動機の予備品等の配備により，

その復旧が速やかに行えるようにしているが，津波によるポンプの浸水

を防止するため，海水熱交換器建屋の扉の水密化等を実施することとし

ている。これにより，除熱機能維持の更なる信頼性向上が可能となる。 

ｴ 防災時のその他強化策等 

その他，「緊急時対策棟の設置」，「防災資機材専用倉庫の設置」，「復

旧作業用クレーン車の常設」，「シビアアクシデントへの対応策」および

「緊急時協力会社集合棟の設置」などを行うこととしている。 

(2) 使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対する評価結果 

a 機器等の耐震余裕の評価結果 

(a) 起因事象の選定結果 

使用済燃料貯蔵プールにある燃料が重大な損傷に至る起因事象としては，除

熱失敗が考えられるが，除熱失敗に至る事象としては，使用済燃料貯蔵プール

保有水の流出や使用済燃料貯蔵プールの冷却設備の機能喪失に伴う崩壊熱除

去失敗が考えられる。 
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使用済燃料貯蔵プール保有水が流出する原因としては，使用済燃料貯蔵プー

ル本体の損傷等が考えられ，また，使用済燃料貯蔵プールの冷却設備の機能喪

失に伴う崩壊熱除去失敗に係る原因としては，使用済燃料貯蔵プールを冷却す

る設備のポンプの故障や必要なサポート系の故障等が考えられる。 

以上のことから，評価対象とする起因事象として以下の３事象を選定した。 

【起因事象】 

・外部電源喪失（※） 

※「使用済燃料貯蔵プール冷却機能喪失」を含めて考慮 

・使用済燃料貯蔵プール損傷 

(b) 起因事象に関連する設備等の抽出およびその耐震裕度の評価結果 

ｱ 起因事象に関連する設備等の抽出結果 

各起因事象に関連する設備等を添付-5.1-20 の左欄のとおり抽出した。 

ｲ 起因事象に関連する設備等の耐震裕度の評価結果 

ｱ項から抽出した設備等について，評価値および許容値を整理し，添付

-5.1-20 の右欄のとおり耐震裕度を評価した。なお，耐震裕度評価におけ

る設備等の評価値の算定にあたっては，原子炉にある燃料に対する評価方

法と同様な手法に基づき実施した。 

(c) 各起因事象が発生する地震動の特定結果 

各起因事象について，各設備等の耐震裕度評価結果を用いて，事象が発生す

る地震動を添付-5.1-21のとおり評価した。 

事象が発生するまでの地震動が最も小さいのは「外部電源喪失」であり，耐

震Ｃクラス設備の破損により発生することから，発生地震動は基準地震動Ｓｓ

までの地震動で発生すると考えられる。 

「使用済燃料貯蔵プール損傷」については，耐震Ｓクラス設備等の破損によ

り発生するものであり，基準地震動Ｓｓ以上の地震動で発生するものとなった。 

以上より，最も発生地震動の小さい「外部電源喪失」を対象に，影響緩和に

必要な機能を抽出し，イベントツリーより収束シナリオを特定する。 

なお，「使用済燃料貯蔵プール損傷」については，使用済燃料貯蔵プールにあ

る燃料の重大な損傷とみなすことからイベントツリーを作成しないものとする。 

(d) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

「外部電源喪失」について，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付

-5.1-22のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

なお，耐震Ｂ，Ｃクラス設備等（技術的に基準地震動Ｓｓに対する耐震裕度

を確認したものを除く）による影響緩和機能については，基準地震動Ｓｓ相当

の地震によりすべて機能喪失するものと想定し，イベントツリーにおいては，

破線で識別した。 
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(e) 影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

「外部電源喪失」の影響緩和機能について，構成するフロントライン系お

よびサポート系に係る設備等について添付-5.1-23 のとおりフォールトツリ

ーを作成し，添付-5.1-24 の左欄のとおり整理した。これら影響緩和機能に

係る系統図を添付-5.1-25 に示す。 

(f) 影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価結果 

抽出した設備等について，評価値および許容値を整理し，添付-5.1-24 の

右欄のとおり耐震裕度を評価した上で，添付-5.1-23 のとおりフォールトツ

リーにも展開した。 

b クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの耐震裕度の特定 

「外部電源喪失」の収束シナリオの耐震裕度を添付-5.1-22のイベントツリ

ーを用いて評価した結果，４つの収束シナリオが特定された。これらの収束シ

ナリオごとに評価を行った。 

シナリオ①： 

起因事象発生の後，非常用ディーゼル発電機の起動が成功し，残留熱除

去系により使用済燃料貯蔵プールの安定・継続的な冷却が行われ，燃料の

重大な損傷に至る事態は回避される。  

シナリオ②： 

起因事象発生の後，非常用ディーゼル発電機の起動が成功し，非常用所

内電源からの給電がなされるが，残留熱除去系による冷却機能の確保に失

敗する。 

しかし，緊急安全対策として整備した消防車からの注水により使用済燃

料貯蔵プールの安定・継続的な冷却が行われ，燃料の重大な損傷に至る事

態は回避される。 

シナリオ③： 

起因事象発生の後，非常用所内電源からの電源供給が喪失し，緊急安全

対策として整備した高圧電源車による電源供給は成功するものの，復水補

給水系や消火系による注水の確保に失敗する。 

しかし，消防車からの注水により使用済燃料貯蔵プールの安定・継続的

な冷却が行われ，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ④： 

起因事象発生の後，非常用所内電源からの電源供給が喪失し，高圧電源

車による電源供給にも失敗し，使用済燃料貯蔵プールの冷却が困難となる。 

しかし，緊急安全対策として整備した消防車からの注水により使用済燃

料貯蔵プールの安定・継続的な冷却が行われ，燃料の重大な損傷に至る事

態は回避される。 
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添付-5.1-23および添付-5.1-24から，各影響緩和機能に関連する設備等の耐

震裕度をイベントツリーに展開した。（添付-5.1-26） 

各収束シナリオの耐震裕度のうち，シナリオ③および④の裕度が最も大きく，

耐震裕度は2.00となった。これ以上においては，消防車が地震により転倒する

可能性が否定できず，転倒により使用済燃料貯蔵プールへの注水に使用できな

い場合は燃料の重大な損傷に至る可能性が高くなると評価した。 

(b) クリフエッジの特定 

「外部電源喪失」事象における使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷却に対

する耐震裕度は2.00と評価した。 

この耐震裕度は「消防車の転倒による機能喪失」によるものであるが，この

評価の中には保守性が含まれており，実際に転倒するまでの裕度はさらに高く

なるものと考えられる。 

「外部電源喪失」の次に発生地震動が小さい起因事象は基準地震動Ｓｓの２

倍で発生する「使用済燃料貯蔵プール損傷」であり，これ以上の地震動では使

用済燃料貯蔵プールにある燃料が重大な損傷に至る可能性が高くなると考え

られる。 

したがって，これらのことを総合的に考慮し，使用済燃料貯蔵プールにある

燃料の重大な損傷を防止する観点では，地震に係るクリフエッジが存在し，そ

れは基準地震動Ｓｓの２倍（1,200gal）で発生する「使用済燃料貯蔵プール損

傷」であると特定した。 

 

c 対策に係る効果の確認 

(a) 燃料の重大な損傷を防止するための措置 

b(a)項に示すとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオはシナリオ①

のみが存在したのに対し，緊急安全対策により整備した高圧電源車および消防

車により，新たにシナリオ②～④の収束シナリオの３つが増え計４つとなり，

燃料の重大な損傷を防止するための措置として取り得るシナリオが増加し，その

信頼性が高まったものと評価する。（添付-5.1-26） 

(b) 緊急安全対策実施前後の裕度 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」を起因事象としたイベントツ

リーおよびその影響緩和機能の耐震裕度を添付-5.1-27に示す。 

添付-5.1-27に示すとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオの耐震

裕度は1.72であったのに対し，b(b)項のとおり，緊急安全対策実施後は，基準

地震動Ｓｓの２倍で発生する「使用済燃料貯蔵プール損傷」となった。 

緊急安全対策実施前では，「全交流電源喪失」状態に事象が進展した場合，

使用済燃料貯蔵プールへの注水は，アクシデントマネジメント策であるディー

ゼル消火ポンプによる消火系からの代替注水により行うことを想定していた。

しかし，このディーゼル消火ポンプや消火系配管は，耐震Ｂ，Ｃクラス設備で
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あり，基準地震動Ｓｓ相当の地震発生時にその機能は評価上期待できないため，

非常用ディーゼル発電機による電源供給により「全交流電源喪失」状態に事象

を進展させないことが燃料の重大な損傷を防止するためには必要となり，非常

用ディーゼル発電機の耐震裕度1.72が収束シナリオの耐震裕度となっていた。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段および消防車による

代替注水手段が整備され，非常用ディーゼル発電機による電源供給が期待でき

ない場合でも，燃料の重大な損傷を防止することができるようになった。 

この場合，消防車の耐震裕度2.00が収束シナリオの耐震裕度となるが，この

耐震裕度の評価に保守性が含まれていることを勘案し，クリフエッジとしては

基準地震動Ｓｓの２倍で発生する「使用済燃料貯蔵プール損傷」とした。 

なお，消防車による使用済燃料貯蔵プールへの注水の際に使用する消火系配

管および復水補給水系配管については，耐震補強工事を平成23年10月までに実

施し，基準地震動Ｓｓ相当の地震発生時においても，その機能が期待できるよ

うにするとともに,高圧電源車による電源供給や消防車による代替注水が確実

に実施できるよう，手順書を定め，体制を整備し，定期的に訓練を行っている。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，使用済燃料貯蔵プールにある

燃料の冷却について，設計基準地震動Ｓｓを超える地震に対して信頼性が向上

していることを確認した。 

さらに，(1)c(b)項で記載のとおり，4.2(7)項および4.3項に示す更なる対策

等により，地震・津波に対して信頼性がより一層向上するものと認識している。 

5.1.4 評価結果のまとめ 

地震に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に対しては耐震裕度 1.93，使

用済燃料貯蔵プールにある燃料に対しては耐震裕度2.00 であると特定した。 

よって，プラント全体としての地震に対するクリフエッジは耐震裕度 1.93 で

あり，この評価結果は，基準地震動Ｓｓの解放基盤面上の地震加速度（600gal）

に耐震裕度 1.93 を乗じた，1,158gal に相当する非常に大きな地震動まで原子炉

にある燃料を冷却できることを意味している。 

また，緊急安全対策により原子炉および使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷

却に対して信頼性が向上していることを確認した。 

さらに，志賀原子力発電所において今後予定している地震・津波に対するより

一層の信頼性向上対策により，地震・津波に対する発電所の安全がより一層向上

するものと認識している。 
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5.2 津 波 

5.2.1 評価実施事項 

   指示文書による津波に対する評価実施項目は以下のとおりである。 

(1) 建屋，系統，機器等の裕度評価 

津波高さが土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成 14 年）を用いて

評価した設計想定津波の高さ（設計津波高さ）を超える程度に応じて，安全上

重要な建屋，系統，機器等および燃料の重大な損傷に関係し得るその他の建屋，

系統，機器等が損傷・機能喪失するか否かを設計津波高さ等との比較若しくは

津波ＰＳＡの知見等を踏まえて評価する。 

(2) クリフエッジの特定 

(1)項の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至

る事象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの津

波高さを明らかにする。 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.2.2 評価方法 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料を対象に，燃料の冷

却に必要な機器等が浸水により機能喪失するとした想定において，様々な高さの

津波に対する発電所敷地内および建屋内への浸水評価により，どの程度の高さの

津波まで燃料の冷却が可能かを評価する。 

以下に評価手法を示す。評価フロー図を添付-5.2-1 に示す。 

(1) 評価に用いる津波の前提条件 

設計津波高さは，添付-5.2-2 に示すように，敷地前面で T.P.＋約５ｍ※（日

本海東縁部（秋田県・山形県沖）の津波）である。 

また，評価に用いる津波の前提条件として，海域活断層から想定される津波

および日本海東縁部から想定される津波のいずれにおいても周期は 10 分以下

であることなどを踏まえ，保守的に周期30分の正弦波で模擬することとした。 

※：「T.P.」は基準面で，東京湾平均海面であり，「標高」と同義である。 

なお，水位低下に係る評価用の津波水位の最低値は志賀１，２号機補機冷却

水取水口で T.P.－約３ｍ（志賀２号機海水ポンプ室で T.P.－5.53ｍ）（笹波

沖断層帯（全長）の津波）である。 

ここで，各水位には，各々，朔望平均満潮位＋0.5ｍ，朔望平均干潮位－0.05

ｍを考慮している。 

(2) 評価する損傷モード 

津波に対する損傷モードとして水位上昇による浸水と水位低下による取水
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性への影響を考慮する。 

耐震バックチェックにて検討した，笹波沖断層帯（全長）による地震に伴う

津波では，表 5.2-1 に示すように海水ポンプ室の海面低下による最低水位は原

子炉補機冷却海水ポンプの設計最低水位を上回るため，水位低下時においても

取水は十分可能である。 

万一，取水路の水位低下が継続した場合は原子炉を手動停止し，海水ポンプを

全台停止することになるが，津波終息後，海水ポンプを再起動する手順が整備さ

れていることおよび津波の周期は 10 分程度と短いことから問題はない。 

従って，水位低下による取水性への影響は小さいことから，損傷モードとし

て水位上昇による浸水を評価する。 

表 5.2-１ 津波による水位低下と海水ポンプの設計最低水位の比較 

志賀２号機海水ポンプ室の

最低水位 

原子炉補機冷却海水ポンプ

設計最低水位 
評価結果 

T.P.－5.53ｍ T.P.－6.3ｍ 取水可能 

(3) 機器等の許容津波高さの評価 

a 起因事象の選定 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料について，以下の

考え方に基づき津波を起因として燃料損傷に至る起因事象を選定する。 

・原子炉にある燃料については，津波を起因として燃料の損傷に至る事象を

安全評価指針に示される安全評価事象，内的事象ＰＳＡでの起因事象およ

び津波の影響として固有に考慮すべき事象を勘案の上，起因事象として選

定する。 

・使用済燃料貯蔵プールにある燃料については，使用済燃料貯蔵プールの除

熱失敗に至ると考えられる事象を起因事象として選定する。 

b 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

選定した各起因事象に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，イベ

ントツリーを作成の上，事象の進展を収束させる収束シナリオを特定する。 

イベントツリーの作成にあたっては，これまでのＰＳＡで用いられている成

功基準，事故シーケンス分析の結果に基づき展開された各起因事象に対するイ

ベントツリーを基本にした。 

c 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の抽出 

評価対象とする設備等は，耐震Ｓクラスおよび燃料の重大な損傷に関係し得

るその他のクラスの建屋，系統，機器等とする（添付-5.2-3）。具体的には，a

項にて選定した各起因事象に直接関連する設備等に加え，フロントライン系に

必要な設備等（主要設備）およびサポート系に必要な設備等（補助設備）につ

いて，各起因事象を収束させるのに必要な設備等を対象として抽出する。 
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d 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の許容津波高さの評価 

抽出した各設備等について，津波に対する損傷モード（水位上昇による浸水）

を考慮の上，設備が機能維持できる津波高さ（以下，「許容津波高さ」という。）

を以下の方法および検討条件で評価する。ここで，「津波高さ」とは敷地の浸

水高さを意味する。 

(a) 当該評価に必要な設備等について，設置場所,設置高さを調査する。 

(b) 津波高さが許容津波高さを超えると，当該設備等は機能喪失するものとし，

設計津波高さを何ｍ上回る津波で設備が損傷・機能喪失するかを設備毎に評

価する。 

   なお，津波に対する安全性確保のために必要な対策を抽出する観点から，

福島第一原子力発電所で確認された津波高さ約 15ｍを５ｍ上回る，標高 20

ｍの津波の範囲で評価を行った。 

(c) 設計津波高さは，土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成 14 年）

を用いて評価する。 

(4) クリフエッジの特定 

a 各起因事象が発生する許容津波高さの特定 

(3)a項において選定した各起因事象について，(3)d項で求めた各設備等の許

容津波高さの評価結果を用いて，どの程度の津波高さでどのような起因事象が

発生するかを特定する。 

b 各影響緩和機能の許容津波高さの特定 

a項で求めた事象発生の許容津波高さが低い起因事象から順に，(3)d項で求

めた各設備等の許容津波高さを使用し，当該起因事象のイベントツリーに含ま

れる影響緩和機能の許容津波高さを特定する。具体的には，各影響緩和機能の

フォールトツリーを作成し，各影響緩和機能を構成する各設備等の許容津波高

さを整理し，最も低い許容津波高さを当該影響緩和機能の許容津波高さとして

特定する。 

c 各収束シナリオの許容津波高さの特定 

b項で求めた各収束シナリオの影響緩和機能の許容津波高さから，各収束シ

ナリオの許容津波高さを特定する。なお，各収束シナリオの許容津波高さは必

要な各影響緩和機能の許容津波高さのうち最も低いものとなる。 

d クリフエッジの特定 

c項で求めた収束シナリオの許容津波高さから，当該起因事象の許容津波高

さを特定する。当該起因事象の許容津波高さは，収束シナリオが複数ある場合

には，それらのシナリオの許容津波高さのうち最も高いものとなる。 

各起因事象の許容津波高さの中からクリフエッジを特定する。なお，クリフ

エッジは各起因事象の許容津波高さのうち最も低いものとなる。 
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なお，(3)a項において，燃料の損傷に至る可能性のあるすべての起因事象を

抽出しているが，それぞれの起因事象に至る損傷対象設備が異なる結果，起因

事象発生に係る許容津波高さも異なった値となることを踏まえると，クリフエ

ッジを評価するためには，(3)a項において抽出した起因事象に対して，許容津

波高さの低い起因事象から順にクリフエッジが特定されるまでの評価を実施

すればよい。つまり，最も低い津波高さで発生する起因事象の許容津波高さに

比べ，次に低い起因事象発生の津波高さが高い場合においては，その起因事象

自体が発生し得ないこととなるため，それ以上の評価を行う必要はない。 

(5) 対策に係る効果の確認 

a 燃料の重大な損傷を防止するための措置 

(3)b項のイベントツリーを基に，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の進展

を防止するための措置として，4.2項に示す整備済の緊急安全対策から必要な

措置を特定する。 

b 緊急安全対策実施前後の裕度 

a項の措置について，当該措置を実施したことにより，どのように燃料の重

大な損傷に至る事象の過程の進展を防止できるか，イベントツリーで明確化す

るとともに，安全性の改善度合いを評価する。 

また，4.2(7)項および4.3項に記載のとおり，今後実施する予定の更なる対

策等については，その効果を定性的に評価する。 

5.2.3 評価結果 

志賀原子力発電所の敷地高さは添付-5.2-4 に示すように標高 11ｍ以上であり，

原子炉建屋は標高 21ｍに設置されている。また，主要な機器の建屋内の設置高

さは添付-5.2-5 のとおりである。これらを考慮し，評価を実施した。 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価結果 

a 機器等の許容津波高さの評価結果 

(a) 起因事象の選定結果 

津波を起因とする燃料の損傷に至る起因事象として，以下の５事象を選定し

た。（添付-5.2-6） 

【起因事象】 

・最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失 

・外部電源喪失 

・交流電源喪失 

・直流電源喪失 

・計装・制御系喪失に伴う制御不能 

今回選定した上記の起因事象と，安全評価指針に示される安全評価事象およ

びアクシデントマネジメント検討等でこれまで評価を実施している内的事象
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ＰＳＡにおける起因事象との関係を添付-5.2-7に示す。 

添付-5.2-5の建屋内配置図から，標高11.3ｍ以上の津波が発生した場合，外

部電源喪失の原因となる変圧器の浸水と，最終的な熱の逃がし場（最終ヒート

シンク）の喪失の原因となる原子炉補機冷却系のポンプの浸水が同時に発生す

ることとなるため，「外部電源喪失」事象と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒ

ートシンク）の喪失」事象が同時発生することとなる。 

プラント運転時に外部電源が喪失した場合，原子炉は自動スクラムする。こ

の時，非常用ディーゼル発電機の起動による早急な非常用電源確保が原子炉の

安全停止（水位確保含む）に必要となるが，外部電源喪失時の非常用ディーゼ

ル発電機の起動には，蓄電池からの直流電源が必要である。蓄電池が機能喪失

し，かつアクシデントマネジメント策として整備した志賀１号機からの電源融

通も失敗した場合や故障等により非常用ディーゼル発電機が起動できない場

合，全交流電源喪失事象となる。 

全交流電源が喪失した場合，交流電源を駆動源とする動的機器の動作不能に

より，原子炉への注水機能（電動駆動）および最終的な熱の逃がし場（最終ヒ

ートシンク）の喪失に至る。このため，原子炉への注水は直流電源（蓄電池）

から電源供給を受け，原子炉の蒸気を用いて駆動する原子炉隔離時冷却系によ

り実施される。しかし，さらに直流電源が喪失した場合は，原子炉隔離時冷却

系および計装・制御系喪失に伴う制御不能に至る。 

また，プラント運転時に最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失

が発生した場合，常用および非常用機器の冷却機能が喪失するため，原子炉を

手動停止する。外部電源が喪失している場合は全交流電源喪失となり，上記と

同様に原子炉隔離時冷却系により原子炉への注水を行う。外部電源が喪失して

いない場合も，最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失により通常

の給復水系や他の非常用炉心冷却系による原子炉への注水ができないため，原

子炉隔離時冷却系により原子炉への注水を行う。 

以上のことから，起因事象として選定した５事象のうち，「交流電源喪失」，

「直流電源喪失」および「計装・制御系喪失に伴う制御不能」の３事象は，「最

終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」と「外部電源喪失」が同時

発生する起因事象のイベントツリーに含まれることとなるため，これら３事象

の評価は個別に実施しないこととする。 

(b) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」

の同時発生事象に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付-5.2-8

のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

 (c) 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」

の同時発生事象の影響緩和機能を構成するフロントライン系とそれに必要な
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サポート系の設備等について，添付-5.2-9のとおりフォールトツリーを作成し， 

添付-5.2-10の左欄のとおり整理した。これら影響緩和機能に係る系統図を添

付-5.2-11に示す。 

(d) 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の許容津波高さの評価結果 

(c)項で抽出した設備等の設置場所，設置高さ，損傷モードおよび許容津波

高さについて，敷地高さを超えた津波に対しては，添付-5.2-12に示す方法で

敷地内への浸水による影響，各設備等の損傷判断および建屋内浸水高さを評価

した上で，添付-5.2-10の右欄に整理するとともに，添付-5.2-9のフォールト

ツリーにも展開した。 

b クリフエッジの特定 

 (a) 各収束シナリオの許容津波高さの特定 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」

の同時発生事象に対する収束シナリオを添付-5.2-8のイベントツリーを用い

て評価した結果，４つの収束シナリオが特定された。これらの収束シナリオご

とに評価を行った。 

シナリオ①,②： 

シナリオ①では，起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の

確保に成功し，原子炉圧力制御機能も維持されている状態で，原子炉隔離

時冷却系により原子炉への注水が行われる。 

この注水の間に志賀１号機からの電源融通に成功し，主蒸気逃がし安全

弁の開放により，原子炉の急速減圧操作を行い，アクシデントマネジメン

ト策として整備した復水補給水系による注水または消火系からの注水と

ともに，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エネルギー

を放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，燃料の重

大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ②では，シナリオ①とほぼ同様であるが，アクシデントマネジ

メント策として整備した復水補給水系による注水または消火系からの注

水に失敗するが，緊急安全対策として整備した消防車による注水とともに，

格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エネルギーを放出

することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，燃料の重大な損

傷に至る事態は回避される。 

シナリオ③,④： 

シナリオ③では，起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の

確保に成功し，原子炉圧力制御機能も維持されている状態で，原子炉隔離

時冷却系により原子炉への注水が行われる。 

この注水の間に１号機からの電源融通による電源確保に失敗するが，緊

急安全対策として整備した高圧電源車による電源確保に成功し，主蒸気逃

がし安全弁の開放により，原子炉の急速減圧操作を行い，アクシデントマ
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ネジメント策として整備した復水補給水系による注水または消火系から

の注水とともに，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エ

ネルギーを放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，

燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ④では，シナリオ③とほぼ同様であるが，アクシデントマネジ

メント策として整備した復水補給水系による注水または消火系からの注

水に失敗するが，緊急安全対策として整備した消防車による注水とともに，

格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エネルギーを放出

することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，燃料の重大な損

傷に至る事態は回避される。 

添付-5.2-9および添付-5.2-10から，各影響緩和機能に関連する設備等の許

容津波高さをイベントツリーに展開した。（添付-5.2-13） 

各収束シナリオの許容津波高さのうち，シナリオ③および④の許容津波高さ

が最も高く，標高15.3ｍとなった。 

これ以上の津波に対しては，計装ラックの一部が浸水することで制御機能が

失われる可能性が高まるとともに，起因事象の発生により全交流電源喪失状態

となった中での唯一の高圧炉心注水手段である原子炉隔離時冷却系のポンプ

等が浸水し，機能が失われる可能性が高まるため，燃料の重大な損傷に至る可

能性があると評価される。 

 (b) クリフエッジの特定 

(a)項に示すとおり，「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒ

ートシンク）の喪失」の同時発生事象に対する許容津波高さは，標高15.3ｍと

評価した。 

原子炉にある燃料の重大な損傷を防止する観点では，津波に係るクリフエッ

ジが存在し，それは制御機能に必要な「計装ラック」および起因事象の発生に

より全交流電源喪失状態となった中での唯一の高圧炉心注水機能に必要な「原

子炉隔離時冷却系のポンプ等」の浸水であり，それらの許容津波高さはいずれ

も標高15.3ｍと特定した。 

以上より，設計津波高さ（標高約５ｍ）に対する余裕は，10ｍ以上あること

を確認した。 

c 対策に係る効果の確認 

(a) 燃料の損傷を防止するための措置 

b(a)項に示すとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオはシナリオ①

のみ存在したのに対し，緊急安全対策により整備した高圧電源車および消防車

により，新たにシナリオ②～④の収束シナリオの３つが増え計４つとなり，「外

部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」の同時

発生事象に対して，燃料の損傷を防止するための措置として取り得る収束シナ

リオが増加し，その信頼性がより高まったものと評価する。（添付-5.2-13) 
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 (b) 緊急時安全対策実施前後の裕度 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最

終ヒートシンク）の喪失」の同時発生を起因事象としたイベントツリーおよび

その影響緩和機能の許容津波高さを添付-5.2-14に示す。 

添付-5.2-14のとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオの許容津波

高さは標高11.3ｍであったのに対し，b(b)項のとおり，緊急安全対策実施後で

は，許容津波高さは標高15.3ｍとなった。 

設計津波高さ（標高約５ｍ）を超える標高11.3ｍ以上の津波が発生した場合，

変圧器および海水系ポンプの浸水により，「外部電源喪失」と「最終的な熱の

逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」が同時発生する。 

緊急安全対策実施前では，起因事象発生後はアクシデントマネジメント策で

あるディーゼル消火ポンプにより原子炉への注水が可能であるものの，注水に

係る体制やその運用等を定めた手順が整備されていない状態であったことか

ら，本評価では，保守的にディーゼル消火ポンプによる原子炉への注水はでき

ないものとし，許容津波高さは標高11.3ｍと評価した。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段，消防車による代替

注水手段およびアクシデントマネジメント策であるディーゼル消火ポンプに

よる注水に係る手順書，体制が整備され，非常用ディーゼル発電機による電源

供給が期待できない場合でも，燃料の重大な損傷を防止することができるよう

になった。 

この場合，制御機能に必要な「計装ラック」および起因事象の発生により全

交流電源喪失状態となった中での唯一の高圧炉心注水機能に必要な「原子炉隔

離時冷却系のポンプ等」の許容津波高さ標高15.3ｍが収束シナリオの許容津波

高さとなる。 

なお，高圧電源車による電源供給や消防車による代替注水が確実に実施でき

るよう，手順書を定め，体制を整備し，定期的に訓練を行っている。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，原子炉にある燃料の冷却につ

いて，設計津波高さ（標高約５ｍ）を超える津波に対して信頼性が向上してい

ることを確認した。 

また，志賀原子力発電所では，地震・津波に対して発電所のより一層の信頼

性向上を図るため，4.2(7)項および4.3項に記載のとおり，今後更なる対策等

を講じることとしている。 

これらの対策を講じることにより，以下のような効果がさらに見込めるよう

になり，津波に対して，信頼性がより一層向上するものと認識している。 

ｱ 電源確保 

(ｱ) 非常用電源（大容量）の配備 

非常用ディーゼル発電機の代替電源として，原子炉の状態監視計器や原

子炉の冷却・除熱維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給するこ
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とができるようになり，発電所の安全性を一層高めることができる。 

(ｲ) 外部電源早期復旧による所内電源の確保（外部電源の信頼性確保） 

標高 11.3ｍに設置している変圧器が津波により浸水した場合，現状の

所内電源系では外部電源喪失が発生するとともに，原子炉補機冷却海水系

のポンプの浸水による最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失

もあいまって，全交流電源喪失が発生する。 

しかし，志賀２号機 6.9ｋＶ非常用母線へ 66ｋＶ送電線（赤住線）から

電力供給を行えるようにすることとしており，これにより標高 11.3ｍ以上

の津波が到来しても外部電源喪失が発生しない所内電源系統が構成される。 

この対策により，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態に

移行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

ｲ 除熱機能の確保 

除熱機能の確保に関する対策としては，「(a) 浸水した電動機の洗浄・

乾燥用の資機材の配備」，「(b) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の

配備」，「(c) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備」および「(d) 水

源の多様化」を実施することとしている（(a)および(d)は実施済み）。 

これらの対策により，敷地内に津波が浸水した場合にその機能喪失の可

能性が高い原子炉補機冷却水ポンプおよび原子炉補機冷却海水ポンプの早

期復旧が可能となり，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態

に移行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

ｳ 発電所敷地内への浸水防止対策 

(ｱ) 防潮堤の構築・取水槽および放水槽廻りへの防潮壁の設置 

津波が発生した際，原子炉施設の浸水を防止するため，発電所敷地西側

（海側）に標高 15ｍの防潮堤を設置するとともに，取水槽および放水槽

廻り等に標高 15ｍの防潮壁を設置することとしている。 

これにより，標高 15ｍの津波が発生した場合においても，敷地内への

浸水を確実に防止することができ，これまで標高 11.3ｍ以上の津波で発

生が想定された「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」，

「外部電源喪失」といった起因事象の発生が，標高 15ｍの津波までは確

実に発生しないこととなる。 

(ｲ) 海水熱交換器建屋の浸水対策の強化 

海水熱交換器建屋内にある冷却ポンプ電動機の予備品等の配備により，

その復旧が速やかに行えるようにしているが，津波によるポンプの浸水を

防止するため，海水熱交換器建屋の扉の水密化等を実施することとしてい

る。これにより，除熱機能維持の更なる信頼性向上が可能となる。 

ｴ 防災時のその他強化策等 

その他，「緊急時対策棟の設置」，「防災資機材専用倉庫の設置」，「復



 

38 

旧作業用クレーン車の常設」，「シビアアクシデントへの対応策」および

「緊急時協力会社集合棟の設置」などを行うこととしている。 

(2) 使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対する評価結果 

a 機器等の許容津波高さの評価結果 

(a) 起因事象の選定結果 

使用済燃料貯蔵プールにある燃料が重大な損傷に至る起因事象としては，除

熱失敗が考えられる。除熱失敗に至る起因事象としては，使用済燃料貯蔵プー

ル保有水の流出や使用済燃料貯蔵プールの冷却設備の機能喪失に伴う崩壊熱

除去失敗が考えられる。 

使用済燃料貯蔵プール保有水が流出する原因としては，使用済燃料貯蔵プー

ル本体の損傷が考えられるが，津波を起因として使用済燃料貯蔵プール本体が

損傷することは考えにくいため，起因事象としては考慮しない。 

使用済燃料貯蔵プールを冷却する設備の機能喪失に伴う崩壊熱除去失敗に

至る原因としては，使用済燃料貯蔵プールを冷却する設備のポンプの故障や必

要なサポート系（電源系，補機冷却系）の故障等が考えられる。 

以上の損傷要因に関する分析から，評価対象とする起因事象として以下の３

事象を選定した。 

【起因事象】 

・外部電源喪失 

・使用済燃料貯蔵プール冷却機能喪失 

・最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失 

(1)a(a)項に示すように，標高11.3ｍ以上の津波により「外部電源喪失」事

象と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」事象が同時に発生

することとなる。 

「外部電源喪失」事象と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪

失」事象が同時発生した場合は，必然的に「全交流電源喪失」状態となり，こ

れに伴い「使用済燃料貯蔵プール冷却機能喪失」事象も発生することから，「使

用済燃料貯蔵プール冷却機能喪失」事象は，「最終的な熱の逃がし場（最終ヒ

ートシンク）の喪失」と「外部電源喪失」が同時発生する起因事象のイベント

ツリーに含まれることとなるため，当該事象の評価は個別に実施しないことと

する。 

(b) 影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」

の同時発生事象に対して，事象の影響緩和に必要な機能を抽出し，添付-5.2-15

のとおりイベントツリーを作成し，収束シナリオを特定した。 

(c) 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」
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の同時発生事象の影響緩和機能を構成するフロントライン系とそれに必要な

サポート系の設備等について，添付-5.2-16のとおりフォールトツリーを作成

し， 添付-5.2-17の左欄のとおり整理した。これら影響緩和機能に係る系統図

を添付-5.2-18に示す。 

(d) 起因事象，影響緩和機能に関連する設備等の許容津波高さの評価結果 

(c)項で抽出した設備等の設置場所，設置高さ，損傷モードおよび許容津波

高さについて，敷地高さを超えた津波に対しては，添付-5.2-12に示す方法で

敷地内への浸水による影響，各設備等の損傷判断および建屋内浸水高さを評価

した上で，添付-5.2-17の右欄に整理するとともに，添付-5.2-16のフォールト

ツリーにも展開した。 

b クリフエッジの特定 

(a) 各収束シナリオの許容津波高さの特定 

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」の

同時発生に対する収束シナリオを添付-5.2-15のイベントツリーを用いて評価し

た結果，９つの収束シナリオが特定された。これらの収束シナリオごとに評価を

行った。 

シナリオ①～④： 

この４つの収束シナリオは，アクシデントマネジメント策として整備し

た志賀１号機からの電源融通により，電源が確保されている状況でのシナ

リオである。 

シナリオ①では，起因事象発生の後，志賀１号機からの電源融通に成功

し，サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プールへの水の補

給により，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ②では，サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プ

ールへの水の補給に失敗するが，緊急安全対策として手順書等を整備した

復水補給水系による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給により，燃料の重

大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ③では，サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プ

ールへの水の補給および緊急安全対策として手順書等を整備した復水補

給水系による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給に失敗するが，別に緊急

安全対策として手順書等を整備した消火系による使用済燃料貯蔵プール

への水の補給により，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ④では，サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プ

ールへの水の補給，緊急安全対策として手順書等を整備した復水補給水系

および消火系による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給に失敗するが，緊

急安全対策として整備した消防車による使用済燃料貯蔵プールへの水の

補給により，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ⑤～⑦： 

この３つの収束シナリオは，アクシデントマネジメント策として整備し
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た志賀１号機からの電源融通には失敗するが，緊急安全対策により整備し

た高圧電源車により電源が確保されている状況でのシナリオである。 

シナリオ⑤では，緊急安全対策として手順書等を整備した復水補給水系

による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給により，燃料の重大な損傷に至

る事態は回避される。 

シナリオ⑥では，緊急安全対策として手順書等を整備した復水補給水系

による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給に失敗するが，別に緊急安全対

策として手順書等を整備した手順書等を整備した消火系による使用済燃

料貯蔵プールへの水の補給により，燃料の重大な損傷に至る事態は回避さ

れる。 

シナリオ⑦では，緊急安全対策として手順書等を整備した復水補給水系

および消火系による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給に失敗するが，緊

急安全対策として整備した消防車による使用済燃料貯蔵プールへの水の

補給により，燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ⑧，⑨： 

この２つの収束シナリオは，アクシデントマネジメント策として整備し

た志賀１号機からの電源融通や緊急安全対策により整備した高圧電源車

による電源確保に失敗した状況でのシナリオである。 

シナリオ⑧では，緊急安全対策として手順書等を整備した消火系による

使用済燃料貯蔵プールへの水の補給により，燃料の重大な損傷に至る事態

は回避される。 

シナリオ⑨では，緊急安全対策として手順書等を整備した消火系による

使用済燃料貯蔵プールへの水の補給に失敗するが，緊急安全対策として整

備した消防車による使用済燃料貯蔵プールへの水の補給により，燃料の重

大な損傷に至る事態は回避される。 

添付-5.2-16および添付-5.2-17から，各影響緩和機能に関連する設備等の許

容津波高さをイベントツリーに展開した。（添付-5.2-19） 

各収束シナリオの許容津波高さのうち，シナリオ⑧および⑨の許容津波高さ

が最も高く，標高20ｍ以上となった。 

 (b) クリフエッジの特定 

(a)項に示すとおり，「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒ

ートシンク）の喪失」の同時発生に対する許容津波高さは，標高20ｍ以上と評

価した。 

また，緊急安全対策を実施した現状においては，消防車による代替注水手段

が確保されている。仮に，消防車による注水を行う場所である標高21ｍを越え

る津波が到来した場合においても，使用済燃料貯蔵プールの水位が使用済燃料

貯蔵ラック上端まで低下するまでに少なくとも４日程度余裕があることから，

津波が引いた後に注水を行えば問題ない。 

以上より，設計津波高さ（標高約５ｍ）に対する余裕は，15ｍ以上あること
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を確認した。 

c 対策に係る効果の確認 

(a) 燃料の損傷を防止するための措置 

b(a)項に示すとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオはシナリオ①

のみ存在したのに対し，緊急安全対策により整備した高圧電源車および消防車

により，新たにシナリオ②～⑨の収束シナリオの８つが増え計９つとなり，「外

部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」の同時

発生時に燃料の損傷を防止するための措置として取り得る収束シナリオが増

加し，その信頼性が高まったものと評価する。（添付-5.2-15) 

(b) 緊急時安全対策実施前後の裕度 

緊急安全対策実施前における「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最

終ヒートシンク）の喪失」の同時発生を起因事象としたイベントツリーおよび

その影響緩和機能の許容津波高さを添付-5.2-20に示す。 

添付-5.2-20のとおり，緊急安全対策実施前では，収束シナリオの許容津波

高さは標高11.3ｍであったのに対し，b(b)項のとおり，緊急安全対策実施後は，

許容津波高さは標高20ｍ以上となった。 

設計津波高さ（標高約５ｍ）を超える標高11.3ｍ以上の津波が発生した場合，

変圧器および海水系ポンプの浸水により，「外部電源喪失」と「最終的な熱の

逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」が同時発生する。 

緊急安全対策実施前では，原子炉への代替注水機能として整備していたアク

シデントマネジメント策であるディーゼル消火ポンプや復水補給水系により

使用済燃料貯蔵プールへの注水が可能であるものの，注水に係る体制やその運

用等を定めた手順が整備されていない状態であったことから，本評価では，保

守的にディーゼル消火ポンプによる使用済燃料貯蔵プールへの注水はできな

いものとし，許容津波高さは標高11.3ｍと評価した。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段，消防車による代替

注水手段および原子炉への代替注水機能として整備していたアクシデントマ

ネジメント策であるディーゼル消火ポンプや復水補給水系による注水に係る

手順書，体制が整備され，また，定期的な訓練の実施により，「外部電源喪失」

と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」の同時発生の際にも

必要な注水を確実に実施できると判断し，許容津波高さは標高20ｍ以上と評価

した。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，使用済燃料貯蔵プールにある

燃料の冷却について，設計津波高さ（標高約５ｍ）を越える津波に対して信頼

性が向上していることを確認した。 

さらに，(1)c(b)項で記載のとおり，4.2(7)項および4.3項に示す更なる対策
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等により，地震・津波に対して信頼性がより一層向上するものと認識している。 

5.2.4 評価結果のまとめ 

津波に対しては，原子炉にある燃料に対しては許容津波高さ標高 15.3ｍ，使

用済燃料貯蔵プールにある燃料に対しては許容津波高さ標高 20ｍ以上であると

特定した。 

よって，プラント全体としての津波に対するクリフエッジは，津波高さ標高

15.3ｍである。 

また，緊急安全対策により原子炉および使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷

却に対して信頼性が向上していることを確認した。 

さらに，志賀原子力発電所において今後予定している地震・津波に対するより

一層の信頼性向上対策により，地震・津波に対する発電所の安全がより一層向上

するものと認識している。  
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5.3 地震と津波の重畳 

5.3.1 評価実施事項 

指示文書による津波に対する評価実施項目は以下のとおりである。 

(1) 建屋，系統，機器等の裕度評価 

設計上の想定を超える地震とそれに引き続く設計上の想定を超える津波が発

生した場合において，安全上重要な建屋，系統，機器等および燃料の重大な損

傷に関係し得るその他の建屋，系統，機器等が損傷・機能喪失するか否かを設

計上の想定との比較若しくは地震・津波ＰＳＡの知見を踏まえて評価する。 

(2) クリフエッジの特定 

(1)項の評価結果を踏まえて，発生する起因事象により燃料の重大な損傷に至

る事象の過程を同定し，クリフエッジの所在を特定する。また，そのときの地

震動および津波高さを明らかにする。 

(3) 事象進展防止措置の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.3.2 評価方法 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料を対象に以下の評

価を実施する。 

志賀原子力発電所では，設計上の想定地震動である基準地震動Ｓｓを検討した

地震の震源と設計上の想定津波高さを検討した津波の波源とが異なっており，こ

れが重畳することは考えられない。 

しかし，地震と津波が重畳した影響を評価するにあたっては，地震と津波は同

時に発生するものとして評価する。 

(1) 機器等の耐震裕度評価および許容津波高さの評価 

a 起因事象の選定 

5.1項および5.2項において実施した評価結果に基づき，特定したクリフエッ

ジとしての耐震裕度までの範囲ならびに許容津波高さまでの範囲で発生する

起因事象を選定する。 

選定した起因事象が発生する耐震裕度または許容津波高さについては，5.1

項および5.2項において評価した結果を用いる。 

b 影響緩和機能および関連する設備等の特定ならびに収束シナリオの特定 

a項にて選定した各起因事象について，5.1項および5.2項の検討結果から，

事象の影響緩和に必要な機能および関連する設備等の特定を行うとともに，事

象の進展を収束させるシナリオを特定する。 

c クリフエッジの特定 

5.1 項および 5.2 項の検討結果から，それぞれの収束シナリオの耐震裕度と
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許容津波高さを求め，収束シナリオが成立する最大の地震動と津波高さの組み

合わせを求める。この方法により，地震と津波の重畳によるクリフエッジを特

定する。 

d 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

特定したクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程の

進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.3.3 評価結果 

(1) 原子炉にある燃料に対する評価結果 

a 起因事象の選定結果 

5.1項および5.2項の検討結果から，考慮すべき起因事象として，地震側の起

因事象は「外部電源喪失」を対象とし，津波側の起因事象は，津波高さが標高

11.3ｍを超えた際は「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」，

「外部電源喪失」を対象とすればよい。 

すなわち，起因事象としては，津波高さが標高11.3ｍを超える前提において

「外部電源喪失」と「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」の

同時発生を対象とすればよい。 

b 影響緩和機能および関連する設備等の特定ならびに収束シナリオの特定結果 

a項で選定した起因事象（「外部電源喪失」および「最終的な熱の逃がし場

（最終ヒートシンク）の喪失」の同時発生）について，添付-5.3-1のとおりイ

ベントツリーを作成し，次の１つの収束シナリオを特定した。 

シナリオ①： 

起因事象発生の後，原子炉の停止に成功，直流電源の確保には成功するが，

非常用ディーゼル発電機の起動に失敗し，全交流電源喪失の状態となる。 

原子炉圧力制御機能は維持されている状態で，交流電源を必要としない

高圧系の非常用炉心冷却系である原子炉隔離時冷却系により原子炉への

注水が行われる。 

この原子炉隔離時冷却系による注水と主蒸気逃がし安全弁の自動開放

により原子炉の冷却が行われるが，長期的には原子炉隔離時冷却系の動力

源である直流電源が喪失する前に，緊急安全対策として整備した高圧電源

車による電源供給により原子炉隔離時冷却系に必要な電源を保持し，必要

に応じて主蒸気逃がし安全弁による急速減圧操作により原子炉圧力を低

下させ，緊急安全対策として整備した消防車により原子炉の注水を継続す

るとともに，格納容器ベントにより原子炉格納容器内に蓄積した熱エネル

ギーを放出することにより原子炉の安定・継続的な冷却が維持され，燃料

の重大な損傷に至る事態は回避される。 

c クリフエッジの特定結果 

b項で特定した収束シナリオにおける各影響緩和機能の耐震裕度および許容
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津波高さをそれぞれ5.1.3(1)bおよび5.2.3(1)bの評価結果を用いて添付-5.3-1

に整理する。 

添付-5.3-1に基づき，b項で特定した収束シナリオの耐震裕度および許容津波

高さを評価した結果を表5.3-1にまとめる。 

表5.3-1 地震と津波の重畳における評価結果 

地震評価 津波評価 収束 

シナリオ 耐震裕度 機能喪失箇所 許容津波高さ 機能喪失箇所 

① 1.93 

格納容器ベントの

際に必要な「不活性

ガス系の空気作動

弁」 

標高15.3ｍ 

制御機能に必要な

「計装ラック」およ

び起因事象の発生

により全交流電源

喪失状態となった

中での唯一の高圧

炉心注水機能に必

要な「原子炉隔離時

冷却系のポンプ等」

 

表 5.3-1 より，耐震裕度が 1.93 以上，または津波高さが標高 15.3ｍ以上の

領域では，原子炉にある燃料の重大な損傷を回避する手段がなくなるため，そ

の境界線をクリフエッジとして特定した。（図 5.3-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3-1 地震と津波の重畳に関するクリフエッジ評価結果（原子炉） 

 

d 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

緊急安全対策実施前では，津波高さが標高11.3ｍを超え，起因事象が発生し

た場合，原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系により実施するが，約８時間後

には直流電源（蓄電池）が枯渇するため，急速減圧操作の後にアクシデントマ

ネジメント策であるディーゼル消火ポンプによる消火系からの代替注水により，
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原子炉への注水を行うことを想定していた。 

しかし，このディーゼル消火ポンプや消火系配管は，耐震Ｂ，Ｃクラス設備

であり，基準地震動Ｓｓ相当の地震発生時にその機能は評価上期待できないた

め，直流電源（蓄電池）が枯渇する前までに外部電源を復旧することが必要で

あった。 

したがって，5.1項および5.2項の検討結果も踏まえると，緊急安全対策前は

耐震裕度1.72，または津波高さ標高11.3ｍの境界線にクリフエッジが存在して

いた。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段および消防車による

代替注水手段が整備され，直流電源（蓄電池）の枯渇後でも電源供給が可能と

なったこと，および消防車による原子炉への注水が可能となったことにより，

燃料の重大な損傷を防止することができるようになった。 

この場合，原子炉格納容器ベントを行う際に必要な「不活性ガス系の空気作

動弁」の耐震裕度1.93，または制御機能に必要な「計装ラック」および起因事

象の発生により全交流電源喪失状態となった中での唯一の高圧炉心注水機能に

必要な「原子炉隔離時冷却系のポンプ等」の許容津波高さ標高15.3ｍの境界線

にクリフエッジが存在する。 

なお，消防車による原子炉への注水の際に使用する消火系配管および復水補

給水系配管については，耐震補強工事を平成23年10月までに実施し，基準地震

動Ｓｓ相当の地震発生時においても，その機能が期待できるようにするととも

に,高圧電源車による電源供給や消防車による代替注水が確実に実施できるよ

う，手順書を定め，体制を整備し，定期的に訓練を行っている。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，原子炉にある燃料の冷却につ

いて，設計基準地震動Ｓｓを超える地震および設計津波高さ（標高約５ｍ）を

超える津波に対して信頼性が向上していることを確認した。（図5.3-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.3-2 緊急安全対策前後でのクリフエッジ評価結果（原子炉） 
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また，志賀原子力発電所では，地震・津波に対して発電所のより一層の信頼

性向上を図るため，4.2(7)項および4.3項に記載のとおり，今後更なる対策等を

講じることとしている。 

これらの対策を講じることにより，以下のような効果がさらに見込めるよう

になり，地震・津波に対して，信頼性がより一層向上するものと認識している。 

(a) 電源確保 

ｱ 非常用電源（大容量）の配備 

非常用ディーゼル発電機の代替電源として，原子炉の状態監視計器や原

子炉の冷却・除熱維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給するこ

とができるようになり，発電所の安全性を一層高めることができる。 

ｲ 外部電源早期復旧による所内電源の確保（外部電源の信頼性確保） 

標高 11.3ｍに設置している変圧器が津波により浸水した場合，現状の所

内電源系では外部電源喪失が発生するとともに，原子炉補機冷却海水系の

ポンプの浸水による最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失も

あいまって，全交流電源喪失が発生する。 

しかし，志賀２号機 6.9ｋＶ非常用母線へ 66ｋＶ送電線（赤住線）から電

力供給を行えるようにすることとしており，これにより標高 11.3ｍ以上の

津波が到来しても外部電源喪失が発生しない所内電源系統が構成される。 

この対策により，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態に

移行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

(b) 除熱機能の確保 

除熱機能の確保に関する対策としては，「(a) 浸水した電動機の洗浄・乾

燥用の資機材の配備」，「(b) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の配備」，

「(c) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備」および「(d) 水源の多様化」

を実施することとしている（(a)および(d)は実施済み）。 

これらの対策により，敷地内に津波が浸水した場合にその機能喪失の可能

性が高い原子炉補機冷却水ポンプおよび原子炉補機冷却海水ポンプの早期

復旧が可能となり，万一の場合においても原子炉を安全に冷温停止状態に移

行させることができ，発電所の安全性を一層高めることができる。 

(c) 発電所敷地内への浸水防止対策 

ｱ 防潮堤の構築・取水槽および放水槽廻りへの防潮壁の設置 

津波が発生した際，原子炉施設の浸水を防止するため，発電所敷地西側

（海側）に標高 15ｍの防潮堤を設置するとともに，取水槽および放水槽廻

り等に標高 15ｍの防潮壁を設置することとしている。 

これにより，標高 15ｍの津波が発生した場合においても，敷地内への浸

水を確実に防止することができ，これまで標高 11.3ｍ以上の津波で発生が

想定された「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」，「外

部電源喪失」といった起因事象の発生が，標高 15ｍの津波までは確実に発
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生しないこととなる。 

ｲ 海水熱交換器建屋の浸水対策の強化 

海水熱交換器建屋内にある冷却ポンプ電動機の予備品等の配備により，そ

の復旧が速やかに行えるようにしているが，津波によるポンプの浸水を防止

するため，海水熱交換器建屋の扉の水密化等を実施することとしている。こ

れにより，除熱機能維持の更なる信頼性向上が可能となる。 

(d) 防災時のその他強化策等 

その他，「緊急時対策棟の設置」，「防災資機材専用倉庫の設置」，「復

旧作業用クレーン車の常設」，「シビアアクシデントへの対応策」および

「緊急時協力会社集合棟の設置」などを行うこととしている。 

 

(2) 使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対する評価結果 

a 起因事象の選定結果 

5.1項および5.2項の検討結果から，考慮すべき起因事象として，地震側の起因

事象は，「外部電源喪失」を対象とし，津波側の起因事象は「最終的な熱の逃が

し場（最終ヒートシンク）の喪失」，「外部電源喪失」を対象とすればよい。 

すなわち，起因事象としては，「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）

の喪失」と「外部電源喪失」の同時発生を対象とすればよい。 

b 影響緩和機能および関連する設備等の特定ならびに収束シナリオの特定結果 

a項で記載した起因事象について，添付-5.3-2のとおりイベントツリーを作

成し，次の２つの収束シナリオを特定した。 

シナリオ①，②： 

シナリオ①では，起因事象発生の後，緊急安全対策として整備した高

圧電源車による電源供給機能が確保され，そのときの状況に応じて，復

水補給水系や消火系による使用済燃料貯蔵プールへの注水を試み，いず

れの手段も動作失敗した状況においても最終手段として緊急安全対策と

して整備した消防車による注水を行うことで使用済燃料貯蔵プールにあ

る燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

シナリオ②では，緊急安全対策として整備した高圧電源車による電源

供給機能が確保できず，緊急安全対策として整備した消防車による注水

で使用済燃料貯蔵プールにある燃料の重大な損傷に至る事態は回避する。 

いずれのシナリオにおいても，緊急安全対策として整備した消防車による注

水機能が確保されればよい。 

c クリフエッジの特定結果 

b項で特定した収束シナリオにおける各影響緩和機能の耐震裕度および許容

津波高さをそれぞれ5.1.3(2)bおよび5.2.3(2)bの評価結果を用いて添付-5.3-2

に整理する。 
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添付-5.3-2に基づき，b項で特定した２つの収束シナリオの耐震裕度および許

容津波高さを評価した結果を表5.3-2にまとめる。 

表5.3-2 地震と津波の重畳における評価結果 

地震評価 津波評価 収束 

シナリオ 耐震裕度 機能喪失箇所 許容津波高さ 機能喪失箇所

① 2.00 

高圧電源車転倒また

は使用済燃料貯蔵プ

ール損傷 

標高20ｍ以上 － 

② 2.00 
使用済燃料貯蔵プー

ル損傷 
標高20ｍ以上 － 

 

表 5.3-2 より，津波に対しては，標高 20ｍまでの範囲でクリフエッジが確認

されなかったことから，耐震裕度が 2.00 以上で使用済燃料貯蔵プールにある燃

料の重大な損傷を回避する手段がなくなるため，これをクリフエッジとして特

定した。 

d 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

緊急安全対策実施前では，使用済燃料貯蔵プールへの注水は，アクシデント

マネジメント策である志賀１号機からの電源融通により電源を確保し，サプレ

ッションプール浄化系，復水補給水系若しくは消火系から注水する手段，また

はアクシデントマネジメント策のディーゼル消火ポンプによる消火系から代替

注水する手段を想定していた。 

しかし，津波高さが標高11.3ｍを超え，起因事象が発生した場合，志賀１号

機からの電源融通は津波による必要機器等の浸水により機能が期待できないこ

と，消火ポンプや消火系配管は，耐震Ｂ，Ｃクラス設備であり，基準地震動Ｓ

ｓ相当の地震発生時にその機能は評価上期待できないため，早期に外部電源を

復旧することが必要であった。 

したがって，5.1項および5.2項の検討結果も踏まえると，緊急安全対策前は

耐震裕度1.72，または津波高さ標高11.3ｍの境界線にクリフエッジが存在して

いた。 

緊急安全対策実施後は，高圧電源車による電源供給手段および消防車による代

替注水手段が整備され，復水補給水系が健全であった場合にはその電源供給が可

能となったこと，および消防車による使用済燃料貯蔵プールへの注水が可能とな

ったことにより，燃料の重大な損傷を防止することができるようになった。 

この場合，使用済燃料貯蔵プール損傷の耐震裕度2.00にクリフエッジが存在

する。 

なお，消防車による使用済燃料貯蔵プールへの注水の際に使用する消火系配

管および復水補給水系配管については，耐震補強工事を平成23年10月までに実

施し，基準地震動Ｓｓ相当の地震発生時においても，その機能が期待できるよ
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うにするとともに,高圧電源車による電源供給や消防車による代替注水が確実

に実施できるよう，手順書を定め，体制を整備し，定期的に訓練を行っている。 

以上のことから，緊急安全対策の実施により，使用済燃料貯蔵プールにある

燃料の冷却について，設計基準地震動Ｓｓを超える地震および設計津波高さ（標

高約５ｍ）を超える津波に対して信頼性が向上していることを確認した。 

さらに，(1)d項で記載のとおり，4.2(7)項および4.3項に記載する更なる対策

等により，地震・津波に対して信頼性がより一層向上するものと認識している。 

 

5.3.4 評価結果のまとめ 

地震と津波の重畳に対してクリフエッジを生じる起因事象は，津波に対する

「最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失」，「外部電源喪失」の同時

発生であると特定された。 

この起因事象について影響緩和機能のイベントツリーを作成し，評価を行った

ところ，地震と津波との重畳に対するクリフエッジの存在を確認し，原子炉にあ

る燃料に対しては，「耐震裕度 1.93 または津波高さ標高 15.3ｍの境界線」と特

定した。 

また，使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対しては，津波に対しては，標高

20ｍまでの範囲でクリフエッジが確認されなかったことから，「耐震裕度 2.00

以上」と特定した。 

以上より，地震と津波の重畳に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に関

するクリフエッジが使用済燃料貯蔵プールにある燃料に関するクリフエッジよ

りも小さいことから，プラント全体としてのクリフエッジは，原子炉にある燃料

に関するクリフエッジと同じであると特定した。 
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5.4 全交流電源喪失 

本事象は，原子炉の出力運転中または停止中に，送電系統または所内主発電設

備の故障等により外部電源がすべて喪失し，かつ非常用ディーゼル発電機の起動

失敗または運転継続失敗により所内のすべての交流電源が喪失（全交流電源喪失）

することを想定する。本事象により，交流電源を駆動源とする動的機器および海

水による冷却系を要する機器はすべて機能喪失するものとする。 

全交流電源喪失が発生した場合，安全保護系からの信号により，原子炉は自動

停止するが，原子炉は停止後も崩壊熱を発生することから，継続して冷却する必

要がある。 

通常，崩壊熱は残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で原子炉より取り出

し，原子炉補機冷却水系で熱交換を行うことで，最終的には海に放出される。 

全交流電源喪失時には，交流電源を駆動源とする残留熱除去系のポンプは機能

喪失することから，原子炉で発生する蒸気を駆動源とする原子炉隔離時冷却系に

より原子炉冷却を継続する。 

また，使用済燃料貯蔵プールについては，通常，燃料プール冷却浄化系により

使用済燃料の崩壊熱を除去するとともに，復水補給水系により保有水の補給を行

うが，全交流電源喪失時には，交流電源を駆動源とするこれらの系統は機能喪失

することから，崩壊熱除去のためには，蒸発により失われる使用済燃料貯蔵プー

ルの保有水を補給する必要があり，緊急安全対策にて整備した高圧電源車から電

源供給を受けた復水補給水系や消火系設備を用いた方法または消防車から消火系

設備等を用いた方法により給水を継続する。 

5.4.1 評価実施事項 

指示文書による評価実施項目は以下のとおりである。 

(1) 内的事象ＰＳＡの知見を踏まえて，全交流電源喪失を起因事象として燃料の

重大な損傷に至る事象の過程を明らかにする。 

(2) (1)項において特定された事象の過程および外部電源喪失から全交流電源喪

失への進展過程を踏まえ，全交流電源喪失の継続時間を明らかにし，クリフエ

ッジの所在を特定する。 

(3) 特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.4.2 評価方法 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料を対象に以下の評

価を実施する。 

(1) 外部電源喪失から全交流電源喪失までの事象の過程の特定 

外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程（事故シナリオ）をイベ

ントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 
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また，非常用ディーゼル発電機等のバックアップ電源の構成を明らかにして，

事故シナリオの中でのバックアップ電源の有効性および限界（バックアップ電

源の継続時間等）を明らかにする。 

(2) 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定 

全交流電源喪失を起因事象として燃料の重大な損傷に至る事象の過程（事故

シナリオ）をイベントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 

また，全交流電源喪失時に，燃料の重大な損傷を防止するために使用できる

防護措置を明らかにする。 

なお，特定した防護措置には，所要の安全機能を直接果たす緩和システム等

と，当該防護措置が機能を果たすのに必要となるサポートシステム等を含む。 

以上の評価の前提条件は以下のとおりとする。 

a 地震，津波等の外部事象による設備への影響は考慮しない。 

b イベントツリーの作成にあたっては，外部電源の復旧および非常用ディーゼ

ル発電機の復旧は考慮しない。 

c 対象とする防護措置は，以下の(a)～(d)に分類して示す。 

(a) 基本設計段階で採用した設備 

(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c) 緊急安全対策 

(d) 更なる対策 

なお，設置していないが，計画が明らかになっている設備による防護措置は，

上記の(a)～(d)に該当する防護措置とは区別して評価を行う。 

(3) 全交流電源喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

(2)項において特定した事象の過程（事故シナリオ）に基づき，全交流電源喪

失の継続時間の評価を行う。 

本評価では，クリフエッジを「全交流電源喪失時に燃料の重大な損傷を防止

するための機能がすべて喪失するまでの時間」とし，(2)項において特定した防

護措置が有する機能がすべて喪失するまでの時間を評価する。なお，すべての

防護措置が機能喪失してから燃料の重大な損傷に至るまでの時間は，保守的に

継続時間に含めないこととする。 

以上の評価の前提条件は以下のとおりとする。 

a クリフエッジの特定に際しては，全交流電源喪失時に作動する防護措置（緩和

システム等）について，機器の継続運転の制約条件（水源の枯渇，蓄電池の枯

渇，環境条件の悪化等）を考慮する。 

b 最も厳しいプラント状態として，志賀２号機の出力運転状態を初期状態とする

とともに，使用済燃料貯蔵プールについては１炉心分を除いたすべての使用済

燃料貯蔵ラックに使用済燃料が貯蔵された状態を想定する場合（以下，「運転
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時」という。）と，原子炉停止後速やかに全燃料が原子炉から使用済燃料貯蔵

プールに取り出され，使用済燃料貯蔵プールが使用済燃料で満たされた状態を

想定する場合（以下，「停止時」という。）について評価する。 

また，隣接する志賀１号機の防護措置による志賀２号機への影響を考慮する

ため，志賀１号機についても出力運転状態で全交流電源喪失が発生し，原子炉

および使用済燃料貯蔵プールへの注水が必要となっている事象を想定する。 

c 継続時間評価においては，起因事象発生後，原子炉は停止状態に移行し，燃料

の崩壊熱除去を継続するものとして，また，使用済燃料貯蔵プールについては

燃料の崩壊熱による蒸発のため低下するプール水位を水補給により維持する

ものとして評価する。 

d 高圧電源車や消防車の燃料など発電所内で共有して使用するものについては，

志賀２号機の評価結果が厳しくなるよう，志賀１号機への対応も並行して実施

することを仮定して評価する。 

(4) 事故シナリオの進展を防止する措置の効果の評価 

特定した防護措置ごとに，燃料の重大な損傷の防止または燃料の重大な損傷

までの余裕時間の増加に及ぼす効果を多重防護の観点から確認する。 

また，防護措置が機能喪失した場合に，その機能を代替する措置を明確にし，

防護措置および代替措置の種類と数を確認し，全交流電源喪失に対するプラン

ト全体としての安全裕度を明らかにする。 

具体的には，全交流電源喪失に対する設備設計上および防護措置による対応

の結果，燃料の重大な損傷に進展させないための余裕時間を比較する。 

5.4.3 評価結果 

(1) 外部電源喪失から全交流電源喪失までの事故シナリオの特定結果 

a 設備概要 

志賀原子力発電所の送電線は，500ｋＶ送電線２回線，275ｋＶ送電線２回線

および66ｋＶ送電線１回線で構成している。（添付-5.4-1） 

志賀２号機に接続する送電線は，500ｋＶ送電線２回線および275ｋＶ送電線

２回線で構成されており，発生した電力は500ｋＶ送電線２回線で，当社の電

力系統へ送電される。これら500ｋＶ送電線は１回線停止時においても志賀２

号機を全出力運転できる送電能力がある。（添付-5.4-2） 

通常運転時には，所内電力は発電機から所内変圧器を通して受電し，原子炉

の起動，停止時には，発電機負荷開閉器を開とすることにより，500ｋＶ送電

線から主変圧器・所内変圧器を通して受電する。また，275ｋＶ送電線を予備

電源として使用することができる。 

高圧母線は，常用４母線および非常用母線３母線で構成し，また，低圧母線

は，常用６母線および非常用６母線で構成する。 

所内の設備は，工学的安全施設を含む安全重要度の特に高い設備とそれ以外
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の設備に分け，それぞれ非常用母線，常用母線に接続し，高圧の非常用母線に

はそれぞれ１台ずつ，計３台の非常用ディーゼル発電機を設置している。（添

付-5.4-3） 

原子炉施設の安全のため，常に確実なる電源を必要とする設備に対しては，

蓄電池を設け，また，確実かつ安定した交流の計測制御電源を必要とする設備

に対しては，無停電交流電源を設置している。 

直流電源は，非常用所内電源として，115Ｖ所内用４系列で構成するととも

に，常用所内電源として230Ｖ所内用１系列および115Ｖ所内用２系列を設置し

ている。（添付-5.4-4） 

b 事故シナリオの特定 

志賀２号機は，直接２ルート（２回線／ルート）から外部電源を受電するこ

とができるため，送電線事故による外部電源喪失の可能性は非常に小さい。 

しかし，何らかの原因により外部電源喪失が発生した場合，動力用電源が喪

失するため，非常用ディーゼル発電機の起動による早急な非常用電源確保が原

子炉の安全停止（水位確保含む）に必要となる。また，その後の原子炉や使用

済燃料貯蔵プールの安定冷却のためには，外部電源の復旧か，非常用ディーゼ

ル発電機の継続運転による原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水や原

子炉格納容器からの除熱が必要となる。 

外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の進展は，図 5.4.3-1に示すイ

ベントツリーから以下の過程を経る。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3-1 外部電源喪失から全交流電源喪失までのイベントツリー 

(a) 直流電源の喪失 

外部電源喪失時の非常用ディーゼル発電機の起動には，蓄電池からの直流電

源が必要である。 

蓄電池の機能喪失が発生した場合で，かつアクシデントマネジメント策とし

て整備した志賀１号機からの電源融通も失敗した場合，非常用ディーゼル発電

機は起動できず，全交流電源喪失事象となる。 
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(b) 非常用ディーゼル発電機の機能喪失 

外部電源喪失時，非常用ディーゼル発電機が以下のような要因で機能喪失し

た場合，全交流電源喪失事象となる。 

①非常用ディーゼル発電機起動失敗 

・信号系の故障による自動起動失敗（手動起動により再起動は可能） 

・非常用ディーゼル発電機本体の異常による起動失敗 

②非常用ディーゼル発電機継続運転失敗 

③非常用ディーゼル発電機本体の故障 

④サポート機能（非常用ディーゼル発電機の冷却水）の喪失による継続運

転失敗 

⑤非常用ディーゼル発電機の燃料枯渇による継続運転失敗 

志賀２号機の非常用ディーゼル発電機は，多重性を考慮し３台備え，各々非

常用高圧母線に接続するとともに，配電盤，制御盤ともそれぞれ独立した部屋

に設置している。 

外部電源喪失が発生し，非常用高圧母線が停電すると，非常用ディーゼル発

電機は自動起動し，外部電源の復旧までの間，原子炉の安全停止（水位確保含

む）や原子炉格納容器からの除熱に必要な電源を供給する。 

非常用ディーゼル発電機の燃料については，軽油タンク２基を発電所構内に

設置しており，外部からの支援がない場合であっても，出力運転中の原子炉が

停止後，冷温停止になり，その状態を維持するための電力の供給を非常用ディ

ーゼル発電機で約31日間継続することが可能である。（添付-5.4-5） 

なお，この期間を利用して，外部電源の復旧や軽油タンク等への燃料補給を

実施する。 

(2) 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事故シナリオの特定結果 

原子炉については，運転時に全交流電源喪失が発生した場合，原子炉は自動

停止するが，交流電源を駆動源とする動的機器の動作不能により，原子炉への

注水機能および最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）の喪失に至る。こ

うした事態においては，原子炉への注水は，直流電源（蓄電池）から電源供給

を受け，原子炉の蒸気により駆動することができる原子炉隔離時冷却系により

実施される。原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水は，直流電源（蓄電池）

からの電源供給が可能な期間（約８時間）は継続可能（添付-5.4-6）であるが，

直流電源（蓄電池）が枯渇するとその機能は喪失する。その結果，原子炉の水

位が徐々に低下し，燃料が露出し，燃料の重大な損傷に至る。 

これらの過程をイベントツリーの形式で整理したものを図 5.4.3-2示す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3-2 全交流電源喪失時のイベントツリー（原子炉） 
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一方，使用済燃料貯蔵プールについては，全交流電源喪失に伴い使用済燃料

貯蔵プールの冷却機能が喪失するため，プール水温が徐々に上昇し，プール水

の蒸発量が増大する。また，全交流電源喪失に伴い復水補給水系およびサプレ

ッションプール浄化系の機能が喪失しているため，使用済燃料貯蔵プールへの

注水を実施できず，その結果，使用済燃料貯蔵プールの水位が徐々に低下し，

最終的に使用済燃料が露出して燃料の重大な損傷に至る。 

これらの過程をイベントツリーの形式で整理したものを図 5.4.3-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3-3 全交流電源喪失時のイベントツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

全交流電源喪失事象が発生した場合に原子炉および使用済燃料貯蔵プールに

ある燃料の重大な損傷を防止するためには，注水機能および電源機能を維持す

る必要があり，これらの機能に係る設備について表 5.4.3-1，表 5.4.3-2およ

び表 5.4.3-3に示すとともに，設備の仕様および保全内容を添付-5.4-7に示す。 

表 5.4.3-1 注水機能に係る防護措置 

緩和機能 対象設備 駆動源 水 源 

原子炉隔離時冷却系(a)×１式 
直流電源(a) 
高圧電源車(c) 

復水移送ポンプ(b)×３台(２台予備) 高圧電源車(c) 
復水貯蔵タンク(a)

ディーゼル消火ポンプ(b)×１台 ろ過水タンク(b) 
原子炉への注

水機能 

消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台（予備） 

軽油(c) ろ過水タンク(b) 
原水受入タンク(a)
耐震防火水槽(c) 

復水移送ポンプ(a)×３台(２台予備) 高圧電源車(c) 復水貯蔵タンク(a)

ディーゼル消火ポンプ(b)×１台 ろ過水タンク(b) 使用済燃料貯

蔵プールへの

注水機能 消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台（予備） 

軽油(c) ろ過水タンク(b) 
原水受入タンク(a)
耐震防火水槽(c) 
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表 5.4.3-2 水源補給手段に係る防護設備 

水 源 補給方法 対象設備 駆動源 

復水貯蔵タンク(a) 

（１基） 

純水タンク(a)より

淡水補給 

純水移送ポンプ(a)×３台

(２台予備) 
低圧発電機（軽油）(c)

原水受入タンク(a)

より淡水供給 

消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台（予備）
軽油(c) 

ろ過水タンク(b) 

（２基） 大坪川ダム(a)より

淡水供給 

取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

取水ポンプ(a)×１台 低圧発電機（軽油）(c)
原水受入タンク(a) 

（１基） 

大坪川ダム(a)より

淡水供給 
取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

大坪川ダム(a)より

淡水供給 

取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

耐震防火水槽(c)

（１基） 放水槽(a)より海水

供給 
水中ポンプ(c)×１台 低圧発電機（軽油）(c)

表 5.4.3-3 電源機能に係る防護措置 

緩和機能 対象設備 駆動源 

直流電源(a)×１式 蓄電池(a) 非常用所内電源系

統への電源供給 高圧電源車(c)×３台 軽油(c) 

 

 

 

これらの設備については，保全プログラムまたは社内手順に従って設備の保

全を実施することで，健全性の維持および確認を行っている。 

特に，全交流電源喪失時に運転可能な設計である原子炉隔離時冷却系について

は，以下の内容を考慮し，本評価において，その機能は維持されると想定する。 

・志賀２号機の原子炉隔離時冷却系は，工学的安全施設（非常用炉心冷却系）

であり，ポンプ等は耐震Ｓクラスで設計され，かつポンプ室は水密扉で区

画されていることから，信頼性の高い設計となっている。 

・定期検査毎に社内の点検および国の定期検査を受検するとともに，プラン

ト運転時には毎月１回の定例試験により，機器の健全性を確認し，信頼性

を確保している。 

(3) 全交流電源喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

(2)項で特定した事故シナリオを踏まえ，全交流電源喪失時の継続時間を

5.4.2(3)項に記載のとおり，「運転時」および「停止時」において，全交流電源喪

失時の注水機能の継続時間，電源機能の継続時間の評価から特定するとともに，

これらの機能喪失（クリフエッジ）の所在の特定を行った。 

ここで，注水機能については，原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの必要

注水量評価結果から，タンク等の水源枯渇時間の評価およびディーゼル消火ポ

(a)基本設計段階で採用した設備 

(b)整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c)緊急安全対策 

(d)更なる対策 
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ンプや消防車による軽油消費時間から機能喪失（クリフエッジ）となる時間評

価を行った。 

電源機能については，バッテリー（蓄電池）の枯渇時間，高圧電源車等の給

電継続時間から機能喪失（クリフエッジ）となる時間評価を行った。 

継続時間評価フローを以下に示す。 

＜注水機能継続時間評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜電源機能継続時間評価＞ 

 

 

 

 

 

a 運転時の評価 

(a) 注水機能継続に係る評価 

ｱ 評価に際しての想定手順等 

(ｱ) 原子炉にある燃料に対する評価 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，想定手順の中に出てく

る①～⑤の数値は，図 5.4.3-4に示す当該数値の部分を説明していること

を意味する。 

ⅰ．全交流電源喪失発生後，原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系（Ｒ

ＣＩＣ）①により実施するものとする。 

ⅱ．原子炉隔離時冷却系への直流電源（蓄電池）は，高圧電源車からの

非常用母線による電源供給により枯渇は想定しない。 

また，高圧電源車による電源供給により，復水補給水系②による代

替注水や格納容器ベント弁の中央制御室からの遠隔操作等は可能

とする。 

ⅲ．全交流電源喪失発生から約20時間で原子炉格納容器の圧力が最高使

用圧力に到達する。（ここで格納容器ベントを行うことを想定） 

原子炉，使用済燃料貯蔵プールへの必要注水量評価

消防車等による軽油消費時間評価 

機能喪失（クリフエッジ）時間評価 

機能喪失（クリフエッジ）時間評価 

バッテリー（蓄電池）の枯渇時間評価 

タンク等の水源枯渇時間評価（補給を考慮）

高圧電源車等の給電継続時間（軽油消費時間）評価
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ⅳ．原子炉隔離時冷却系は，水源である復水貯蔵タンクが枯渇した場合，

機能喪失するものと想定する。 

機能喪失の前に主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧を行うととも

に，ろ過水タンク（２基：志賀１，２号機共用）を水源とするディ

ーゼル消火ポンプ③によって原子炉への注水を開始することを想定

する。 

また，ディーゼル消火ポンプは軽油を燃料としており，発電所内に

備蓄している軽油から適宜補給できると想定する。 

さらに，ろ過水タンクには大坪川ダム（有効保有水量約36万㎥）か

ら水を補給できるものとする。なお，大坪川ダムからの水補給に用

いる取水ポンプは，専用の低圧発電機を電源としている。 

ⅴ．ディーゼル消火ポンプの故障の際には，ろ過水タンクまたは原水受

入タンクを水源とし，消防車④により原子炉へ注水することを想定

する。 

ⅵ．大坪川ダムからの水補給に用いる取水ポンプが故障し，ろ過水タン

ク等が枯渇した場合は，放水槽から水中ポンプにより海水を取水し，

耐震防火水槽を水源とし，消防車⑤により消火系設備から原子炉へ

海水を注水することも可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3-4 全交流電源喪失時の原子炉にある燃料の冷却手段 

(ｲ) 使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対する評価 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，想定手順の中に出てく

る①～⑤の数値は図 5.4.3-5 に示す当該数値の部分を説明していること

を意味する。 

ⅰ．全交流電源喪失発生後，高圧電源車による電源供給により，復水貯

復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 
ポンプ

放水槽 

海水 

炉心 

原子炉 

圧力容器

消防車 

純水移送 

ポンプ 

 

③ 

純水タンク 

1,000ｍ３×1 基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1 基 

(1,2 号共用)

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2 基 

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2 基) 

RCIC 

④ 

① 

② 

大坪川ダム 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

⑤ 

消防車 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1 基

(評価 990ｍ３)

④ 

     ・・・緊急安全対策（短期） 

    ・・・更なる対策 
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蔵タンクを水源とした復水補給水系①からサプレッションプール浄

化系等のラインを経由して使用済燃料貯蔵プールへ淡水を注水する。

必要注水量および注水開始時期は以下のとおりとする。 

・必要注水量 ：約７ｔ/ｈ(May-Wittの式を基に算出) 

・注水開始時期：プール水温が 100℃に到達する，事象発生 20 時間

後から開始 

ⅱ．水源である復水貯蔵タンクが枯渇した場合は，ろ過水タンクを水源

としたディーゼル消火ポンプ②により，使用済燃料貯蔵プールへ淡

水を注水することを想定する。 

ⅲ．ディーゼル消火ポンプの故障の際には，ろ過水タンクまたは原水受

入タンクを水源とし，消防車③により原子炉建屋内の消火系設備を

経由して，使用済燃料貯蔵プールへ注水することを想定する。 

ⅳ．また，大坪川ダムから淡水を取水した水槽車④により，直接使用済

燃料貯蔵プールへ注水することを想定する。 

ⅴ．さらに，放水槽から水中ポンプにより海水を耐震防火水槽へ取水し，

耐震防火水槽を水源とし，消防車⑤により消火系設備から使用済燃

料貯蔵プールへ海水を注水することも可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3-5 全交流電源喪失時の使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷却

手段（運転時） 

ｲ 評価結果 

特定した事故シナリオに基づき評価した結果，事象発生から 20 時間の間，

復水貯蔵タンクを水源とした原子炉隔離時冷却系で原子炉に注水できるこ

とを確認した。 

     ・・・緊急安全対策（短期） 

    ・・・更なる対策 
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ディーゼル 

消火ポンプ 
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使用済燃料 
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① 
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大坪川ダム 

⑤ 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

純水タンク 

1,000ｍ３×1 基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1 基

(評価 990ｍ３) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2 基

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2 基) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1 基 

(1,2 号共用)

③ 
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また，復水貯蔵タンクが枯渇する前に，緊急安全対策により整備した低

圧発電機からの電源供給を受けた純水移送ポンプにより純水タンクから水

補給を行うことにより，さらに３時間，原子炉および使用済燃料貯蔵プー

ルに注水することが可能となる。 

さらに，事象発生から 23 時間以降は，復水貯蔵タンクが枯渇するため，

原子炉減圧を行うとともに，ディーゼル消火ポンプまたは消防車等により

原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水を行うこととなる。ディーゼ

ル消火ポンプの水源であるろ過水タンクへは，緊急安全対策で整備した低

圧発電機からの電源供給を受けた大坪川ダム近傍に常設する取水ポンプに

より，ダム水を 45 ㎥/ｈで補給可能であり，事象発生から８時間以内には

ろ過水タンクへ水補給を行う体制が整うため，低圧発電機等の駆動が可能

な間は，ろ過水タンクは枯渇することはない。 

なお，万一，ろ過水タンクの枯渇やディーゼル消火ポンプの故障が発生

した場合には，消防車を活用し，大坪川ダムの淡水または海水注入を実施

することになる。 

一方，ディーゼル消火ポンプおよび消防車による原子炉および使用済燃

料貯蔵プールへの注水には，燃料（軽油）の供給が必要であるが，発電所

に備蓄してある軽油によって，プラント外部からの支援が期待できない場

合でも，事象発生から約 70 日間（添付-5.4-8）と長期にわたる原子炉およ

び使用済燃料貯蔵プールへの注水継続が可能である。 

なお，ディーゼル消火ポンプ等による原子炉への注水時に必要な原子炉

減圧機能については，事象発生から約 70 日間（添付-5.4-9）は継続可能で

あり，注水機能を阻害することはない。 

また，最高使用圧力で実施する格納容器ベントについては，中央制御室

より遠隔にて，約 42 日間（添付-5.4-10），格納容器ベントを継続するこ

とができ，さらに格納容器ベントを継続する際には，手動にて格納容器ベ

ントの弁を開することにより実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の評価結果を添付-5.4-11 にまとめる。 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備

（c） 緊急安全対策 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　２号復水貯蔵タンク (a)

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

(a)

③　ろ過水タンク (b)

④　海水（消防車を利用） (c)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

２０時間

３時間

約７０日間

　
　　　　　　：稼動　　 　　　　　　：待機
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(b) 電源機能継続に係る評価 

電源機能に対して最も厳しいプラント状態は，志賀１，２号機において同時

に高圧電源車が必要となる場合（想定されるすべての負荷に電源供給）であり，

これらの条件を仮定してその実効性を評価した結果を添付-5.4-12にまとめて

示す。 

全交流電源喪失が発生した場合，直流電源（蓄電池）により原子炉隔離時冷

却系および監視用計器等へ電源が供給されるが，約８時間で枯渇する。全交流

電源の喪失後，原子炉の冷却に必要な最低限の電源を供給するため，早期に高

圧電源車から非常用母線に電源を供給することとしている。 

これにより，従来約８時間で直流電源（蓄電池）が枯渇し，機能喪失する原

子炉隔離時冷却系の機能が維持され，原子炉への注水および監視用計器等によ

る監視が長期間可能となるとともに，復水移送ポンプ等により使用済燃料貯蔵

プールへの注水も可能となる。 

また，万一，原子炉隔離時冷却系の機能が喪失した場合においても，主蒸気

逃がし安全弁による原子炉圧力制御を行い，復水移送ポンプ，ディーゼル消火

ポンプまたは消防車等により原子炉へ継続注水することが可能である。 

高圧電源車から非常用母線への電力の供給については，作業者17名で着手し，

志賀１，２号機同時に対応したときに約５時間で達成できることを訓練実績な

どから確認しており，全交流電源喪失から原子炉隔離時冷却系の直流電源（蓄

電池）が枯渇する事象発生から約８時間以内に完了することが可能である。 

また，高圧電源車には燃料（軽油）の供給が必要であるが，発電所に備蓄し

てある軽油によってプラント外部からの支援が期待できない場合でも，保守的

にすべての高圧電源車，低圧発電機および消防車等の同時運転を考慮しても，

事象発生から約70日間と長期にわたる運転継続が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) クリフエッジの特定 

(a)項および(b)項の評価結果から，運転時のクリフエッジは原子炉および使

用済燃料貯蔵プールのいずれの燃料についても約70日間となる。 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 緊急安全対策 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (b)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

８時間

約７０日間

約７０日後
緊急安全対策実施後

約８時間後
緊急安全対策実施前
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b 停止時の評価 

(a) 給水機能継続に係る評価 

ｱ 評価に際しての想定手順等 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，想定手順の中に出てくる

①～⑤の数値は図 5.4.3-6に示す当該数値の部分を説明していることを意

味する。 

             ⅰ．全交流電源喪失発生後，高圧電源車による電源供給により，復水貯蔵

タンクを水源とした復水補給水系①からサプレッションプール浄化系

等のラインを経由して使用済燃料貯蔵プールへ淡水を注水する。必要

注水量および注水開始時期は以下のとおりとする。 

・必要注水量 ：約19ｔ/ｈ(May-Wittの式を基に算出) 

・注水開始時期：プール水温が100℃に到達する，事象発生６時間

後から開始 

ⅱ．復水貯蔵タンクの水源が枯渇した場合は，ろ過水タンク（２基：志賀

１，２号機共用）を水源としたディーゼル消火ポンプ②により，使用

済燃料貯蔵プールへ淡水を注水することを想定する。 

ⅲ．ディーゼル消火ポンプが何らかの理由で故障して使用不能となった場

合には，ろ過水タンクまたは原水受入タンクを水源とし，消防車③に

より原子炉建屋内の消火系設備を経由して，使用済燃料貯蔵プールへ

注水することを想定する。 

また，ディーゼル消火ポンプは軽油を燃料としており，発電所内に備

蓄している軽油から適宜補給できると想定する。 

さらに，ろ過水タンクには大坪川ダム（有効保有水量約36万㎥）から

水を補給できるものとする。なお，大坪川ダムからの水補給に用いる

取水ポンプは，専用の低圧発電機を電源としている。 

ⅳ．また，大坪川ダムから水槽車④により取水し，直接使用済燃料貯蔵プ

ールへ淡水を注水することを想定する。 

ⅴ．さらに,放水槽から水中ポンプにより海水を耐震防火水槽へ取水し,耐

震防火水槽を水源とし，消防車⑤により消火系設備から使用済燃料貯

蔵プールへ海水を注水することも可能とする。 
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図 5.4.3-6 全交流電源喪失時の使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷却

手段（停止時） 

ｲ 評価結果 

特定した事象の過程に基づき評価した結果，使用済燃料貯蔵プール温度

が 100℃に到達する事象発生６時間後から注水を開始すると想定し，復水

貯蔵タンクには，注水開始から 52 時間の間，復水補給水系による使用済燃

料貯蔵プールへの注水量があることを確認した。 

また，復水貯蔵タンクが枯渇する前に純水タンクから水補給を行うこと

により，さらに６時間，復水補給水系で使用済燃料貯蔵プールに注水する

ことが可能になる。 

さらに，事象発生から 64 時間以降は，復水貯蔵タンク等の水源枯渇によ

り，ディーゼル消火ポンプまたは消防車等により使用済燃料貯蔵プールへ

の注水を行うこととなる。ディーゼル消火ポンプの水源であるろ過水タン

クへは，緊急安全対策で整備した低圧発電機からの電源供給を受けた大坪

川ダム近傍に常設する取水ポンプにより，ダム水を 45 ㎥/ｈで補給可能で

あり，事象発生から８時間以内にはろ過水タンクへ水補給を行う体制が整

うため，低圧発電機等の駆動が可能な間は，ろ過水タンクは枯渇すること

はない。 

一方，ディーゼル消火ポンプおよび消防車による使用済燃料貯蔵プール

への注水には，ディーゼル消火ポンプ等への燃料（軽油）の供給が必要で

     ・・・緊急安全対策（短期） 

    ・・・更なる対策 

復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 
ポンプ

放水槽 

海水 

消防車 

純水移送 

ポンプ 

水槽車 

使用済燃料 

貯蔵プール 

 

消防車 

④ 

③ 

① 

② 

大坪川ダム 

⑤ 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

純水タンク 

1,000ｍ３×1 基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1 基

(評価 990ｍ３) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2 基

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2 基) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1 基 

(1,2 号共用)

③ 
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あるが，発電所に備蓄してある軽油によって，プラント外部からの支援が

期待できない場合でも，事象発生から約 70 日間と長期にわたって使用済燃

料貯蔵プールへの注水継続が可能となる。 

なお，万一，ろ過水タンクの枯渇やディーゼル消火ポンプの故障が発生

した場合には，消防車を活用し，大坪川ダムの淡水または海水の注入を実

施することになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の評価結果を添付-5.4-11 にまとめる。 

(b) 電源機能継続に係る評価 

停止時における電源の必要負荷は，運転時と比べ，必要となる注水機能が少

ないため小さいが，保守的に志賀１，２号機ともに想定されるすべての負荷に

電源供給が必要となり，高圧電源車が全台必要となる場合を想定すれば，a(b)

項に示す運転時の評価結果と同様となる。 

(c) クリフエッジの特定 

(a)項および(b)項の評価結果から，停止時のクリフエッジは使用済燃料貯蔵

プールにある燃料については約70日間となる。 

以上，「注水機能継続に係る評価」および「電源機能継続に係る評価」の結果

を表 5.4.3-4にまとめる。 

表 5.4.3-4 注水機能および電源機能の継続時間評価結果 

 継続時間 

注水機能 約70日間 

電源機能 約70日間 

 

(4) 事故シナリオの進展を防止する措置の効果の評価結果 

a 注水機能継続に係る評価結果 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備

（c） 緊急安全対策 

※使用済燃料貯蔵プールが 100℃に 

到達する６時間後から注水を開始。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　２号復水貯蔵タンク　※ (a)

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

(a)

③　ろ過水タンク (b)

④　海水（消防車を利用） (c)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

５２時間

６時間

約７０日間

6時間

　
　　　　　　：稼動　　 　　　　　　：待機
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(3)項より，注水機能については，プラント外部からの支援がない場合，高

圧電源車および消防車等の燃料（軽油）枯渇がクリフエッジとなるが，全交流

電源喪失事象発生後，添付-5.4-11のとおり，原子炉への注水機能については，

復水貯蔵タンク（純水タンクからの補給含む），ろ過水タンク（大坪川ダムか

らの補給含む）の順に水源を切り替え，合計で約70日間維持できる。 

このうち，「基本設計段階で採用した設備」による注水機能の継続時間は，

原子炉については，原子炉隔離時冷却系の蓄電池が枯渇するまでの約８時間，

使用済燃料貯蔵プールについては，直ちに保有水の温度上昇および蒸発が始ま

ることになるが，「整備済みのアクシデントマネジメント設備」および「緊急

安全対策」により約70日間継続可能となり，時間余裕が大幅に増加することと

なる。 

注水機能の継続時間は約 70 日間という長期間であることから，その間に外

部から燃料をはじめとする必要資機材等を調達することが十分可能であり，注

水機能はその後も継続できると評価する。 

b 電源機能継続に係る評価結果 

(3)項より，電源機能については，プラント外部からの支援がない場合，高

圧電源車の燃料（軽油）枯渇がクリフエッジとなるが，全交流電源喪失事象発

生後，性能上は燃料補給なしで約3.5時間の連続運転が可能であり，また，高

圧電源車の発電機運転中に燃料補給が可能であることを訓練により確認して

いることから，高圧電源車の連続運転が可能である。 

また，その継続時間は保守的にすべての高圧電源車，低圧発電機および消防

車等の同時運転を想定しても，発電所内に設置してある軽油タンクの燃料によ

り約70日間と長期にわたる運転継続が可能となる。 

このうち，「基本設計段階で採用した設備」による電源機能の継続時間は，

原子炉隔離時冷却系の運転に必要な蓄電池が枯渇するまでの約８時間になる

が，「緊急安全対策」により約70日間継続可能となり，時間余裕が大幅に増加

することとなる。 

電源機能の継続時間は約70日間という長期間であることから，その間に外部

から燃料をはじめとする必要資機材等を調達することが十分可能であり，電源

機能はその後も継続して維持できる。 

5.4.4 評価結果のまとめ 

全交流電源喪失が発生した場合，発電所外部からの支援がない場合でも注水機

能および電源機能については，約 70 日間継続することができる。これは，緊急

安全対策等の結果，各々の継続時間が大幅に増加したものであり，発電所外部か

らの支援（燃料補給等）を期待するのに十分な時間余裕となっている。 

また，約 70 日間と長期間にわたって継続して原子炉への注水が可能であるた

め，この期間に外部電源の復旧や非常用ディーゼル発電機の復旧を行い，原子炉

を冷温停止にすることは十分可能である。 
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なお，緊急安全対策のうち，更なる対策として今後設置を計画している設備の

効果については添付-5.4-13 に示すとおり，全交流電源喪失事象に対して原子炉

および使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷却を一層信頼性高く実施できる。 
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5.5 最終的な熱の逃がし場(最終ヒートシンク)の喪失 

本事象は，原子炉の出力運転中または停止中に原子炉補機冷却海水系ポンプ等

の海水による冷却系の機能喪失により最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）

が喪失（以下「最終ヒートシンク喪失」という。）することを想定する。 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合，原子炉の運転継続ができなくなるため，

原子炉を手動停止する。原子炉は停止後も崩壊熱を発生することから，継続して

冷却する必要がある。 

通常，崩壊熱は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で原子炉より取り出

し，原子炉補機冷却系で熱交換を行うことで，最終的には海に放出されるが，最終

ヒートシンク喪失により原子炉補機冷却系は機能喪失するため，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による原子炉の冷却ができない。この場合，原子炉で発生

する蒸気を駆動源とする原子炉隔離時冷却系により原子炉冷却を継続する。 

また，使用済燃料貯蔵プールについては，通常，燃料プール冷却浄化系により，

使用済燃料の崩壊熱を除去するとともに，復水補給水系により保有水の補給を行

うが，最終ヒートシンク喪失時には，燃料プール冷却浄化系は機能喪失するため，

崩壊熱除去のためには，蒸発により失われる使用済燃料貯蔵プールの保有水を補

給する必要があり，復水補給水系や緊急安全対策で整備した消火系設備を用いた

方法または消防車から消火系設備を用いた方法により給水を継続する。 

5.5.1 評価実施事項 

指示文書による評価実施項目は以下のとおりである。 

(1) 内的事象ＰＳＡの知見を踏まえて，最終ヒートシンク喪失を起因事象として

燃料の重大な損傷に至る事象の過程を明らかにする。 

(2) (1)項において特定された事象の過程の進展を踏まえ，最終ヒートシンク喪失

の継続時間を明らかにし，クリフエッジの所在を特定する。 

(3) 特定されたクリフエッジへの対応を含め，燃料の重大な損傷に至る事象の過程

の進展を防止するための措置について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

5.5.2 評価方法 

原子炉にある燃料および使用済燃料貯蔵プールにある燃料を対象に以下の評

価を実施する。 

(1) 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定 

最終ヒートシンク喪失を起因事象として，燃料の重大な損傷に至る事象の過

程（事故シナリオ）をイベントツリーで特定し，事故シナリオを分析する。 

また，最終ヒートシンク喪失時に燃料の重大な損傷を防止するために使用で

きる防護措置を明らかにする。 

なお，特定した防護措置には，所要の安全機能を直接果たす緩和システム等

と当該防護措置が機能を果たすのに必要となるサポートシステム等を含む。 
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以上の評価の前提条件は以下のとおりとする。 

a 地震，津波等の外部事象による設備への影響は考慮しない。 

b イベントツリーの作成にあたっては，最終ヒートシンクの復旧は考慮しない。 

c 対象とする防護措置は，以下の(a)～(d)に分類して示す。 

(a) 基本設計段階で採用した設備 

(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c) 緊急安全対策 

(d) 更なる対策 

なお，設置していないが，計画が明らかになっている設備による防護措置は上

記の(a)～(d)に該当する防護措置とは区別して評価を行う。 

(2) 最終ヒートシンク喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

(1)項において特定した事象の過程（事故シナリオ）に基づき，最終ヒートシ

ンク喪失の継続時間の評価を行う。 

本評価では，クリフエッジを「最終ヒートシンク喪失時に燃料の重大な損傷

を防止するための機能がすべて喪失するまでの時間」とし，(1)項において特定

した防護措置が有する機能がすべて喪失するまでの時間を評価する。なお，す

べての防護措置が機能喪失してから燃料の重大な損傷に至るまでの時間は，保

守的にカウントしないこととする。 

以上の評価の前提条件は以下のとおりとする。 

a クリフエッジの特定に際しては，最終ヒートシンク喪失時に作動する防護措置

について，機器の継続運転の制約条件（水源の枯渇，蓄電池の枯渇，環境条件

の悪化等）を考慮する。 

b 最も厳しいプラント状態として，志賀２号機の出力運転状態を初期状態とする

とともに，使用済燃料貯蔵プールについては１炉心分を除いたすべての使用済

燃料貯蔵ラックに使用済燃料が貯蔵された状態を想定する場合（以下，「運転

時」という。）と，原子炉停止後速やかに全燃料が原子炉から使用済燃料貯蔵

プールに取り出され，使用済燃料貯蔵プールが使用済燃料で満たされた状態を

想定する場合（以下，「停止時」という。）について評価する。 

また，隣接する志賀１号機の防止措置による志賀２号機への影響を考慮する

ため，志賀１号機についても出力運転状態で最終ヒートシンク喪失が発生し，

原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水が必要となっている事象を想定

する。 

c 継続時間評価においては，起因事象発生後，原子炉は停止状態に移行し，燃料

の崩壊熱除去を継続するものとして，また，使用済燃料貯蔵プールについては

燃料の崩壊熱による蒸発のため低下するプール水位を水補給により維持する

ものとして評価する。 
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d 高圧電源車や消防車の燃料など発電所内で共有して使用するものについては，

志賀２号機の評価結果が厳しくなるよう，志賀１号機への対応も並行して実施

することを仮定して評価する。 

(3) 事故シナリオの進展を防止するための措置の効果の評価 

特定した防護措置ごとに，燃料の重大な損傷の防止または燃料の重大な損傷

までの余裕時間の増加に及ぼす効果を多重防護の観点から確認する。 

また，防護措置が機能喪失した場合に，その機能を代替する措置を明確にし，

防護措置および代替措置の種類と数を確認し，最終ヒートシンク喪失に対する

プラント全体としての安全裕度を明らかにする。 

具体的には，最終ヒートシンク喪失に対する設備設計上および防護措置によ

る対応の結果，燃料の重大な損傷に進展させないための余裕時間を比較する。 

5.5.3 評価結果 

(1) 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至る事故シナリオの特定結果 

運転時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合，常用および非常用機器の冷

却機能が喪失するため原子炉は手動停止する。また，復水器真空度の維持も困

難となるため，主蒸気隔離弁を全閉し，原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系

により行う。なお，外部電源が確保できているため，原子炉隔離時冷却系は連

続運転が可能であるが，常用および非常用機器の冷却機能の喪失により，通常

の給復水系や原子炉隔離時冷却系以外の非常用炉心冷却系による原子炉への注

水はできない。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水に伴い，第一水源である復水貯蔵

タンクの保有水量は低下するため，原子炉への注水を継続するために必要に応

じて純水タンクから復水貯蔵タンクへの淡水補給を行うが，この補給が途絶え

ることにより復水貯蔵タンクが枯渇し，原子炉への注水機能が喪失した場合，

燃料の重大な損傷に至る。 

これらの過程をイベントツリーの形式で整理したものを図 5.5.3-1に示す。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.3-1 最終ヒートシンク喪失時のイベントツリー（原子炉） 
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凡例

基本設計段階で採用した設備 ※ATWS（Anticipated Transient Without Scram）
整備済みのアクシデントマネジメント設備 スクラム失敗事象
緊急安全対策

最終ヒートシンク

喪失

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

①

成功

成功

成功

失敗

成功

ディーゼル消火
ポンプによる注水
（復水補給水系経由）

失敗

減圧・低圧注水

主蒸気逃がし安全弁
による

原子炉圧力制御

格納容器
ベント

復水補給水系
による注水

格納容器除熱圧力制御・高圧注水

原子炉
手動減圧

格納容器
ベント

格納容器
ベント

格納容器
ベント

①

①

①

①

成功

失敗

電動消火
ポンプによる注水
（復水補給水系経由）

消防車による注水
（屋内消火栓経由）

格納容器
ベント

成功

失敗

原子炉隔離時冷却系
による

原子炉への注水

成功

失敗

原子炉

スクラム

ＡＴＷＳ
※

成功

成功

成功

成功

失敗

失敗

失敗

失敗

失敗

成功

失敗
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一方，使用済燃料貯蔵プールについては，最終ヒートシンク喪失に伴い，燃

料プール冷却浄化系によるプール冷却機能が喪失するため，プール水温が徐々

に上昇し，プール水の蒸発量が増大する。このため，復水補給水系等による使

用済燃料貯蔵プールへの注水が必要となるが，これらの注水機能が喪失した場

合，燃料の重大な損傷に至る。 

これらの過程をイベントツリーの形式で整理したものを図 5.5.3-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.3-2 最終ヒートシンク喪失時のイベントツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合に原子炉および使用済燃料貯蔵プール

にある燃料の重大な損傷を防止するためには，注水機能を維持する必要があり，

これらの機能に係る設備について表 5.5.3-1および表 5.5.3-2に示すとともに，

設備の仕様および保全内容を添付-5.5-1に示す。 
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表 5.5.3-1 注水機能に係る防護措置 

緩和機能 対象設備 駆動源 水 源 

原子炉隔離時冷却系(a)×１式 

復水移送ポンプ(b)×３台 
復水貯蔵タンク(a)

電動消火ポンプ(b)×１台 

所内電源(a) 

ディーゼル消火ポンプ(b)×１台 
ろ過水タンク(b) 原子炉への注

水機能 

消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台(予備) 

軽油(c) 
ろ過水タンク(b) 

原水受入タンク(a)

耐震防火水槽(c) 

復水移送ポンプ(a)×３台 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄化ポンプ(a)×１台 
復水貯蔵タンク(a)

電動消火ポンプ(b)×１台 

所内電源(a) 

ディーゼル消火ポンプ(b)×１台 
ろ過水タンク(b) 

使用済燃料貯

蔵プールへの

注水機能 
消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台(予備) 

軽油(c) 
ろ過水タンク(b) 

原水受入タンク(a)

耐震防火水槽(c) 

表 5.5.3-2 水源補給手段に係る防護設備 

水 源 補給方法 対象設備 駆動源 

復水貯蔵タンク(a) 

（１基） 

純水タンク(a)より

淡水補給 
純水移送ポンプ(a)×３台 所内電源(a) 

原水受入タンク(a)

より淡水供給 

消防車(c)×１台 

消防車(d)×１台(予備) 
軽油(c) 

ろ過水タンク(b) 

（２基） 大坪川ダム(a)より

淡水供給 

取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

取水ポンプ(a)×１台 所内電源(a) 
原水受入タンク(a) 

（１基） 

大坪川ダム(a)より

淡水供給 
取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

大坪川ダム(a)より

淡水供給 

取水ポンプ(d)×１台 

（非常用） 
低圧発電機（軽油）(d)

耐震防火水槽(c)

（１基） 放水槽(a)より海水

供給 
水中ポンプ(c)×１台 低圧発電機（軽油）(c)

 

 

 

これらの設備については，保全プログラムまたは社内マニュアルに従って設

備の保全を実施することで，健全性の維持および確認を行っている。 

特に，最終ヒートシンク喪失時においても運転可能な設計である原子炉隔離

時冷却系については，以下の内容を考慮し，本評価において，その機能は維持

されると想定する。 

・志賀２号機の原子炉隔離時冷却系は，工学的安全施設（非常用炉心冷却系）

であり，ポンプ等は耐震Ｓクラスで設計され，かつポンプ室は水密扉で区

画されていることから，信頼性の高い設計となっている。 

(a)基本設計段階で採用した設備 

(b)整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c)緊急安全対策 

(d)更なる対策
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・定期検査毎に社内の点検および国の定期検査を受検するとともに，プラン

ト運転時には毎月１回の定例試験により，機器の健全性を確認し，信頼性

を確保している。 

(2) 最終ヒートシンク喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

(1)項で特定した事故シナリオを踏まえ，最終ヒートシンク喪失の継続時間を

5.5.2(2)項に記載のとおり，「運転時」および「停止時」において，最終ヒート

シンク喪失時の注水機能の継続時間の評価から特定するとともに，これらの機

能喪失（クリフエッジ）の所在の特定を行った。継続時間評価フローを以下に

示す。 

 

＜注水機能継続時間評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 注水機能継続に係る評価結果 

(a) 運転時の評価 

ｱ 評価に際しての想定手順等 

(ｱ) 原子炉にある燃料に対する評価 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，評価手順の中に出てく

る①～⑥の数値は図 5.5.3-3 に示す当該数値の部分を説明していること

を意味する。 

ⅰ．最終ヒートシンク喪失後，原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系（Ｒ

ＣＩＣ）①により実施するものとする。 

ⅱ．最終ヒートシンク喪失発生から約 20 時間で原子炉格納容器の圧力

が最高使用圧力に到達する。（ここで格納容器ベントを行うことを想定） 

ⅲ.原子炉隔離時冷却系が何らかの理由で故障して使用不能となった場

合は，主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧を行い，復水補給水系

②により原子炉へ注水することを想定する。 

ⅳ.原子炉隔離時冷却系が，水源である復水貯蔵タンクの枯渇により機

能喪失する場合には，その前に主蒸気逃がし安全弁による原子炉減

圧を行うとともに，ろ過水タンク（２基：志賀１，２号機共用）を

消防車等による軽油消費時間評価 

機能喪失（クリフエッジ）時間評価 

原子炉，使用済燃料貯蔵プールへの必要注水量評価

タンク等の水源枯渇時間評価（補給を考慮）
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水源とする電動消火ポンプ③によって原子炉への注水を開始するこ

とを想定する。 

また，ろ過水タンクには大坪川ダム（有効保有水量約 36 万㎥）か

ら水を補給できるものとする。なお，大坪川ダムからの水補給に用

いる取水ポンプは，常用電源および専用の低圧発電機を電源として

いる。 

ⅴ．電動消火ポンプが何らかの理由で故障して使用不能となった場合は，

ディーゼル消火ポンプ④による原子炉への注水を行う。 

また，ディーゼル消火ポンプは軽油を燃料としており，発電所内に

備蓄している軽油から適宜補給できると想定する。 

ⅵ．ディーゼル消火ポンプの故障の際には，ろ過水タンク等を水源とし，

消防車⑤により原子炉へ注水することを想定する。 

ⅶ．ろ過水タンク等が枯渇した場合は，緊急安全対策で配備した水中ポ

ンプにより海水を耐震防火水槽へ取水し，消防車⑥により消火系ラ

インから原子炉へ海水を注水することも想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.3-3 最終ヒートシンク喪失時の原子炉にある燃料の冷却手段 

(ｲ) 使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対する評価 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，評価手順の中に出てく

る①～⑦の数値は図 5.5.3-4 に示す当該数値の部分を説明していること

を意味する。 

ⅰ．最終ヒートシンク喪失により燃料プール冷却浄化系の使用済燃料貯

蔵プール冷却機能が喪失するため，復水貯蔵タンクを水源とした復

水補給水系①から使用済燃料貯蔵プールへ淡水を注水する。復水補

給水系が何らかの理由で故障して使用不能となった場合は，サプレ
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     ・・・緊急安全対策 

    ・・・更なる対策 
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ッションプール浄化系②から使用済燃料貯蔵プールへ注水すること

を想定する。 

必要注水量および注水開始時期は以下のとおりとする。 

・必要注水量 ：約７ｔ/ｈ(May-Wittの式を基に算出) 

・注水開始時期：プール水温が 100℃に到達する，事象発生 20 時間

後から開始 

ⅱ．復水貯蔵タンクの水源が枯渇した場合は，ろ過水タンクを水源とし

た電動消火ポンプ③により，使用済燃料貯蔵プールへ淡水を注水す

ることを想定する。 

ⅲ．電動消火ポンプが何らかの理由で故障して使用不能となった場合に

は，ディーゼル消火ポンプ④による使用済燃料貯蔵プールへの注水

を行うことを想定する。 

ⅳ．ディーゼル消火ポンプの故障の際には，ろ過水タンクまたは原水受

入タンクを水源とし，消防車⑤により，原子炉建屋内の消火系ライ

ンを経由して使用済燃料貯蔵プールへ淡水を注水することを想定す

る。 

ⅴ．また，大坪川ダムから淡水を取水した水槽車⑥により，直接使用済

燃料貯蔵プールへ淡水を注水することも可能とする。 

ⅵ．さらに，放水槽から水中ポンプにより海水を耐震防火水槽へ取水し，

耐震防火水槽を水源とし，消防車⑦により，消火系ラインから使用

済燃料貯蔵プールへ海水を注水することも可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.3-4 最終ヒートシンク喪失時の使用済燃料貯蔵プールにある燃料

の冷却手段（運転時） 
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     ・・・緊急安全対策 
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ｲ 評価結果 

特定した事故シナリオに基づき評価した結果，復水貯蔵タンクには，事

象発生から 20 時間の間，原子炉隔離時冷却系で原子炉に注水できることを

確認した。 

また，復水貯蔵タンクが枯渇する前に純水タンクから水補給を行うこと

により，さらに３時間，原子炉および使用済燃料貯蔵プールに注水するこ

とが可能となる。 

さらに，事象発生から 23 時間以降は，復水貯蔵タンクが枯渇するため，

原子炉減圧を行うとともに，電動消火ポンプ（またはディーゼル消火ポン

プもしくは消防車等）により原子炉への注水を行うこととなる。電動消火

ポンプの水源であるろ過水タンクへの水補給については，大坪川ダム近傍

に常設する取水ポンプにより実施可能であるが，取水ポンプ用の所内電源

が喪失した場合には，緊急安全対策として整備した低圧発電機からの電源

供給により取水ポンプを駆動することができるため，これらの動作が可能

な間は，ろ過水タンクは枯渇することはない。 

なお，万一，ろ過水タンクの枯渇や電動消火ポンプ等の故障が発生した

場合には，消防車を活用し，大坪川ダムの淡水を注入する。それでも何ら

かの故障が発生した場合には海水注入を実施することになる。 

この場合，消防車および取水用ポンプへの電源供給用の低圧発電機への

燃料（軽油）の供給が必要であるが，発電所に備蓄してある軽油によって，

プラント外部からの支援が期待できない場合でも，事象発生から約 480 日

間の長期にわたり原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水継続が可能

である。（添付-5.5-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の評価結果を添付-5.5-3 にまとめる。 

(b) 停止時の評価 

ｱ 評価に際しての想定手順等 

以下に評価に際しての想定手順等を示す。なお，評価手順の中に出てく

る①～⑦の数値は図 5.5.3-5に示す当該数値の部分を説明していることを

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備

（c） 緊急安全対策 

　
　　　　　　：稼動　　 　　　　　　：待機

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 479 480

①　２号復水貯蔵タンク （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

④　海水（消防車を利用） (c)

事象発生からの時間（日数）
種　類 分類

２０時間

３時間

約４８０日間
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意味する。 

             ⅰ．最終ヒートシンク喪失後，復水貯蔵タンクを水源とした復水補給水系①

からサプレッションプール浄化系等のラインを経由して使用済燃料貯

蔵プールへ淡水を注水する。復水補給水系が何らかの理由で故障して使

用不能となった場合は，サプレッションプール浄化系②から使用済燃料

貯蔵プールへ注水することを想定する。 

必要注水量および注水開始時期は以下のとおりとする。 

・必要注水量 ：約19ｔ/ｈ(May-Wittの式を基に算出) 

・注水開始時期：プール水温が100℃に到達する，事象発生６時間

後から開始 

ⅱ．復水貯蔵タンクの水源が枯渇した場合は，ろ過水タンク（２基：志賀

１，２号機共用）を水源とした電動消火ポンプ③により，使用済燃料

貯蔵プールへ淡水を注水することを想定する。 

ⅲ．電動消火ポンプが何らかの理由で故障して使用不能となった場合に 

は，ディーゼル消火ポンプ④による使用済燃料貯蔵プールへの注水を

行うことを想定する。 

また，ディーゼル消火ポンプは軽油を燃料としており，発電所内に

備蓄している軽油から適宜補給できると想定する。 

ⅳ．ディーゼル消火ポンプが何らかの理由で故障して使用不能となった場

合には，ろ過水タンクまたは原水受入タンクを水源とし，消防車⑤に

より，原子炉建屋内の消火系ラインを経由して使用済燃料貯蔵プール

へ淡水を注水することを想定する。 

また，ろ過水タンクには大坪川ダム（有効保有水量約36万㎥）から

水を補給できるものとする。なお，大坪川ダムからの水補給に用いる

取水ポンプは，常用電源および専用の低圧発電機を電源としている。 

ⅴ．大坪川ダムから淡水を取水した水槽車⑥により，直接使用済燃料貯蔵

プールへ淡水を注水することも可能とする。 

ⅵ．さらに，放水槽から水中ポンプにより海水を耐震防火水槽へ取水し，

耐震防火水槽を水源とし，消防車⑦により，消火系ラインから使用済

燃料貯蔵プールへ海水を注水する。 
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図 5.5.3-5 最終ヒートシンク喪失時の使用済燃料貯蔵プールにある燃料

の冷却手段（停止時） 

ｲ 評価結果 

特定した事象の過程に基づき評価した結果，使用済燃料貯蔵プール温度

が 100℃に到達する事象発生６時間後から注水を開始すると想定し，復水

貯蔵タンクには，注水開始から 52 時間の間，復水補給水系による使用済

燃料貯蔵プールへの注水量があることを確認した。 

また，復水貯蔵タンクが枯渇する前に純水タンクから水補給を行うこと

により，さらに６時間，復水補給水系で使用済燃料貯蔵プールに注水する

ことが可能になる。 

さらに，事象発生から 64 時間以降は，復水貯蔵タンクの水源枯渇により，

電動消火ポンプ（または消防車等）により使用済燃料貯蔵プールへの注水

を行うこととなる。 

電動消火ポンプの水源であるろ過水タンクへの水補給については，大坪

川ダム近傍に常設する取水ポンプにより実施可能であるが，取水ポンプ用

の所内電源が喪失した場合には，緊急安全対策として整備した低圧発電機

からの電源供給により取水ポンプを駆動することができるため，これらの

動作が可能な間は，ろ過水タンクは枯渇することはない。 

なお，万一，ろ過水タンクの枯渇や電動消火ポンプ等の故障が発生した

場合には，消防車を活用し，大坪川ダムの淡水を注入する。それでも何ら

かの故障が発生した場合には海水注入を実施することになる。 

この場合，消防車および取水用ポンプへの電源供給用の低圧発電機への

 

消防車 

復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 
ポンプ

放水槽 

海水 

消防車 

純水移送 

ポンプ 

水槽車 

使用済燃料 

貯蔵プール 

⑥ 

⑤ 

① 

② 大坪川ダム 

⑦ 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

純水タンク 

1,000ｍ３×1 基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1 基

(評価 990ｍ３) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2 基

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2 基) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1 基 

(1,2 号共用)

⑤ 

④ 

サプレッション 

プール浄化ポンプ 

③ 
電動 

消火ポンプ 
 

     ・・・緊急安全対策 

    ・・・更なる対策 
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燃料（軽油）の供給が必要であるが，発電所に備蓄してある軽油によって，

プラント外部からの支援が期待できない場合でも，事象発生から約 480 日

間の長期にわたり原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水継続が可能

である。（添付-5.5-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の評価結果を添付-5.5-3にまとめる。 

(c) クリフエッジ所在の特定 

    (a)項および(b)項の評価の結果，水源は大坪川ダムにより十分確保されて

いること，万一消防車による注水が必要となった場合を想定しても燃料とな

る軽油は約480日間稼動するのに十分な量が確保されていることを確認した。 

したがって，水源枯渇時間および軽油消費時間の観点では，クリフエッジ

は存在しないと評価した。 

(3) 事故シナリオの進展を防止する措置の効果の評価結果 

a 注水機能継続に係る評価結果 

(a) 注水機能の水源が枯渇すると，原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注

水が不可能になった時点で燃料の損傷が避けられなくなる。しかし，本事象

（最終ヒートシンク喪失）では，外部電源が確保されていることから，大坪

川ダムから水源（ろ過水タンク等）に淡水を安定的に供給することが可能で

あり，水源が枯渇する可能性は極めて低い。このため，原子炉および使用済

燃料貯蔵プールへの注水機能は長期にわたって維持することが可能である。 

(2)項より，プラント外部からの支援がない場合，万一，ろ過水タンクの

枯渇や電動消火ポンプ等の故障が発生した場合には，消防車を活用し，大坪

川ダムの淡水または海水注入を実施することとなるため，消防車および低圧

発電機（取水ポンプ用）の燃料（軽油）消費時間の評価を行った結果，添付

-5.5-2 のとおり，事象発生から約 480 日間と長期にわたり原子炉および使

用済燃料貯蔵プールへの注水継続が可能となる量が保有されていることを

確認した。 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備

（c） 緊急安全対策 

※使用済燃料貯蔵プールが 100℃に到達

する６時間後から注水を開始。 

　
　　　　　　：稼動　　 　　　　　　：待機

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 479 480

①　２号復水貯蔵タンク　※ （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

④　海水（消防車を利用） (c)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

５２時間

６時間

約４８０日間

6時間
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注水機能の継続時間は約 480 日間という長期間であることから，その間に

外部からの燃料調達や機器の復旧を行うことは十分可能であり，注水機能は

その後も継続できると評価する。 

(b) 本事象の場合，外部電源が維持されていることから，緊急安全対策実施前

でも十分な安全性を有していると言えるが，緊急安全対策として消防車によ

る消火系ラインからの原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水機能を

追加整備したことにより，注水機能の信頼性は向上していると評価する。 

 

5.5.4 評価結果のまとめ 

本事象の場合，外部電源が維持されていることから，緊急安全対策実施前の段

階から，原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水機能は維持することが可能

であったが，水源としては，大坪川ダムにより十分な淡水を確保していること，

万一，消防車による大坪川ダムの淡水または海水注水を実施した場合を想定して

も，燃料となる軽油は約 480 日間，注水機能が維持できる十分な量を保有してい

る。 

これは，緊急安全対策として，消防車による消火系ラインからの原子炉および

使用済燃料貯蔵プールへの注水機能を整備したことにより，注水機能の信頼性を

向上することができたため，発電所外部からの支援（燃料補給等）や故障機器の

復旧を期待するのに十分な時間となった。 

また，津波による最終ヒートシンク喪失時には，浸水した原子炉補機冷却海水

ポンプ電動機の洗浄・乾燥作業による復旧を１週間程度で行い，その後，原子炉

を冷温停止させることができる。 

なお，緊急安全対策のうち，更なる対策として今後設置を計画している設備の

効果については添付-5.5-4 に示すとおり，最終ヒートシンク喪失に対して原子炉

および使用済燃料貯蔵プールにある燃料の冷却を一層信頼性高く実施できる。 
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5.6 その他のシビアアクシデントマネジメント 

5.6.1 評価実施事項 

平成４年７月に通商産業省（当時）が発表した「アクシデントマネジメントの

今後の進め方について」で規定し，当社が整備しているシビアアクシデントマネ

ジメント策（燃料の重大な損傷を防止するための措置，放射性物質の大規模な放

出を防止するために原子炉格納容器の健全性を維持するための措置）（以下，「Ａ

Ｍ策」という。）について，多重防護の観点から，その効果を示す。 

ただし，5.1 項から 5.5 項の各評価結果に記載される燃料の重大な損傷に至る

事象の過程の進展を防止するための措置として取り上げているものは除く。 

5.6.2 評価方法 

(1) 防護措置の特定と事象進展シナリオの確認 

アクシデントマネジメント整備において想定した起因事象を対象に， 燃料の

重大な損傷および放射性物質の大規模な放出に至る事象の過程をイベントツリ

ーで特定し，防護措置を明らかにして，それぞれの事象に係る防護措置の有効

性を確認する。具体的には，以下の項目について確認する。 

a 発電所の系統構成およびその安全機能 

b 防護措置の整備状況 

c 事象進展シナリオの分析と防護措置の有効性 

d 組織体制および手順書の整備ならびに教育および訓練の状況 

(2) 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

抽出された防護措置については，多重防護の観点から，その効果を確認する。

また，防護措置が機能喪失した場合にその機能を代替する措置を明確にし，防

護措置および代替措置の種類と数を確認する。 

これらの評価条件は以下のとおりとする。 

a 地震，津波などの外部事象による設備への影響および防護措置の復旧は考慮し

ない。 

b 対象とする防護措置は，以下の(a)～(c)に分類して示す。 

(a) 基本設計段階で採用した設備 

(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c) 緊急安全対策 

なお，設置していないが，計画が明らかになっている設備による防護措置は，

上記の(a)～(c)に該当する防護措置とは区別して評価を行う。 
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5.6.3 評価結果 

(1) 事象進展シナリオの確認と防護措置の特定結果 

a 発電所の系統構成およびその安全機能 

志賀２号機の主な系統構成を添付-5.6-1に示す。プラントは安全確保のため

「多重防護」を基本的な考え方として， 

  ・異常の発生の防止 

  ・異常の拡大および事故への進展の防止 

  ・周辺への放射性物質の異常放出の防止 

の観点から設計されている。 

プラントの安全機能としては，「原子炉の停止機能」，「炉心冷却機能」お

よび「放射性物質の閉じ込め機能」が求められる。それぞれの機能は，多重性

または多様性を確保した以下の各種機器・系統により達成される。 

(a) 原子炉の停止機能 

原子炉緊急停止系，制御棒および制御棒駆動系，ほう酸水注入系 

(b) 炉心冷却機能 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，低圧注水系および自動減圧系からな

る非常用炉心冷却系（以下，「ＥＣＣＳ」という。），給復水系，主蒸気逃が

し安全弁等 

(c) 放射性物質の閉じ込め機能 

原子炉格納容器（以下，「格納容器」という。）本体および原子炉格納容器

スプレイ冷却系（以下，「格納容器スプレイ冷却系」という。）等 

さらに，これら安全機能をサポートする系統として，非常用交流電源系，非

常用直流電源系，原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系等を備えている。 

b 防護措置の整備状況 

これまでに整備してきた防護措置は，以下の２項目に分類できる。 

・平成 15 年７月に経済産業省原子力安全・保安院へ提出した「志賀原子力

発電所２号炉のアクシデントマネジメント検討報告書」（以下，「ＡＭ検討

報告書」という。）, 「志賀原子力発電所２号炉の確率論的安全評価報告書」

（以下，「ＰＳＡ報告書」という。）および平成 17 年４月に経済産業省原子

力安全・保安院へ提出した「志賀原子力発電所２号炉のアクシデントマネ

ジメント整備報告書」（以下，「ＡＭ整備報告書」という。）において，整備

したもの。 

・福島第一原子力発電所における事故を踏まえ，平成 23 年４月に経済産業

省へ提出した「緊急安全対策報告書」および平成 23 年６月に経済産業省へ

提出した「シビアアクシデント対策報告書」において整備したもの。 
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ＡＭ検討報告書，ＰＳＡ報告書およびＡＭ整備報告書で整備した防護措置は，

プラントに深刻な影響を及ぼすと考えられる事態として，「炉心損傷（燃料の

重大な損傷）」や「格納容器機能喪失（放射性物質の大規模な放出）」を想定

しており，これらの事態に至る事象進展シナリオとその要因を整理し，事象の

進展を防止するために使用できる措置をまとめることにより得たものである。 

要因の抽出にあたっては，アクシデントマネジメント整備において想定した

起因事象を対象に主要な事象進展を想定し，添付-5.6-2に示すように炉心損傷

および格納容器機能喪失の事象進展に係るカテゴリーに分類した。 

抽出された要因に対してまとめた防護措置を添付-5.6-3に示す。また，ＡＭ

策として整備した防護措置の概要図を添付-5.6-4に示す。 

なお，緊急安全対策報告書およびシビアアクシデント対策報告書で整備した

防護措置は，添付-4.2-1，添付-4.2-5および添付-4.4-1にまとめたとおりであ

る。 

以上の防護措置について，所定の機能を確保する上で必要となる主要な系統

および当該設備の設置時期を整理した結果を添付-5.6-5に示す。 

これらの設備については，保全プログラムまたは社内手順に従って設備の保

全を実施することで，健全性の維持および確認を行っている。 

以上より，これまでに整備した防護措置は，プラントに深刻な影響を及ぼす

事態に対して網羅的に整備されており，適切な管理の下で運用されていると評

価する。 

c 事象進展シナリオの分析と防護措置の有効性 

炉心損傷防止および格納容器機能喪失防止のそれぞれの事象進展について，

イベントツリーを用いてシナリオ分析し，b項でまとめた防護措置の有効性を

確認する。 

(a) 炉心損傷防止 

ｱ 事象進展シナリオの特定 

ＡＭ検討報告書およびＰＳＡ報告書において想定した起因事象を表 

5.6.3-1 に示す。これらの起因事象を対象にして，主に炉心損傷防止の観点

からＡＭ策として整備した防護措置を考慮したイベントツリーを添付

-5.6-6 に示す。 
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表 5.6.3-1 ＡＭ検討報告書等において想定した炉心損傷に至る起因事象 

No. 起因事象 

１ タービントリップ 

２ 主蒸気隔離弁の誤閉止 

３ 給水喪失 

４ 復水器真空度喪失 

５ 外部電源喪失 

６ 主蒸気逃がし安全弁誤開放 

７ 大破断ＬＯＣＡ※ 

８ 中破断ＬＯＣＡ※ 

９ 小破断ＬＯＣＡ※ 

10 手動停止 

11 その他の過渡事象 

        ※：ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失事故 

 

ｲ 防護措置の効果の評価 

表 5.6.3-1 に示した起因事象に対するイベントツリーから，事象進展シナ

リオを分析することで得られた防護措置の有効性について以下にまとめる。 

(ｱ) タービントリップ 

タービン発電機系の異常などによって，タービントリップが発生した場

合，主蒸気止め弁は急速に閉鎖し，原子炉は主蒸気止め弁閉止信号により

スクラムする。 

また，圧力制御装置が動作してタービンバイパス弁が開くとともに，原

子炉圧力上昇に伴い主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）が開き，主蒸気を復水

器およびサプレッションプールに放出することで，主蒸気圧力の調整を行

う。 

本事象に対するＡＭ策としては，「代替注水系」および格納容器除熱の

ための「格納容器ベント（耐圧強化ベント）」を考慮している。 

「タービントリップ」については，「スクラム系」の作動および「ＳＲ

Ｖによる原子炉圧力制御」が必須であり，ＡＭ策を考慮しない場合は，以

下の５通りのシナリオにより炉心損傷を防ぐことができる。 

  ①「給水系による注水」 

②「高圧炉心注水系（ＨＰＣＦ）または原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩ

Ｃ）による注水」＋「復水器による除熱」 

  ③「ＨＰＣＦまたはＲＣＩＣによる注水」＋「残留熱除去系（ＲＨＲ）

による格納容器除熱」 
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  ④「原子炉手動減圧」＋「低圧注水系（ＬＰＦＬ）による注水」＋「復

水器による除熱」  

⑤「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「ＲＨＲによる格

納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下の５通りの炉心損傷回避シナ

リオが考えられる。 

  ⑥「ＨＰＣＦまたはＲＣＩＣによる注水」＋「格納容器ベント」 

⑦「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「格納容器ベント」 

⑧「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「復水器による

除熱」 

⑨「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「ＲＨＲによる

格納容器除熱」 

⑩「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「格納容器ベント」 

ＡＭ策を考慮した場合には，５通りのシナリオが加わり，合計１０通り

の炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

５ ５ 10 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

炉心冷却 

【高圧注水】 

・給水系 

・ＨＰＣＦ 

・ＲＣＩＣ 

【原子炉減圧】 

・原子炉手動減圧 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・復水器による除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント（不活性

ガス系，非常用ガス処理

系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 
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(ｲ) タービントリップＡＴＷＳ 

タービントリップ時に「スクラム系」が動作しない場合，「タービント

リップＡＴＷＳ」のシナリオとなる。 

本事象に対するＡＭ策としては，原子炉停止機能を向上させる対策とし

て，「代替制御棒挿入（ＡＲＩ）」および「原子炉冷却材再循環ポンプト

リップ（ＲＰＴ）」を考慮している。 

「タービントリップＡＴＷＳ」については，ＡＭ策を考慮しない場合は，

以下のシナリオにより炉心損傷を防ぐことができる。 

①「スクラム系（電気系）の動作」＋「スクラム系（機械系）の動作」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下の炉心損傷回避シナリオが考え

られる。 

   ②「スクラム（電気系）の動作」＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」＋

「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」＋「ＨＰＣＦによる注水」＋「ほ

う酸水注入系（ＳＬＣ）による原子炉停止」＋「ＲＨＲによる格納

容器除熱」 

③「スクラム系（ＡＲＩ）の動作」＋「スクラム系（機械系）の動作」

＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」 

④「スクラム系（ＡＲＩ）の動作」＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」

＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」＋「ＨＰＣＦによる注水」＋

「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

⑤「ＲＰＴによる炉心流量制御」＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」

＋「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨ

Ｒによる格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，４通りのシナリオが加わり，合計５通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

１ ４ ５ 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・原子炉水位制御およびＳ

ＬＣの手動操作 

・代替反応度制御 

（ＲＰＴおよびＡＲＩ） 
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(ｳ) 主蒸気隔離弁の誤閉止 

主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）が全開位置から 10％閉止すると，ＭＳＩＶ

閉信号が発生して，原子炉は自動スクラムする。主蒸気管が遮断されるた

め原子炉圧力は上昇するが，ＳＲＶが作動し原子炉圧力は抑えられる。 

ＭＳＩＶの閉止により，タービン駆動原子炉給水ポンプ速度が低下し，

これに伴って原子炉水位は低下するが，ＲＣＩＣ等が起動し，原子炉水位

は維持される。 

また，原子炉スクラム後も崩壊熱によって蒸気が発生するので，原子炉

圧力は上昇し，ＳＲＶが間欠的に開放される。原子炉圧力はＳＲＶにより

最高使用圧力以下に制御される。 

その後，原子炉スクラム（ＭＳＩＶ閉）時の事故時運転操作要領に従い，

原子炉の減圧・降温操作を行い，冷温停止状態に移行する。 

「主蒸気隔離弁の誤閉止」については，イベントツリー，有効なＡＭ策

および炉心損傷回避シナリオはタービントリップと同一である。 

(ｴ) 給水喪失 

原子炉運転中に何らかの原因で原子炉給水ポンプがトリップし，原子炉

への給水が不能となった場合，原子炉水位は急激に低下し，原子炉水位が

レベル３（通常運転水位より約 57ｃｍ低下）に至ると原子炉はスクラム

し，タービンは自動トリップする。 

さらに原子炉水位が低下し原子炉水位がレベル２（通常運転水位より約

177ｃｍ低下）に至るとＲＣＩＣの起動および原子炉冷却材再循環ポンプ

全台トリップとなる。原子炉水位はＲＣＩＣの注入により回復するが，Ｒ

ＣＩＣが起動失敗した場合，さらに原子炉水位は低下し，原子炉水位がレ

ベル１．５（通常運転水位より約 322ｃｍ低下）に至るとＨＰＣＦが起動

するとともに，ＭＳＩＶ閉となるため，原子炉圧力はＳＲＶで制御される。 

その後は，原子炉スクラム（ＭＳＩＶ閉）時の事故時運転操作要領に従

い，原子炉の減圧・降温操作を行い，冷温停止状態に移行する。 

「給水喪失」については，イベントツリー，有効なＡＭ策および炉心損

傷回避シナリオはタービントリップと同一である。 

(ｵ) 復水器真空度喪失 

原子炉運転中に何らかの原因で循環水ポンプ２台がトリップした場合，

復水器真空度の急速低下等が起こるため，速やかに原子炉を停止する必要

がある。このため，速やかに原子炉手動スクラムおよびタービントリップ

を行う。 

循環水ポンプがトリップした原因を究明し，再起動可能であれば再起動

するが，再起動不可能な場合や復水器真空度維持不可能な場合はＭＳＩＶ

を全閉とし，ＳＲＶにより原子炉圧力の制御を行う。 

その後は，原子炉スクラム（ＭＳＩＶ閉）時の事故時運転操作要領に従

い，原子炉の減圧・降温操作を行い，冷温停止状態に移行する。 
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「復水器真空度喪失」については，イベントツリー，有効なＡＭ策およ

び炉心損傷回避シナリオはタービントリップと同一である。  

(ｶ) 外部電源喪失 

外部電源喪失に関しては，「5.4 全交流電源喪失」において，外部電源

喪失から全交流電源喪失までの過程を特定し，その後，全交流電源喪失か

ら燃料の重大な損傷に至る事象の過程についてイベントツリーを示し，事

故シナリオの分析を行っている。 

また，全交流電源喪失時に燃料の重大な損傷を防止するために使用する

防護措置を明らかにしているため，本節での評価は省略する。 

(ｷ) 主蒸気逃がし安全弁誤開放 

原子炉運転中に何らかの原因でＳＲＶが開放すると，主蒸気管からサプ

レッションプール（Ｓ／Ｐ）へ蒸気が流出するため，タービンへの蒸気流

入量の減少により発電機電力が低下する。この場合，タービンバイパス弁

を開けた後に手動開閉を試みることになるが，閉止しない場合には速やか

に再循環流量制御系により出力降下後，原子炉を手動スクラムする。 

ＳＲＶが全開の場合，復水器ホットウェル水位は復水補給水系より水を

補給をしても低下を続けるため，給復水系がトリップする前にＲＣＩＣま

たはＨＰＣＦにて原子炉へ給水し，原子炉水位維持および復水器ホットウ

ェル水位回復に努める。 

また，Ｓ／Ｐ水温度および水位は，排気された蒸気により上昇するため，

ＲＨＲのＳ／Ｐ冷却モードにより冷却を行う。 

その後は，原子炉スクラム（ＭＳＩＶ閉）時の事故時運転操作要領に従

い，原子炉の減圧・降温を行い，冷温停止状態に移行する。 

本事象に対するＡＭ策としては，炉心冷却のための「代替注水系」およ

び格納容器除熱のための「格納容器ベント」を考慮している。  

「ＳＲＶ誤開放」については，「スクラム系」の作動が必須であるが， 

ＡＭ策を考慮しない場合は，以下の３通りの炉心損傷回避シナリオにより

炉心損傷を防ぐことができる。 

①「給水系による注水」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

②「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

③「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「ＲＨＲによる格

納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下の炉心損傷回避シナリオが考え

られる。 

④「給水系による注水」＋「格納容器ベント」 

⑤「ＨＰＣＦによる注水」＋「格納容器ベント」 
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⑥「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「格納容器ベント」 

⑦「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「ＲＨＲによる

格納容器除熱」 

⑧「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「格納容器ベン

ト」 

ＡＭ策を考慮した場合には，５通りのシナリオが加わり，合計８通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

３ ５ ８ 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

炉心冷却 

【高圧注水】 

・給水系 

・ＨＰＣＦ 

【原子炉減圧】 

・原子炉手動減圧 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント（不活性

ガス系，非常用ガス処理

系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

(ｸ) 主蒸気逃がし安全弁誤開放ＡＴＷＳ 

ＳＲＶ誤開放時に「スクラム系」が作動しない場合，「ＳＲＶ誤開放Ａ

ＴＷＳ」のシナリオとなる。 

本事象に対するＡＭ策としては，「停止認知」に成功する場合と失敗す

る場合の２ケースから検討しており，「停止認知」に成功する場合は，原

子炉停止機能を向上させる「原子炉冷却材再循環ポンプトリップ（ＲＰ

Ｔ）」を考慮している。一方，「停止認知」に失敗した場合は，原子炉停

止機能を向上させる対策として「原子炉冷却材再循環ポンプトリップ（Ｒ

ＰＴ）」および「代替制御棒挿入（ＡＲＩ）」を考慮している。 

「ＳＲＶ誤開放ＡＴＷＳ」については，「停止認知」に成功する場合で

あって，ＡＭ策を考慮しない場合は，以下のシナリオにより炉心損傷を防

ぐことができる。 

 ①「スクラム系（機械系）の動作」 
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ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下の炉心損傷回避シナリオが考え

られる。 

 ②「ＲＰＴによる炉心流量制御」＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」

＋「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨ

Ｒによる格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，１通りのシナリオが加わり，合計２通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

「停止認知」に失敗する場合には，ＡＭ策を考慮しない場合は，以下の

シナリオにより炉心損傷を防ぐことができる。 

③「スクラム系（電気系）の動作」＋「スクラム系（機械系）の動作」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下の炉心損傷回避シナリオが考え

られる。 

④「スクラム系（電気系）の動作」＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」

＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」＋「ＨＰＣＦによる注水」＋

「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

⑤「スクラム系（ＡＲＩ）の動作」＋「スクラム系（機械系）の動作」

＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」 

⑥「スクラム系（ＡＲＩ）の動作」＋「ＲＰＴによる炉心流量制御」

＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」＋「ＨＰＣＦによる注水」＋

「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

⑦「ＲＰＴによる炉心流量制御」＋「ＳＲＶ開放による圧力上昇抑制」

＋「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＳＬＣによる原子炉停止」＋「ＲＨ

Ｒによる格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，４通りのシナリオが加わり，合計５通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

以上より，ＡＭ整備前では計２通りの炉心損傷回避シナリオが存在して

いたが，ＡＭ策を考慮した場合には計５通りの炉心損傷回避シナリオが追

加され，合計で７通りのシナリオが存在することが確認された。 

炉心損傷回避シナリオ数  

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計

「停止認知」に 

成功する場合 
１ １ ２ 

「停止認知」に 

失敗する場合 
１ ４ ５ 

合 計 ２ ５ ７ 
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以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・原子炉水位制御およびＳ

ＬＣの手動操作 

・代替反応度制御 

（ＲＰＴおよびＡＲＩ） 

(ｹ) 大破断ＬＯＣＡ 

ＬＯＣＡ発生時において燃料被覆管の破損を防止し，ジルコニウム－水

反応を十分に低く抑え，崩壊熱を長期にわたって除去するためにＥＣＣＳ

を設けている。 

大破断ＬＯＣＡ時は，原子炉が急速に減圧するため，低圧ＥＣＣＳ作動

のための原子炉減圧操作は不要となる。従って，炉心冷却としてＨＰＣＦ

またはＬＰＦＬが使用可能であることが炉心損傷防止に必須となる。 

本事象に対するＡＭ策としては，格納容器除熱のための「格納容器ベン

ト（耐圧強化ベント）」を考慮している。 

「大破断ＬＯＣＡ」については，ＡＭ策を考慮しない場合は，以下のシ

ナリオにより炉心損傷を防ぐことができる。 

 ①「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

 ②「ＬＰＦＬによる注水」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下のシナリオが考えられる。 

 ③「ＨＰＣＦによる注水」＋「格納容器ベント」 

 ④「ＬＰＦＬによる注水」＋「格納容器ベント」 

ＡＭ策を考慮した場合には，２通りのシナリオが加わり，合計４通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

２ ２ ４ 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

炉心冷却 

【高圧注水】 

・ＨＰＣＦ 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

－ 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント（不活性

ガス系，非常用ガス処理

系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 
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(ｺ) 中破断ＬＯＣＡ 

中破断ＬＯＣＡ時においては，高圧ＥＣＣＳとしてＨＰＣＦを用いるが，

低圧ＥＣＣＳを用いる場合には原子炉の減圧が必要であり，原子炉減圧に

失敗した場合には炉心損傷に至る。 

中破断ＬＯＣＡ時には，冷却材の減少の割には，原子炉の減圧が促進さ

れず，原子炉が高圧状態を保つため，ＨＰＣＦにより原子炉へ注水を行い

冷却するが，「原子炉水位低」および「ドライウェル圧力高」といったＬ

ＯＣＡ信号が発生した場合には，自動減圧系（ＡＤＳ）により原子炉を減

圧し，ＬＰＦＬによる注水を可能としている。 

本事象に対するＡＭ策としては，炉心冷却のための「代替注水系」およ

び格納容器除熱のための「格納容器ベント（耐圧強化ベント）」を考慮し

ている。 

「中破断ＬＯＣＡ」については，ＡＭ策を考慮しない場合は，以下のシ

ナリオにより炉心損傷を防ぐことができる。 

 ①「ＨＰＣＦによる注水」＋「ＲＨＲによる格納容器除熱」 

 ②「ＡＤＳによる原子炉減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「ＲＨＲ

による格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下のシナリオが考えられる。 

 ③「ＨＰＣＦによる注水」＋「格納容器ベント」 

 ④「ＡＤＳによる原子炉減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「格納容

器ベント」 

 ⑤「ＡＤＳによる原子炉減圧」＋「代替注水系による注水」＋「ＲＨ

Ｒによる格納容器除熱」 

 ⑥「ＡＤＳによる原子炉減圧」＋「代替注水系による注水」＋「格納

容器ベント」 

ＡＭ策を考慮した場合には，４通りのシナリオが加わり，合計６通りの

炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

２ ４ ６ 
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以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

炉心冷却 

【高圧注水】 

・ＨＰＣＦ 

【原子炉減圧】 

・原子炉手動減圧 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント（不活性

ガス系，非常用ガス処理

系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

(ｻ) 小破断ＬＯＣＡ 

「小破断ＬＯＣＡ」については，イベントツリー，有効なＡＭ策および

炉心冷却までの炉心損傷回避シナリオは中破断ＬＯＣＡと同一である。た

だし，高圧状態における原子炉への注水機能としてＨＰＣＦに加えＲＣＩ

Ｃを用いることが可能である。 

(ｼ) その他の過渡事象 

その他の過渡事象時には，原子炉スクラムが炉心損傷防止のために必要

となる。 

本事象に対するＡＭ策としては，炉心冷却のための「代替注水系」およ

び格納容器除熱のための「格納容器ベント（耐圧強化ベント）」を考慮し

ている。 

「その他の過渡事象」については，ＳＲＶの再閉鎖が可能な場合，ＡＭ

策を考慮しない場合は，以下のシナリオにより炉心損傷を防ぐことができ

る。 

   ①「給水系による注水」 

   ②「ＨＰＣＦまたはＲＣＩＣによる注水」＋「復水器による除熱」 

③「ＨＰＣＦまたはＲＣＩＣによる注水」＋「ＲＨＲによる格納容

器除熱」 

④「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「復水器による

除熱」 

⑤「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「ＲＨＲによる

格納容器除熱」 

ＡＭ策を考慮した場合には，さらに以下のシナリオが考えられる。 
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   ⑥「ＨＰＣＦまたはＲＣＩＣによる注水」＋「格納容器ベント」 

⑦「原子炉手動減圧」＋「ＬＰＦＬによる注水」＋「格納容器ベント」 

⑧「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「復水器によ

る除熱」 

⑨「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「ＲＨＲによ

る格納容器除熱」 

⑩「原子炉手動減圧」＋「代替注水系による注水」＋「格納容器ベ

ント」 

ＡＭ策を考慮した場合には，５通りのシナリオが加わり，合計 10 通り

の炉心損傷回避シナリオが存在する。 

炉心損傷回避シナリオ数 

ＡＭ策整備前 ＡＭ策整備により追加 合 計 

５ ５ 10 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

炉心冷却 

【高圧注水】 

・給水系 

・ＨＰＣＦ 

・ＲＣＩＣ 

【原子炉減圧】 

・原子炉手動減圧 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・復水器による除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント（不活性

ガス系，非常用ガス処理

系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

(ｽ) 手動停止 

手動停止については，前項に示す「その他の過渡事象」のプラント停止

後の事象進展に包絡され，対応する防護措置も同じである。 
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(b) 格納容器機能喪失防止 

ｱ 事象進展シナリオの特定 

格納容器機能喪失防止のための事象進展を評価するにあたり，炉心損傷

に至った起因事象，炉心の状態，格納容器内事象進展および事象の防止・

緩和手段の作動・不作動等から整理すると，プラントの損傷状態は，表 

5.6.3-2 に示す６つのカテゴリーに分類することができる。 

 

表 5.6.3-2 プラント損傷状態の分類 

シーケンス シーケンス概要 原子炉の損傷状態 

高圧・低圧系注水

失敗 

（ＴＱＵＶ） 

高圧・低圧のＥＣＣＳ系の故障により

炉心損傷するシーケンス。 

原子炉：低圧 

炉心損傷：短期に発生

高圧系注水失敗・

減圧失敗 

（ＴＱＵＸ） 

高圧ＥＣＣＳの故障と減圧失敗が生

じているシーケンス。 

原子炉：高圧 

炉心損傷：短期に発生

電源喪失 

（ＴＢ） 

全交流電源の喪失により炉心損傷す

るシーケンス。 

 

原子炉：高圧 

炉心損傷： 

比較的長時間経過

後に発生 

（ＲＣＩＣ動作可） 

炉心損傷：短期に発生

（ＲＣＩＣ故障等） 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 

ＬＯＣＡ後，注水機能が喪失し炉心損

傷するシーケンス。 

 

原子炉：低圧 

（大ＬＯＣＡ） 

原子炉：高圧 

（中小ＬＯＣＡ） 

炉心損傷：短期に発生

崩壊熱除去失敗 

（ＴＷ） 

崩壊熱除去失敗により炉心損傷する

シーケンス。 

炉心損傷の前に格納容器破損。 

原子炉：高圧 

炉心損傷： 

比較的長時間経過

後に発生 

原子炉停止失敗 

（ＴＣ） 

原子炉停止失敗により炉心損傷する

シーケンス。 

炉心損傷の前に格納容器破損。 

原子炉：高圧 

炉心損傷：短期に発生

ｲ 防護措置の効果の評価 

ｱ項での分類のもと，格納容器機能喪失防止の点からＡＭ策を整備した防

護措置を考慮したイベントツリーを添付-5.6-7 に示すとともに，各事象進

展の概要および主な格納容器損傷モードについて以下にまとめる。また，

格納容器機能喪失に至る格納容器破損モードについて図 5.6.3-1 に示す。 
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なお，表 5.6.3-2 中のＴＷおよびＴＣシーケンスについては，炉心損傷

に至る前に格納容器が破損していることから，格納容器イベントツリーで

の評価は行わない。 

(ｱ) ＴＱＵＶシーケンス 

事象発生後，原子炉への全給水機能が喪失するため，短時間で炉心溶融

した後，原子炉圧力容器（ＲＰＶ）破損に至る。この時，多量の高温水お

よび溶融炉心（デブリ）が格納容器内に放出されるため，格納容器の圧力

および温度は急上昇する。ＲＰＶ破損後，溶融デブリは下部ドライウェル

に流出するが，原子炉減圧に成功しており，ＲＰＶ破損時の原子炉圧力が

低いことから，溶融デブリは下部ドライウェル内に蓄積し，コア・コンク

リート反応を開始する。このため，ドライウェル雰囲気はデブリによって

加熱され，格納容器は過温破損に至る。 

格納容器の早期破損要因としては，デブリがＲＰＶから流出している状

態で多量の水と接触して発生するＲＰＶ外水蒸気爆発が考えられる。 

ドライウェルへ放出されたデブリ冷却のためには，ＥＣＣＳの復旧，格

納容器スプレイヘッダからのスプレイ注入，または代替注水系によるＲＰ

Ｖへの注水が必要となる。デブリ冷却を実施した場合には，格納容器内水

蒸気爆発の可能性も存在する。 

デブリ冷却に成功した場合には，ＲＨＲの復旧によって長期的な崩壊熱

除去を実施することにより格納容器の健全性を維持できる。 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉および格

納容器への注水

によるデブリ冷

却 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ ・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

(ｲ) ＴＱＵＸシーケンス 

事象発生後，高圧注水機能が喪失し，かつ原子炉減圧に失敗するため，

原子炉への低圧注水を行うことができず，短時間で炉心溶融の後，ＲＰＶ

破損に至る。本シーケンスでは，原子炉圧力が高いため，ＲＰＶ破損時の

デブリは，ＲＰＶから噴出されたガス流を伴って，上部ドライウェルへも

流出する。 

また，デブリはＲＰＶ破損後に下部ドライウェル内に蓄積し，コンクリ

ートを侵食する。上部ドライウェルへ流出したデブリは冷却され固化し，

上部ドライウェル床の侵食は発生しないが，上部ドライウェル雰囲気は加
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熱されるため，格納容器は過温破損する。 

格納容器の早期破損要因としては，デブリがＲＰＶから流出している状

態で多量の水と接触して発生するＲＰＶ外水蒸気爆発が考えられる。 

ＲＰＶ内での損傷炉心の冷却に成功した場合には，ＲＨＲ等による長期

冷却に移行することにより事故の収束が可能となるが，長期冷却に失敗し

た場合には，格納容器過圧破損に至る可能性がある。また，ＲＰＶ内での

損傷炉心の冷却に失敗した場合には，ＴＱＵＶシーケンスと同様な事故進

展となる。 

原子炉減圧に失敗した場合には，ＲＰＶ破損に至る。この場合，原子炉が

高圧のためデブリが微細化し下部ドライウェル内にも飛散することにより，

格納容器雰囲気の直接加熱（ＤＣＨ）による早期破損の可能性もある。 

格納容器の早期破損がなければ，ＲＰＶ破損により一次系は減圧され，

低圧ＥＣＣＳが作動する可能性が高い。さらに，低圧ＥＣＣＳが不作動の

場合にも，ＡＭ設備による代替注水の可能性が考慮できる。 

デブリ冷却を実施した場合には，格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在

する。 

デブリ冷却に成功した場合には，ＲＨＲ等によって長期的な崩壊熱除去

を実施することにより，格納容器の健全性は維持できる。 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉および格

納容器への注水

によるデブリ冷

却 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ ・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

(ｳ) ＴＢシーケンス 

事象発生後，約８時間の間はタービン駆動のＲＣＩＣによって原子炉水

位は維持されるが，直流電源枯渇によりＲＣＩＣが停止すると，炉心注水

手段がなくなるため，これ以後の挙動はＴＱＵＸシーケンスと同様になる。

ドライウェルはＲＰＶ破損時に流出したデブリによって加熱され，格納容

器は過温破損する。 

また，事象発生直後から直流電源が機能しない場合は，ＲＣＩＣの機能

喪失により，ＴＱＵＸシーケンスと同様な挙動となる。 

本シーケンスでは，低圧ＥＣＣＳ自体は健全であるため，電源が復旧し

た場合には低圧ＥＣＣＳによってデブリを冷却できる可能性が高い。また，

格納容器早期破損に至る事象としてＴＱＵＸシーケンスと同様にＲＰＶ

内水蒸気爆発，ＤＣＨおよび格納容器内水蒸気爆発の可能性が考えられる。 
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デブリ冷却を実施した場合には，格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在

する。 

デブリ冷却に成功した場合には，ＲＨＲ等によって長期的な崩壊熱除去

を実施することにより，格納容器の健全性は維持できる。 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉および格

納容器への注水

によるデブリ冷

却 

【原子炉減圧】 

・原子炉手動減圧 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ ・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

安全機能のサポ

ート機能 

・外部電源の復旧 ・非常用ディーゼル発電機

の復旧 

・電源融通（高圧・低圧）

(ｴ) ＬＯＣＡシーケンス 

事象発生後，原子炉へのＥＣＣＳによる注水に失敗するため，ＴＱＵＶ

シーケンスよりも早い時間で炉心溶融からＲＰＶ破損に至る。ＲＰＶ破損

後，デブリはＲＰＶから下部ドライウェルに放出され，コア・コンクリー

ト反応を開始するとともにドライウェル雰囲気を加熱し，格納容器は過温

破損する。 

格納容器の早期破損要因としては，デブリがＲＰＶから流出している状

態で多量の水と接触して発生するＲＰＶ内の水蒸気爆発およびＲＰＶ破

損時の格納容器内水蒸気爆発が考えられる。なお，格納容器内水蒸気爆発

が想定されるのは，一次系の破断により原子炉冷却材がドライウェル内に

放出されており，ドライウェル床上に水プールが形成されているためであ

る。 

ドライウェルへ放出されたデブリの冷却のためには，ＥＣＣＳの復旧，

格納容器スプレイヘッダからのスプレイ注入，または代替注水手段による

ＲＰＶへの注水が必要となる。 

デブリ冷却を実施した場合には，格納容器内水蒸気爆発の可能性も存在

する。 

デブリ冷却に成功した場合には，ＲＨＲ等によって長期的な崩壊熱除去

を実施することにより，格納容器の健全性は維持できる。 

以上に示した事象進展シナリオと防護措置との関係を以下に示す。 
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 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉および格

納容器への注水

によるデブリ冷

却 

【低圧注水】 

・ＬＰＦＬ 

【代替注水手段】 

・復水補給水系 

・消火系 

格納容器からの

除熱 

・ＲＨＲ ・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

 

なお，表 5.6.3-2 中のプラント損傷状態のうち，ＴＷシーケンスおよび

ＴＣシーケンスについては，炉心損傷に至る前に格納容器破損に至るもの

であり，格納容器破損を防止することにより炉心損傷も防止できるもので

ある。 

ＴＷシーケンスと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

格納容器からの

除熱 

・復水器からの除熱 

・ＲＨＲ 

・格納容器ベント 

（不活性ガス系，非常用ガ

ス処理系経由） 

・格納容器ベント 

（耐圧強化ベント） 

ＴＣシーケンスと防護措置との関係を以下に示す。 

 基本設計段階 ＡＭ策 

原子炉停止 

・手動スクラム 

・原子炉水位制御およびＳ

ＬＣの手動操作 

・代替反応度制御 

（ＲＰＴおよびＡＲＩ） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.3-1 格納容器破損モード 

    

    

ＭＳＩＶ ＳＲＶ 

未臨界確保失敗時の過圧 

ＳＡ時において，原子炉への制御棒挿入お

よびほう酸水注入に失敗し，未臨界性確保

に失敗したため，原子炉の発生蒸気がＳＲ

Ｖを介して格納容器内に継続的に放出さ

れ，格納容器圧力は急速に上昇する。これ

により炉心損傷前に格納容器破損に至る。

水蒸気（崩壊熱）による過圧 

シビアアクシデント（ＳＡ）時において，炉心損傷後に発生し

たデブリが冷却できた場合に崩壊熱による発生蒸気が継続的に

放出される。 

ＲＰＶまたは格納容器内でデブリがゆっくりと冷却されると水

蒸気により格納容器内の圧力は上昇し，格納容器破損に至る。

また，格納容器内に放出されたデブリが冷却されない場合，コ

ア・コンクリート反応により非凝縮性ガスが継続発生し，格納

容器内が加圧され，格納容器破損に至る。 

格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ） 

ＳＡ時において，デブリがＲＰＶ下部プレナムに落下

し，下部ヘッドが溶融貫通する時点でＲＰＶが高圧状態

にあると，デブリは微粒子化し格納容器空間に噴出する

ため，格納容器内雰囲気を直接加熱し，圧力・温度が急

上昇する。さらに，デブリの金属成分はＲＰＶから同時

に噴出する水蒸気や格納容器雰囲気中の水蒸気と水－

金属反応を起こして水素ガスと熱を発生し，格納容器の

加圧，加熱を促進することで，格納容器破損に至る。 

貫通部過温 

ＳＡ時において，炉心損傷後に発生し

たデブリが冷却できた場合に崩壊熱に

よる発生蒸気が継続的に放出される。

短期的には格納容器内構造材やＳ／Ｐ

等がヒートシンクとなり圧力上昇が抑

制されるが，長期的には格納容器内の

温度，圧力は上昇し，貫通部（フラン

ジシール部や電線貫通部）が過熱され，

格納容器破損に至る。 

水蒸気爆発 

ＳＡ時において，デブリがＲＰＶを溶融貫

通し，格納容器下部に存在する冷却水と接

触することにより，水が急激に蒸発し，高

圧・衝撃力を伴う水蒸気爆発が生じる場合

がある。 

水蒸気爆発の高圧・衝撃力により格納容器

破損に至る。 

1
0
2
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事象進展の分析を踏まえ，格納容器損傷に至る格納容器破損モードに対

する防護措置の有効性について，以下に示す。 

(ｱ) 水蒸気（崩壊熱）による過圧 

この事象は，主に原子炉を構成する燃料，構築物が熱により溶融した物

体（デブリ）や原子炉内に注水された水が崩壊熱により蒸発し，発生した

蒸気により格納容器内の圧力がゆっくりと上昇していく現象であり，この

他にデブリが冷却できていない場合のコンクリート侵食により発生する

非凝縮性ガスが蓄積することによる圧力上昇も含まれている。 

この現象は，デブリを確実に冷却し，崩壊熱を適切に除去することによ

り防止できる。 

ＡＭ策として整備した耐圧強化ベントを使用して減圧することにより

格納容器の過圧を防止することが可能である。なお，ＡＭ策として整備し

た代替注水を用いた格納容器スプレイの実施により，格納容器ベントが有

効なシーケンスに対して，事象発生から格納容器ベントを実施するまでの

時間余裕を延長することができる。 

(ｲ) 水蒸気爆発 

この事象は，高温のデブリが大量に水中に落下した際，瞬時にデブリの

持つ熱エネルギーにより爆発的に水が気化する現象である。 

ＲＰＶが破損し，デブリが格納容器内に落下する際は，下部ドライウェ

ル床に落下することとなるが，志賀２号機では通常この床には水が存在せ

ず，またほとんどのシーケンスで下部ドライウェル床に水が蓄積するよう

な運転操作がないことから，この現象が発生する可能性は小さい。 

(ｳ) 未臨界確保失敗時の過圧 

この事象は，原子炉停止に失敗した際に，原子炉内で核分裂反応が継続

することにより大量の蒸気が炉心で発生し，ＳＲＶを通じて早期に格納容

器の圧力が上昇していく現象である。 

この現象は，原子炉停止機能の確保により防止することができる。 

(ｴ) 貫通部過温 

この事象は，ＲＰＶが破損し，高温のデブリが格納容器内に落下した際，

デブリから発生する崩壊熱により格納容器内の雰囲気温度がゆっくりと

加熱され，熱的に脆弱な格納容器貫通部から損傷に至る現象である。 

この現象は，デブリに注水することで崩壊熱を主に蒸発潜熱として吸収

するか，あるいは格納容器内へのスプレイにより雰囲気を冷却することで

防止できる。 

電源喪失のシーケンスでは，ＡＭ策として整備した低圧電源の融通によ

り，非常用ディーゼル発電機の起動あるいは高圧電源の融通を行うことで，

格納容器スプレイが可能になり，「貫通部過温」を防止することができる。 
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(ｵ) 格納容器雰囲気直接加熱 

この事象は，ＲＰＶが高圧状態で破損した場合に，放出されるデブリに

よって格納容器自体または雰囲気が直接加熱される現象である。 

この現象に対しては，原子炉を適切に減圧することにより，ＲＰＶを破

損させるような高圧状態に至ることを防止できる。 

電源喪失のシーケンスでは，ＡＭ策として整備した低圧電源の融通によ

りＳＲＶによる原子炉減圧が可能となり，ＲＰＶの高圧破損を防止できる

ため，「格納容器雰囲気直接加熱」の影響を緩和させることが可能である。 

なお，燃料被覆管と水との反応や水の放射線分解等により発生する水素が，

高濃度に蓄積して着火した場合，原子炉格納容器へ大きな圧力負荷がかかり，

原子炉格納容器の破損に至る「可燃性ガスの高濃度での燃焼」事象も考えられ

る。本事象に対しては，多量の可燃性ガスの発生を考慮して原子炉格納容器内

雰囲気を窒素により不活性化しており，事象発生を抑制している。 

以上のように，これまでに整備した防護措置は，それぞれの事象進展シナリ

オに対して網羅的に整備されており，プラントに深刻な影響を及ぼす事態に対

し，プラントの安全性向上が図られている。 

d 組織体制および手順書の整備ならびに教育および訓練の状況 

(a) 組織体制の整備 

ｱ シビアアクシデントマネジメント実施組織 

シビアアクシデントマネジメントの実施組織は，事象の推移に従って適

切な組織体制を確立するという観点，既存の組織を有効活用する観点およ

び発電所の総力を挙げてシビアアクシデントマネジメントに取り組む観点

から，発電所緊急時対策本部をシビアアクシデントマネジメントの実施組

織としている。実施組織の概要を，添付-5.6-8 に示す。 

この実施組織において，シビアアクシデントマネジメントに係る対応操

作は，異常兆候発生当初からの継続性を考慮して中央制御室の運転員が行

うこととしている。また，中央制御室の運転員を除く発電所緊急時対策本

部全体（以下，「支援組織」という。）が，中央制御室の運転員を支援す

ることとしている。 

(ｱ) 対応操作を行う組織 

当直長以下の運転員は，中央制御室に 24 時間の当直体制で常にプラン

トの監視，運転操作等を行っており，異常兆候が発生した場合に事態収束

のための対応操作を行う。 

また，シビアアクシデントマネジメントに係る対応操作についても，中

央制御室の運転員が行う。 

(ｲ) 支援組織 

シビアアクシデントマネジメントを実施する組織は，異常事態の深刻さ
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に応じて連続的に対処できることが必要であり，また，既存の組織との重

複等の組織上の混乱をもたらす要因を排除する必要がある。 

このため，中央制御室の運転員を除く発電所緊急時対策本部を「支援組

織」と位置付け，異常兆候発生時に設置される対応組織を拡張する形で要

員の召集を行うこととしており，事象の初期段階から連続的に対応できる

ようにしている。 

また，支援組織が通報連絡，技術評価，放射線測定等を実施することに

よって，中央制御室の運転員を支援する。この支援組織は，通報連絡，技

術評価，放射線測定等の機能を既に有していることから，シビアアクシデ

ントマネジメントにおいても十分に運転員を支援することが可能である。 

異常兆候が発生し，初期の炉心損傷を防止する段階においてのＡＭ策は，

支援組織の発足の有無にかかわらず，中央制御室の運転員が主体となって

実施する。 

ただし，支援組織が既に発足している場合には，支援組織との連絡を密

にし，発電所緊急時対策本部長から出される指示，指導および助言を受け

つつ，当直長の指揮命令の下に対応操作を実施することとしている。 

一方，さらに事象が進展して炉心損傷が発生し，その影響を緩和するた

めのＡＭ策の実施においては，事象がさらに複雑となり，また，総合的な

判断が必要となる。このため，この段階では，既に設置されている支援組

織においてプラントパラメータ等の事象監視を行うと共に，発電所外部の

状況や放射線量の測定結果等の様々な情報も考慮しつつ，その時点でのプ

ラント状況における適切なＡＭ策を総合判断の下に選定し，発電所緊急時

対策本部長が，必要に応じて外部からの助言等に基づき適切なＡＭ策を決

定し，中央制御室の運転員に対して指示を行い，中央制御室の運転員が対

応操作を実施することとしている。 

必要な要員の召集は，24 時間の当直体制を行っている運転員が，異常

兆候が発生した場合には，当直長の指揮の下，必要な措置を講ずるととも

に，平日・休日・昼夜を問わず，あらかじめ定める連絡体制に基づき，必

要な要員の召集を行い，技術支援等を行う体制を確立している。 

さらに，この異常兆候が拡大し原子力災害が発生するおそれがある場合

または発生した場合には，発電所長は「志賀原子力発電所原子力事業者防

災業務計画」に基づき，要員を召集し，発電所緊急時対策本部を設置し，

シビアアクシデントマネジメントのための体制を確立する。 

ｲ 緊急安全対策において新たに整備した組織 

津波によって交流電源を供給するすべての設備，海水を使用して原子炉

および使用済燃料貯蔵プールを冷却するすべての設備が喪失した場合，高

圧電源車による電源機能確保および消防車等による注水機能の確保を担う

原子炉施設の保全のための活動のための組織は，「志賀原子力発電所２号

機 全交流電源喪失時における給電手順書（細則）」および「志賀原子力
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発電所 全交流電源喪失時における非常送水手順書（細則）」等に定めて

いる。 

(b) 手順書の整備 

シビアアクシデントマネジメントが必要な状況では，中央制御室の運転員が

対応操作を行い，支援組織が様々な形で運転員を支援する活動を行う。このた

め，シビアアクシデント発生時に使用する手順書としては，役割分担が明確化

され，かつ事象の進展状況に対応したものが必要となる。 

手順書には，過去にＡＭ策として整備したものに加え，今回の福島第一原子

力発電所での事故を踏まえて新たに整備したものがある。シビアアクシデント

マネジメント関連手順書類の構成概要を，添付-5.6-9に示す。手順書の概要は，

それぞれ以下のとおりである。 

ｱ 運転員用手順書 

(ｱ) 事故時運転操作要領（事象ベース）（ＡＯＰ） 

設計上想定される事象毎に事象の進展シナリオに従った操作を記載し

た手順書であり，事故・故障等が発生した時に，その時のプラントの状態

からどのような事象が発生したのかの判断が可能な場合に使用する手順

書である。本手順書内の「全交流電源喪失時の対応手順」に電源融通にか

かる手順を記載している。 

(ｲ) 事故時運転操作要領（徴候ベース）（ＥＯＰ） 

事故の起因事象を問わず，観測されるプラントの徴候に応じた操作を記

載した手順書であり，多重故障等発生確率は極めて低いと考えられる設計

想定外の事故・故障等にも対応可能な手順書である。 

(ｳ) 事故時運転操作手順（炉心損傷後）（ＳＯＰ） 

支援組織用手順書である「事故時運転操作ガイド（炉心損傷後）」の記

載内容のうち，プラント操作の判断や実施に関する重要部分を抽出した，

運転員用の手順書である。 

本手順書では，迅速なプラント操作の判断ができるよう，アクシデント

マネジメントのストラテジ（操作方針），具体的な操作選択の手順をフロ

ーチャート形式で示すとともに，アクシデントマネジメント用設備の設備

別操作手順を記載している。 

ｲ 支援組織用手順書 

(ｱ) 事故時運転操作ガイド（炉心損傷後）（ＡＭＧ） 

ＥＯＰで対応する状態からさらに事象が進展し，炉心損傷に至った際に

支援組織で使用する手順書であり，プラント状態，操作実施の影響等を考

慮して，総合的な観点から事故の進展防止，影響緩和のために実施すべき

措置を判断，選択するためのガイダンスである。 

ＡＭＧでは，炉心損傷直後においては原子炉へ初期注水を実施する等，
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プラント状態に応じたアクシデントマネジメントの実施目的および目的

を達成するための一連の対応方法を記載している。 

ＡＭＧには，炉心損傷やＲＰＶ破損を判断するため必要となるプラント

パラメータ等の情報や判断基準，補足情報等を整理して記載しており，さ

らに，操作を実施することによるプラントの応答，パラメータ変化の傾向，

注意事項等を記載しており，操作実施によるプラントへの影響を考慮して

操作を選択できるように構成されている。 

また，シビアアクシデントに対しては，これまでに蓄積された知見を駆

使して臨機応変に対応操作を行うものであることから，技術検討の補足情

報として，計測機器の設置位置を示す図面等の各種技術データ，判断基準

の根拠，現象論として不確定な事象について得られている知見の内容およ

びその適用できる範囲等を知識ベースとしてまとめている。これにより，

限られた時間の中でプラント状態を把握し，実施すべきＡＭ策を迅速に判

断できる。 

(ｲ) ＡＭ復旧手順書 

ＡＭ策の一環として，特に安全確保上重要な機能を有し，故障時にその

機能を復旧することが極めて重要と考えられるＲＨＲおよび非常用ディ

ーゼル発電機について機能復旧を期待する。 

この復旧実施のガイドとしてＡＭ復旧手順書を整備している。この手順

書は，支援組織が限られた時間と資源の下で効率良く復旧活動にあたれる

よう，現場機器の損傷状況の把握，故障原因の推定および故障原因に応じ

た復旧手順についてのガイドを与える。 

ｳ 緊急安全対策において新たに整備した手順書 

津波によって交流電源を供給するすべての設備，海水を使用して原子炉

および使用済燃料貯蔵プールを冷却するすべての設備が喪失した場合にお

ける原子炉施設の保全活動について，以下の手順を定めている。 

(ｱ) 運転管理業務要領【改訂】 

全交流電源喪失時の対応について記載している。 

(ｲ) 事故時運転操作要領【改訂】 

津波により全交流電源喪失に至った場合の対応および使用済燃料貯蔵

プールへの水補給の手順について記載している。 

(ｳ) アクシデントマネジメント操作要領【改訂】 

消防車を使用した原子炉への注水を記載している。 

(ｴ) 全交流電源喪失時における給電手順書（細則） 

高圧電源車等による給電手順について記載している。 

(ｵ) 全交流電源喪失時における非常送水手順書（細則） 
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消防車による原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水について記

載している。 

(ｶ) 全交流電源喪失時における原子炉建屋屋根穴開け作業手順書（細則） 

原子炉建屋に滞留した水素による爆発を防止するための原子炉建屋穴

開け作業手順について記載している。 

(ｷ) ＲＣＷ・ＲＳＷポンプモータ復旧手引 

津波により原子炉補機冷却系ポンプの電動機が冠水した場合，電動機を

洗浄・乾燥し，機能を回復させる手順を記載している。 

(c) 教育および訓練の状況 

シビアアクシデントマネジメントの実施組織における要員の役割に応じて，

必要な知識の習得，維持および向上を図るために，シビアアクシデントマネジ

メントに関する教育・訓練を実施している。 

ｱ 運転員 

運転員は，アクシデントマネジメントの操作対応を行うことから，支援

組織の要員と同様に，アクシデントマネジメントの基礎的知識について机

上研修を行うほか，専門的知識について発電直内で机上研修を行っている。 

また，株式会社ＢＷＲ運転訓練センターのフルスコープのシミュレータ

でシミュレーション可能な範囲において，アクシデントマネジメント対応

操作の訓練を行っている。 

特に，アクシデントマネジメントの際に操作実施の判断を行う当直長お

よびこれを補佐する副当直長は，机上研修により，基礎的知識に関する研

修に加え応用的知識に関する研修を受けている。 

これらの研修については，運転員全員を対象とした基礎的知識および当

直長，副当直長を対象とした応用的知識については５年に１回，専門的知

識については年に１回の割合で実施している。 

なお，緊急安全対策等により新たに追加された教育・訓練項目について

も，上記の教育・訓練の中で実施している。 

ｲ 支援組織の要員 

支援組織においては，プラントの状況把握，事象収束のための方策の検

討等を実施することとしており，支援組織の要員はＡＭＧの記載内容のほ

か，シビアアクシデント時のプラント挙動等に関して総合的な知識を有し

ている必要がある。 

このため，支援組織の全要員に対し，アクシデントマネジメントの実施

に係る基礎的知識について机上研修を実施するとともに，技術検討を担当

する要員や各班の責任者等，専門的な知識を有している必要がある要員に

ついては，応用的な知識についての研修を実施している。 

研修テーマとしては，基礎的知識に関する研修においては，アクシデン
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トマネジメントの位置付け，実施内容，使用する設備，シビアアクシデン

ト時に起こりうる物理現象，プラント挙動等を選定し，教育を行っている。

応用的知識に関する研修においては，シビアアクシデント解析の結果等も

参照し，より技術的な内容に踏み込んだ研修を実施している。 

これら机上研修は支援組織の全要員が５年に１回は受講することとする

ほか，組織全体の実効性を総合的に確認するため，アクシデントマネジメ

ントを想定した演習を年１回実施している。 

ｳ 緊急安全対策において新たに整備した訓練 

津波によって交流電源を供給するすべての設備，海水を使用して原子炉

および使用済燃料貯蔵プールを冷却するすべての設備が喪失した場合にお

ける原子炉施設の保全活動のための訓練として，給電手順，非常用送水手

順等に関する項目を年１回実施する旨を教育・訓練計画に定め，実施して

いる。 

(2) 事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

(1)項で特定した防護措置と既存の安全機能に加えて，緊急安全対策，シビア

アクシデントへの対応に関する措置の各々の事象進展シナリオに対する効果に

ついて添付-5.6-10，添付-5.6-11に示す。 

また，(1)項で特定した防護措置と既存の安全機能の関係について，事象の進

展に沿って多重防護の観点からまとめたものを添付-5.6-12に示す。 

これらにより，ＡＭ検討報告書，ＰＳＡ報告書およびＡＭ整備報告書で整備

した種々の対策は，燃料の重大な損傷および放射性物質の大規模な放出を防止

する措置として多重防護の観点から有効に整備されていることが確認できる。

また，緊急安全対策報告書およびシビアアクシデント対策報告書で報告した

種々の対策は，防護措置の有効性の観点から，特にサポート機能の信頼性向上

に対して有効に機能することが確認できた。 

緊急安全対策報告書で報告した種々の対策のうち，緊急安全対策として計画

されている「緊急時の電源確保」，「緊急時の最終的な除熱機能の確保」および

「緊急時の使用済燃料貯蔵プールの冷却確保」の対策については，その着実な

実施により防護措置が一層強化され，燃料の重大な損傷防止および放射性物質

の大規模な放出防止に係る手段の多様化が図られると評価できる。 

また，4.2(7)項に記載したとおり，志賀原子力発電所は津波などの外的要因

による浸水に対してより強固な設備となり，防護措置の信頼性向上に資するも

のと評価できる。 

さらに，シビアアクシデント対策報告書で報告した種々の対策のうち，シビ

アアクシデントへの対応に関する措置として計画されている諸対策については，

通信機器へ電源を供給するための資機材の配備および手順の整備により，通信

手段の信頼性向上が図られていること，原子炉建屋水素ベントの資機材の配備

および手順の整備により，水素爆発防止対策の充実が図られていることを確認

した。 
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5.6.4 評価結果のまとめ 

ＡＭ検討報告書，ＰＳＡ報告書およびＡＭ整備報告書で報告した防護措置につ

いて，現状を再確認するとともに，イベントツリーを用いたシナリオ分析を行い，

その有効性を確認した。 

また，防護措置を燃料の重大な損傷を防止するための措置および放射性物質の

大規模な放出を防止するために格納容器の健全性を維持するための措置に再分

類し，燃料の重大な損傷および放射性物質の大規模な放出を防止する措置として

多重防護の観点から有効に整備されていること，また緊急安全対策報告書および

シビアアクシデント対策報告書で報告した種々の対策は，防護措置の有効性の観

点から，特にサポート機能の信頼性向上に対して有効に機能することを確認した。 
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6. まとめ 

本報告書においては，発電用原子炉施設の安全性に関する総合評価の一次評価と

して，志賀２号機の設計上の想定を超える事象に対し，どの程度の安全裕度が確

保されているかについて，平成 23 年 12 月末における施設と管理状態を対象とし

て評価を行った。 

具体的には，自然現象として，地震，津波および地震と津波の重畳事象を，安全

機能の喪失として，全交流電源喪失および最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシ

ンク）の喪失について安全裕度を評価した。 

また，設計上の想定を超える事象に対し，安全性を確保するために実施した緊急

安全対策，更なる対策およびその他のシビアアクシデントマネジメント対策も含

めて，多重防護の観点からその効果を確認した。 

なお，今回の評価においては，緊急安全対策等により手順等が整備されていない

場合は，「事象の進展を防止する措置として期待しない」として取り扱い，また，

燃料の重大な損傷に至る時点を「必要な機能が喪失した時点」とするなど，現実

よりも厳しい条件を用いて保守的な評価を行っている点もある。 

 

地震に関する評価では，基準地震動Ｓｓ（解放基盤表面で 600gal）により各設

備等へ発生する地震力（評価値）と機能が維持される許容値の比を「耐震裕度」

と定義し，裕度評価を行った。 

地震を起因として原子炉にある燃料が損傷に至る事象として９つの起因事象を

同定した。 

このうち，最も発生地震動の小さい「外部電源喪失」から，影響緩和機能のイベ

ントツリーを作成し，耐震裕度評価を行ったところ，耐震裕度は格納容器ベントの

際に必要な「不活性ガス系の空気作動弁」で1.93と評価した。 

「外部電源喪失」の次に発生地震動が小さい起因事象は，基準地震動Ｓｓの２ 

倍で発生する「炉心損傷直結」および「スクラム失敗」であるが，これは「外部電

源喪失」事象における原子炉にある燃料の冷却に対する耐震裕度の1.93 よりも大き

いことから，この事象からクリフエッジとなる機器等が選定されることはない。 

また，地震を起因として使用済燃料貯蔵プールにある燃料が損傷に至る事象とし

て，原子炉にある燃料に関する評価と同様に「外部電源喪失」について影響緩和

機能のイベントツリーを作成し，耐震裕度評価を行ったところ，耐震裕度は「使

用済燃料貯蔵プール損傷」で基準地震動Ｓｓの２倍と評価した。 

したがって，プラント全体としての地震に対するクリフエッジは，基準地震動 

Ｓｓに対する耐震裕度 1.93 であると評価した。 

地震に対しては，これまで安全上重要な設備に耐震裕度向上工事を実施するとと

もに，福島第一原子力発電所事故を受けて実施した「緊急安全対策」（消防車によ

る注水手段の確立，高圧電源車の配備等）や「更なる対策」（大容量電源車の配備

等）により地震に対する余裕が向上するとともに，対応手段の多様性の向上が達

成できることを確認した。 

なお，このクリフエッジは，基準地震動Ｓｓにおける各設備への発生地震力と許

容値の比（機能が維持される許容値／基準地震動Ｓｓにより当該部位に発生する
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地震力）であり，「少なくとも約 1,158gal までの非常に大きな地震動まで耐えら

れる」ことを意味している。 

 

津波に関する評価では，設計津波高さ（約５ｍ）に対し，安全上重要な設備等が

機能維持できる許容津波高さを算出した。 

津波を起因として発生する起因事象としては，標高 11.3ｍに開口部があり，津

波による浸水で発生する原子炉補機冷却海水ポンプ等の機能喪失による「最終ヒ

ートシンク喪失」と，同じく標高 11.3ｍに設置してある主要変圧器の浸水により

発生する「外部電源喪失」の同時発生事象を選定した。 

この起因事象について影響緩和機能のイベントツリーを作成し，許容津波高さの

評価を行ったところ，原子炉にある燃料の冷却に対しては，制御機能に必要な「計

装ラック」および起因事象の発生により全交流電源喪失状態となった中での唯一

の高圧炉心注水機能に必要な「原子炉隔離時冷却系のポンプ等」の浸水が発生す

る標高 15.3ｍと特定した。 

また，使用済燃料貯蔵プールにある燃料が損傷に至る事象として，原子炉にある

燃料に関する評価と同様に「最終ヒートシンク喪失」と「外部電源喪失」の同時

発生事象について影響緩和機能のイベントツリーを作成し，許容津波高さの評価

を行ったところ，標高 20ｍの津波においても燃料の損傷には至らないことから，

クリフエッジは存在せず，許容津波高さが 20ｍ以上であると評価した。 

津波に対しては，福島第一原子力発電所事故を受けて実施した「緊急安全対策」

（消防車による注水手段の確立，扉の水密化，配管等の貫通部の止水処理等）や

「更なる対策」（防潮堤の設置等）により，福島第一原子力発電所で確認された標

高約 15ｍの津波に対しても原子炉施設に何ら損害を受けることなく，また，対応

手段の多様性の向上が達成できることを確認した。 

 

地震と津波との重畳に対する評価では，「最終ヒートシンク喪失」と「外部電源喪

失」の重畳事象を起因事象と選定した。 

この起因事象について影響緩和機能のイベントツリーを作成し，評価を行ったと

ころ，地震と津波との重畳に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に対しては，

「耐震裕度 1.93 または津波高さ標高 15.3ｍの境界線」と特定した。 

また，使用済燃料貯蔵プールにある燃料に対しては，津波に対しては，標高 20

ｍまでの範囲でクリフエッジが確認されなかったことから，「耐震裕度 2.00 以上」

と特定した。 

以上より，地震と津波の重畳に対するクリフエッジは，原子炉にある燃料に関す

るクリフエッジと同じであると特定した。 

 

全交流電源喪失に対する評価では，評価条件が最も厳しくなる全号機運転等を仮

定し，かつ発電所外部からの支援を期待しない場合であっても燃料の重大な損傷

に至る事象に進展することなく，志賀２号機が原子炉運転中および原子炉停止中

ともに約 70 日間は注水機能および電源機能を維持できることを確認した。 

これは，緊急安全対策として整備した高圧電源車による電源の確保，消防車によ
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る注水手段の確立，水源の拡大・多様化の実施，手順の整備等の結果として大幅

に増大したものであり，外部電源の復旧やプラント外部からの支援（高圧電源車，

消防車および低圧発電機等への燃料補給等）を期待するのに十分な時間余裕とな

っている。 

 

最終ヒートシンク喪失に対する評価では，外部電源が確保できていることから，

発電所外部からの支援を期待しない場合であっても，長時間にわたって燃料の重

大な損傷を防止することが可能である。 

なお，原子炉や使用済燃料貯蔵プールに消防車を用いて大坪川ダムの淡水または

海水を注水する以外に燃料を冷却する手段がないという極端な仮定においても，

原子炉運転中および原子炉停止中ともに，プラント外部からの支援なしに約 480

日間は注水機能を維持できることを確認した。 

これは，緊急安全対策として整備した高圧電源車による電源の確保，消防車によ

る注水手段の確立，水源の拡大・多様化の実施，手順の整備等の結果として大幅に

増大したものであり，外部電源の復旧やプラント外部からの支援（消防車および低

圧発電機等への燃料補給等）を期待するのに十分な時間余裕となっている。 

 

その他シビアアクシデントマネジメントに対する評価では，ＡＭ検討報告書，Ｐ

ＳＡ報告書およびＡＭ整備報告書で報告した防護措置について，現状を再確認する

とともに，イベントツリーを用いたシナリオ分析を行い，その有効性を確認した。 

また，防護措置を燃料の重大な損傷を防止するための措置および放射性物質の大

規模な放出を防止するために原子炉格納容器の健全性を維持するための措置に再

分類し，燃料の重大な損傷を防止するための措置および放射性物質の大規模な放

出を防止する措置として多重防護の観点から有効に整備されていること，また緊

急安全対策報告書およびシビアアクシデント対策報告書で報告した種々の対策は，

防護措置の有効性の観点から，特にサポート機能の信頼性向上に対して有効に機

能することを確認した。 

 

福島第一原子力発電所事故では，地震および津波によりほとんどの電源・海水冷

却機能を失い，アクシデントマネジメントで準備していた設備も一部を除いて機

能しなかったことから，炉心損傷に至り，水素爆発が発生するとともに，大気中

に大量の放射性物質を放出することとなった。 

今回の評価では，地震や津波に対して，志賀２号機は一定の安全裕度を確保して

いることが確認できたが，今後予定している更なる対策の着実な実施により，発

電所の安全性をより一層向上させていくこととする。 

また，当社は，東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会等にお

いて明らかになる状況や今後得られる様々な知見を踏まえ，燃料の重大な損傷を

防止する防護措置について，一層の充実に継続的に努めていく。 

以 上 
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配備（数量増加） 

○ 緊急時の最終的な除熱機能の確保 

・高圧電源車からの電力供給により、復

水移送ポンプを駆動し、原子炉へ注水

および急速減圧に使用する主蒸気逃が

し安全弁を制御 

・ディーゼル消火ポンプ、消防車により、

原子炉へ注水 

・主蒸気逃がし安全弁バックアップ用窒素

ボンベを追加配備 

監視制御機能維持 

（全交流電源喪失と同時） 

（津波到達直後） 

海水系機能復旧 

交流電源復旧 除熱機能復旧 

原子炉冷温停止 
：緊急安全対策 

：更なる対策 

○ 除熱機能の確保 

・浸水した海水系ポンプ電動機を洗

浄、乾燥し、海水系ポンプを復旧

・海水系ポンプ電動機を取替え、海

水系ポンプを復旧 

非常用ディーゼル発電機
の機能喪失 

非常用ディーゼル発電機
機能復旧 



添付-4.2-2 

(2/2) 

 

 

緊急安全対策完了後に津波が来襲した場合の対応フロー（使用済燃料損傷防止） 

除熱機能の喪失 

津 波 

外部電源喪失 

全交流電源喪失 

（全交流電源喪失と同時） 

使用済燃料貯蔵 
プールは継続的に 

冷却・水位維持 

電動駆動の注水系 
の機能喪失 

海水系機能喪失 

（津波到達直後） 

（津波到達直後）

代替注水による 
プール水位維持○ 緊急時の最終的な除熱機能の確保 

・高圧電源車からの電力供給により、復

水移送ポンプ（志賀１号機は燃料プール

補給水ポンプも可）を駆動し、使用済燃

料貯蔵プールへ注水 

・ディーゼル消火ポンプ、消防車により使

用済燃料貯蔵プールへ注水 

・水槽車により直接使用済燃料貯蔵プー

ルへ注水 

（津波到達直後） 

交流電源復旧 除熱機能復旧 

使用済燃料貯蔵プールは
継続的に冷却・水位維持

：緊急安全対策 

：更なる対策 

海水系機能復旧 

○ 除熱機能の確保 

・浸水した海水系ポンプ電動機を洗

浄、乾燥し、海水系ポンプを復旧 

・海水系ポンプ電動機を取替え、海

水系ポンプを復旧 

非常用ディーゼル発電機
機能復旧 

非常用ディーゼル発電機
の機能喪失 
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機器・設備の点検結果一覧 

 
分類 点検項目 点検日 点検結果 備考 

主蒸気隔離弁 10%閉試験    隔
離 主蒸気隔離弁急速全閉試験    

原子炉隔離時冷却系手動起動試験    

原子炉隔離時冷却系電動弁手動全開全閉試験    

ディーゼル消火ポンプ手動起動試験 H23.3.20 良  

ほう酸水注入ポンプ手動起動試験 H23.7.25 良  

ほう酸水注入系電動弁手動全開全閉試験 H23.7.25 良  

制御棒駆動水ポンプ予備機起動試験 H23.7.18 良  

サプレッションプール浄化ポンプ手動起動試験 H23.6.2 良  

注
水
・
補
給 

消防車，ホース点検 H23.4.14 良  

蓄電池点検 H23.3.30～H23.4.7 良  電
源 高圧電源車，ケーブル点検 H23.4.12～H23.4.14 良  

原子炉代替注水設備電動弁手動全開全閉試験 H23.7.27 良  

耐圧強化ベント設備電動弁手動全開全閉試験 H23.7.27 良  

可燃性ガス濃度制御系ブロワ常温作動試験 H23.7.30 良  

可燃性ガス濃度制御系電動弁手動全開全閉試験 H23.7.30 良  

格
納
施
設
関
連 

非常用ガス処理系手動起動試験 H23.7.8 良  

中央制御室換気空調系隔離運転及び外気取入試験 H23.7.13 良  

主蒸気逃がし安全弁駆動用ボンベ圧力確認 H23.7.28 良  
そ
の
他 

復水貯蔵タンク，サプレッションプール，ろ過水タンク水位確認 H23.7.28，H23.4.15 良  

 

 

原子炉起動時に確認 
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緊急安全対策に係る訓練実施状況 
 

訓練内容 訓練頻度 訓練実施日＊ 

高圧電源車による給電訓練 高圧電源車の配置、ケーブル布設、キュービク
ル･P/C への繋ぎ込み、給電 ２回/年 H23/4/14, 5/12 

低圧発電機による給電訓練 ケーブル布設、分電盤又は C/C への繋ぎ込み、
給電 ２回/年 H23/4/15 

給電に 

係る対策 

燃料補給訓練 燃料補給資機材積み込み･移動、軽油タンクから
ドラム缶への軽油移送、油補給 ２回/年 H23/4/15, 4/16, 4/18 

大坪川ダム水 
送水訓練 

ケーブル布設、分電盤への繋ぎ込み、ディーゼ
ル発電機起動、送水 ４回/年 H23/4/14, 4/17, 4/20, 5/14, 5/18, 5/20, 5/24 

原水受入タンク～ 
ろ過水タンク移送訓練 

小型動力ポンプ消防車の配置、ホース布設･繋ぎ
込み、小型動力ポンプ起動、送水 ４回/年 H23/4/12, 4/16, 4/17, 4/20, 5/13, 5/17, 5/19, 5/23 

原水受入タンク～ 
屋外消火系送水訓練 

化学消防車の配置、ホース布設、繋ぎ込み、化
学消防車起動、送水 ４回/年 H23/4/12, 4/16, 4/17, 4/20, 5/13, 5/17, 5/19, 5/23 

２号放水槽～屋外消火系送水訓練 化学消防車等の配置、ホース布設･繋ぎ込み、化
学消防車起動、送水 ４回/年 

H23/4/14, 4/15, 4/16, 4/18, 4/20, 5/14, 5/18, 5/20, 

5/24 

使用済燃料貯蔵プール 
ホース布設訓練 

ホース布設（原子炉建屋内） ４回/年 H23/4/12, 4/14, 4/16, 4/18, 5/13, 5/16, 5/18, 5/23 

使用済燃料貯蔵プール 
非常送水訓練 

ホース布設（屋外）、小型ポンプ付水槽車の配置、
ポンプへのホース繋ぎ込み、送水 ４回/年 H23/4/12, 4/14, 4/18, 5/14, 5/18, 5/20, 5/24 

注水に 

係る対策 

燃料補給訓練 燃料補給資機材積み込み･移動、軽油タンクから
ドラム缶への軽油移送、油補給 ４回/年 H23/4/14, 4/17, 4/20, 5/13, 5/17, 5/19, 5/23 

手順確認訓練 全交流電源喪失時の対応に必要な運転マニュア
ルの確認 １回/年

H23/3/24，3/25，3/26，3/27，3/28，3/30，4/2，4/3，

4/4，4/5，4/6，4/12 

運転に 

係る対策 シミュレータ訓練 自社シミュレータ訓練による全交流電源喪失時
の対応の確認 １回/年 H23/8/31 

水素爆発

に係る 

対策 

原子炉建屋屋根穴開け作業訓練 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の起動、ボーリングコアドリル起
動、穴開け ２回/年 H23/6/23, 6/24, 6/25, 6/27 

総合 総合訓練 地震･津波の起因による全交流電源喪失時を想
定し、国･自治体への通報等の総合訓練を実施。 １回/年 H23/4/19 

＊：訓練実施日は原則平成 23 年４月～６月末までの実績を記載。平成 23 年７月以降は訓練頻度に併せて実施。 
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原子炉建屋

標高21ｍ 

海水熱交換器
建屋 

取水路 

取水口 

取水槽 

防波堤 物揚場 

設計津波高さ 
（標高5ｍ） 

敷地高さ 
（標高11ｍ） 

タービン建屋

原子炉補機冷却
海水ポンプ 

標高30ｍ 

標高15ｍ 

水源
タンク 

原子炉 
圧力容器 

使用済燃料
貯蔵プール

県道

防災時のその他強化策 
(a) 緊急時対策棟の設置 
(b) 防災資機材専用倉庫の設置 
(c) モニタリング設備の強化 
(d) 個人線量計の追加配備 
(e) 構内主要アクセス道路の補強 
(f) 復旧作業用クレーン車の常設 
(g) 緊急時協力会社集合棟の設置 

電源確保 
(a) 非常用電源（大容量）の配備 
(b) 外部電源早期復旧による所内電源の確保 

除熱機能の確保 
(a) 浸水した電動機の洗浄・乾燥用の資機材の配備 
(b) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の配備 
(c) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備 
(d) 水源の多様化 
(e) 原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水の信頼性向上 
(f) 消防車の追加配備 
(g) ディーゼル消火ポンプ燃料タンク大容量化 
(h) 格納容器ベント機能の強化 

発電所敷地内への浸水防止対策 
(a) 防潮堤の構築 
(b) 取水槽および放水槽廻りへの防潮壁の設置 
(c) 海水熱交換器建屋の浸水対策の強化 

大坪川ダム 

受電設備 

緊急安全対策の更なる対策の全体概要 

＊ 

＊ 

ディーゼル
消火ポンプ 

燃料
タンク 消防車追加 
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:新設 

500kV 送電線 275kV 送電線 66kV 送電線 

:500kV 送電線供給電路 :275kV 送電線供給電路 :66kV 送電線供給電路 

１号機 ２号機 

G G 

500kV 母線 275kV 母線 

２号機 
主変圧器 

（1480MVA） 

２号機 
予備電源 
変圧器 

（70MVA） 

1 号機 
所内 

変圧器 
（50MVA） 

２号機 
所内 

変圧器 
（110MVA）

1 号機
起動 

変圧器 
(50MVA） 

１号機
発電機 ２号機 

発電機 

負荷開閉器 

１号機 
予備電源 
変圧器 

（20MVA） 

6.9kV 常用母線 6.9kV 常用母線 6.9kV 常用母線 

6.9kV 非常用母線 6.9kV 非常用母線 6.9kV 非常用母線 6.9kV 非常用母線 6.9kV 非常用母線 6.9kV 非常用母線 

6.9kV 常用母線 6.9kV 常用母線 

6.9kV 常用母線 

1 号機 
主変圧器 

（590MVA） 

6.9kV 常用母線 

新設
変圧器 

（20MVA） 

外部電源の供給信頼性の更なる向上策 
（電路の新設） 
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＜対策後＞ 

長幹支持がいしと鉄塔(腕金)間に免震金具を設置 

線路方向は可動可能。 

線路直角方向は常時固定されているが，一定以上の荷重が加わるとロックピ

ンが外れ可動し，がいし本体の破損を防止する。 

＜対策前＞ 

長幹支持がいしを鉄塔(腕金)にボルトで固定 

地震による揺れや電線の動揺で横方向に荷重が加わった

場合，折損するおそれがある。 

外部電源の供給信頼性の更なる向上策 
（長幹支持がいしの耐震強化） 

長
幹
支
持
が
い
し 

 

線路直角 

線路直角方向 線路方向 

免震金具 

荷

重 

長
幹
支
持
が
い
し 

鉄塔(腕金) 

電線 
荷

重 

 

  

連結ボルト 

ロックピン 
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○緊急時において、放射線防護等によ

り中央制御室の作業環境を確保す

るため、 

・全交流電源が喪失しても、中

央制御室換気空調再循環系の

運転を行えるよう、高圧電源

車を既に配備している。 

○緊急時において、発電所構内作業の円滑化を図るため、 
・全交流電源が喪失しても、通信機器※を継続的に使用できるよう、通信機器へ電源を供

給する高圧電源車および低圧発電機を既に配備している。 
 

※通信機器：構内ＰＨＳ（社内電話）、ページング（所内通話・放送設備）、 

陸上無線機、衛星電話（携帯衛星電話を含む） 

非常用母線（低圧） 

非常用ディーゼル

発電機

非常用母線(高圧) 

変圧器 ケーブル 

ＤＧ

中央制御室送風機 
中央制御室再循環送風機 
弁，計器等 

【高圧電源車】 
・１号機 ：３００ｋＶＡ×２台 
・２号機 ：３００ｋＶＡ×３台 

(1) 中央制御室の作業環境の確保 

(2) 緊急時における発電所構内通信手段の確保 

○緊急時において、作業員の放射線防護及び放射線管理を

確実なものとするため、以下の対策を実施。 

① 高線量対応防護服等の資機材を確保している。 
・高線量対応防護服 10 着配備 
・個人線量計は、充電式に加え、電池式を 500 個追加
配備 

・これら資機材を原子力事業者間で相互に融通する仕

組みを整備 

個人線量計（電池式）

高線量対応防護服 
（タングステン製遮へいベスト）

(3) 高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整備 

 

② 放射線管理のための体制を整備している。 
・放射線管理要員以外の者が、資機材の運搬等の補助
的な業務を行うことにより、放射線管理要員を助勢
できる体制を整備した。 

シビアアクシデント対策の概要 
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シビアアクシデント対策の概要 

○緊急時における構内作業の迅速化を図るため、 
・ブルドーザを既に配備している。 

○炉心損傷等により生じる水素の爆発による施設の破壊を防止するため、 
・建屋の穴あけ作業の手順を整備した。 
・今後、原子炉建屋内に水素検知器を設置するとともに、原子炉建屋頂部に水素ベント

装置を設置する。【平成 24 年度末】 

炉心  

  
水素 

水素 
  

原子炉

圧力容器  

原子炉格納容器 

原子炉建屋  

水素ベント装置の設置 
水素検知器の設置 

穴あけ作業手順の整備・資機材の配備 

ブルドーザ 

(4) 水素爆発防止対策 

(5) がれき撤去用の重機の配備 
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①起因事象の選定 
 

②影響緩和機能の抽出および収束シナリオ

の特定 
 

③起因事象，影響緩和機能に関連する設備等

の抽出 
 

④起因事象，影響緩和機能に関連する設備等

の耐震裕度の評価 
 

⑤各起因事象の発生地震動の特定 
 

⑥各影響緩和機能の耐震裕度の特定 
（耐震裕度が小さい起因事象より実施） 

 

⑦各収束シナリオの耐震裕度の特定 
 

⑧クリフエッジの特定 

 

⑨対策に係る効果の確認 

 

 

特定された耐震裕度は，次

に発生地震動の小さい起

因事象の耐震裕度以下で

あるか？ 

次に発生地震動が

小さい起因事象に

ついて評価を実施 

地震ＰＳＡ学会標準※に示され

る考え方に基づき，起因事象を

選定する 

選定した起因事象について，イ

ベントツリーを作成する 

起因事象，各影響緩和機能に関

連する設備等を抽出し，リスト

化する 

上記で抽出した対象機器の耐

震裕度を評価する

各起因事象が発生する地震動

を評価し，最も低い地震動で発

生する起因事象を特定する

上記で抽出した起因事象にお

ける各影響緩和機能の耐震裕

度を特定する 

上記で特定した耐震裕度を用

いて，各シナリオの耐震裕度を

特定する 

緊急安全対策の前後を比較す

ることで，その効果を評価する

NO 

YES 

クリフエッジの特定 

クリフエッジ評価に係るフロー図 

※：日本原子力学会標準「原子

力発電所の地震を起因とし

た確率論的安全評価実施基

準：2007(2007 年９月)」
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耐震評価設備等リスト 

 

耐震  
クラス  

設備等の名称  
耐震ﾊﾞｯｸﾁｪｯｸ※１

結果の有無 
本評価での

適用  

a. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器･配管系  
・原子炉圧力容器  有  ○  Ｓ  

・原子炉冷却材圧力バウンダリに属する系統※２ 有  ○  

 

b. 使用済燃料を貯蔵するための施設 
Ｓ  

・使用済燃料貯蔵ラック  有  ○  

 

c. 原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設および

原子炉の停止状態を維持するための施設  
・制御棒  有  ○  

・制御棒駆動機構  有  ○  

Ｓ  

・制御棒駆動系  有  ○  

 

d. 原子炉停止後，原子炉から崩壊熱を除去するための施設 

・原子炉隔離時冷却系  有  ○  

・高圧炉心注水系  有  ○  

・残留熱除去系  有  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  有  ○  

 

e. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，原子炉から崩壊熱を除去するた

めの施設  
・原子炉隔離時冷却系  有  ○  

・高圧炉心注水系  有  ○  

・残留熱除去系  有  ○  

・自動減圧系  有  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  有  ○  

 

f. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質

の放散を直接防ぐための施設  

・原子炉格納容器  有  ○  
Ｓ  

・原子炉格納容器バウンダリに属する系統※３  有  ○  
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耐震  
クラス  

設備等の名称  
耐震ﾊﾞｯｸﾁｪｯｸ※１

結果の有無 
本評価での

適用  
g. 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するため

の施設で直接防ぐための施設で上記 f.以外の施設  

・残留熱除去系  有  ○  

・可燃性ガス濃度制御系  有  ○  

・非常用ガス処理系  有  ○  

・原子炉格納容器圧力抑制装置  有  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  有  ○  

 

h. 補助設備 

・原子炉補機冷却水系  有  ○  

・原子炉補機冷却海水系  有  ○  

・非常用電源  有  ○  

Ｓ  

・計装設備  有  ○  

 

その他  i. 建屋，波及的影響を考慮すべき設備など 

 ・耐震安全上重要な建屋（原子炉建屋） 有  ○  

 ・波及的影響を考慮する設備（原子炉遮へい壁） 有  ○  

 
・波及的影響を考慮する設備（原子炉建屋クレ

ーン，燃料取替機） 
有  × 

 

・耐震Ｂ，Ｃクラス設備（燃料プール冷却浄化

系，サプレッションプール浄化系，復水補給

水系，消火系など）  

無  × 

 
・耐震Ｂ，Ｃクラス設備（原子炉建屋内の復水

補給水系配管および消火系配管）  
無  ○  

 ・消防車 無  ○  

 ・高圧電源車 無  ○  

※１ 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18 年９月 19 日 原

子力安全委員会決定）に基づく耐震安全性評価 

※２ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系，原子炉隔離

時冷却系，高圧炉心注水系およびほう酸水注入系  

※３ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系，原子炉隔離

時冷却系，高圧炉心注水系，ほう酸水注入系，不活性ガス系，非常用ガス

処理系，可燃性ガス濃度制御系および放射性ドレン移送系  



 

No 

地震による起因事象 
地震荷重による安全機能へ重

大（広範）な影響を及ぼす機器

等の損傷による分類例 

地震 PSA の対象範囲

とする事象 

地震荷重による建物・構築物，大型静的機器

の損傷による分類例 

地震 LOCA※３無し

サポート

系等健全 

その他過渡事象※1 

ATWS※2 

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う

制御不能 

大破断 LOCA※3 

中破断 LOCA※3 

小破断 LOCA※3 

炉心損傷直結 

・原子炉格納容器破損 

・原子炉圧力容器破損 

・原子炉建屋破損 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

建屋健全 

原子炉格納容器・

圧力容器健全 

炉心損傷に至る起因事象選定フロー図 

※1：原子炉が地震により自動スクラムする地震動強
さ以上を対象に，その他過渡事象を起因事象とし
た場合。外部電源系は工学的判断により基準地震
動Ｓｓ以下で損傷するとし，その他の過渡事象の
評価は外部電源喪失で代表する。 
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※2：スクラム失敗(Anticipated Trangent Without
Scram) 

※3：原子炉冷却材喪失(Loss Of Coolant Accident)



 

起因事象 

・原子炉起動時における制御棒の異常な

引き抜き 

・出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 

・原子炉冷却材流量の部分喪失 

・外部電源喪失 

・給水加熱喪失 

・原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

・負荷の喪失 

・主蒸気隔離弁の誤閉止 

・給水制御系の故障 

・原子炉圧力制御系の故障 

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化 

・給水流量の全喪失 

・原子炉冷却材喪失 

・原子炉冷却材流量の喪失 事
故 

・制御棒落下 

 

原子炉設置許可申請書添付書類十における 
起因事象（被ばく評価を除く） 

起因事象 発生可能性 
の有無 

検討内容 

外部電源喪失 有 外部電源喪失シナリオとして考慮 

交流電源喪失 有 外部電源喪失シナリオに含める 

直流電源喪失 有 外部電源喪失シナリオに含める 

計装・制御系喪失
に伴う制御不能 有 外部電源喪失シナリオに含める 

大破断 LOCA 有 LOCA 起因事象のみ評価 

中破断 LOCA 有 LOCA 起因事象のみ評価 

小破断 LOCA 有 LOCA 起因事象のみ評価 

ＡＴＷＳ 有 ATWS 起因事象のみ評価 

手動停止 無 

地震加速度高以上の地震では原子炉
が自動停止する。地震に引き続き手動
停止が必要な事象が重畳して発生する
ことは考えにくく，対象外。 

 

地震を起因とした炉心損傷に至る起因事象 

地震 PSA を考えた場合に追加する起因事象 

起因事象 
発生可能性 
の有無 

検討内容 

炉心損傷直結 有 地震により当該機器等が機能喪失に
至ることで，即，炉心損傷につながる。 

 

地震を起因とした炉心損傷に至る起因事象と内的事象ＰＳＡにおける起因事象との関連性 
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タービントリップ 

Ｍ Ｓ Ｉ Ｖ 閉 

給 水 喪 失 

復水器真空度喪失 

外 部 電 源 喪 失 

Ｓ ／ Ｒ 弁 誤 開 放 

そ の 他 

Ａ Ｔ Ｗ Ｓ 

サ ポ ー ト 系 喪 失 

手 動 停 止 

 

大 破 断 L O C A

中 破 断 L O C A

小 破 断 L O C A

 

内的事象 PSA 起因事象 
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起因事象に関連する設備等の耐震裕度評価結果（原子炉） 

 

 

各起因事象に関連する設備等について，下表のとおり耐震裕度を整理した。 

なお，各起因事象のうち最も裕度が小さいものを下線で示す。 

 

a. 外部電源喪失 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

開閉所など 碍子などの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪

失すると想定 

～1.00 工学的判断  

 

b. 原子炉冷却材喪失（大破断，中破断，小破断） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

主蒸気系配管 S 構造損傷 MPa 145※1 

(274) 

309※1 

(438) 
2.13 詳細評価 地震荷重分離による裕

度，許容値に設計引張

強さ（Ｓｕ）を適用 

残留熱除去系配管 S 構造損傷 MPa 174※1 

(221) 

357※1 

(404) 
2.05 詳細評価 地震荷重分離による裕

度，許容値に設計引張

強さ（Ｓｕ）を適用 

高圧炉心注水系配管 S 構造損傷 MPa 112 364 3.25 詳細評価  

原子炉圧力

容器バウン

ダリ配管 

復水給水系配管 

原子炉

建屋 

S 構造損傷 MPa 149 374 2.51 詳細評価  

※1：地震荷重分離による評価値，許容値を示す（地震荷重分離前の評価値，許容値は下段の括弧内に示す） 



 

添
付
-
5
.
1
-
5

(
2
/
3
)

c. スクラム失敗 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 
単位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

制御棒 制御棒挿入性 S 機能損傷 - 注 1 注 1 2.00 詳細評価  

 制御棒駆動機構ハウジン

グ貫通孔 
S 構造損傷 MPa 21※1 

(75) 

70※1 

(124) 
3.33 詳細評価  地震荷重分離による裕度 

 制御棒駆動機構ハウジン

グレストレイントビーム 
S 構造損傷 MPa 149 373 2.50 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

 制御棒駆動系配管 S 構造損傷 MPa 185 459 2.48 詳細評価 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

 水圧制御ユニット S 構造損傷 MPa 64 275 4.29 詳細評価   

炉心シュラウド S 構造損傷 MPa 43 205 4.76 応答倍率法  

シュラウドサポート S 構造損傷 MPa 91 260 2.85 応答倍率法  

炉心支持板 S 構造損傷 MPa 128 342 2.67 応答倍率法  

上部格子板 S 構造損傷 MPa 96 342 3.56 応答倍率法  

燃料支持金具 S 構造損傷 MPa 16 136 8.50 応答倍率法  

炉心支持構

造物 

制御棒案内管 

原子炉

建屋 

S 構造損傷 MPa 8 148 18.50 応答倍率法  

注 1：基準地震動Ｓｓの２倍の地震動を用いた地震応答解析結果にて，66.1mm 以下を確認 

※1：地震荷重分離による評価値，許容値を示す（地震荷重分離前の評価値，許容値は下段の括弧内に示す） 
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d. 炉心損傷直結 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

建屋 原子炉建屋 － S 構造損傷 － 注 1 注 1 2.00 詳細評価   

原子炉本体基礎 S 構造損傷 MPa 72 246 3.41 詳細評価  

原子炉圧力容器基礎ボルト S 構造損傷 MPa 203 499 2.45 応答倍率法  

原子炉圧力容器スカート S 構造損傷 － 0.3 1 3.33 応答倍率法  

下部鏡板 S 構造損傷 MPa 47※3 

(229) 

138※3 

(320) 
2.93 応答倍率法 地震荷重分離による裕度 

胴板 S 構造損傷 MPa 39※3 

(215) 

144※3 

(320) 
3.69 応答倍率法 地震荷重分離による裕度 

制御棒駆動機構ハウジン

グ貫通孔 
S 構造損傷 MPa 21※3 

(75) 

70※3 

(124) 
3.33 詳細評価  地震荷重分離による裕度 

原子炉冷却材再循環ポン

プ貫通孔（N1）※1 
S 構造損傷 MPa 235 481 2.04 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

原子炉圧力

容器 

原子炉圧力容器スタビラ

イザブラケット※1 
S 構造損傷 MPa 160 490 3.06 応答倍率法 

 

原子炉圧力容器スタビラ

イザ 
S 構造損傷 MPa 292 978 3.34 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

原子炉圧力

容器付属構

造物 制御棒駆動機構ハウジン

グレストレイントビーム
S 構造損傷 MPa 149 373 2.50 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

原子炉圧力容

器内部構造物 

蒸気乾燥器 S 構造損傷 MPa 25 242 9.68 応答倍率法  

配管貫通部※2 S 構造損傷 MPa 218 448 2.05 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

原子炉格納

容器 

ダイヤフラムフロア S 構造損傷 MPa 636 2003 3.14 応答倍率法  

原子炉遮へい壁 

原子炉

建屋 

B 構造損傷 MPa 105 235 2.23 応答倍率法  

注 1：基準地震動Ｓｓの２倍の地震動を用いた地震応答解析結果にて，せん断ひずみ 4×10-3未満を確認 

※1：ノズル，ブラケット類のうち裕度が小さい代表部位       ※2：原子炉格納容器のうち裕度が小さい代表部位 

※3：地震荷重分離による評価値，許容値を示す（地震荷重分離前の評価値，許容値は下段の括弧内に示す） 
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基準地震動Ｓｓの策定の概要 

 

基準地震動Ｓｓは，「新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等

の耐震安全性の評価及び確認に当たっての基本的な考え方並びに評価

手法及び確認基準について」（平成 18 年９月 20 日，原子力安全・保安

院）に従い，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源

を特定せず策定する地震動」の評価に基づき，敷地の解放基盤表面（EL

－10ｍ）における水平方向及び鉛直方向の地震動として策定している。

基準地震動Ｓｓの策定フローを第１図に示す。 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」については，第２図

に示す活断層を対象として検討した結果，第１表に示す笹波沖断層帯

（全長）による地震を検討用地震として選定し，応答スペクトルに基

づく手法及び断層モデルを用いた手法により地震動評価を実施してい

る。 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動Ｓｓ

は，応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓ及び断層モデ

ルを用いた手法による基準地震動Ｓｓを策定している。 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓについては，応

答スペクトルに基づく手法により評価した検討用地震の応答スペクト

ルを包絡するように設計用応答スペクトルを設定し，これを基準地震

動Ｓｓ－１（最大加速度 600cm/ｓ2）としている。 

また，断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓについては，

断層モデルを用いた手法により評価した検討用地震の地震動評価結果

から選定しており，これらを基準地震動Ｓｓ－２及びＳｓ－３として

いる。 

「震源を特定せず策定する地震動」については，その応答スペクト

ルが基準地震動Ｓｓ－１の設計用応答スペクトルを下回ることから，

基準地震動Ｓｓ－１で代表させている。 

基準地震動Ｓｓ－１の設計用応答スペクトル並びに基準地震動Ｓｓ

－２，Ｓｓ－３及び「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペク

トルを第３図に，基準地震動Ｓｓ－１，Ｓｓ－２及びＳｓ－３の時刻

歴波形並びに加速度応答スペクトルを第４図～第６図に示す。 
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第１図 基準地震動Ｓｓの策定フロー 
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№  断層の名称 № 断層の名称 

①  酒見断層 ⑪ 富山湾西側海域断層 

②  海士岬沖断層帯 ⑫ 前ノ瀬東方断層帯 

③  富来川断層 ⑬ 羽咋沖東撓曲 

④  能登島半の浦断層帯 ⑭ 邑知潟南縁断層帯 

⑤  坪山－八野断層 ⑮ 猿山岬北方沖断層 

⑥  眉丈山第２断層 ⑯ 牛首断層 

⑦  笹波沖断層帯（東部） ⑰ 珠洲岬沖断層帯 

⑧  能都断層帯 ⑱ 跡津川断層帯 

⑨  笹波沖断層帯（西部） ⑲ 御母衣断層 

⑩  羽咋沖西撓曲 ⑳ 糸魚川－静岡構造線活断層系 

第２図 志賀原子力発電所周辺の主な活断層分布 

 

第１表 検討用地震の諸元 

検討用地震 長さ 地震規模 

笹波沖断層帯（全長）(*)による地震 45km 7.6 

*：笹波沖断層帯（東部）及び笹波沖断層帯（西部）について，耐震安全評価上，
連動して活動する場合を考慮し，「笹波沖断層帯（全長）」として評価。 
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鉛直方向：Ｓｓ－1V 

第４図 基準地震動Ｓｓ－１の時刻歴波形と加速度応答スペクトル
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第５図(1) 基準地震動Ｓｓ－２の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 
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鉛直方向：Ｓｓ－2UD 

第５図(2) 基準地震動Ｓｓ－２の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（鉛直方向） 
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第６図(1) 基準地震動Ｓｓ－３の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（水平方向）
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鉛直方向：Ｓｓ－3UD 

第６図(2) 基準地震動Ｓｓ－３の時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（鉛直方向） 
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原子炉建屋の地震応答解析モデル 

 

1. 原子炉建屋の概要 

志賀原子力発電所２号機原子炉建屋は，中央部に地上５階，地下２階建

で平面が 55.2ｍ※(NS 方向)×61.5ｍ※（EW 方向）の原子炉建屋原子炉棟（以

下，「原子炉棟」という。）があり，その周囲に地上２階（一部地上４階），

地下２階の原子炉建屋付属棟（以下，「付属棟」という。）を取り付けた鉄

筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄骨造）の建物で

ある。原子炉建屋の概要を第１図および第２図に，使用材料を第１表に示

す。 

原子炉棟と付属棟は同一基礎版上に設置された一体構造であり，原子炉

建屋の平面は，74.4ｍ※（NS 方向）×77.4ｍ※（EW 方向）の長方形である。

基礎版底面からの高さは 63.55ｍであり，地上高さは 37.85ｍである。ま

た，原子炉建屋は隣接する他の建屋と構造的に分離している。 

原子炉建屋の基礎は厚さ 5.5ｍのべた基礎で，岩盤上に設置している。 

原子炉棟の中央部には，原子炉圧力容器（以下，「ＲＰＶ」という。）を

収容している鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下，「ＲＣＣＶ」と

いう。）がある。ＲＣＣＶは，円筒形で基礎版上から立ち上がり，床スラ

ブによって原子炉建屋と一体構造になっている。このＲＣＣＶの高さは底

部上端からトップスラブ部下端まで 29.5ｍ，内径は 29.0ｍであり，壁厚

は 2.0ｍである。 

原子炉棟の外壁（以下，「内部ボックス壁」という。）の壁厚は地下部分

で 0.6～2.6ｍ，地上部分で 0.4～2.3ｍである。また，付属棟の外壁（以

下，「外部ボックス壁」という。）の壁厚は地下部分で 1.6～2.6ｍ，地上部

分で 1.2～2.4ｍである。さらに，ＲＣＣＶと内部ボックス壁の間に壁（以

下，「中間壁」という。）を配置している。 

原子炉建屋の耐震壁は，ＲＣＣＶ，内部ボックス壁，外部ボックス壁お

よび中間壁である。これらの壁は，建屋の中心に対してほぼ対称に配置し

ており，開口部も少なく，建屋は全体として非常に剛性の高い構造となっ

ている。建屋に加わる地震時の水平力はすべてこれらの耐震壁に負担させ

ている。 

 

※：建屋寸法は壁外面押えとする。  
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第１図 原子炉建屋の概要（平面図）（単位：ｍ）  
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第２図 原子炉建屋の概要（断面図）（単位：ｍ） 

A－A 断面 

B－B 断面 
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第１表 原子炉建屋の使用材料 

※：鉄筋コンクリートの値を示す。  

 

 

設計基準強度 ヤング係数 ポアソン比 単位体積重量※1

Fc E ν γ

(N/mm2) (N/mm2) (kN/m3)

上　部 32.4

構　造 (330kg/cm2)

29.4

(300kg/cm2)

コ
ン
ク
リ
ー

ト

部　位

2.5×104 0.2 24

基礎版 2.4×104

鋼　材

SD345, SD390

SN400B, SN490B

0.2 24

鉄　筋
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2. 地震応答解析モデル 

 (1) 水平方向の地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，建屋と地盤の相互作用を等価な地

盤ばねで評価したスウェイ・ロッキングモデルとする。 

建屋は，曲げ変形とせん断変形をする多質点系としてモデル化する。

また，屋根部については，屋根を質点分割し，屋根スラブおよび屋根水

平ブレースの剛性を評価する。 

建屋底面下の地盤は，水平ばねおよび回転ばねで置換する。この水平

ばねおよび回転ばねは，基礎版底面の地盤を半無限地盤とみなして，三

次元波動論（振動アドミッタンス理論）により評価する。いずれのばね

も振動数に依存した複素剛性として得られるが，「原子力発電所耐震設

計技術指針 追補版 JEAG 4601－1991」（以下，「JEAG 4601－1991」と

いう。）に基づき，ばね定数として実部の静的な値に，減衰係数として

建屋－地盤連成系の１次固有振動数での虚部の値と原点を結ぶ直線の

傾きに，それぞれ近似する。 

建屋の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建屋のひずみ

エネルギーに比例した値として算定する。 

建屋の減衰定数は，鉄筋コンクリート造部を５％，鉄骨造部を２％と

する。 

建屋の非線形特性については，JEAG 4601－1991 に基づき，せん断応

力度－せん断ひずみ度関係（以下，「τ－γ関係」という。）は，トリリ

ニア・スケルトンカーブとし，履歴特性は最大点指向型とする。曲げモ

ーメント－曲率関係は，トリリニア・スケルトンカーブとし，履歴特性

は最大点指向型で第３剛性域内ではディグレイディングモデルとする。

地盤ばねの非線形特性については，基礎の浮上りによる地盤の回転ばね

の幾何学的非線形を考慮する。 

地震応答解析モデルは２方向（NS 方向，EW 方向）とし，それぞれ基

準地震動Ｓｓ（水平動）から敷地の地盤状況を考慮した有限要素モデル

により求めた入力地震動を入力して解析する。地震応答解析モデルを第

３図に，基準地震動Ｓｓによる最大応答値を耐震壁のτ－γ関係のせん

断スケルトン曲線上にプロットして第４図～第９図に示す。 
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第３図 地震応答解析モデル（水平方向）  
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第４図 せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－1H NS 方向） 
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第５図(1) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－1H EW 方向） 
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第５図(2) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－1H EW 方向） 
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第６図 せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－2NS NS 方向） 
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第７図(1) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－2EW EW 方向） 
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第７図(2) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－2EW EW 方向） 
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第８図 せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－3NS NS 方向） 
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第９図(1) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－3EW EW 方向） 
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第９図(2) せん断スケルトン曲線上の最大応答値 

（基準地震動 Ss－3EW EW 方向）
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 (2) 鉛直方向の地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，建屋と地盤の相互作用を等価な鉛

直ばねで置換し，建屋部分を耐震壁等の軸剛性を評価した軸ばねとせん

断剛性を評価したせん断ばねにより各質点を連結した３軸多質点系モ

デルとする。屋根トラスは，曲げ変形とせん断変形をする多質点系曲げ

せん断梁モデルとし，トラス端部の鉄骨造の柱等による回転拘束を考慮

する。  

建屋底面下の鉛直ばねは，基礎版底面の地盤を半無限地盤とみなして

振動アドミッタンス理論により評価し，水平ばねおよび回転ばねと同様

に，得られた複素剛性をばね定数と減衰係数として近似する。 

建屋の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建屋のひずみ

エネルギーに比例した値として算定する。建屋の減衰定数は，鉄筋コン

クリート造部を５％，鉄骨造部を２％とする。 

入力地震動は，基準地震動Ｓｓ（鉛直動）とし，建屋基礎下端に取り

付く鉛直地盤ばねを介して直接入力する。 

地震応答解析モデルを第 10 図に示す。 

なお，鉛直方向の地震応答解析モデルは，地震観測記録による検討結

果を踏まえたモデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

第 10 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

対称条件 
（回転自由度拘束） 
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3. 許容値 

  許容値については， JEAG4601－1991 に基づき，鉄筋コンクリート造耐

震壁の終局点のせん断ひずみ度である 4.0×10-3 とする。 
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大型機器の地震応答解析モデルと地震応答解析結果 

 

機器・配管系の動的解析モデルは，その振動特性に応じて，代表的な振動

モードが適切に表現でき，応力評価等に用いる地震荷重を適切に算定できる

ものを使用する。 

 

1. 大型機器の地震応答解析 

原子炉建屋内の原子炉格納容器（以下，「ＲＣＣＶ」という。），原子炉

圧力容器（以下，「ＲＰＶ」という。）および炉内構造物等の大型機器は，

大規模構造物で，かつ，建屋から各点で支持されているため，建屋からの各

入力をより厳密に評価することを目的とし，建屋と連成した解析モデルによ

り基準地震動Ｓｓによる地震応答解析を時刻歴応答解析法により実施する。 

解析は水平方向（NSおよびEWの両方向）および鉛直方向について実施する。 

 

2. 大型機器の地震応答解析モデル 

2.1 ＲＣＣＶ-ＲＰＶ解析モデル 

ＲＣＣＶ，ＲＰＶ，原子炉遮へい壁，原子炉本体の基礎等の地震力を算定

する解析モデルである。 

水平方向の解析モデルは，多質点系でモデル化し，それぞれの質点間を曲

げ，せん断剛性を有する無質量のはりまたはばねにより結合する。 

鉛直方向の解析モデルは，質点間を軸剛性（圧縮，引張りに対する剛性）

を有するばねにより結合する。 

志賀２号機の水平方向の解析モデルを第１図(1)，(2)に，鉛直方向の解析モ

デルを第１図(3)に示す。 

 

2.2 炉内構造物解析モデル 

ＲＰＶ内の気水分離器，燃料集合体，炉心シュラウド，制御棒案内管等の

地震力を算定する解析モデルである。 

モデル化の考え方は，ＲＣＣＶ-ＲＰＶ解析モデルと同じである。 

２号機の水平方向の解析モデルを第２図(1)，(2)に，鉛直方向の解析モデル

を第２図(3)に示す。 
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第１図(1) 志賀２号機ＲＣＣＶ-ＲＰＶ水平方向解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図(2) 志賀２号機ＲＣＣＶ-ＲＰＶ水平方向解析モデル（EW方向） 

 

Ａ

Ｃ

Ｂ

EL 58.85

EL 47.2

EL 40.7

EL 32.5

EL 27.1

EL 21.3

EL 13.8

EL  7.3

EL  0.8

EL -4.7

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

54

原子炉建屋

原子炉格納容器

EL 48.7
100 101

Ａ

Ｃ

Ｂ

1

2

3

4

5

6

7

8

9,12

10

11

14

15

16

17

18

19

13,20

21

22

23

24

25

26

27

原子炉圧力容器

原子炉遮へい壁

原子炉本体基礎

EL 30.2

EL 27.44

EL 26.02

EL 24.6

EL 22.95

EL 21.3

EL 17.2

EL 16.0

EL 13.5

EL 12.5

EL 10.7

EL 6.9

EL 4.3

EL 0.8

EL 35.013

EL 32.553

EL 31.163

EL 29.494

EL 27.716

EL 25.563

EL 24.262

EL 21.332

EL 18.402

EL 15.904

EL 13.95

150 151 152 153 15443 55

屋根ばねモデル

単位：ｍ

単位：ｍ



 

 

添付-5.1-8

(3/24) 

第１図(3) 志賀２号機ＲＣＣＶ-ＲＰＶ鉛直方向解析モデル 
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第２図(1) 志賀２号機炉内構造物水平方向解析モデル（NS方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図(2) 志賀２号機炉内構造物水平方向解析モデル（EW方向） 
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第２図(3) 志賀２号機炉内構造物鉛直方向解析モデル 

単位：ｍ 
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(6/24)3. 地震応答解析結果 

ＲＣＣＶ-ＲＰＶ解析モデルおよび炉内構造物解析モデルによる志賀２号

機の地震応答解析結果を以下に示す。 

なお，評価にあたっては，基準地震動Ｓｓ－１，２，３の３つの基準地震

動を用いて，個別に地震応答解析を行う。 

 

(1) ＲＣＣＶ-ＲＰＶ解析モデルによる解析結果 

基準地震動Ｓｓ－1，2，3による志賀２号機のＲＰＶの水平方向（NS方

向）の地震応答解析結果を第３図(1)～(3)に示す。 

また，鉛直方向の地震応答解析結果を第４図(1)，(2)に示す。 

 

 (2) 炉内構造物解析モデルによる解析結果 

基準地震動Ｓｓ－１，２，３による志賀２号機の炉内構造物の水平方向

（NS方向）の地震応答解析結果を第５図(1)～(6)に示す。 

また，鉛直方向の地震応答解析結果を第６図(1)，(2)に示す。 
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第３図(1) 志賀２号機ＲＰＶ 

水平方向 最大応答加速度 

（NS方向） 

 

 
第３図(3) 志賀２号機ＲＰＶ 

水平方向 最大応答モーメント 

（NS方向） 

 

 

第３図(2) 志賀２号機ＲＰＶ 

水平方向 最大応答せん断力 

（NS方向） 
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第４図(1) 志賀２号機ＲＰＶ 

鉛直方向 最大応答加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４図(2) 志賀２号機ＲＰＶ 

鉛直方向 最大応答軸力
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第５図(1) 志賀２号機炉内構造物 

[気水分離器～炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ上部胴] 

水平方向 最大応答加速度 

（NS方向） 

 
第５図(3) 志賀２号機炉内構造物 

[気水分離器～炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ上部胴] 

水平方向 最大応答せん断力 

（NS方向） 

 

 第５図(2) 志賀２号機 

炉内構造物[炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ下部胴] 

水平方向 最大応答加速度 

（NS方向） 

 
第５図(4) 志賀２号機炉内構造物 

[炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ下部胴] 

水平方向 最大応答せん断力 

（NS方向） 
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第５図(5) 志賀２号機炉内構造物 

[気水分離器～炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ上部胴] 

水平方向 最大応答モーメント 

（NS方向） 

 
第６図(1) 志賀２号機炉内構造物 

鉛直方向 最大応答加速度 

 

 第５図(6) 志賀２号機炉内構造物 

[炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ下部胴] 

水平方向 最大応答モーメント 

（NS方向） 

 
第６図(2) 志賀２号機炉内構造物 

鉛直方向 最大応答軸力 

(10/24) 
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4. 床応答スペクトル 

床応答スペクトルは，建物・構築物，大型機器の地震応答解析で得られ

た床応答時刻歴を用いて水平方向および鉛直方向について算定する。 

評価にあたっては，地盤や建屋の物性等のばらつきが床応答に与える影

響を考慮し，「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1987」等を参考に

周期軸方向に±10％拡幅する。 

 

4.1 水平方向 

基準地震動Ｓｓ－１による志賀２号機の水平方向の床応答スペクトル

の例を第７図(1)～(3)に示す。 

基準地震動Ｓｓ－２による志賀２号機の水平方向の床応答スペクトル

の例を第８図(1)～(3)に示す。 

基準地震動Ｓｓ－３による志賀２号機の水平方向の床応答スペクトル

の例を第９図(1)～(3)に示す。 

 

4.2 鉛直方向 

基準地震動Ｓｓ－１による志賀２号機の鉛直方向の床応答スペクトル

の例を第10図(1)～(3)に示す。 

基準地震動Ｓｓ－２による志賀２号機の鉛直方向の床応答スペクトル

の例を第11図(1)～(3)に示す。 

基準地震動Ｓｓ－３による志賀２号機の鉛直方向の床応答スペクトル

の例を第12図(1)～(3)に示す。 
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第７図(1) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ） 

（基準地震動Ｓｓ－１） 

第７図(2) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ） 

（基準地震動Ｓｓ－１） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 
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第７図(3) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ） 

（基準地震動Ｓｓ－１） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 
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第８図(1) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－２） 

第８図(2) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－２） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 
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第８図(3) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ） 

（基準地震動Ｓｓ－２） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 
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第９図(1) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 

第９図(2) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 
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第９図(3) 志賀２号機原子炉建屋水平方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 

減衰定数：1.0% 

EW方向 

NS方向 



 

 

(18/24)

添付-5.1-8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

固有周期 (秒)

震
　

度

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

固有周期 (秒)

震
　
度

第10図(1) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－１） 

第10図(2) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－１） 

減衰定数：1.0% 

減衰定数：1.0% 
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第10図(3) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－１） 

減衰定数：1.0% 
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第11図(1) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－２） 

第11図(2) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－２） 

減衰定数：1.0% 

減衰定数：1.0% 
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第11図(3) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－２） 

減衰定数：1.0% 
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第12図(1) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 40.7ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 

第12図(2) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 21.3ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 

減衰定数：1.0% 

減衰定数：1.0% 
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第12図(3) 志賀２号機原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル（EL 0.8ｍ）

（基準地震動Ｓｓ－３） 
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5. 減衰定数 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数を第１表に示す。 

水平方向の減衰定数は，原則として「原子力発電所耐震設計技術指針 

JEAG4601-1991追補版」に規定された値とし，試験等で妥当性が確認された値も

評価に用いる。 

鉛直方向の減衰定数は，基本的に水平方向と同様とするが，電気盤や燃料集合

体等は，鉛直地震動に対して剛体挙動をする設備であるため1.0％とする。 

 

第１表 機器・配管系の減衰定数 

減衰定数（％） 
対象設備 

水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0 

電気盤 4.0 1.0 

燃料集合体 7.0 1.0 

制御棒駆動装置 3.5 1.0 

配管系 
0.5, 1.0, 1.5, 

2.0， 3.0 

0.5, 1.0, 1.5, 

2.0, 3.0 

燃料取替機 2.0 1.5, 2.0 

原子炉建屋クレーン 2.0 2.0 
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評価値の算出方法 

 

1. 評価手順 

 構造強度に対する評価値の算定は，基準地震動Ｓｓ－１，Ｓｓ－２およ

びＳｓ－３により，以下の手順で実施する。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓ－１による評価手順 

 基準地震動Ｓｓ－１による機器・配管系の評価は，原則として既往評

価の評価方法と同等の方法である詳細評価（スペクトルモーダル解析法

等）により評価値を算定する。 

評価手順を第１図に示す。 

 

(2) 基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３による評価手順 

 基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３による機器の評価は，基準地震動

Ｓｓ－２およびＳｓ－３の見直し前後での地震動の差異が小さいこと

（詳細を(3)項に示す。）から，基準地震動Ｓｓ－２（中間報告時）※お

よび基準地震動Ｓｓ－３（中間報告時）※による評価値（原則として既

往評価の評価方法と同等の方法である詳細評価により算定した評価値）

を基とした応答倍率法により評価値を算定する。 

 また，配管系の評価は，原則として既往評価の評価方法と同等の方法

である詳細評価により評価値を算定する。 

 評価手順を第２図に示す。 

 

※：基準地震動Ｓｓ－２（中間報告時）および基準地震動Ｓｓ－３（中間報

告時）は，「志賀原子力発電所｢発電用原子炉施設に関する耐震設計審査

指針｣の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書（平成20年３月）」

における基準地震動Ｓｓ－２および基準地震動Ｓｓ－３を示す。 
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第１図 構造強度に対する評価値の算定手順（基準地震動Ｓｓ－１） 

 

基準地震動Ｓｓによる地震応答解析 

大型機器地震応答解析 建屋地震応答解析 

地震荷重の算定 

（加速度，せん断力， 

モーメント，軸力） 

スペクトルモーダル解析法

等による評価 

床面の最大応答

加速度の算定 

床応答スペクトル

の算定 

評価値算定 
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第２図 構造強度に対する評価値の算定手順（基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３） 

添
付

-
5
.
1
-
9

(
3
/
1
4
)

基準地震動Ｓｓ(中間報告時)による地震応答解析 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析 

応答倍率法による評価または
詳細評価(スペクトルモーダル

解析法等による評価) 

大型機器の地震応答解析 建屋の地震応答解析 

地震荷重の算定 
(加速度，せん断力， 
モーメント，軸力) 

床面の最大応答
加速度の算定

床応答スペクト
ルの算定 

大型機器の地震応答解析 建屋の地震応答解析 

地震荷重の算定 
(加速度，せん断力，
モーメント，軸力)

床面の最大応答
加速度の算定

床応答スペクト
ルの算定 

スペクトルモーダル 
解析法等による評価 

基準地震動Ｓｓ(中間報告時) 
による評価値 

配管 機器
詳細評価 

(スペクトルモーダル 
解析法等による評価) 

評価値算定 評価値算定 



 

添付-5.1-9

(4/14)

  

(3) 参 考：基準地震動の見直し前後での地震応答解析結果の比較 

基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３の見直し前後での地震応答解析結

果の比較として，志賀２号機の原子炉建屋および原子炉格納容器内の代表

フロアにおける床応答スペクトルの比較を，第３図～第８図に示す。 

いずれの代表フロアにおいても，一部の周期帯で逆転する部分があるも

のの，基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３の地震応答解析結果が基準地

震動Ｓｓ－２（中間報告時）およびＳｓ－３（中間報告時）の地震応

答解析結果を若干上回る結果となっており，また，見直し前後で応答の性

状は同じとなっている。 
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第３図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－２，ＮＳ方向，減衰定数：1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－２ 

Ｓｓ－２(中間報告時) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 
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第４図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－２，ＥＷ方向，減衰定数：1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 

原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－２ 

Ｓｓ－２(中間報告時) 
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第５図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－２，鉛直方向，減衰定数:1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 

原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－２ 

Ｓｓ－２(中間報告時)
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第６図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－３，ＮＳ方向，減衰定数:1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 

原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－３ 

Ｓｓ－３(中間報告時)
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第７図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－３，ＥＷ方向，減衰定数：1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 

原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－３ 

Ｓｓ－３(中間報告時)
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第８図 志賀２号機 床応答スペクトルの比較 

（基準地震動Ｓｓ－３，鉛直方向，減衰定数：1.0％） 

原子炉建屋地上５階(EL 40.7ｍ) 

原子炉建屋地上２階(EL 21.3ｍ) 

原子炉建屋地下２階(EL 0.8ｍ) 

原子炉遮へい壁(EL 27.44ｍ) 

原子炉本体基礎(EL 10.7ｍ) 

Ｓｓ－３ 

Ｓｓ－３(中間報告時)
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2. 応答倍率法による評価 

基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３による機器の評価は，基準地震

動Ｓｓ－２（中間報告時）およびＳｓ－３（中間報告時）による評価

値（原則として既往評価の評価方法と同等の方法である詳細評価によ

り算定した評価値）を基とした，以下に示す応答倍率法により評価値

を算定する。 

 

(1) 応答比の算出 

a. 大型機器 

 原子炉建屋との連成モデルを用いて実施する地震応答解析から得られ

る地震荷重（せん断力，モーメント，軸力）を用いて発生応力を算出す

る大型機器については，各々の地震荷重の比の最大値を応答比とする。 

 これにより，安全側の評価を行うことができる。 

b. 床置機器 

 設置床の加速度を用いて発生応力を算出する床置機器については，水

平加速度および鉛直加速度の各々の比の大きい方を応答比とする。 

 これにより，安全側の評価を行うことができる。 

(2) 評価値（発生応力）の算出 

 基準地震動Ｓｓ－２およびＳｓ－３による評価値（発生応力）は，自

重，内圧等による応力も含んだ基準地震動Ｓｓ－２（中間報告時）お

よびＳｓ－３（中間報告時）による評価値（発生応力）に，応答比を

乗じて算出する。 

 これにより，安全側の評価を行うことができる。 

 

以上，使用する応答倍率法の考え方を第９図に示す。 
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第９図 応答倍率法の考え方 

Ⅰ 応答比の算出 

１．機器の応答比 

(1) 大型機器 

 発生応力を算出するにあたり，せん断力(Ｈ)，モーメント(Ｍ)，軸力(Ｎ)を用いる

大型機器は，応力算出に用いる基準地震動Ｓｓ(中間報告時)による地震荷重(添え

字:0)と基準地震動Ｓｓによる地震荷重(添え字なし)との比の最大値を応答比とす

る。 

  








０００ Ｎ

Ｎ
，

Ｍ

Ｍ
，

Ｈ

Ｈ
応答比＝MAX  

(2) 床置機器 

 発生応力を算出するにあたり，設置床の加速度を用いる床置機器は，当該機器の固

有周期における基準地震動Ｓｓ(中間報告時)による床の応答加速度等からの水平加速

度(ＣＨ０)および鉛直加速度(ＣＶ０)と基準地震動Ｓｓによる床の応答加速度等からの

水平加速度(ＣＨ)および鉛直加速度(ＣＶ)との各々の比の最大値を応答比とする。 

  








Ｖ０

Ｖ

Ｈ０

Ｈ

Ｃ

Ｃ
，

Ｃ

Ｃ
応答比＝MAX  

 なお，応力算出に複数の固有モードを考慮する機器の場合は，床応答スペクトルか

ら固有モード毎に上記の応力比を算出し，それらの最大値を応答比とする。 

  








，･･･

Ｃ

Ｃ
，

Ｃ

Ｃ
，･･･，

Ｃ

Ｃ
，

Ｃ

Ｃ
応答比＝

Ｖ２次０

Ｖ２次

Ｖ１次０

Ｖ１次

Ｈ２次０

Ｈ２次

Ｈ１次０

Ｈ１次MAX  

 

Ⅱ 評価値の算出 

基準地震動Ｓｓによる評価値は，以下の式により算出する。 

 基準地震動Ｓｓによる評価値 ＝ 基準地震動Ｓｓ(中間報告時)による評価値 × 応答比 

なお，上式の「基準地震動Ｓｓ(中間報告時)による評価値」が「地震以外による応力」

と「地震による応力」に分離されている機器については，以下の式により「基準地震動

Ｓｓによる評価値」を算出する。 

 基準地震動Ｓｓによる評価値＝地震以外による応力※＋地震(基準地震動Ｓｓ(中間報

告時))による応力×応答比 

※ 自重，内圧等による応力

周期(秒)

床応答スペクトル（水平方向）

応
答

加
速

度
(
Ｇ

)
 

１次 ２次 

ＣＨ１次 

ＣＨ１次０ 

ＣＨ２次 

ＣＨ２次０ 

Ｓｓ 
Ｓｓ(中間報告
時) 

周期(秒)

床応答スペクトル（鉛直方向）

応
答

加
速

度
(
Ｇ

)
 

１次 ２次

ＣＶ２次

ＣＶ２次０

ＣＶ１次

ＣＶ１次０

Ｓｓ 
Ｓｓ(中間報告
時) 
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基準地震動Ｓｓ－１による機器・配管系の評価，基準地震動Ｓｓ－

２およびＳｓ－３による配管系の評価ならびに応答倍率法による評価に

加え，必要に応じて詳細評価を行い，評価値を算定する。 

詳細評価は，原則として既往評価の評価方法と同等の方法である以

下の a～c に示す解析法から選択して実施する 

a スペクトルモーダル解析法 

b 時刻歴応答解析法 

c 定式化された評価式を用いた解析法（床置き機器等） 

 

4. 動的機能維持の評価方法 

動的機能維持に関する評価は，以下に示す機能確認済加速度との比

較または詳細評価により実施する。動的機能維持の評価手順を第10図

に示す。 

4.1 機能確認済加速度との比較 

基準地震動Ｓｓによる評価対象設備の応答加速度を求める。 

また，制御棒の地震時挿入性については，基準地震動Ｓｓによる燃

料集合体の相対変位を大型機器の地震応答解析により求め，その相対

変位が，試験により挿入性が確認された相対変位以下であることを確

認する。 

4.2 詳細評価 

動的機能に対する評価値は，基準地震動Ｓｓによる応答加速度を用いる。

必要に応じて「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991追補版」を参

考に，動的機能維持を確認する上で評価が必要となる部位を特定し，当該部

位毎に評価を行う。 

 

3. 詳細評価 
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第10図 動的機能に対する評価値の算定手順 

固有値解析 

床面の最大応答加速度 

剛構造か 

地震応答解析により 

応答加速度を算定 

設置床の床応答スペクトル

必要に応じて評価対象を部位単位

で詳細に特定し，評価を実施 

YES NO 

評価値算定 
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動的機能維持の許容値について 

 

機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991追

補版」に準拠するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用いる。 

機能確認済加速度を表１に示す。 

詳細評価における構造強度評価の許容値は，「原子力発電所耐震設計技

術指針JEAG4601-1991追補版」等による。また，部位毎の動的機能維持の許

容値は，個別に試験等で妥当性が確認されている値を用いる。 

 

表１ 機能確認済加速度（1/2） 

機能確認済加速度 
種別 機種 

加速度 

確認部位 水平方向(G※1) 鉛直方向(G※1) 

ピットバレル形

ポンプ 立形ポンプ 

立形斜流ポンプ 

コラム 

先端部 
10.0 1.0 

横形単段遠心式

ポンプ 

3.2 

（軸直角方向） 
横形ポンプ 

横形多段遠心式

ポンプ 

軸位置 
1.4 

（軸方向） 

1.0 

ポンプ駆動用

タービン 

ＲＣＩＣタービ

ン 
重心位置 2.4 1.0 

遠心直結型ファ

ン 

軸受部及び

ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙｹｰ

ｼﾝｸﾞ 

2.3 

遠心直動型ファ

ン 
2.6 

ファン 

軸流式ファン 

軸受部 

2.4 

1.0 

機関 

重心位置 
1.1 1.0 

非常用ディー

ゼル発電機 

中速形ディーゼ

ル機関 ガバナ 

取付位置 
4.0※2 2.0※2 

一般弁（グロー

ブ 弁 ， ゲ ー ト

弁，バタフライ

弁，逆止弁） 

6.0 6.0 

主蒸気隔離弁 10.0 6.2 

主蒸気逃がし安

全弁 
9.6 6.1 

弁 

（一般弁及び

特殊弁） 

制御棒駆動系ス

クラム弁 

駆動部 

6.0 6.0 

※1 G=9.80665(m/s2) 

※2 「平成22年度 耐震機能限界試験（非常用ディーゼル発電機）ガバナ振動台

加振試験 ＪＮＥＳ－ＳＳ レポート」（独立行政法人 原子力安全基盤機構 

平成23年７月）より 
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表１ 機能確認済加速度（2/2） 

機能確認済加速度 
種別 機種 

加速度 

確認部位 水平方向(G※1) 鉛直方向(G※1) 

制御棒挿入性 － 
確認済相対変位

66.1mm以下※２ 

制 御 棒 の 駆 動 力

は 十 分 大 き く ，

挿 入 性 に 与 え る

影 響 は 無 視 で き

る。 

制御盤 5.69※3 1.68,1.8※4 

計装ラック 5.69※3 2.0※4 

メタクラ 2.3※4 2.5※4 

パワーセンタ 2.3※4 2.5※4 

コントロールセ

ンタ 
3.0※4 3.0※4 

RCIC直流コント

ロールセンタ 
2.0※4 2.0※4 

非常用充電器盤 2.5※4 1.5※4 

分電盤 10.0※4 3.0※4 

電気品 

計装用無停電交

流電源装置 

据付位置 

3.0※4 2.0※4 

※1 G=9.80665(m/s2) 

※2 確認済相対変位とは，地震時挿入性試験により制御棒挿入時間がスクラム時

挿入時間の設計値を満足することを確認した値（別紙１参照） 

※3 「平成17年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 機器

耐力その３（総合評価）に係る報告書」（独立行政法人 原子力安全基盤機構 

平成18年８月）より引用した数値 

※4 既往試験において確認された数値 
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別紙１ 

 

制御棒挿入性の確認について 

 

志賀２号機は改良型沸騰水型軽水炉（以下，「ＡＢＷＲ」という。）である。

ＡＢＷＲの制御棒挿入性については「沸騰水型原子力発電所 ハフニウム型制

御棒について（改良型ＢＷＲ炉心用）」（株式会社日立製作所 HLR-047 訂2 

平成18年12月）にて地震時制御棒挿入性試験（以下「ＡＢＷＲ実機試験」とい

う。）を実施し，第１図のように燃料集合体中央部の最大相対変位43ｍｍに対

してもスクラム時挿入時間の設計値を満足するように制御棒が挿入できること

を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 ＡＢＷＲ実機試験の結果

スクラム時挿入時間  

設計値 

60％ｽﾄﾛｰｸ  1.44秒以下

100％ｽﾄﾛｰｸ 2.80秒以下
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「志賀原子力発電所「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に

伴う耐震安全性評価結果 中間報告書（平成20年3月14日）」では，基準地震

動Ｓｓ－２（中間報告時）による制御棒挿入性の確認において，燃料集合体中

央部の最大相対変位が45.3ｍｍとなり，ＡＢＷＲ実機試験の最大相対変位43ｍ

ｍを超過したことから，第２図の評価手順に従って制御棒挿入解析を行い，制

御棒挿入時間がスクラム時挿入時間の設計値を満足することを確認している(1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 制御棒挿入性の評価手順 

注）   は，詳細評価の流れを示す。 
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1. ＡＢＷＲの制御棒挿入解析 

ＢＷＲ５の制御棒挿入性については「平成17年度 原子力施設等の耐震性

評価技術に関する試験及び調査 機器耐力その２（ＢＷＲ制御棒挿入性）に

係る報告書」（独立行政法人 原子力安全基盤機構 平成18年９月）（以下，

「ＪＮＥＳ報告書」という。）にて実機試験を行い，燃料集合体中央部の最

大相対変位83ｍｍに対してもスクラム時挿入時間の設計値を満足するように

制御棒が挿入できることを確認している。 

また，同報告書にて，実機試験を模擬した挿入解析を実施し，地震時の制

御棒挿入挙動を再現できる制御棒挿入解析モデルを構築している。 

ＢＷＲ５とＡＢＷＲでは制御棒駆動機構の型式は異なるが，スクラム時の

制御棒の挿入に係る力の伝達及び基本的な構造は同じであることから，この

ＢＷＲ５の解析モデルのパラメータをＡＢＷＲの仕様に見直し，制御棒挿入

解析を実施した。 

 

1.1 解析モデル 

ＪＮＥＳ報告書では，ＢＷＲ５の実機試験と制御棒挿入解析を実施し，第

３図に示すような，チャンネルボックス，制御棒，制御棒案内管等をはりと

質点でモデル化した，実機試験を模擬できる制御棒挿入解析モデルを構築し

た。このモデルによる解析結果は，第４図に示すように実機試験とほぼ一致

する。 
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第３図 制御棒挿入解析モデルの概略図 



添付-5.1-10 

(7/8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のように，ＢＷＲ５の制御棒挿入解析モデルは実機試験を再現できる

ことから，これと同じモデルをＡＢＷＲの仕様に見直し，制御棒挿入解析を

実施する。ＢＷＲ５とＡＢＷＲの解析仕様の比較を第２表に示す。 

 

第２表 制御棒挿入解析に係わる仕様の比較 

項 目 ＡＢＷＲ ＢＷＲ５ 

制御棒駆動機構（CRD） ファインモーションCRD 高速スクラム型CRD 

通常時 電動駆動 水圧駆動 
 

駆動

方法 スクラム時 水圧駆動 水圧駆動 

チャンネル 

ボックス（FCB） 
100mil＊1 100mil＊1 

機器型式 

制御棒型式 

（CR） 

ハフニウムフラット 

チューブ型＊2 

ハフニウムフラット 

チューブ型＊2 

チャンネルボックス間 16mm 15mm 

CRシース表面 

～FCB 
4mm 4mm 

間隙寸法 

CR上部ローラ外側 

～FCB 
3mm 3mm 

＊1：milはチャンネルボックスの板厚を示す。(1mil=25.4μm) 

＊2：制御棒質量が大きく制御棒挿入性に対して保守的なハフニウムフラットチューブ型を用

いた。 

第４図 ＢＷＲ５の実機試験－制御棒挿入解析の制御棒挿入時間比較 
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1.2 解析条件 

ＡＢＷＲ実機試験の結果より燃料集合体の相対変位が大きくなれば制御棒

挿入時間は長くなることから，制御棒挿入解析モデルの解析条件としては，

大型機器の地震応答解析で得られた基準地震動Ｓｓ－２（中間報告時）にお

ける燃料集合体中央部の最大相対変位45.3ｍｍを確実に満足するよう，より

大きな相対変位66.1ｍｍを条件として設定し，時刻歴の挿入解析を実施した。 

 

2. 制御棒挿入解析結果 

1.2項の解析条件における制御棒挿入解析の結果を第５図に示す。解析に

より，66.1ｍｍの燃料集合体相対変位における制御棒挿入時間は全ストロー

クの60％挿入で1.38秒，全ストロークの100％挿入で1.93秒であり，ＡＢＷ

Ｒのスクラム時挿入時間の設計値（全ストロークの60％挿入で1.44秒以下，

全ストロークの100％挿入で2.80秒以下）を満足することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. まとめ 

制御棒挿入解析結果にて，制御棒挿入時間を満足することを確認できたこ

とから，66.1ｍｍを制御棒挿入性の確認済相対変位とする。 

 

 

【参考文献】 

(1)（社）日本電気協会(2006)：水平・鉛直地震動に対する動的機器の地震時機

能維持評価法の改正案について，第15回機器・配管系検討会資料 No.15-4-4-

2，平成18年９月11日 

 

第５図 制御棒挿入解析結果 

1.10

1.64
FMCRD

60%スクラム仕
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評価対象外とする設備について 

 

以下の設備については，地震により仮に当該設備の損傷が発生した場合

でも，安全機能の喪失に直接至ることが極めて考えにくく，今回の評価に

おけるクリフエッジ特定に影響を及ぼすことはないことから，クリフエッ

ジ評価における評価対象外とした。 

 

1. 配管支持構造物 

配管系の損傷から炉心損傷へ繋がる起因事象は，原子炉冷却材喪失およ

びスクラム失敗が挙げられるが，これらの事象において配管系に要求され

る機能は，系統機器の一部としての流体バウンダリの維持であり，配管本

体の健全性が求められるものである。このことから，配管支持構造物が地

震によって変形・破損した場合でも配管本体が破損を起こしていなければ，

配管系の機能として健全であると考えられる。 

配管本体については，既往知見より，設計での破損レベルまで約 10 倍

程度の裕度があることが確認されている。 

また，配管系において，仮に，配管支持構造物１台が損傷して支持機能

を喪失したとしても，配管系全体の振動特性（固有周期，振動モード，刺

激係数）が変化して応答荷重が再配分されることになり，直接的に配管本

体の健全性が損なわれることにはならない。 

以上より，配管支持構造物は本評価のクリフエッジにはなり得ないもの

と考えられることから評価対象外とする。 

 

 

2. 燃料取扱設備（燃料取替機，原子炉建屋クレーン） 

燃料取替機，原子炉建屋クレーンの損傷から炉心損傷や使用済燃料貯蔵

プールの燃料損傷へ繋がる起因事象は，炉心損傷直結や使用済燃料貯蔵プ

ール損傷，燃料の直接損傷が挙げられるが，これは本設備が地震によって

損傷し，原子炉や使用済燃料貯蔵プールへ落下することで発生するもので

ある。 

本設備は落下を防止する構造となっており，地震による変形等が発生し

た場合でも，構成する材料の塑性化によるエネルギー吸収によって応答低

減が期待されることから，大規模な破損による落下は起こらないものと考

えられる。 

以上より，燃料取扱設備は本評価のクリフエッジにはなり得ないものと

考えられることから評価対象外とする。 
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耐震安全性評価に影響を与える経年変化事象について 

 

原子力発電所では，運転に伴う設備や部品の経年劣化等の知見を踏まえ

た保全計画に基づく点検や部品交換，補修等の保守管理が継続的に行われ

ており，経年変化事象による耐震安全性への影響は小さいものと考えてい

るが，現時点で顕在化している経年変化事象による耐震安全性評価への影

響について確認する。 

具体的には，構造物の断面積の減少を伴う事象および材料強度の低下等

の構造強度に影響する事象として，配管減肉と応力腐食割れ（ＳＣＣ）に

着目するが，志賀２号機は，以下の理由により，現時点での耐震安全性評

価に経年変化事象を考慮する必要はないと考える。 

 

1. 配管減肉 

配管減肉は，配管材料と内部流体との化学的作用による腐食要因および

機械的作用による浸食要因との相互作用によって発生・進展する経年変化

事象であり，通常の保全計画に基づき減肉が想定される配管の肉厚管理を

行っている。 

志賀２号機の過去の点検における点検記録および運転実績の評価から，

適切に維持管理され，耐震安全性に影響を与えないことを確認した。 

 

2. 応力腐食割れ（ＳＣＣ） 

ＳＣＣ発生の可能性がある炉内構造物については，通常の保全計画に基

づきＳＣＣの発生・進展について管理を行なっている。 

志賀２号機の至近の点検では，炉内構造物にＳＣＣのひび等は確認され

ていないことから，ＳＣＣを耐震安全性評価に考慮する必要はないと考え

る。 
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各起因事象が発生する地震動の評価結果（原子炉）  
 
 
 

起因事象 設備等 裕度（Ｓｓ）

外部電源喪失 工学的判断※ ～1.00 

スクラム失敗 制御棒挿入性 2.00 

炉心損傷直結 原子炉建屋 2.00 

原子炉冷却材喪失 

（大破断，中破断，小破断） 
残留熱除去系配管 2.05 

※ 碍子などの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪失すると

想定 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

直流電源／ 

計装・制御喪失 

直流電源 

機能喪失 
計装・制御

機能喪失 

2.77 2.30 

2.30 

直流電源／計装・制御のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

非常用 

直流 

母線盤 

14.71 

非常用

蓄電池

2.77 

直流電源 

機能喪失 

計装用 

無停電 

交流電源 

装置 

3.70 

非常用

充電器盤

非常用 

直流 

分電盤 

RCIC 

直流 

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ

計装用 

無停電 

分電盤 

4.76 5.55 2.89 4.76 

2.77 

直流電源のフォールトツリー 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

MCR 

制御盤 

2.30 

計装ラック 

計装・制御

機能喪失 

安全系 

多重伝送 

現場盤 

2.85 2.73 

2.30 

計装・制御のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

MCR･･･中央制御室 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

交流電源／ 

補機冷却系喪失 

交流電源 

喪失 

補機冷却系

機能喪失 

1.72 1.79 

1.72 

交流電源／補機冷却系のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

3.57 

ディーゼル

機関 

1.72 

パワー 

センタ 

2.94 

メタクラ 

3.33 

燃料 

デイタンク 

10.00 

軽油タンク

2.00 7.78 

燃料油系 

配管 

2.27 

燃料移送 

ポンプ 

非常用ＤＧ

機能喪失 

1.72 

交流電源のフォールトツリー 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 



添
付
-
5
.
1
-
1
5

(
6
/
1
8
)

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

RCW 

熱交換器 

3.18 

RSW 

ポンプ 

2.00 

RSW 

ストレーナ 

67.85 

RCW 

配管 

1.81 

RSW 

配管 

2.74 

RCW 弁 

1.81 

RCW 

ポンプ 

1.79 

RSW 弁 

60.00 

補機冷却系

機能喪失

補機冷却海水系

機能喪失 

1.79 

補機冷却系のフォールトツリー 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

高圧電源車

機能喪失 

2.00 

高圧電源車

機能喪失

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

3.57 

パワー 

センタ 

3.33 

2.00 

高圧電源車のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

電源融通 

失敗 

常用 

メタクラ 

－※ 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により破損し，機能を期待し

ない設備等は「－」で示す。 

電源融通のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

原子炉圧力

制御失敗 

2.04 

SRV 

機能喪失 

2.04 

原子炉圧力制御のフォールトツリー 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

減圧失敗 

ＳＲＶ 

ｱｷｭﾑﾚｰﾀ 

6.37 

6.37 

減圧のフォールトツリー 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

RCIC 

配管 

RCIC 機能喪失

2.92 

RCIC 弁 

2.30 

RCIC 

タービン 

2.27 

RCIC 

ポンプ 

2.27 

RHR 弁 

2.40 

RHR 

ポンプ 

2.27 

RHR 

熱交換器 

3.64 

RHR 

配管 

2.70 

RHR（S/P 冷却）※

機能喪失 

RHR 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

2.27 

原子炉隔離時冷却系のフォールトツリー 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

FDW ･･･復水給水系 

RHR ･･･残留熱除去系 

S/P ･･･サプレッションプール 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 

機能喪失 

FDW 弁 
FDW 

配管 

2.51 12.00 

※ 交流電源／補機冷却系喪失時は除外して取扱うものとする

が，この時の RCIC 機能喪失の耐震裕度も 2.27 となる。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

HPCF 

配管 

HPCF 

機能喪失 

3.25 

HPCF 弁 

2.60 

HPCF 

ポンプ 

2.27 

RHR 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

RHR 弁 

2.40 

RHR 

ポンプ 

2.27 

RHR 

熱交換器 

3.64 

HPCF 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

RHR 

配管 

2.70 

RHR（S/P冷却）

機能喪失 

2.27 

高圧炉心注水系（ＨＰＣＦ）のフォールトツリー 

HPCF･･･高圧炉心注水系 

RHR ･･･残留熱除去系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

RHR 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

RHR 

ポンプ 

2.27 

RHR 

熱交換器 

3.64 

RHR 弁 

2.40 

RHR 

配管 

2.70 

RHR（LPFL）

機能喪失

2.27 

残留熱除去系（低圧炉心注水モード：ＬＰＦＬ）のフォールトツリー

RHR ･･･残留熱除去系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

MUWC 

ポンプ 
CST 

－※ 

MUWC 

配管 

MUWC 

機能喪失

RHR 弁 

2.50 

RHR 

配管 

2.70 

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失

－※ －※ 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待し

ない設備等は「－」で示す。 

復水補給水系のフォールトツリー 

MUWC･･･復水補給水系 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 弁 

12.00 

FDW 

配管 

2.51 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

ろ過水 

タンク 

消火系 

配管 

ディーゼル

消火 

ポンプ 

消火系 

機能喪失

MUWC 弁 

2.72 

MUWC 

配管 

3.59 

MUWC 

機能喪失

RHR 弁 

2.50 

RHR 

配管 

2.70 

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失 

－※１ －※１ －※１ 

※１ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待

しない設備等は「－」で示す。 

※２ 代替注水にかかる機能に限る。 

消火系のフォールトツリー 

※２

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 弁 

12.00 

FDW 

配管 

2.51 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

消防車 

機能喪失 

2.00 

消防車 

機能喪失

RHR 弁 

2.50 

RHR 

配管 

2.70 

MUWC 弁 

2.72 

MUWC 

配管 

3.59 

MUWC※ 

機能喪失

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失 

消火系 

配管 

4.06 

2.00 

消防車のフォールトツリー 

※ 代替注水にかかる機能に限る。 

MUWC･･･復水補給水系 

FDW ･･･復水給水系 

RHR ･･･残留熱除去系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 弁 

12.00 

FDW 

配管 

2.51 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

RHR 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

RHR 弁 

2.40 

RHR 

ポンプ 

2.27 

RHR 

熱交換器 

3.64 

RHR 

配管 

2.70 

RHR 

機能喪失 

2.27 

残留熱除去系（原子炉除熱）のフォールトツリー 

RHR ･･･残留熱除去系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

格納容器ベント

機能喪失 

格納容器 

ベント弁 

1.93 

AC 

配管 

2.51 

SGTS 

配管 

3.86 

1.93 

格納容器ベントのフォールトツリー 

AC  ･･･不活性ガス系 

SGTS･･･非常用ガス処理系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度評価結果（原子炉） 

 

 

各影響緩和機能を構成する設備等について，下表のとおり耐震裕度を整理した。 

各影響緩和機能のうち最も裕度が小さいものを下線で示す。 

また，耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震による損傷を想定し，機能を期待しない設備等は，評価値，許容値，裕度の欄を「－」で示す。 

 

ａ．直流電源／計装・制御の確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

直流電源 非常用直流母線盤 R/B S 機能損傷 G 0.54 3.0 5.55 加速度比較  

 非常用蓄電池 R/B S 構造損傷 MPa 14 206 14.71 詳細評価   

 非常用充電器盤 R/B S 機能損傷 G 0.54 1.5 2.77 加速度比較  

 非常用直流分電盤 R/B S 機能損傷 G 0.63 3.0 4.76 加速度比較  

 RCIC 直流コントロール

センタ 
R/B S 機能損傷 G 0.69 2.0 2.89 加速度比較  

 計装用無停電交流電源装

置 
R/B S 機能損傷 G 0.54 2.0 3.70 加速度比較  

 計装用無停電分電盤 R/B S 機能損傷 G 0.63 3.0 4.76 加速度比較  

計装･制御 MCR 制御盤 R/B S 機能損傷 G 0.73 1.68 2.30 加速度比較  

 安全系多重伝送現場盤 R/B S 機能損傷 G 0.63 1.8 2.85 加速度比較  

 計装ラック R/B S 機能損傷 G 0.73 2.0 2.73 加速度比較  
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ｂ．交流電源／補機冷却系の確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

交流電源 メタクラ R/B S 機能損傷 G 0.69 2.3 3.33 加速度比較  

 パワーセンタ R/B 

Hx/B 
S 機能損傷 G 0.78 2.3 2.94 加速度比較  

 コントロールセンタ R/B 

Hx/B 
S 機能損傷 G 0.84 3.0 3.57 加速度比較  

燃料移送ポンプ 屋外 S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

燃料油系配管 屋外 

R/B 
S 構造損傷 MPa 47 366 7.78 詳細評価  

軽油タンク 屋外 S 構造損傷 － 0.5 1.0 2.00 詳細評価  

ディーゼル機関 R/B S 構造損傷 N 1250 2150 1.72 詳細評価 各部位の詳細評価 

非常用ディ

ーゼル発電

設備 

燃料デイタンク R/B S 構造損傷 － 0.1 1.0 10.0 応答倍率法  

ポンプ Hx/B S 機能損傷 G 0.78 1.4 1.79 加速度比較  

熱交換器 Hx/B S 構造損傷 MPa 93 296 3.18 詳細評価 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

配管 R/B 

Hx/B 
S 構造損傷 MPa 174※ 

(203) 

315※ 

(344) 
1.81 詳細評価 地震荷重分離による裕度 

原子炉補機

冷却水系 

弁 R/B S 機能損傷 G 3.3 6.0 1.81 加速度比較  

ポンプ Hx/B S 機能損傷 G 0.50 1.0 2.00 加速度比較  

配管 Hx/B S 構造損傷 MPa 129 354 2.74 詳細評価  

弁 Hx/B S 機能損傷 G 0.1 6.0 60.00 加速度比較  

原子炉補機

冷却海水系 

 

ストレーナ Hx/B S 構造損傷 MPa 7 475 67.85 詳細評価  

※：地震荷重分離による評価値，許容値を示す（地震荷重分離前の評価値，許容値は下段の括弧内に示す） 
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ｃ．電源融通による電源確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

交流電源 常用メタクラ T/B C 機能損傷 G － － － －  

 

ｄ．高圧電源車による電源確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

高圧電源車 屋外 － 2.00Ss で転倒しないことを確認 2.00 詳細評価  

交流電源 パワーセンタ R/B S 機能損傷 G 0.69 2.3 3.33 加速度比較  

 コントロールセンタ R/B S 機能損傷 G 0.84 3.0 3.57 加速度比較  

 

ｅ．主蒸気逃がし安全弁による原子炉圧力制御（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

主蒸気逃が

し安全弁 
主蒸気逃がし安全弁 R/B S 構造損傷 MPa 451 921 2.04 詳細評価 弁の構造上の最弱部の

構造強度評価 

 

ｆ．主蒸気逃がし安全弁による原子炉減圧（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

主蒸気逃が

し安全弁 
アキュムレータ R/B S 構造損傷 MPa 35 223 6.37 応答倍率法  
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ｇ．原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

原子炉隔離 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

時冷却系 タービン R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 124 363 2.92 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.6 6.0 2.30 加速度比較  

残留熱除去系 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

（S/P 冷却） 熱交換器 R/B S 構造損傷 MPa 112 408 3.64 応答倍率法  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.5 6.0 2.40 加速度比較  

 RHR ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

復水給水系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 149 374 2.51 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 0.5 6.0 12.00 加速度比較  

 

ｈ．高圧炉心注水系による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

高圧炉心注 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

水系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 112 364 3.25 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.3 6.0 2.60 加速度比較  

 HPCF ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

残留熱除去系 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

（S/P 冷却） 熱交換器 R/B S 構造損傷 MPa 112 408 3.64 応答倍率法  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  
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設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

残留熱除去系 弁 R/B S 機能損傷 G 2.5 6.0 2.40 加速度比較  

（S/P 冷却） RHR ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 

ｉ．低圧注水系による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

残留熱除去系 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

（LPFL） 熱交換器 R/B S 構造損傷 MPa 112 408 3.64 応答倍率法  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.5 6.0 2.40 加速度比較  

 RHR ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 

ｊ．復水補給水系による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

復水補給水系 復水貯蔵タンク 屋外 B 構造損傷 MPa － － － －  

 ポンプ R/B B 機能損傷 G － － － －  

 配管 屋外 B 構造損傷 MPa － － － －  

  R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

残留熱除去系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 2.4 6.0 2.50 加速度比較  

復水給水系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 149 374 2.51 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 0.5 6.0 12.00 加速度比較  
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ｋ．消火系による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

ろ過水タンク 屋外 C 構造損傷 MPa － － － －  

消火系 ディーゼル消火ポンプ Wt/B C 機能損傷 G － － － －  

 配管 Wt/B 

屋外 
C 構造損傷 MPa － － － －  

  R/B C 構造損傷 MPa 79 321 4.06 詳細評価  

復水補給水系 配管 R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

 弁 R/B B 機能損傷 G 2.2 6.0 2.72 加速度比較  

残留熱除去系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 2.4 6.0 2.50 加速度比較  

復水給水系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 149 374 2.51 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 0.5 6.0 12.00 加速度比較  

 

ｌ．消防車による原子炉への注水（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

消防車 屋外 － 2.00Ss で転倒しないことを確認 2.00 詳細評価  

消火系 配管 R/B C 構造損傷 MPa 79 321 4.06 詳細評価  

復水補給水系 配管 R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

 弁 R/B B 機能損傷 G 2.2 6.0 2.72 加速度比較  

残留熱除去系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 2.4 6.0 2.50 加速度比較  

復水給水系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 149 374 2.51 詳細評価  

（注入配管） 弁 R/B S 機能損傷 G 0.5 6.0 12.00 加速度比較  
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ｍ．残留熱除去系による原子炉の除熱（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

残留熱除去系 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 熱交換器 R/B S 構造損傷 MPa 112 408 3.64 応答倍率法  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.5 6.0 2.40 加速度比較  

 RHR ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 

ｎ．格納容器ベントによる除熱（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

非常用ガス処理系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 94 363 3.86 詳細評価  

不活性ガス系 配管 R/B S,C 構造損傷 MPa 133 335 2.51 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 3.1 6.0 1.93 加速度比較  

 
（補足）R/B：原子炉建屋，T/B：タービン建屋，Hx/B：海水熱交換器建屋，Wt/B：給水処理建屋 
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ｲﾝﾊﾞｰﾀ

中央制御室制御盤 

安全系多重伝送現場盤 計装ラック

常用M/C 交流6.9kV 

非常用M/C 交流6.9kV 

DG
非常用P/C 交流460V 

非常用C/C 交流460V 

115V 非常用蓄電池 

115V 非常用充電器盤 

非常用直流母線盤 直流115V 

非常用直流分電盤 直流115V 

計装用無停電分電盤 交流105V 

計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

RCIC直流C/C 直流115V 

1号機から

・・・ 

・・・ 

SRV ・・・ RCIC弁 ・・・ 

・・・ 

RHRﾎﾟﾝﾌﾟ

HPCFﾎﾟﾝﾌﾟ

RHR弁 MUWCﾎﾟﾝﾌﾟ 

・・・ RCWﾎﾟﾝﾌﾟ RSWﾎﾟﾝﾌﾟ

DG制御電源

格納容器ﾍﾞﾝﾄ弁 直流電源/計装・制御 

交流電源 

電源融通

外部電源 
直流電源/交流電源の確保， 

電源融通/高圧電源車による電源の確保 

各影響緩和機能の系統図（原子炉） 

高圧電源車

M/C･･･メタクラ 

P/C･･･パワーセンタ 

C/C･･･コントロールセンタ 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

RHR･･･残留熱除去系 

HPCF･･高圧炉心注水系 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系

MUWC･･復水補給水系 

RCIC･･原子炉隔離時冷却系 

SRV･･･主蒸気逃がし安全弁 
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MOMO

RHR熱交換器 

常用系へ 

AOAO

常用系から 

非常用DG 
MOMO

MOMO

MOMO

RSW 

ストレーナ 

RCW 熱交換器 

RSW 

ポンプ 

RCW 

ポンプ 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

RHR･･･残留熱除去系 

補機冷却系の確保 

各影響緩和機能の系統図（原子炉）

取水槽 放水槽 

MOMO
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軽油タンク 

燃料移送ポンプ 

燃料 

デイタンク 
ディーゼル 

機関 

非常用ディーゼル発電設備 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RCW 

各影響緩和機能の系統図（原子炉） 
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RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

FDW ･･･復水給水系 

原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水 

MOMOMOMO

AOAO

MOMO MOMO

MOMO

MOMO

HOHO

MOMO

AOAO AOAO

MOMO

AOAO

RPV 

CST 

RCIC 

ポンプ 

S/P 

RCCV 

RCIC 

タービン 

各影響緩和機能の系統図（原子炉）

MOMO

MOMO

FDW 
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AOAO AOAO

主蒸気逃がし安全弁による圧力制御 

SRV 

S/P 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁 

RPV 

RCCV 

各影響緩和機能の系統図（原子炉） 
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MOMO

MOMO

S/P 

RPV 

RCCV 

HPCF 

ポンプ 

高圧炉心注水系による原子炉への注水 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

HPCF･･･高圧炉心注水系 
各影響緩和機能の系統図（原子炉） 

MOMO

CST 

MOMO



(
7
/
1
2
)

添
付
-
5
.
1
-
1
7

 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉への注水 

MOMO

MOMO MOMO

AOAO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

S/P 

RPV 

RCCV 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

R
C
W
 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

RHR ･･･残留熱除去系 

RCW ･･･原子炉補機冷却水系 

各影響緩和機能の系統図（原子炉） 



(
8
/
1
2
)

添
付
-
5
.
1
-
1
7

 

復水補給水系による原子炉への注水 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

MUWC RHR 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 
各影響緩和機能の系統図（原子炉）

FDW 

AOAO

MOMO



(
9
/
1
2
)

添
付
-
5
.
1
-
1
7

 

消火系による原子炉への注水 

MOMO

MOMO

ろ過水 
タンク 

M
U
W
C
 

F
P
 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系 
各影響緩和機能の系統図（原子炉） 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

MUWC RHR 

FDW 

AOAO

MOMO



(
1
0
/
1
2
)

添
付
-
5
.
1
-
1
7

 

消防車による原子炉への注水 

消防車 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系 各影響緩和機能の系統図（原子炉） 

MOMO

MOMO

ろ過水 
タンク 

M
U
W
C
 

F
P
 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

MUWC RHR 

FDW 

AOAO

MOMO



(
1
1
/
1
2
)

添
付
-
5
.
1
-
1
7

 

MOMO MOMO

AOAO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

S/P 

RPV 

RCCV 

RHR 

ポンプ 

RHR 

熱交換器 

R
C
W
 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

RHR ･･･残留熱除去系 

RCW ･･･原子炉補機冷却水系 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による除熱 

各影響緩和機能の系統図（原子炉）



(
1
2
/
1
2
)
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-
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 原子炉格納容器ベント 

AOAO

AOAO AOAORPV 

S/P 

RCCV 

排気筒 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

各影響緩和機能の系統図（原子炉） 



外部電源
喪失

原子炉
停止

直流電源
計装･制御
の確保

交流電源
補機冷却系

の確保

主蒸気逃がし安
全弁による原子
炉圧力制御

原子炉隔離時冷
却系による原子
炉への注水

成功 成功成功 成功

高圧炉心注水
系による原子
炉への注水

失敗

失敗

成功

失敗 失敗

残留熱除去系
による除熱

冷
　
却
　
成
　
功

成功

格納容器ベント
成功

失敗

成功電源融通によ
る電源確保

低圧注水系に
よる原子炉へ
の注水

成功

主蒸気逃がし安
全弁による原子
炉圧力制御

原子炉隔離時冷
却系による原子
炉への注水

失敗

燃
料
損
傷

失敗

成功

失敗 失敗

成功

高圧電源車に
よる電源確保

失敗

成功

添
付

-
5
.
1
-
1
8

原子炉の減
圧

成功

失敗

原子炉の減圧 成功

失敗

復水補給水
系，消火系に
よる原子炉へ
の注水

失敗

成功

成功

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

アクシデントマネジメント策
による機能

① ①

① ①

① ①

①

①

①

消防車による
原子炉への注
水

失敗

失敗

①

シナリオ①

シナリオ②

残留熱除去系
による除熱

成功

格納容器ベント
成功

失敗

失敗

①

シナリオ③

シナリオ④

残留熱除去系
による除熱

成功

格納容器ベント
成功

失敗

失敗

①

シナリオ⑤

シナリオ⑥

失敗
①

格納容器ベント
成功

失敗

①

シナリオ⑦

2.30 1.72 2.04 2.27

2.27

2.27

1.93

2.27

2.27

1.93

1.93

1.93

6.37 2.27

2.04 2.27

2.00

6.37

6.37

2.00

【補足】

 数値は，耐震裕度を表す。

外部電源喪失に対する収束シナリオの耐震裕度評価（原子炉）





起因事象に関連する設備等の耐震裕度評価結果（使用済燃料貯蔵プール） 

 

 

各起因事象に関連する設備等について，下表のとおり耐震裕度を整理した。 

なお，各起因事象のうち最も裕度が小さいものを下線で示す。 

 

a. 外部電源喪失 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

開閉所など 碍子などの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪

失すると想定 

～1.00 工学的判断  

 

b. 使用済燃料貯蔵プール損傷 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

原子炉建屋 － S 構造損傷 － 注 1 注 1 2.00 詳細評価   

使用済燃料貯蔵ラック 原子炉

建屋 

S 構造損傷 MPa 133 359 2.69 応答倍率法 許容値に設計引張強さ

（Su）を適用 

注 1：基準地震動Ｓｓの２倍の地震力を用いた地震応答解析結果にて，せん断ひずみ 4×10-3未満を確認 
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-
5
.
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-
2
0
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各起因事象が発生する地震動の評価結果（使用済燃料貯蔵プール）  
 
 
 

起因事象 設備 裕度（Ss） 

外部電源喪失 工学的判断※ ～1.00 

使用済燃料貯蔵プール

損傷 
原子炉建屋 2.00 

※ 碍子などの損傷により基準地震動Ｓｓに至るまでに機能喪失すると

想定 

 



外部電源
喪失

冷却系
停止

交流電源
補機冷却系

の確保

残留熱除去系に
よる使用済燃料
貯蔵プールの除
熱

添
付

-
5
.
1
-
2
2

電源融通
による

電源確保

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

失敗

失敗

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

成功

成功

成功

失敗

成功

失敗

成功

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

失敗

アクシデントマネジメント策
による機能

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ④

失敗

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功 成功

成功

失敗

高圧電源車
による

電源確保

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

①

①

失敗

①

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

外部電源喪失のイベントツリー（使用済燃料貯蔵プール）
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

交流電源／ 

補機冷却系喪失 

交流電源 

喪失 

補機冷却系

機能喪失 

1.72 1.79 

1.72 

交流電源／補機冷却系のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

3.57 

ディーゼル

機関 

1.72 

パワー 

センタ 

2.94 

メタクラ 

3.33 

燃料 

デイタンク 

10.00 

軽油タンク

2.00 7.78 

燃料油系 

配管 

2.27 

燃料移送 

ポンプ 

非常用ＤＧ

機能喪失 

1.72 

交流電源のフォールトツリー 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

RCW 

熱交換器 

3.18 

RSW 

ポンプ 

2.00 

RSW 

ストレーナ 

67.85 

RCW 

配管 

1.81 

RSW 

配管 

2.74 

RCW 弁 

1.81 

RCW 

ポンプ 

1.79 

RSW 弁 

60.00 

補機冷却系

機能喪失

補機冷却海水系

機能喪失 

1.79 

補機冷却系のフォールトツリー 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

高圧電源車

機能喪失 

2.00 

高圧電源車

機能喪失

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

3.57 

パワー 

センタ 

3.33 

2.00 

高圧電源車のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

電源融通 

失敗 

常用 

メタクラ 

－※ 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待し

ない設備等は「－」で示す。 

電源融通のフォールトツリー 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

RHR 

ポンプ室 

クーラ 

2.27 

RHR 弁 

2.30 

RHR 

ポンプ 

2.27 

RHR 

熱交換器 

3.64 

RHR 

配管 

2.70 

FPC 

配管 

3.29 

RHR 

機能喪失 

残留熱除去系のフォールトツリー 

2.27 

RHR ･･･残留熱除去系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ

浄化系機能喪失

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

SPCU 

ポンプ 

FPC 

配管 

3.29 －※ 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待し

ない設備等は「－」で示す。 

－※ －※ 

サプレッションプール浄化系のフォールトツリー 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

MUWC 

機能喪失 

MUWC 

ポンプ 
CST 

－※ 

MUWC 

配管 

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

SPCU 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

3.29 

－※ 

※ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待し

ない設備等は「－」で示す。 

－※ 

－※ －※ 

復水補給水系のフォールトツリー 

MUWC･･･復水補給水系 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

ろ過水 

タンク 

消火系 

配管 

ディーゼル
消火 

ポンプ

MUWC 弁 

2.72 

消火系 

機能喪失

MUWC 

配管 

3.59 

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

SPCU 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

3.29 

MUWC 

機能喪失 

※１ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震により損傷し，機能を期待

しない設備等は「－」で示す。 

※２ 代替注水にかかる機能に限る。 

－※１ 

－※１ －※１ －※１ 

－※１ 

消火系のフォールトツリー 

※２

MUWC･･･復水補給水系 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

消防車 

機能喪失 

消火系 

配管 

MUWC 弁 

2.72 

消防車 

機能喪失

MUWC 

配管 

3.59 

RHR 弁 
RHR 

配管 

RHR 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

3.29 

4.06 

MUWC 

機能喪失 

2.70 

2.00 

2.50 

消防車のフォールトツリー 

2.00 

MUWC･･･復水補給水系 

RHR ･･･残留熱除去系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

【補足】 

1. 数値は，耐震裕度を表す。 

2.     は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度評価結果（使用済燃料貯蔵プール） 

 

 

「外部電源喪失事象」の各影響緩和機能を構成する設備等について，下表のとおり耐震裕度を整理した。 

各影響緩和機能のうち最も裕度が小さいものを下線で示す。 

また，耐震Ｂ，Ｃクラス設備のうち，地震による損傷を想定し，機能を期待しない設備等は，評価値，許容値，裕度の欄を「－」で示す。 

 

a. 交流電源／補機冷却系の確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

交流電源 メタクラ R/B S 機能損傷 G 0.69 2.3 3.33 加速度比較  

 パワーセンタ R/B 

Hx/B 
S 機能損傷 G 0.78 2.3 2.94 加速度比較  

 コントロールセンタ R/B 

Hx/B 
S 機能損傷 G 0.84 3.0 3.57 加速度比較  

燃料移送ポンプ 屋外 S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

燃料油系配管 屋外 

R/B 
S 構造損傷 MPa 47 366 7.78 詳細評価  

軽油タンク 屋外 S 構造損傷 － 0.5 1.0 2.00 詳細評価  

ディーゼル機関 R/B S 構造損傷 N 1250 2150 1.72 詳細評価 各部位の詳細評価 

非常用ディ

ーゼル発電

設備 

燃料デイタンク R/B S 構造損傷 － 0.1 1.0 10.0 応答倍率法  

原子炉補機 ポンプ Hx/B S 機能損傷 G 0.78 1.4 1.79 加速度比較  

冷却水系 熱交換器 Hx/B S 構造損傷 MPa 93 296 3.18 詳細評価 許容値に設計引張強さ

（Ｓｕ）を適用 

 配管 R/B 

Hx/B 
S 構造損傷 MPa 174※1 

(203) 

315※1 

(344) 
1.81 詳細評価 地震荷重分離による裕度 

 弁 R/B S 機能損傷 G 3.3 6.0 1.81 加速度比較  
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設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

ポンプ Hx/B S 機能損傷 G 0.50 1.0 2.00 加速度比較  

配管 Hx/B S 構造損傷 MPa 129 354 2.74 詳細評価  

弁 Hx/B S 機能損傷 G 0.1 6.0 60.00 加速度比較  

原子炉補機

冷却海水系 

ストレーナ Hx/B S 構造損傷 MPa 7 475 67.85 詳細評価  

※1：地震荷重分離による評価値，許容値を示す（地震荷重分離前の評価値，許容値は下段の括弧内に示す） 

 

b．電源融通による電源確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

交流電源 常用メタクラ T/B C 機能損傷 G － － － －  

 

c．高圧電源車による電源確保（サポート系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

高圧電源車 屋外 － 2.00Ss で転倒しないことを確認 2.00 詳細評価  

交流電源 パワーセンタ R/B S 機能損傷 G 0.69 2.3 3.33 加速度比較  

 コントロールセンタ R/B S 機能損傷 G 0.84 3.0 3.57 加速度比較  
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d. 残留熱除去系による使用済燃料貯蔵プールの除熱（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

残留熱除去系 ポンプ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

 熱交換器 R/B S 構造損傷 MPa 112 408 3.64 応答倍率法  

 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.6 6.0 2.30 加速度比較  

 RHR ポンプ室クーラ R/B S 機能損傷 G 0.44 1.0 2.27 加速度比較  

燃料プール

冷却浄化系 
配管 R/B B 構造損傷 MPa 131 431 3.29 詳細評価  

 

e. サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プールへの補給（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

ｻﾌ゚ ﾚｯｼｮﾝﾌ゚ ﾙー ポンプ R/B B 機能損傷 G － － － －  

浄化系 配管 R/B B 構造損傷 MPa － － － －  

 弁 R/B B 機能損傷 G － － － －  

燃料プール

冷却浄化系 
配管 R/B B 構造損傷 MPa 131 431 3.29 詳細評価  
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f. 復水補給水系による使用済燃料貯蔵プールへの補給（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

復水補給水系 復水貯蔵タンク 屋外 B 構造損傷 MPa － － － －  

 ポンプ R/B B 機能損傷 G － － － －  

 配管 屋外 B 構造損傷 MPa － － － －  

  R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

配管 R/B B 構造損傷 MPa － － － －  ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ

浄化系 弁 R/B B 機能損傷 G － － － －  

燃料プール

冷却浄化系 
配管 R/B B 構造損傷 MPa 131 431 3.29 詳細評価  

 

g. 消火系による使用済燃料貯蔵プールへの補給（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

ろ過水タンク 屋外 C 構造損傷 MPa － － － －  

消火系 ディーゼル消火ポンプ Wt/B C 機能損傷 G － － － －  

 配管 Wt/B C 構造損傷 MPa － － － －  

  屋外 C 構造損傷 MPa － － － －  

  R/B C 構造損傷 MPa 79 321 4.06 詳細評価  

復水補給水系 配管 R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

 弁 R/B B 機能損傷 G 2.2 6.0 2.72 加速度比較  

ｻﾌ゚ ﾚｯｼｮﾝﾌ゚ ﾙー 配管 R/B B 構造損傷 MPa － － － －  

浄化系 弁 R/B B 機能損傷 G － － － －  

燃料プール

冷却浄化系 

配管 R/B B 構造損傷 MPa 131 431 3.29 詳細評価  
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h. 消防車による使用済燃料貯蔵プールへの補給（フロントライン系） 

設 備 
設置 

場所 

耐震 

ｸﾗｽ 

損傷 

モード 

単

位

評価値

（a） 

許容値

（b） 

裕度 

（b/a）
評価手法 備考 

消防車 屋外 － 2.00Ss で転倒しないことを確認 2.00 詳細評価  

消火系 配管 R/B C 構造損傷 MPa 79 321 4.06 詳細評価  

復水補給水系 配管 R/B B 構造損傷 MPa 101 363 3.59 詳細評価  

 弁 R/B B 機能損傷 G 2.2 6.0 2.72 加速度比較  

残留熱除去系 配管 R/B S 構造損傷 MPa 134 363 2.70 詳細評価  

 弁 R/B S 機能損傷 G 2.4 6.0 2.50 加速度比較  

燃料プール

冷却浄化系 

配管 R/B B 構造損傷 MPa 131 431 3.29 詳細評価  

 

（補足）R/B：原子炉建屋，T/B：タービン建屋，Hx/B：海水熱交換器建屋，Wt/B：給水処理建屋 
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ｲﾝﾊﾞｰﾀ

中央制御室制御盤

安全系多重伝送現場盤 計装ラック

常用M/C 交流6.9kV 

非常用M/C 交流6.9kV 

DG
非常用P/C 交流460V 

非常用C/C 交流460V 

115V 非常用蓄電池

115V 非常用充電器盤

非常用直流母線盤 直流115V 

非常用直流分電盤 直流115V 

計装用無停電分電盤 交流105V

計装用

無停電

交流 

電源装置

RCIC直流C/C 直流115V 

1号機から

・・・ 

・・・ 

RHRﾎﾟﾝﾌﾟ

RHR弁 MUWCﾎﾟﾝﾌﾟ

・・・ RCWﾎﾟﾝﾌﾟ RSWﾎﾟﾝﾌﾟ

交流電源  

電源融通

外部電源 
交流電源の確保，  

電源融通 /高圧電源車による電源の確保  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

高圧電源車

M/C･･･メタクラ 

P/C･･･パワーセンタ 

C/C･･･コントロールセンタ 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

RHR･･･残留熱除去系 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

MUWC･･復水補給水系 
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MOMO

RHR熱交換器 

常用系へ  

AOAO

常用系から

非常用DG 
MOMO

MOMO

MOMO

RSW 

ストレーナ 

RCW 熱交換器  

RSW 

ポンプ  

RCW 

ポンプ  

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

RHR･･･残留熱除去系 

補機冷却系の確保  

取水槽  放水槽  

MOMO

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  
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軽油タンク  

燃料移送ポンプ  

燃料 

デイタンク  
ディーゼル 

機関  

非常用ディーゼル発電設備  

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RCW  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  
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残留熱除去系による使用済燃料プールの除熱  

MOMO

MOMO MOMO

AOAO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

RPV 

S/P 

RCCV 

RHR 

ポンプ  
RHR 

熱交換器  

スキマ  
サージタンク  

SFP 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

RHR ･･･残留熱除去系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系  

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール 

R
H
R
 

F
P
C
 

MOMO

RHR FPC 

MOMO

MOMO

MOMO

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  
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MOMO

サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

RPV 

S/P 

RCCV 

S
P
C
U
 

F
P
C
 

SPCU 

ポンプ  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール  

SFP 

MOMO

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

CST 

MOMO
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MOMO

MOMO

復水補給水系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

RPV 

S/P 

RCCV 

CST 

SPCU 

ポンプ  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

MUWC･･･復水補給水系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール  

MUWC 

ポンプ  

S
P
C
U
 

F
P
C
 

MUWC SPCU

SFP 

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  
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 RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

RPV 

S/P 

RCCV 

CST 

SPCU 

ポンプ  

MUWC 

ポンプ  

S
P
C
U
 

F
P
C
 

MUWCSPCU

M
U
W
C
 

F
P
 

消火系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

SFP 

ろ過水  
タンク  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

ディーゼル 

消火ポンプ 



添
付
-
5
.
1
-
2
5

(
8
/
8
)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MOMO

MOMO

消防車による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

R
H
R
 

F
P
C

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

MUWC･･･復水補給水系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

FP  ･･･消火系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール 

FDW ･･･復水給水系 

SFP 

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

消防車  

MOMO

MOMO

ろ過水  
タンク  

M
U
W
C
 

F
P
 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ  

RHR 

ポンプ  

RHR 

熱交換器  

MUWCRHR 

FDW 

AOAO

MOMO



外部電源
喪失

冷却系
停止

交流電源
補機冷却系

の確保

残留熱除去系に
よる使用済燃料
貯蔵プールの除
熱

添
付

-
5
.
1
-
2
6

電源融通
による

電源確保

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

失敗

失敗

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

成功

成功

成功

失敗

成功

失敗

成功

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

失敗

アクシデントマネジメント策
による機能

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ④

失敗

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功 成功

成功

失敗

高圧電源車
による

電源確保

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

①

①

失敗

①

失敗 消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

1.72 2.27

2.00

2.00

2.00

2.00

【補足】

数値は，耐震裕度を表す。

外部電源喪失に対する収束シナリオの耐震裕度評価（使用済燃料貯蔵プール）



外部電源
喪失

冷却系
停止

交流電源
補機冷却系

の確保

添
付

-
5
.
1
-
2
7

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

失敗

失敗

失敗

成功

成功

成功

成功

失敗

成功

失敗

成功

アクシデントマネジメン
ト策による機能

残留熱除去系に
よる使用済燃料
貯蔵プールの除
熱

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

1.72 2.27

電源融通
による
電源確保

【補足】
 数値は，耐震裕度を表す。

シナリオ①

外部電源喪失に対する収束シナリオの耐震裕度評価（使用済燃料貯蔵プール）（緊急安全対策実施前）
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①起因事象の選定 
 

②影響緩和機能の抽出および 
収束シナリオの特定 

 

③起因事象，影響緩和機能に 
関連する設備等の抽出 

 

④起因事象，影響緩和機能に関連する 
設備等の許容津波高さの評価 

 

⑤各起因事象の発生に係る 
許容津波高さの特定 

 

⑥各影響緩和機能の許容津波高さの特定 
（許容津波高さが低い起因事象より） 

 

⑦各収束シナリオの許容津波高さの特定 
 

⑧クリフエッジの特定 

 

⑨対策に係る効果の確認 

 

 

クリフエッジ評価に係るフロー図 

特定された許容津波高さ

は，次の起因事象が発生す

る許容津波高さ以下であ

るか 

次に許容津波高さが

低い起因事象につい

て評価を実施 

内的事象ＰＳＡを参考に，起因

事象を選定する 

選定した起因事象について 

イベントツリーを作成する 

機器配置図，系統図等から対象

機器を抽出し，リスト化する

上記で抽出した対象機器の許

容津波高さを評価する

各起因事象の許容津波高さを

評価し，最も低い許容津波高さ

の起因事象を特定する 

各影響緩和機能について，フォ

ールトツリーを作成し，許容津

波高さを特定する

上記で特定した許容津波高さ

を用いて，各シナリオのクリフ

エッジを特定する

緊急安全対策の前後を比較す

ることで，その効果を評価する

NO 

YES 

クリフエッジの特定 
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想定津波高さの策定の概要 

 

1. 評価方針 

施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性がある津波を

想定し，想定津波による水位変化の原子炉施設への影響を評価して，原子

炉施設の安全性に問題とならないことを確認する。 

 

 

2. 評価方法 

既往津波について，文献調査(1)～(29)を基に敷地に影響を及ぼしたと考え

られる津波を抽出し数値シミュレーション等を実施する。さらに，想定津

波として海域活断層および日本海東縁部に想定される地震に伴う津波を設

定し，これらを対象とした数値シミュレーション等を行うことにより，津

波の検討を行う。 

これらより，評価用の津波水位を求め，津波水位に対する原子炉施設の

影響を評価する。評価にあたっては，取水施設の水理特性による水位変動

への影響も考慮する。 

評価フローを第１図に示す。 

 

 

3. 津波の想定および数値シミュレーション 

津波の想定にあたっては，敷地周辺の既往津波の状況，日本海東縁部に

おける津波の発生状況および海域活断層を考慮するとともに，想定津波の

数値シミュレーションにあたっては，既往津波の数値シミュレーションを

踏まえた上で土木学会(2002)(1)を参考に，想定津波の断層モデルに係る不

確定性を合理的な範囲で考慮したパラメータスタディを実施する。 

 

3.1 既往津波の検討 

敷地に影響を及ぼしたと考えられる既往津波について，以下のとおり

検討した。 

 

3.1.1 文献調査 

既往津波に関して，宇佐美(2003)(2)，渡辺(1998，1985)(3),(4)，宇津ほ

か編(2001)(5)，理科年表(2007)(6)，気象庁の発表等により，文献調査を

実施した。 
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日本海沿岸に影響を及ぼしたと考えられる津波規模ｍが２以上の津波

を第１表に示す。これらより，能登半島に影響を及ぼしたと考えられる津

波としては，1741 年（渡島
お し ま

半島西方沖）津波，1833 年（山形県沖）津波，

1983年日本海中部地震津波および 1993年北海道南西沖地震津波の４つが

あげられる。これら４つの津波の波源域を第２図，また，能登半島におけ

る既往津波高を第２表に，また既往津波高の比較を第３図に示す。 

1741 年（渡島半島西方沖）津波では，輪島
わ じ ま

市門前
もんぜん

町皆月
みなづき

において３～

４ｍ，1833 年（山形県沖）津波では，輪島において 5.7ｍとされている。

1983 年日本海中部地震津波では，狼煙
の ろ し

漁港において 2.5ｍ，敷地付近の

福浦
ふくうら

漁港および高浜
たかはま

漁港でそれぞれ 1.8ｍおよび 1.3ｍを記録している。

また，1993 年北海道南西沖地震津波では，輪島港および志賀
し か

町上野
う わ の

でそ

れぞれ 2.0ｍおよび 0.5ｍを記録している。 

このように，能登半島北岸については，大きい場所で２～６ｍを記録

しているが，能登半島西岸については，概ね２ｍ以下となっており，現

在までに，能登半島に最も大きな津波高さを与えている津波は，1833 年

（山形県沖）津波であるが，敷地近傍における記録はない。 

また，この他，敷地周辺で発生した津波としては，1892 年能登の地震，

1993 年能登半島沖地震および 2007 年能登半島地震による津波がある。

1892 年能登の地震および 1993 年能登半島沖地震については，それぞれ，

「石川および富山県の海岸潮位の異常が記録されている。最近の例から

小さい津波を目撃したことを否定できない。」(3)および「検潮所での最大

全振幅：輪島港 51ｃｍ，金沢港 32ｃｍ」(3)とされている。また，2007

年能登半島地震については，珠洲
す ず

市長橋
ながはし

および金沢における潮位は，そ

れぞれ 22ｃｍおよび 18ｃｍとなっており，石川県沿岸で微弱な津波が観

測されている(25)。 

 

3.1.2 簡易予測式による津波高の検討 

既往津波については，敷地近傍において得られている津波高さが少な

いことから，既往津波が敷地に与える影響を推定するために，前述の主

要な津波について，以下に示す阿部(1989)(28)の簡易予測式により敷地に

おいて推定される津波高（以下「推定津波高」という。）を検討した。 

 

 

ここで，Ｈt：推定津波高（ｍ）， 

Ｍw：モーメント・マグニチュード， 

355loglog .Δ－－＝ＭwＨt
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  （なお，Ｍw の替わりに津波マグニチュードＭt を用いる

場合には，Ｍw＝Ｍt－0.2 として用いている。） 

Δ：津波の伝播距離（ｋｍ） 

である。 

 

算定にあたってのＭw およびＭt については，阿部（1999）(29)によ

る歴史津波のＭt も加え検討を行った。 

簡易予測式による推定津波高の算定結果は，第３表に示すとおりで

あり，既往津波はいずれも１ｍ前後の値となっており，文献による値

とも概ね一致している。このうち，1833 年（山形県沖）津波で 1.4ｍ

となり最大となっている。 

 

3.1.3 数値シミュレーションによる津波高の検討 

(1) 対象津波の選定 

既往津波に関する文献調査および簡易予測式による津波高の検討結

果から，能登半島で最も大きい津波高さが推定されている 1833 年（山

形県沖）津波を数値シミュレーションの対象として選定する。なお，

痕跡値の多い 1993 年北海道南西沖地震津波および 1983 年日本海中部

地震津波について，痕跡高の再現性を検討し，数値シミュレーション

に用いたモデルおよび計算手法の妥当性を確認する。 

(2) 津波の数値シミュレーションの手法 

数値シミュレーションにおける主な計算条件を第４表に示す。 

海底地形のモデル化にあたっては，日本水路協会による最新の地形

図(30)等を用い，計算格子については，水深と津波の周期から推定され

る津波の波長を基に１波長に対して十分な分割数となることなどを満

足するよう，Shuto et al.(1986)(31)の考え方に従い設定した(32)，(33)。

数値シミュレーションに用いた計算領域とその水深を第４図に，計算

領域の格子分割を第５図に示す。 

また，Shuto et al.(1986)の考え方に基づく計算格子間隔と今回設

定した計算格子間隔の比較を第６図に示す。 

(3) 再現性の評価方法 

数値シミュレーションによる津波の再現性の評価に際しては，日本

海側の北海道から京都府に至る沿岸の痕跡高と数値シミュレーション

により計算された津波高を比較した。痕跡高については，信頼性に留
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意するとともに，設定した計算格子で十分な地形の表現が不可能な点

を除外した。ただし，能登半島周辺については，痕跡点の少ないこと

を勘案し，近傍における検証点数の確保のため，基本的に除外しない

方針とした（痕跡値が 50ｃｍ未満のデータは除外）。 

再現性の評価の指標としては，相田（1977）(34)による痕跡高と数値

シミュレーションにより計算された津波高との比から求める幾何平均

値Ｋおよびバラツキを表す指標である幾何標準偏差κを用いた。 

以下に，幾何平均値Ｋおよび幾何標準偏差κの算定式を示す。 

 

 

 

 

 

 

ここに，Ｒi はｉ番目の地点の観測値（痕跡高）であり，Ｈi はｉ番

目の地点の数値シミュレーションにより計算された津波高である。 

なお，幾何平均値Ｋおよび幾何標準偏差κについては，土木学会

（2002）(1)により「0.95＜Ｋ＜1.05，κ＜1.45」が再現性の目安とさ

れている。 

(4) 再現性検討結果 

数値シミュレーションによる津波の再現性について，以下のとおり

検討した。 

a. 1993 年北海道南西沖地震津波 

第７図に示す高橋ほか（1995）(35)の「DCRC-26 モデル」を波源の断

層モデルとして設定し，津波の再現計算を行った。 

東北大学（1994）(17)，後藤ほか(1994)(18)，首藤ほか(1997)(19)，阿

部ほか(1994)(20)および都司ほか(1994)(21)に示される痕跡高から，(3)

項で示した考えに基づいて抽出した再現計算の検討に用いた既往津

波高と，その位置での数値シミュレーションによる計算津波高との比

較を第５表および第８図に示す。 

この結果より，北海道から京都府に至る日本海沿岸域において，Ｋ

＝1.014，κ＝1.385 が，また，能登半島周辺において，Ｋ＝0.992，

κ＝1.446 が得られており，1993 年北海道南西沖地震津波に対する数

値シミュレーションについて，良好な再現性が確認できた。 
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b. 1983 年日本海中部地震津波 

第９図に示す相田（1984）(36)の「Ｍodel-10」を波源の断層モデル

として設定し，津波の再現計算を行った。 

東北大学（1984）(15)に示される痕跡高から抽出した再現計算の検

討に用いた既往津波高と，その位置での数値シミュレーションによる

計算津波高との比較を第６表および第 10 図に示す。 

この結果より，青森県から京都府に至る日本海沿岸域において，Ｋ

＝1.008，κ＝1.372 が，また，能登半島周辺において，Ｋ＝1.026，

κ＝1.414 が得られており，1983 年日本海中部地震津波に対する数値

シミュレーションについて，良好な再現性が確認できた。 

c. 1833 年（山形県沖）津波 

第 11 図に示す土木学会（2002）(1)の「（A）モデル」および「（B）

モデル」を波源の断層モデルとして設定し，津波の再現計算を行った。 

渡辺（1985）(4)および萩原（1989）(12)に示される既往津波高と数

値シミュレーションによる計算津波高との比較を第７表および第 12

図に示す。 

この結果より，（A）モデルでＫ＝1.044，κ＝1.268 が，（B）モデ

ルでＫ＝0.974，κ＝1.448 がそれぞれ得られており，いずれのモデ

ルも良好な再現性を確認できた。 

(5) 既往津波の予測計算結果 

能登半島（輪島）でこれまで最も大きい津波高さが推定されている

1833 年（山形県沖）津波に対して，敷地前面の海岸施設等の地形条件

を考慮した数値シミュレーションにより，敷地における既往津波によ

る水位変動等について検討した。 

1833 年（山形県沖）津波に関する波源として設定し，良好な再現性

が確認できた(A)および(B)モデルに基づく検討の結果，敷地における

最大水位上昇量は約 1.5ｍ，志賀１号機補機冷却水取水口および志賀

２号機補機冷却水取水口における最大水位下降量はそれぞれ，約 0.8

ｍおよび約 1.0ｍである。 

上記の水位となった，(B)モデルの断層モデルと初期変位分布，敷地

前面における最大水位上昇量および下降量の分布，水位の時系列変化

を第 13 図および第 14 図に示す。 
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3.2 海域活断層に想定される地震に伴う津波の検討 

海域活断層に想定される地震に伴う津波について，以下のとおり検討

した。 

 

3.2.1 簡易予測式による津波高の検討 

海域活断層に想定される地震に伴う津波については，敷地周辺におい

て，後期更新世以降の活動を考慮している断層のうち主要なものを対象

として，阿部(1989)(28)の簡易予測式により推定津波高を検討した。 

海域活断層分布を第 15 図に，簡易予測式による推定津波高の算定フロ

ーを第 16 図に，推定津波高を第８表に示す。 

第８表に示すとおり，海域活断層に想定される地震に伴う津波で最も

大きい推定津波高は，笹波沖断層帯（全長）による地震に伴う津波の 3.1

ｍである。なお，第 15 図に示した断層以外の遠方の活断層について評価

してもこの津波を上回るものではない。 

 

3.2.2 数値シミュレーションによる津波高の検討 

簡易予測式により推定津波高が比較的大きくなるものを対象として，

土木学会（2002）(1)に基づき，海域断層モデルに係る不確かさの因子で

ある，傾斜角，すべり角（主応力軸のバラツキを考慮して傾斜角に連動）

および断層上縁深さを変化させた数値シミュレーションを多数実施する

パラメータスタディを行った。 

これらの結果，敷地前面における最大水位上昇量は羽咋沖東撓曲によ

る地震に伴う津波の約 4.2ｍであり，また，志賀１号機補機冷却水取水

口および志賀２号機補機冷却水取水口における最大水位下降量はそれぞ

れ，笹波沖断層帯（全長）による地震に伴う津波の約 2.7ｍおよび約 3.0

ｍである。 

断層モデルと初期変位分布，敷地前面における最大水位上昇量および

下降量の分布，水位の時系列変化を第 17 図および第 18 図に示す。 

 

3.3 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討 

 土木学会（2002）等(1) (7)を参考に，日本海東縁部で想定される地震規

模に応じた波源の基準断層モデルを設定し，この断層モデルの諸条件を

位置を含め合理的と考えられる範囲内で変化させた数値シミュレーショ

ンを多数実施するパラメータスタディを行った。 
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3.3.1 基準断層モデルの設定 

第 19 図に示すように，日本海東縁部の想定津波として，北海道沖から

新潟県沖までの広範囲な海域にモーメントマグニチュード Ｍw＝7.85

の基準断層モデルを設定した。 

 

3.3.2 概略パラメータスタディ 

基準断層モデルを用いて，第 19 図に示すように，位置，走向および傾

斜方向を組み合わせた多数の数値シミュレーションを実施するとともに，

このうち，最大水位上昇量および最大水位下降量に関する上位ケースに

ついて，走向を±10°変化させた計算を行った。 

 

3.3.3 詳細パラメータスタディ 

概略パラメータスタディのうち，最大水位上昇量および最大水位下降

量に関する上位ケースについて，波源位置を補間的に移動させた場合の

数値シミュレーションを実施するとともに，さらに，このうちの上位ケ

ースに対して，傾斜角および断層上縁深さを変化させた場合の数値シミ

ュレーションを実施した。 

これらの結果，敷地に最も大きな影響を及ぼす津波は，秋田県・山形県

沖に波源を設定した場合の津波（以下，「日本海東縁部（秋田県・山形県

沖）の津波」という。）であり，敷地前面における最大水位上昇量は，約

4.5ｍ，志賀１号機補機冷却水取水口および志賀２号機補機冷却水取水口

における最大水位下降量は，それぞれ，約 2.1ｍおよび約 2.3ｍである。 

日本海東縁部（秋田県・山形県沖）の津波の断層モデルと初期変位分

布，敷地前面における最大水位上昇量および下降量の分布，水位の時系

列変化を第 20 図および第 21 図に示す。 

 

 

4. 津波に対する安全性の評価 

評価用の津波水位による水位上昇および水位低下に対して，原子炉施設

の安全性に問題とならないことを確認する。確認にあたっては，取水施設

の水理特性による水位変動の影響も考慮する。 

なお，基準面は東京湾平均海面（T.P.）を用いる。 

 

4.1 津波水位の評価 

第９表に示すとおり，数値シミュレーションによる津波高の検討結果
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から，敷地前面における最高水位を与える津波は，日本海東縁部（秋田

県・山形県沖）の津波で，最大水位上昇量は約 4.5ｍであり，評価用の

最高水位は，朔望平均満潮位(T.P.＋0.50ｍ)を考慮すると T.P.＋５ｍ程

度である。 

また，志賀１，２号機補機冷却水取水口における最低水位を与える津

波は，笹波沖断層帯（全長）による地震に伴う津波で，志賀１号機補機

冷却水取水口および志賀２号機補機冷却水取水口における最大水位下降

量はそれぞれ，約 2.7ｍおよび約 3.0ｍであり，評価用の最低水位は，朔

望平均干潮位(T.P.－0.05ｍ)を考慮し，T.P.－３ｍ程度である。 

 

4.2 津波に対する安全性の評価 

評価用の津波水位に対する原子炉施設の安全性について，数値シミュ

レーションの結果を考慮して，以下のとおり検討した。 

 

4.2.1 津波による水位上昇に対する安全性 

第 22図に示すとおり，敷地の標高は T.P.＋11ｍ以上であることから，

原子炉施設が津波による被害を受けるおそれはない。 

 

4.2.2 津波による水位低下に対する安全性 

第 22 図，第 23 図および第 24 図に示すとおり，補機冷却水取水口の呑

口下端レベルは評価用の最低水位より十分深いことから，津波により水

位が低下した場合でも原子炉補機冷却系は海水を取水することは可能で

ある。 

 

4.2.3 取水施設の水理特性による水位変動への影響 

想定津波による取水施設の水理特性による水位変動について，数値シ

ミュレーションにより以下のとおり検討した。 

 

(1) 数値シミュレーションの手法 

数値シミュレーションは，取水口から取水路，取水槽を経て海水熱

交換器建屋海水ポンプ室に至る取水路系について検討した。 

数値シミュレーションの計算条件を第 10 表に示す。 

(2) 検討結果 

想定津波を対象とした取水施設の水理特性による水位変動について，

数値シミュレーションを実施した結果，海水ポンプ室での水位低下が
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最も大きくなる津波は，笹波沖断層帯（全長）による地震に伴う津波

であり，海水ポンプ室における津波による最低水位は，原子炉補機冷

却系の海水ポンプの設計最低水位より上方であることから，必要な取

水は十分確保できる。 

取水設備の水理特性による水位変動の検討結果を第 25 図に示す。 

 

 

5. 評価結果 

以上より，津波について，志賀原子力発電所の原子炉施設の安全性に問

題となるものではないことを確認した。 
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第１表(1) 日本海沿岸に影響を及ぼした津波の一覧 

発生年月日 発生場所 

(緯度・経度) 

地震 

規模 

Ｍ 

津波 

規模 

ｍ 
地震・津波の概要 

701.5.12 

大宝１ 

若狭湾 － <2> 
丹波：地震うこと３日．若狭湾内の凡海郷が海に没

したという「冠島伝説」があるが，疑わしい． 

 

850.11.27 

嘉祥３ 

山形県沖 

39.0°N 

139.7°E 

≒7.0 2 
出羽：地裂け，山崩れ，国府の城柵は傾頽し，圧死

多数．最上川の岸崩れ，海水は国府から６里のとこ

ろまで迫った． 

 

863.7.10 

貞観５ 

新潟県沖 － <2?> 
越中・越後：山崩れ，谷埋まり，水湧き，民家破壊

し，圧死多数．直江津付近にあった数個の小島が壊

滅したという． 

 

887.8.2 

仁和３ 

新潟県南部沖 － <2> 
越後で津波を伴い，溺死者数千という．京都有感．

越後に関する史料の信憑性不十分． 

 

1092.9.13 

寛治６ 

新潟県沖 － <2?> 
越後：柏崎～岩船間の沿岸，海府浦・親不知大津波

におそわる．「地震」とある古記あるも，地震の状

況を記した古記録未発見．疑わしい． 

 

1341.10.31 

興国２ 

青森県西方沖 － <3?> 
青森県西方沖：「東日流（つがる）外三郡誌」によ

れば，朝地震とともに三丈余（９ｍ）の津波が津軽

半島の十三湊を襲い，26,000 人が溺死したとある．

疑問視する人もいる． 

 

1614.11.26 

慶長 19 

越後高田  2 
従来，越後高田の地震とされていたもの．大地震の

割に史料が少なく，震源については検討すべきこと

が多い．京都で家屋・社寺などが倒壊し，死 2，傷

370 という．京都付近の地震とする説がある． 

 

1741.8.29 

寛保１ 

渡島半島西方

沖 

41.6°N 

139.4°E 

6.9 3 

<3.5> 

渡島西岸・津軽・佐渡：渡島大島この月の上旬より

活動，寛保 1.7.13 日に噴火した．19 日早朝に津波，

北海道で死 1467，流出家屋 729，船 1521 破壊．津

軽で田畑の損も多く，流出潰家約 100，死 37．佐渡・

能登・若狭にも津波． 

 

1792.6.13 

寛政４ 

積丹半島沖 

433/4°N 

140.0°E 

≒7.1 2   

<1> 

後志：津波があった．忍路で港頭の岸壁が崩れ，海

岸に引き上げていた夷船漂流，出漁中の夷人５人溺

死．美国でも溺死若干． 

 

1833.12.7 

天保４ 

山形県沖 

38.9°N 

139.25°E 

71/2±1/4 2 

<2.5> 

羽前・羽後・越後・佐渡：庄内地方で特に被害が大

きく，潰家 475，死 42．津波が本庄から新潟に至る

海岸と佐渡を襲い，能登で大破流出家約 345，死約

100． 

 

1940.8.2 

昭和 15 

積丹半島沖 

44°15.0′N 

139°28.0′E 

7.5 2 

[2] 

『積丹半島沖地震』：震害はほとんどなく，津波に

よる被害が大きかった．波高は，羽幌・天塩２ｍ，

利尻３ｍ，金沢・宮津１ｍ．天塩河口で溺死 10．

 

1964.6.16 

昭和 39 

新潟県沖 

38°22.0′N 

139°12.9′E 

7.5 2 

[2] 

新潟県沖：『新潟地震』：新潟・秋田・山形の各県を

中心に被害があり，死 26，住家全壊 1960，半壊 6640，

浸水 15297，その他船舶・道路の被害も多かった．

津波が日本海沿岸一帯を襲い，波高は新潟県沿岸で

４ｍ以上に達した．粟島が約１ｍ隆起した． 
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第１表(2) 日本海沿岸に影響を及ぼした津波の一覧 

発生年月日 発生場所 

(緯度・経度) 

地震 

規模 

Ｍ 

津波 

規模 

ｍ 
地震・津波の概要 

1983.5.26 

昭和 58 

秋田・青森県

沖 

40°21.4′N 

139°04.6′E 

7.7 2.5 

[3] 

秋田県沖：『昭和 58 年日本海中部地震』：被害は秋

田県で最も多く，青森・北海道がこれに次ぐ．日本

全体で死 104（うち津波によるもの 100），傷 163（同

104），建物全壊 934，半壊 2115，流失 52，一部破

損 3258，船沈没 255，流失 451，破損 1187．津波は

早い所では津波警報発令以前に沿岸に到達した．石

川・京都・島根など遠方の府県にも津波による被害

が発生した． 

 

1993.7.12 

平成５ 

北海道南西沖 

42°46.8′N 

139°11.0′E 

7.8 [3] 
北海道南西沖：『平成５年北海道南西沖地震』：地震

に加えて津波による被害が大きく，死 202，不明 28，

傷 323．特に地震後間もなく津波に襲われた奥尻島

の被害は甚大で，島南端の青苗地区は火災もあって

壊滅状態，夜 10 時すぎの闇のなかで多くの人命，

家屋等が失われた．津波の高さは青苗の市街地で

10ｍを越えたところがある． 

また，津波は日本海沿岸の各地に達し，船の転覆沈

没は新潟県で 24，石川県 24，島根県で 70 隻． 

注） ・「発生場所(緯度・経度)」および「地震規模Ｍ」は，次の値を示している。 

1884年以前の地震：宇佐美（2003）(2) 

1885年～1922年の地震：宇津ほか編(2001)(5) 

1923年以降の地震：気象庁の発表による。 

・「津波規模 ｍ」は，宇佐美(2003)(2)による。 

ただし，［ ］は羽鳥による値（宇佐美（2003）(2)により引用），< >は羽鳥（1984）(9)による値

で，宇佐美（2003）(2)と異なる場合のみ示している。 

・「地震・津波の概要」は，宇佐美（2003）(2)，理科年表（2007）(6)，渡辺（1998）(3)および渡辺

（1985）(4)を参照している。 
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第２表 能登半島における既往津波高 

市町 地名
1741年
寛保元年

渡島半島西方沖

1833年
天保4年
山形県沖

1983年
昭和58年
日本海中部

1993年
平成5年

北海道南西沖
佐々波 0.20
百海漁港 0.25
和倉 0.10
向田郵便局 0.15

鳳珠郡穴水町 甲 0.40 0.64
前波漁港 0.20
古君漁港 0.35

鳳珠郡能登町 鵜川 0.30
七見漁港 0.30
宇出津 0.60
小木 0.90
長尾 0.10
松波 1.30

珠洲市 鵜飼 1.10
蛸島 0.30
小泊 0.20
寺家漁港 1.00 1.40
狼煙漁港 2.50 1.96
折戸船曳斜面 2.30
木ノ浦 2.90
高屋漁港 0.90
長橋漁港 1.50 0.50
真浦 1.00 1.10

輪島市 曽々木 1.15
名舟 0.10
輪島 5.7 1.50 2.00
鵜入港 3.50
大沢港 1.90
上大沢 2.30
皆月漁港 3～4 1.25 1.20
五十州漁港 1.40
吉浦 0.30
猿山崎 1.30
深見漁港 1.45
黒島 0.30
赤神漁港 0.70 0.10
剣地漁港 0.45

羽咋郡志賀町 赤崎漁港 0.90 1.50
富来漁港 0.60
西海 0.30
福浦漁港 1.80 1.98
上野 0.50
安部屋漁港 1.30
高浜漁港 1.30

羽咋市 柴垣漁港 1.00
滝漁港 0.40

金沢市 金石港 0.30
白山市 美川漁港 0.30
加賀市 橋立 0.50

塩屋 0.40

　羽鳥

　　(1984)
（9）

　渡辺

　　(1998)
（3）

　東北大学

　　(1984)
（14）

　首藤ほか

　　(1997)
（18）

七尾市

引用文献 

[単位：ｍ] 

(15) (19)
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第３表 簡易予測式による歴史地震の推定津波高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
l) 宇佐美(2003)(2)，宇津ほか編(2001)(5)および気象庁による震央位置。なお，宇佐美(2003)(2)に

おいて，震央位置に幅のある場合には中央値を用いている。 

2) 震央から敷地までの海洋上の最短距離。１ｋｍ単位に切り捨てた値を示している。 

3) 宇佐美(2003)(2)，宇津ほか編(2001)(5)および気象庁によるマグニチュード。なお，宇佐美

(2003)(2)において，マグニチュードに幅のある場合には中央値を示している。 

4) 阿部(1988,1999)(27)， (29)等によるモーメント・マグニチュードＭw および津波マグニチュード

Ｍt。 

なお，太字で表したものは阿部(1999)(29)による歴史津波のＭw 及びＭt を表している。 

5) 相田(1977)(34)等による地震モーメントＭ0 より算定したモーメント・マグニチュードＭw。 

6）推定津波高の算出の際に，マグニチュードは(a)のＭw，（b）のＭt，（c）のＭw の順に優先し

ている。 

なお，阿部(1999)(29)による歴史津波のＭt を用いる場合はＭw=Ｍt－0.4 として簡易予測式によ

り計算している。 

Ｍｗ Ｍｔ
(a) (b)

1741年
(渡島半島西方沖)

41.6°N

（寛保元年） 139.4°E

1833年
(山形県沖）

38.9°N

（天保４年） 139.25°E

1983年
日本海中部地震

40°21.4′N

（昭和58年） 139°04.6′E

1993年
北海道南西沖地震

42°46.8′N

(平成５年） 139°11.0′E

425

672

Ｍｗ 5)

(c)

マグニチュード

558

313

 津波の

 伝播距離　2)

  Δ　(km)

6.9 －

Ｍ 3)

(d)

阿部(1988,1999)等 4)

8.4 －

7.5 7.7 8.1 8.0

0.8　(b) －

7.8 7.7 8.1 7.8

7.7 7.9 8.1 7.9

0.3　(a)
0.5　(b)
0.4　(c)

0.5
(上野)

震央位置　1)発生年

0.7　(a)
1.4　(c)

－

0.8　(a)
1.3

(高浜漁港)

  推定

  津波高 6)

   Ｈｔ
    (m)

発電所近傍
既往津波高

   (m)
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項  目 計 算 条 件 

計算領域 日本海全域 

A 領域 B 領域 C 領域 D 領域 E 領域 F 領域 G 領域 H 領域
計算格子間隔ΔS 

1.6km 800m 400m 200m 100m 50m 25m 12.5m

計算時間間隔Δt 0.45 秒 

基礎方程式 非線形長波（浅水理論）の連続式及び運動方程式 

沖側境界条件 
・外側の大格子領域と水位・流速を接続 
・海域部は自由透過条件 

陸側境界条件 

【A領域～E領域】 
 

完全反射条件 

【F領域～H領域】 
 

小谷ほか（1998）（37） 

の遡上境界条件 

初期条件 
断層モデルを用いて Mansinha and Smylie（1971）（38）の方法に 
より計算される海底面変位を海面上に与えている 

海底摩擦 
マニングの粗度係数 n=0.03m-1/3s 
（土木学会（2002）（1））より 

水平渦動粘性係数 10m2/s（土木学会（2002）（1）） 

計算時間 
・能登半島周辺の海域活断層津波：地震発生後 3.0 時間 
・日本海東縁部の津波     ：地震発生後 6.0 時間 

第４表 計算条件一覧  
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ここに， 

  ｘ,ｙ：水平方向座標，ｔ：時間，η：静水面からの水位 

  Ｍ,Ｎ：それぞれｘ,ｙ方向の線流量 

  Ｄ：全水深（Ｄ=ｈ+η-ζ） 

  ｈ：静水位，ζ：地震に伴う海底地盤の隆起量 

  ｇ：重力加速度 

  Ａh：水平渦動粘性係数，ｎ：マニングの粗度係数 

基礎方程式：非線形長波（浅水理論）の連続式および運動方程式 
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ここに， 

  ｘ,ｙ：水平方向座標，ｔ：時間，η：静水面からの水位 

  Ｍ,Ｎ：それぞれｘ,ｙ方向の線流量 

  Ｄ：全水深（Ｄ=ｈ+η-ζ） 

  ｈ：静水位，ζ：地震に伴う海底地盤の隆起量 

  ｇ：重力加速度 

  Ａh：水平渦動粘性係数，ｎ：マニングの粗度係数 
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北
海
道 

第５表 日本海沿岸における既往津波高と計算津波高の比較 

―1993 年北海道南西沖地震津波― 
 

地 名 
既 往 
津波高
(m) 

計 算 
津波高
(m) 

計算
格子
分割
(m)

備考

礼文郡礼文町 鉄府港 1.66 1.10 400

利尻郡利尻町 沓形港 1.18 1.65 400

南浜漁港 1.81 1.02 400
利尻郡利尻富士町 

鬼脇漁港 2.02 1.37 400

稚内港 0.70 0.80 400
稚内市 

抜海漁港 0.99 0.98 400

天塩郡豊富町 稚咲内漁港 1.74 1.01 400

天塩郡天塩町 天塩川河口 1.11 0.94 400

豊岬漁港 1.17 0.83 400
苫前郡初山別 

初山別漁港 1.33 0.86 400

苫前郡初山別羽幌町 羽幌港 1.39 0.97 400

苫前郡苫前町 苫前漁港 1.31 0.81 400

留萌郡小平町 鬼鹿漁港 1.04 0.69 400

三泊漁港 1.44 0.95 400
留萌市 

留萌港 1.17 1.37 400

増毛港 1.13 0.93 400
増毛郡増毛町 

岩老漁港 1.11 1.01 400

浜益漁港 1.94 0.97 400

濃昼漁港 1.63 0.73 400石狩市 

石狩川河口 0.86 0.89 400

既
往
津
波
高
は
文
献
①
に
よ
る 

銭函海岸 1.02 0.72 400
小樽市 

朝里海岸 1.00 0.99 400

入舸漁港 2.47 2.57 200

積丹川右岸 2.56 2.58 200

野塚浜中 2.30 2.59 200
積丹郡積丹町 

沼前 2.60 2.22 200

川白漁港 1.95 1.91 200

珊内 4.20 3.91 200

神恵内 4.46 5.45 200
古宇郡神恵内村 

南の入り江 4.79 3.49 200

盃 3.07 2.87 200

渋井 2.62 2.40 200古宇郡泊村 

渋井 3.04 2.33 200

岩内郡共和町 堀株川河口 2.52 2.47 200

岩内 

(ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙ)
2.78 2.36 400

岩内郡岩内町 

敷島内 3.33 1.73 400

尻別川右岸 2.43 3.35 200
磯谷郡蘭越町 

尻別川左岸 3.35 4.30 200

寿都郡寿都町 
樽岸 

(朱太川河口)
1.81 2.69 200

歌島 4.65 5.24 200

栄磯 3.99 8.13 200

軽白漁港外南 5.78 8.58 200

永豊 5.18 6.26 200

千走川河口 4.03 3.78 200

千走 10.05 7.25 200

北
海
道 

島牧郡島牧村 

原歌 4.61 5.94 200

既
往
津
波
高
は
文
献
②
に
よ
る 

地 名 
既 往 
津波高
(m) 

計 算
津波高
(m)

計算
格子
分割
(m)

備考

須築 5.41 6.43 200

吹込 6.58 7.70 200

三本杉 

(三本杉岩の背後)
6.09 9.16 200

馬場川左岸 4.64 8.02 200

ﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙ 2.30 7.06 200

太櫓 5.85 6.87 200

太櫓 5.51 4.79 200

太櫓(小学校前) 5.94 5.26 200

太櫓(言主神社) 6.70 7.23 200

太田 6.56 6.58 200

宮野 4.81 4.74 200

宮野 6.10 5.36 200

平浜 6.67 5.16 200

久遠郡せたな町 

平浜 6.20 5.44 200

二海郡八雲町 相沼 1.78 2.83 200

爾志郡乙部町 豊浜漁港 1.43 1.95 200

檜山郡江差町 江差漁港北部 1.94 3.60 200

内郷浜 2.45 2.76 200

向浜 2.43 3.02 200

八幡牧野 2.21 2.03 200

石崎 1.63 1.81 200

檜山郡上ノ国町 

小砂子 1.56 1.88 200

原口 1.12 1.78 200

大津 1.65 1.69 200

札前最南 1.13 1.35 200
松前郡松前町 

大礒 1.18 1.07 200

チコギ崎 2.17 2.07 200

小入川 2.00 1.88 200

滝ノ間 1.62 1.52 200

八森(小学校南) 1.72 1.33 200

八森 

(日本海中部 

地震津波の 

最大遡上点) 

2.39 1.79 200山本郡八峰町 

峰浜村 

(水沢川河口)

3.47 2.28 200

竹生川河口 2.77 2.56 200

落合浜 3.11 2.67 200

能代火力南 1.73 1.86 200

浅内 

(鑛滓処理場)

2.46 2.35 200能代市 

浅内 

(八竜町境界)

2.17 1.72 200

山本郡三種町 釜谷海岸 1.57 1.51 200

五明光 1.63 1.46 200

秋
田
県 

男鹿市 
加茂青砂港外 1.78 2.08 200

 

既
往
津
波
高
は
文
献
②
に
よ
る 



添付-5.2-2 

(20/51) 

地 名 
既 往 
津波高
(m) 

計 算 
津波高
(m) 

計算
格子
分割
(m)

備考

秋
田
県 

潟上市 
天王町 

（出戸浜の南）
1.81 1.68 200

湯野浜 

(海水浴場)

1.83 1.43 200山
形
県 

鶴岡市 

由良港の北 0.85 1.04 200

奥田 

(中浜海水浴場)

2.68 2.73 200

既
往
津
波
高
は
文
献
②
に
よ
る 

府屋海岸 2.27 3.05 200
岩船郡村上市 

寒川海岸 2.40 2.21 200

胎内市 胎内川西 1.74 1.80 200

北蒲原郡聖籠町 加治川西 1.49 1.27 200

新
潟
県 

新潟市 新川河口西 1.12 1.28 200

両津(魚市場) 1.10 1.02 200

浦川 1.19 1.17 200

北小浦 1.50 1.76 200

鷲崎 1.54 2.73 200

藻浦 2.23 2.19 200

深浦 1.04 0.50 200

佐
渡
島 

佐渡市 

小木 0.78 0.99 200

既
往
津
波
高
は
文
献
③
に
よ
る 

鳳珠郡穴水町 甲 0.64 0.52 100

宇出津 0.6 0.52 200

小木 0.9 0.67 200鳳珠郡能登町 

松浪 1.3 0.83 200

鵜飼 1.1 0.94 200

寺家 1.4 1.39 200

狼煙 1.96 2.06 200

折戸 2.3 1.73 200

木ノ浦 2.9 1.94 200

長橋港 0.5 0.96 200

珠洲市 

真浦港 1.1 1.26 100

輪島港 2.0 2.26 50

鵜入港 3.5 2.44 50

大沢港 1.9 1.61 50

上大沢 2.3 2.13 100

皆月港 1.2 1.89 100

五十州 1.4 1.93 100

輪島市 

猿山崎 1.3 1.32 100

赤崎港 1.5 2.59 50

福浦 1.98 1.24 25

石
川
県 

羽咋郡志賀町 

上野 0.5 1.22 50

福井市 大丹生 0.7 1.08 200

小樟 0.5 0.55 200

廚 1.0 0.63 200丹生郡越前町 

高佐 1.0 0.74 200

甲楽城 0.6 0.55 200

福
井
県 

南条郡南越前町 
河野 1.0 0.66 200

既
往
津
波
高
は
文
献
④
に
よ
る 

地 名 
既 往 
津波高
(m) 

計 算
津波高
(m)

計算
格子
分割
(m)

備考

浦底 0.5 0.34 50

立石 0.7 0.65 50

 敦賀市 

白木 0.6 0.86 50

美方郡美浜町 日向 0.5 0.69 200

田烏 1.4 0.74 200

矢代 1.0 0.58 200

西小川 1.1 0.88 200
小浜市 

西津 0.6 0.60 200

和田 0.9 0.77 200

高浜 1.4 0.82 200

福
井
県 

大飯郡高浜町 

音海 1.0 1.06 200

水が浦 0.6 0.98 200

田井 1.1 0.80 200

野原 1.2 1.67 200
舞鶴市 

小橋 1.5 1.28 200

宮津市 栗田 0.5 0.68 200

平田 0.7 0.73 200

新井崎 1.1 1.74 200

泊 1.2 1.74 200
与謝郡伊根町 

蒲入 0.8 1.25 200

中浜 0.9 1.12 400

間人 0.6 0.75 400

磯 1.0 1.02 400

京
都
府 

京丹後市 

塩江 0.8 0.82 400

既
往
津
波
高
は
文
献
④
に
よ
る 

既往津波高については，以下の文献を参照。 

文献①：後藤ほか（1994）(18) 

文献②：東北大学（1994）(17) 

文献③：阿部ほか（1994）(20) 

文献④：都司ほか（1994）(21) 

なお，地名については，文献の地点名称を基本とし，市町村合併後の

市町村名に対応させ記載。 
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第６表 日本海沿岸における既往津波高と計算津波高の比較 
―1983 年日本海中部地震津波― 

 

地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算 
津波高 
(m) 

計算
格子
分割
(m)

備考

北津軽郡中泊町 母衣内 3.34 2.51 400

五所川原市 十三湖入り口 2.17 2.38 200

車力村(町) 2.86 2.46 200

出来島 3.82 3.25 200つがる市 

出来島(岸壁) 2.79 2.52 200

鯵ヶ沢町北端 4.06 2.70 200

川尻(鳴沢川) 3.08 2.67 200

浜町 2.54 2.99 200

淀町 2.04 2.38 200

大和田 2.61 2.83 200

西津軽郡鰺ヶ沢町 

赤石 2.76 2.54 200

桜田 3.22 2.69 200

柳田 3.66 2.65 200

北金ヶ沢 2.26 1.97 200

田野沢港 3.63 5.57 200

田野沢 4.76 3.78 200

下晴山 4.32 5.38 200

鳥居崎 3.38 4.32 200

風合瀬 2.95 4.48 200

風合瀬 4.45 4.51 200

黒崎 4.30 4.32 200

轟木漁港 4.28 6.91 200

広戸 3.70 4.13 200

深浦(役場裏) 3.15 4.19 200

深浦(役場前) 3.90 4.09 200

深浦湾正面 3.69 6.68 200

湯ノ沢川河口 3.39 4.40 200

深浦 3.06 3.94 200

岡崎 3.12 3.11 200

横磯 4.44 3.72 200

小福浦 5.06 3.82 200

黄金崎 4.40 3.27 200

舮作崎 4.56 3.71 200

沢辺漁港 3.59 2.86 200

吉花 3.47 3.63 200

玉坂川 4.20 3.92 200

松原 3.71 6.53 200

森山 5.16 5.17 200

十二湖駅 4.85 5.77 200

黒崎 4.94 5.63 200

宮崎浜 4.68 5.03 200

門ノ沢川河口 4.46 6.78 200

下小屋野 4.64 5.69 200

木蓮寺 5.99 6.11 200

筧 4.89 4.94 200

板貝 5.78 5.27 200

青
森
県 

西津軽郡深浦町 

 

 

 

 

 

 

 

 

須郷岬 4.34 4.09 200

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1
5
) 

に
よ
る 

地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算
津波高
(m)

計算
格子
分割
(m)

備考

蔦の沢 6.04 3.76 200

チゴキ崎 5.10 3.68 200

岩館 5.09 5.16 200

小入川 5.49 4.20 200

岩館漁港 3.88 5.26 200

伊勢鉢台 7.38 5.39 200

滝ノ間 5.30 5.31 200

八森漁港北１ 7.84 4.50 200

八森漁港北２ 5.52 5.07 200

八森漁港南 5.10 3.75 200

造船所跡 7.36 5.17 200

泊漁港北 9.24 5.04 200

泊川河口 5.25 6.73 200

泊川五能線下 7.19 6.73 200

泊川河口 5.60 6.73 200

寺の後１ 5.82 7.16 200

寺の後２ 8.64 7.30 200

八森後 9.52 7.47 200

潮浜温泉北 10.18 7.75 200

潮浜温泉南 10.44 8.09 200

磯村 9.86 8.43 200

蝦夷倉 11.54 9.30 200

大沼 13.75 10.13 200

目名潟 11.51 10.05 200

水沢川河口北 12.98 12.05 200

塙川河口南 9.47 11.11 200

峰浜 
(ゴルフ場裏北)

11.30 10.74 200

峰浜 
(ゴルフ場裏南)

11.00 12.98 200

高野野 9.65 10.37 200

山本郡八峰町 

竹生川河口北 10.36 10.91 200

落合北 10.30 6.97 200

能代温泉 11.50 6.79 200

落合 7.37 7.66 200

落合(ｻﾆｰﾗﾝﾄﾞ裏) 7.85 7.69 200

能代火力 6.40 5.45 200

能代火力南 6.50 6.02 200

浜浅内 
(ﾛｹｯﾄ実験所南)

6.41 6.50 200

浜浅内 
(ﾛｹｯﾄ実験所)

6.41 6.58 200

浅内 6.77 8.05 200

能代市 

黒岡 7.11 7.97 200

山本郡三種町 釜谷 6.86 7.16 200

五明光 6.79 5.68 200

美野 6.94 6.60 200男鹿市 

宮沢海水浴場 6.61 5.73 200

秋
田
県 

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1
5
) 

に
よ
る 
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地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算 
津波高 
(m) 

計算
格子
分割
(m)

備考

浜間口 3.30 5.04 200

相川漁港 2.42 3.93 200

北浦 3.12 4.16 200

野村川河口 3.51 4.02 200

湯野尻 3.71 6.39 200

西黒沢 5.19 3.52 200

入道崎南東 3.02 4.09 200

入道崎 5.95 3.12 200

赤島 4.71 3.31 200

戸賀 1.53 2.33 200

浜塩谷 3.27 5.76 200

塩戸下町 2.17 2.84 200

戸賀 
（男鹿水族館） 3.71 3.89 200

戸賀 

(男鹿水族館北側)
3.08 3.89 200

戸賀 

(男鹿水族館南側)
3.23 3.89 200

加茂青砂 3.34 6.25 200

門前岬北 2.82 3.73 200

門前岬南 2.41 2.86 200

潮瀬崎 1.84 1.78 200

羽立 1.76 2.11 200

脇本 2.86 1.85 200

男鹿市 

船越水道北 1.75 2.68 200

天王町 4.74 3.41 200

出戸浜 1.95 3.77 200潟上市 

天王町南端 4.90 3.10 200

秋田港北 2.06 2.68 200

秋田市向浜 2.20 5.15 200

雄物川河口北 2.19 4.68 200

雄物川河口外海 2.27 4.68 200

秋田市 

下浜 3.61 3.50 200

道川 2.01 2.63 200

二古南 2.32 2.21 200

松ヶ崎 2.44 2.27 200

松ヶ崎 1.92 1.85 200

今泉 1.82 1.95 200

本荘港北（子吉川） 2.86 1.97 200

由利本荘市 

西目海水浴場 1.52 2.07 200

金浦町 
（飛舟だまり）

1.98 1.72 200

秋
田
県 

にかほ市 
上浜 1.35 2.31 200

女鹿 1.81 1.55 400

滝の浦 2.26 1.79 400

十六羅漢岩 2.68 1.72 400

吹浦旧港 2.23 1.34 400

吹浦新港 1.93 2.05 400

十里塚 2.62 2.11 400

服部興野 2.77 2.01 400

青塚 2.64 2.35 400

山
形
県 

飽海郡遊佐町 

白木 
(日向川河口) 

1.88 2.23 400

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1
5
) 

に
よ
る 

地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算
津波高
(m)

計算
格子
分割
(m)

備考

宮野浦 1.41 1.38 200酒田市 

浜中 1.90 1.21 200

湯野浜 1.16 1.25 200

湯野浜 1.81 1.23 200

金沢 1.89 2.47 200

賀茂 1.24 1.01 200

賀茂(岸壁) 0.97 0.95 200

油戸 1.02 1.15 200

由良 1.26 1.55 200

泊 2.00 1.11 200

三瀬 1.22 1.18 200

三瀬(漁港船揚場) 1.86 1.35 200

小波渡 1.08 1.53 200

堅苔沢 1.79 1.46 200

五十川 1.38 1.02 200

鈴 1.25 1.91 200

暮坪 2.84 1.12 200

米子(漁港突堤) 1.66 1.47 200

米子 0.94 1.45 200

温海 2.21 1.41 200

釜谷坂 1.12 1.22 200

宮名 1.31 1.00 200

小岩川 1.67 1.25 200

浜中 1.91 1.77 200

早田 1.34 2.06 200

鶴岡市 

鼠ヶ関 1.25 1.26 200

山北町北（府屋） 2.04 1.45 200

寝屋 1.06 1.14 200

笹川流 1.19 1.45 200

桑川 1.42 1.22 200

馬下 1.33 1.42 200

柏尾 1.33 1.37 200

野潟 2.28 1.33 200

野潟 1.38 1.55 200

瀬波 1.58 1.57 200

村上市 

岩船 2.02 2.04 200

桃崎浜 1.71 2.25 200
胎内市 

村松浜 1.61 2.56 200

北蒲原郡聖籠町 次第浜 1.94 1.64 200

島見浜 1.64 1.87 200

新井郷川河口 2.04 1.95 200

松浜 2.24 1.51 200

阿賀野川 1.64 1.35 200

入船町 0.78 1.46 200

窪田町浜 1.64 1.25 200

関屋金衛町浜 1.25 1.39 200

五十嵐浜 1.79 1.38 200

関屋分水河口 
（西岸）

1.50 1.52 200

新
潟
県 

新潟市 

新川河口 2.00 1.38 200

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1
5
) 

に
よ
る 

山
形
県 
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地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算 
津波高 
(m) 

計算
格子
分割
(m)

備考

両津 1.44 1.21 200佐
渡
島 

佐渡市 
両津 1.36 1.29 200

 

白瀬 0.95 0.57 200

浦川 0.94 0.82 200

黒姫 1.14 0.91 200

北小浦 0.93 0.97 200

鷲崎 1.43 1.17 200

藻浦 3.31 3.14 200

願 3.89 2.27 200

北鵜島 2.39 2.30 200

高下 1.39 1.57 200

北川内 2.00 1.62 200

北狄 0.82 1.07 200

姫津 0.93 0.54 200

達者 1.23 2.53 200

相川 1.26 1.39 200

稲鯨 0.81 0.69 200

二見 0.64 0.84 200

佐和田 0.43 0.73 200

小木大浦 1.24 0.82 200

江積 0.73 0.66 200

小木 0.57 1.03 200

羽茂 0.60 0.92 200

三瀬 0.76 0.78 200

赤泊 0.81 0.98 200

多田 0.68 0.38 200

野浦 0.53 0.48 200

佐
渡
島 

佐渡市 

大川 1.01 0.89 200

寺家漁港 1.00 0.94 200

狼煙漁港 2.50 1.24 200

高屋漁港 0.90 1.11 200

長橋漁港 1.50 1.40 200

珠洲市 

真浦 1.00 1.33 100

曽々木 1.15 1.56 100

輪島 1.50 2.29 50

皆月漁港 1.25 1.13 100

深見漁港 1.45 1.54 100

輪島市 

赤神漁港 0.70 0.73 100

赤崎漁港 0.90 0.91 50

富来漁港 0.60 0.95 50

福浦漁港 1.80 0.98 25

安部屋漁港 1.30 0.92 50

羽咋郡志賀町 

高浜漁港 1.30 0.78 50

羽咋市 柴垣漁港 1.00 0.82 50

石
川
県 

加賀市 橋立漁港 0.50 0.72 200

敦賀港 0.50 0.64 100

貯木場 0.60 0.32 100
福
井
県 

敦賀市 

浦底 0.50 0.36 50

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1
5
) 

に
よ
る 

地 名 
既 往 
津波高 
(m) 

計 算
津波高
(m)

計算
格子
分割
(m)

備考

菅浜 0.80 0.93 100三方郡美浜町 

日向漁港 1.00 1.23 200

小川漁港 0.50 0.58 200三方上中郡若狭町

世久見漁港 0.80 0.73 200

小浜漁港 0.50 0.47 200
小浜市 

岡津漁港 0.60 0.33 200

大飯郡おおい町 本郷漁港 0.60 0.42 200

若狭和田 0.70 0.62 200

若狭和田 1.00 1.14 200大飯郡高浜町 

高浜漁港 0.50 0.69 200

田井 1.00 0.60 200

野原 2.00 2.00 200

小橋 2.50 3.08 200

三浜 1.00 1.09 200

舞鶴市 

中舞鶴 1.00 0.43 200

平田 0.70 0.93 200

新井 1.00 1.08 200

千枚田 1.00 1.30 200
与謝郡伊根町 

本庄浜 1.00 1.49 200

間人 0.80 1.24 400

三津 0.80 1.25 400

浅茂川 0.80 1.37 400

京
都
府 

京丹後市 

旭 1.60 1.33 400

 

地名については，文献の地点名称を基本とし，市町村合併後の市町村

名に対応させ記載。 

福
井
県 

既
往
津
波
高
は
東
北
大
学(

1
9
8
4
)
(1

5
)

に
よ
る 
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第７表 日本海沿岸における既往津波高と計算津波高の比較 

―1833 年（山形県沖）地震津波― 

 

計算津波高(m) 
地 名 

既 往

津波高

(m) 1 枚断層 2 枚断層

計算 
格子分割 

(m) 
備考 

秋田県 にかほ市 象潟 3.50 2.40 4.15 200 

酒田市 酒田 7.50 11.05 6.04 200 

湯の浜 4.50 6.82 5.06 200 

加茂 8.00 9.29 5.75 200 

今泉 4.50 8.80 4.36 200 

由良 5.50 7.26 4.83 200 

五十川 5.50 7.48 3.96 200 

山形県 
鶴岡市 

鼠ヶ関 5.50 10.80 5.38 200 

岩船郡山北町 府屋 7.00 12.38 5.24 200 

村上市 岩船 4.50 5.31 2.81 200 

胎内市 荒川 4.50 4.94 4.48 200 

松ヶ崎 3.50 3.74 2.91 200 

新潟 5.00 4.45 3.43 200 新潟市 

角田浜 5.00 2.96 3.57 200 

新潟県 

三島郡出雲崎町 出雲崎 2.50 1.84 2.21 200 

小木 1.00 1.22 1.50 200 

赤泊 1.50 1.73 2.14 200 

両津 4.50 2.68 3.48 200 

鷲崎 3.50 5.11 3.60 200 

願 3.50 4.90 3.85 200 

鵜島 3.50 3.42 3.48 200 

岩谷口 5.00 2.97 5.88 200 

真更川 3.50 3.57 3.69 200 

石名 3.50 2.89 4.27 200 

高下 3.50 2.29 4.16 200 

佐渡 佐渡市 

相川 2.50 1.82 3.51 200 

富山県 氷見市 氷見 1.50 0.85 1.09 100 

石川県 輪島市 輪島 5.70 4.54 6.48 50 

既
往
津
波
高
は
※
部
を
除
き
文
献
①
に
よ
る
（
※
部
は
文
献
②
に
よ
る
） 

既往津波高については，以下の文献を参照。 

 文献①：渡辺（1985）(4) 

 文献②：萩原（1989）(12) 

なお，地名については，文献の地点名称を基本とし，市町村合併後の市町村名に対応させ記載。 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 
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(*)海域部の断層長さと全体の断層長さとの比を考慮して算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８表 海域活断層における推定津波高  

笹波沖断層帯（東部） ① 21 13.7 1.71 1.70×1019 15 1.21×1019 6.7 23 0.9

笹波沖断層帯（西部） ② 25 15.0 2.04 2.62×1019 25 2.62×1019 6.9 24 1.4

笹波沖断層帯（全長） ①＋② 45 15.0 3.75 8.88×1019 40 7.78×1019 7.2 21 3.1 (*)

海士岬沖断層帯 ③ 18 11.7 1.46 1.06×1019 18 1.06×1019 6.6 16 1.2

羽咋沖東撓曲 ④ 34 15.0 2.80 4.93×1019 34 4.93×1019 7.1 20 2.6

羽咋沖西撓曲 ⑤ 23 15.0 1.91 2.31×1019 23 2.31×1019 6.8 24 1.3

前ノ瀬東方断層帯 ⑥ 30 15.0 2.45 3.80×1019 30 3.80×1019 7.0 27 1.6

珠洲岬沖断層帯 ⑦ 69 15.0 5.77 2.10×1020 69 2.10×1020 7.5 89 1.5

猿山岬北方沖断層 ⑧ 49 15.0 4.07 1.05×1020 49 1.05×1020 7.3 51 1.7

Ｆ－１ ⑨ 34 15.0 2.82 5.02×1019 34 5.02×1019 7.1 95 0.5

Ｆ－２ ⑩ 27 15.0 2.24 3.18×1019 27 3.18×1019 6.9 58 0.7

Ｆ－３ ⑪ 40 15.0 3.29 6.85×1019 40 6.85×1019 7.2 84 0.8

Ｆ－４ ⑫ 31 15.0 2.54 4.06×1019 31 4.06×1019 7.0 99 0.5

推定
津波高
Ｈｔ
(m)

地震
ﾓｰﾒﾝﾄ

Ｍ０

(N･m)

津波の
伝播距離
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推定位置 既往津波 

海域活断層に 
想定される地震

に伴う津波 

日本海東縁部に
想定される地震

に伴う津波 

約 1.5m 約 4.2m 約 4.5m 
最大水位
上昇量 

最大遡上点 
1833 年 

(山形県沖) 
羽咋沖東撓曲 秋田県・山形県沖

約 0.8m 約 2.7m 約 2.1m 1 号補機冷却水 

取水口 
1833 年 

(山形県沖) 

笹波沖断層帯 

(全長) 
秋田県・山形県沖

約 1.0m 約 3.0m 約 2.3m 

最大水位
下降量 

2 号補機冷却水 
取水口 

1833 年 

(山形県沖) 

笹波沖断層帯 

(全長) 
秋田県・山形県沖

 

 

 

 

第９表 数値シミュレーションによる津波高の検討結果  

太字は，評価に用いる最大水位上昇量および最大水位下降量を示している。 
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項 目 計 算 条 件 

計算領域 

取水口～取水路（トンネル）～合流点 

補機冷却水取水口～取水路（トンネル）～合流点 

合流点～取水路（トンネル）～取水槽～海水熱交換器建屋海水

ポンプ室 

計算時間間隔⊿t 0.1 秒 

基礎方程式 非定常管路流の連続式および運動方程式 

取水槽側境界条件 

（ポンプ取水量） 

1 号機通常運転時    ：40.0m3/s 

1 号機循環水ポンプ停止時：2.0 m3/s 

2 号機通常運転時    ：93.0m3/s 

2 号機循環水ポンプ停止時：3.0 m3/s 

取水路の損失係数 

流入・曲がり・摩擦等の損失水頭が実験および計算を踏まえた

以下の設計値となるように【 】内に示すマニングの粗度係数

を設定。なお，経年時は，水路全周に 15ｃｍの貝代を考慮。

 

 

 

想定する潮位条件 
水位上昇側：朔望平均満潮位 T.P.+0.5m(47) 

水位下降側：朔望平均干潮位 T.P.-0.05m(47) 

地盤変動条件 地盤変動量を考慮 

計算時間 
海域活断層 ：地震発生後 3 時間 

日本海東縁部：地震発生後 6 時間 

 

基礎方程式（管水路の連続式および運動方程式） 

（ポンプ室での連続式） 

0



x

Q
 

（運動方程式） 

0
2

1
3/4

2






















g

vv
f

xR

vvn
gA

x

H
gA

t

Q
 

（合流・分岐部の連続式） 

0
1




m

i
iQ  

 

 

 

 

 

 

第 10 表 水位変動の数値シミュレーションの計算条件  

損失水頭 
号機

運転初期 経年時 
1 号 1.1ｍ【0.021】 4.8ｍ【0.037】
2 号 0.9ｍ【0.026】 3.3ｍ【0.044】

ここに，ｔ：時間，Ｑ：流量，ｖ：管路の流速，ｘ：管底に沿った座標 

Ａ：流水断面積，Ｈ：圧力水頭＋位置水頭，ｇ：重力加速度 

ｎ：マニングの粗度係数，Ｒ：径深，⊿ｘ：管路の流れ方向の長さ 

ｆ：局所損失係数 

ｍ：合流・分岐部に流入する管路の数 
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 第１図 評価フロー  

既往津波の検討 

日本海東縁部に想定される

地震に伴う津波の検討 

断層モデルの設定 

再現性 

既往最大津波の評価 

海域活断層に想定される

地震に伴う津波の検討 

断
層
モ
デ
ル
・
計
算

条
件
の
見
直
し 

数値計算 

パラメータスタディ 

の範囲を設定 

数値計算 

日本海東縁部津波の評価活断層津波の評価 

(参考) 再現性 

広域のＫ(幾何平均)，κ

(幾何標準偏差)につい

て， 

0.95＜Ｋ＜1.05， 

κ＜1.45 

を目安とする。 

津波に対する安全性評価 
（地震による地盤変動・潮位考慮） 

海域活断層調査， 

文献調査等による 

対象津波の抽出 

断層モデルの設定 

パラメータスタディ

の範囲を設定 

地震地体構造等の 

知見を踏まえた 

対象津波の抽出 

文献調査等による 

対象津波の抽出 

数値計算 

津波水位の評価 

基準断層モデルの設定  

Yes 

No 
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第２図 日本海で発生した地震と津波波源域  

（羽鳥（1999）(13)に一部加筆） 

（羽鳥（1995）(14)の一部を記載） 

能
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お
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そ
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2007 能登半島地震 

6.9/－1 

能

登

半

島

の

西

方

海
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々

波

1741年　(渡島半島西方沖)

1833年　(山形県沖)

1983年　日本海中部地震

1993年　北海道南西沖地震
津
波
高
（

ｍ
）

塩屋 

橋立 

美川漁港 

滝漁港 

柴垣漁港 

高浜漁港 
安部屋漁港 

上野 

福浦漁港 
百海漁港 

向田郵便局 

甲 

前波漁港 
古君漁港 

鵜川 
七見漁港 

宇出津 
小木 

松波 

鵜飼 蛸島 

小泊 

寺家漁港 

狼煙漁港 

木ノ浦 

高屋漁港 

長橋漁港 

折戸船曳斜面 

真浦 曽々木 

輪島 

鵜入港 

大沢港 
上大沢 

皆月漁港 

五十州漁港 

吉浦 

猿山崎 

深見漁港 

黒島 

赤神漁港 

剣地漁港 
赤崎漁港 

西海 

佐々波 
和倉 

長尾 

名舟 

金石港 

富来漁港 

第３図 能登半島における既往津波高の比較 

○
志賀原子力発電所
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第４図(1) 計算領域と水深（全域図） 
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第４図(2) 計算領域と水深 
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第５図(1) 計算領域の格子分割 
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 第５図(3) 計算領域の格子分割 

第５図(2) 計算領域の格子分割 
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第６図 津波の波長を基に 1 波長に対して必要となる計算 
格子間隔と設定値 

能登半島周辺の海底地形 

Shuto et al.(1986)(31)の提案：水深と津波の
周期から推定される津波の波長を基に 1 波長
に対して必要な計算格子間隔 

に基づき，下図のとおり計算格子間隔を設定。

格子間隔の設定にあたっての条件等 

設 定 

津波の１波長に対し十分な 
分割数となる計算格子間隔  

（ｍ） 
  
津波評価において設定した 
計算格子間隔 

上式に基づく計算格子間隔の計算 
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Ｍw 

Ｌ 

(km)

Ｗ 

(km)

Ｄ 

(m)

ｄ 

(km)

θ 

(°)

δ 

(°) 

λ 

(°) 

DCRC－26 モデル 

[高橋ほか(1995)（ 35）] 
7.84 

90 25 5.71 10 188 35 80 

26 25 4.00 5 175 60 105 

30.5 15 12 5 150 60 105 

第７図 1993 年北海道南西沖地震津波の断層モデル 

第８図 既往津波高と計算津波高との比較  

     （1993 年北海道南西沖地震津波） 
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Ｍw 

Ｌ 

(km)

Ｗ 

(km)

Ｄ 

(m)

ｄ 

(km)

θ 

(°)

δ 

(°) 

λ 

(°) 

Model－10 

[相田(1984)（ 36）] 
7.74 

40 30 7.6 2 22 40 90 

60 30 3.05 3 355 25 80 

第９図 1983 年日本海中部地震津波の断層モデル  

第 10 図 既往津波高と計算津波高との比較  

    （1983 年日本海中部地震津波） 
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Ｍw 

Ｌ 

(km)

Ｗ 

(km)

Ｄ 

(m)

ｄ 

(km)

θ 

(°)

δ 

(°) 

λ 

(°) 

(A)モデル 

[土木学会(2002)（ 1）] 
7.82 

50 25 6.4 0 10 60 90 

70 25 6.4 0 40 60 120 

(B)モデル 

[土木学会(2002)（ 1）] 
7.76 132 30 4.0 0 208 45 90 

第 11 図 1833 年（山形県沖）津波の断層モデル  

第 12 図 既往津波高と計算津波高との比較  

    （1833 年（山形県沖）津波） 

 

(A)モデル 

(B)モデル 
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第 13 図 1833 年（山形県沖）津波（水位上昇） 
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水位の 
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幅 ：W = 25km 

すべり量 ：D = 6.4m 

上縁深さ ：d = 0km 

走向 ：θ = （北）10° 

    （南）40° 

傾斜角 ：δ = （北）60° 

    （南）60° 

すべり角 ：λ = （北）90° 
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（2 号補機冷却水取水口） 

（1 号補機冷却水取水口） 
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-0.77m

0.98m

-0.92m

第 14 図 1833 年（山形県沖）津波（水位低下） 

２号補機冷却水取水口

１号補機冷却水取水口

 ：露出域 
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番号 断層名 番号 断層名 

① 笹波沖断層帯（東部） ⑦ 珠洲岬沖断層帯 

② 笹波沖断層帯（西部） ⑧ 猿山岬北方沖断層 

①＋② 笹波沖断層帯（全長） ⑨ Ｆ－１ 

③ 海士岬沖断層帯 ⑩ Ｆ－２ 

④ 羽咋沖東撓曲 ⑪ Ｆ－３ 

⑤ 羽咋沖西撓曲 ⑫ Ｆ－４ 

⑥ 前ノ瀬東方断層帯   

第 15 図 海域活断層分布  
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第 16 図 簡易予測式による推定津波高の算定フロー  

1)断層幅の上限Ｗｔは，地震発生層の厚さＨｅを15kmとし，傾斜角δを90°（45～90°
のうちＭｗが最大となる値）とした際には，Ｗｔ=Ｈｅ /sinδ=15kmとなる。また，断層
幅の上限に対応する断層長さＬｔは，Ｌｔ= 1.5Ｗｔ  = 22.5kmとなる。  

2)断層幅の上限に対応するすべり量Ｄｔは，モーメントマグニチュードをＭｗｔ  = (logＬｔ  
+3.77)/0.75=6.83,地震モーメントをＭ 0ｔ  =10^(1.5Ｍｗｔ+9.1)=2.21×1019Nｍ，剛性率
をμ=3.50×1010N/㎡とした際には，Ｄｔ=Ｍ 0ｔ /（μＬｔＷｔ）=1.87ｍとなる。  

3)対象となる活断層が海域と陸域に連続して分布する場合には，Ｍ 0を海域部の断層長さ
Ｌ sと全体の断層長さＬとの比で按分した値を用いている。  

(40) 

(40) 

(41) 

(28) 

断層幅の上限値に対応する断層長さ
Ｌｔおよびすべり量Ｄｔによりすべ
り量Ｄを算定２） 
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第 17 図 海域活断層に想定される地震に伴う津波（水位上昇） 
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第 18 図 海域活断層に想定される地震に伴う津波（水位低下）  
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第 19 図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の検討結果 
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第 20 図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波（水位上昇） 
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第 21 図 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波（水位低下） 
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第23図　取水設備概要図（志賀１号機）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 24 図 取水設備概要図（志賀２号機）  
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第 25 図 水位変動の検討結果  
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津波評価設備等リスト 

 

耐震  
クラス  

設備等の名称  
本評価での

適用  

a. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器･配管系  
・原子炉圧力容器  ○  Ｓ  

・原子炉冷却材圧力バウンダリに属する系統※１  ○  

 

b. 使用済燃料を貯蔵するための施設 
Ｓ  

・使用済燃料貯蔵ラック  ○  

 

c. 原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設および

原子炉の停止状態を維持するための施設  
・制御棒  ○  

・制御棒駆動機構  ○  

Ｓ  

・制御棒駆動系  ○  

 

d. 原子炉停止後，原子炉から崩壊熱を除去するための施設 

・原子炉隔離時冷却系  ○  

・高圧炉心注水系  ○  

・残留熱除去系  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  ○  

 

e. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，原子炉から崩壊熱を除去するた

めの施設  
・原子炉隔離時冷却系  ○  

・高圧炉心注水系  ○  

・残留熱除去系  ○  

・自動減圧系  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  ○  

 

f. 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質

の放散を直接防ぐための施設  

・原子炉格納容器  ○  
Ｓ  

・原子炉格納容器バウンダリに属する系統※２  ○  
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耐震  
クラス  

設備等の名称  
本評価での

適用  
g. 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するため

の施設で直接防ぐための施設のうち上記 f.以外の施設  

・残留熱除去系  ○  

・可燃性ガス濃度制御系  ○  

・非常用ガス処理系  ○  

・原子炉格納容器圧力抑制装置  ○  

Ｓ  

・サプレッションプール  ○  

 

h. 補助設備 

・原子炉補機冷却水系  ○  

・原子炉補機冷却海水系  ○  

・非常用電源  ○  

Ｓ  

・計装設備  ○  

 

その他  i. 建屋，波及的影響を考慮すべき設備など 

 ・耐震安全上重要な建屋（原子炉建屋）  ○  

 ・波及的影響を考慮する設備（原子炉遮へい壁）  ○  

 
・耐震Ｂ，Ｃクラス設備（燃料プール冷却浄化系，サプレッショ

ンプール浄化系，復水補給水系，消火系など）  
○  

 
・耐震Ｂ，Ｃクラス設備（復水貯蔵タンク，原子炉建屋内の復水

補給水系配管及び消火系配管）  
○  

 ・消防車  ○  

 ・高圧電源車  ○  

※１ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系，原子炉隔離

時冷却系，高圧炉心注水系およびほう酸水注入系  

※２ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系，原子炉隔離

時冷却系，高圧炉心注水系，ほう酸水注入系，不活性ガス系，非常用ガス

処理系，可燃性ガス濃度制御系および放射性ドレン移送系  



 

50

RW/B

＃2

Hx/B
＃1 T/B

＃２放水口

防波堤

物揚場

＃１放水口

＃１取水口

＃２取水口

＃１補機冷却水取水口

＃２補機冷却水取水口

波除堤

事務建屋

＃1

＃1
＃1 R/B

S/B

＃2 R/B
＃2 T/B

Hx/B
＃2

開閉所
＃2

＃1

開閉所
#1排気筒

#2排気筒

固体廃棄物貯蔵庫

給水処理建屋

気象観測鉄塔

+21.0m

EL

+3.5m

EL

+35.0m

EL

+21.0m

EL

+11.0m

EL

+21.0m

EL
+30.0m

EL

発 

電 

所 

平 

面 

図 

発電所平面図および模式断面図

① 

①’

（①－①’断面） 

T.P.+3.5m 

T.P.+7.7m 

防波堤

物揚場 

タービン 
建屋

原子炉建屋 

地盤の隆起等の変動を考慮して

も影響はない 

朔望平均満潮位：T.P.＋0.50m 

朔望平均干潮位：T.P.－0.05m 

［T.P.=東京湾平均海面］ 

図では下記潮位を加算した値を記載。 

評価用の津波水位

(水位上昇) 

T.P.+5m程度 

T.P.+11m ＜

評価用の津波水位(水位低下)
T.P.-3m程度 

＞
補機冷却水取水口 

（T.P.-4.5m～-6.5m)

T.P.+21m

取水口: 1 号(T.P.-3.0～-6.0m)
2 号(T.P.-3.5～-9.5m)

模 

式 

断 

面 

図 

添
付
-
5
.
2
-
4



 

 

EL：標高(mm)

EL 2200

EL 11300

添
付

-
5
.
2
-
5

復水補給水ポンプ

非常用
パワーセンター

原子炉隔離時冷却系蓄電池

高圧電源車

大容量電源車

復水貯蔵
タンク

EL 35000
EL 32500

EL 21300

EL40700

EL 58850

EL 11300

EL 21100

EL 45200

EL-4400

EL 2900
EL 800

EL 7300

EL 13800

EL 32500

EL 21300

EL40700

EL 58850

EL 11300

EL 21100

EL 45200

EL-4400

EL 2900

EL 35000

復水貯蔵
タンク

使用済燃料貯蔵プール

EL 11000

原子炉補機冷却海水ポンプ

変圧器

原子炉補機冷却水ポンプ

建屋内配置図

原子炉隔離時冷却ポンプ蓄電池

EL 800

EL 7300

EL 13800

非常用
パワーセンタ

高圧電源車

復水移送ポンプ



 

No 

津波による起因事象 
津波による安全機能へ重大（広

範）な影響を及ぼす機器等の損

傷による分類例 

津波 PSA の対象範囲

とする事象 

津波による建物・構築物，大型静的機器の損

傷による分類例 

津波 LOCA※２無し

サポート

系等健全 

その他過渡事象 

ATWS※１ 

最終的な熱の逃がし場喪

失 

外部電源喪失 

交流電源喪失 

直流電源喪失 

計装・制御系喪失に伴う

制御不能 

津波の外力によるＬＯＣ

Ａ※２の発生は無い。 

炉心損傷直結 

建物・機器の機能喪失の

可能性が非常に小さく，

起因事象の発生確率とし

て無視できると判断す

る。 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

建屋健全 

原子炉格納容器・

圧力容器健全 

炉心損傷に至る起因事象選定フロー図 

添
付

-
5
.
2
-
6

※1：スクラム失敗(Anticipated Trangent Without
Scram) 

※2：原子炉冷却材喪失(Loss Of Coolant Accident)



 

タービントリップ 

Ｍ Ｓ Ｉ Ｖ 閉 

給 水 喪 失 

復水器真空度喪失 

外 部 電 源 喪 失 

Ｓ ／ Ｒ 弁 誤 開 放 

そ の 他 

Ａ Ｔ Ｗ Ｓ 

サ ポ ー ト 系 喪 失 

手 動 停 止 

 

大 破 断 L O C A 

中 破 断 L O C A 

小 破 断 L O C A 

 

起因事象 

・原子炉起動時における制御棒の異常な

引き抜き 

・出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 

・原子炉冷却材流量の部分喪失 

・外部電源喪失 

・給水加熱喪失 

・原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

・負荷の喪失 

・主蒸気隔離弁の誤閉止 

・給水制御系の故障 

・原子炉圧力制御系の故障 

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化 

・給水流量の全喪失 

・原子炉冷却材喪失 

・原子炉冷却材流量の喪失 事
故 

・制御棒落下 

 

原子炉設置許可申請書添付書類十における起因事象 
（被ばく評価を除く） 

内的事象 PSA 起因事象 

起因事象 発生可能性 
の有無 

検討内容 

外部電源喪失 有 
外部電源喪失＋最終的な熱の逃

がし場喪失シナリオとして考慮 

交流電源喪失 有 
外部電源喪失＋最終的な熱の逃

がし場喪失シナリオに含める 

直流電源喪失 有 
外部電源喪失＋最終的な熱の逃

がし場喪失シナリオに含める 

計装・制御系喪失
に伴う制御不能 有 

外部電源喪失＋最終的な熱の逃

がし場喪失シナリオに含める 

大破断 LOCA 無 
原子炉格納容器内への浸水や配

管破断は発生しないため対象外 

中破断 LOCA 無 同上 

小破断 LOCA 無 同上 

ATWS 無 
津波により直接的に発生しない

ため対象外 

手動停止 無 
津波発生によりプラントに影響を与える

可能性がある場合は，原子炉自動トリッ

プするため対象外 

最終的な熱の 
逃がし場喪失 

有 
外部電源喪失＋最終的な熱の逃

がし場喪失シナリオとして考慮 

 

津波を起因とした炉心損傷に至る起因事象 

津波を起因とした炉心損傷に至る起因事象と内的事象ＰＳＡにおける起因事象との関連性 

添
付
-
5
.
2
-
7
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

直流電源／ 

計装・制御喪失 

直流電源 

機能喪失 
計装・制御

機能喪失 

直流電源／計装・制御のフォールトツリー 

17m 15.3m 

15.3m 

【補足】 

１． 数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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(
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/
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

非常用 

直流 

母線盤 

非常用

蓄電池

直流電源 

機能喪失 

計装用 

無停電 

交流電源 

装置 

非常用

充電器盤

非常用 

直流 

分電盤 

RCIC 

直流 

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ

計装用 

無停電 

分電盤 

17m 17m 17m 17m 20m 以上 17m 

直流電源のフォールトツリー 

17m 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

17m 



添
付
-
5
.
2
-
9

(
3
/
1
2
)

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

MCR 

制御盤 

20m 以上 

計装ラック 

計装・制御

機能喪失 

安全系多重 

伝送 

現場盤 

20m 以上 15.3m 

計装・制御のフォールトツリー 

15.3m 

MCR･･･中央制御室 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

高圧電源車

機能喪失 

21m 

高圧電源車

機能喪失

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

17m 

パワー 

センタ 

20m 以上 

高圧電源車のフォールトツリー 

17m 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

電源融通 

失敗 

常用 

メタクラ 

11.3m 

電源融通のフォールトツリー 

11.3m 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

原子炉圧力

制御失敗 

20m 以上 

SRV 

機能喪失 

原子炉圧力制御のフォールトツリー 

20m 以上 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

減圧失敗 

ＳＲＶ 

ｱｷｭﾑﾚｰﾀ 

20m 以上 

減圧のフォールトツリー 

20m 以上 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

RCIC 

配管 

RCIC 機能喪失

RCIC 弁 
RCIC 

タービン 

RCIC 

ポンプ 

15.3m －※ 15.3m 15.3m 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

原子炉隔離時冷却系のフォールトツリー 

15.3m 

 
 

 

 

 

   
 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

FDW ･･･復水給水系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 

機能喪失 

FDW 弁 
FDW 

配管 

－※ 20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

MUWC 

ポンプ 

14m 

CST 

21m －※ 

MUWC 

配管 

MUWC 

機能喪失

RHR 弁 

20m 以上 

RHR 

配管 

－※ 

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

復水補給水系のフォールトツリー 

14m 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

MUWC･･･復水補給水系 

FDW ･･･復水給水系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 

配管 

－※ 

FDW 弁 

20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

ろ過水 

タンク 

30m 

消火系 

配管 

－※ 30m 

消火系 

機能喪失

MUWC 弁 

20m 以上 

MUWC 

配管 

－※ 

MUWC 

機能喪失

RHR 弁 

20m 以上 

RHR 

配管 

－※ 

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

消火系のフォールトツリー 
20m 以上 

RHR ･･･残留熱除去系 

MUWC･･･復水補給水系 

FDW ･･･復水給水系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

ディーゼル

消火 

ポンプ 

FDW 弁 
FDW 

配管 

－※ 20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉）

消防車 

機能喪失 

30m 

消防車 

機能喪失

RHR 弁 

20m 以上 

RHR 

配管 

－※ 

MUWC 弁 

－※ 

MUWC 

配管 

20m 以上 

MUWC 

機能喪失

炉注水ﾗｲﾝ 

機能喪失 

消火系 

配管 

－※ 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

消防車のフォールトツリー 

20m 以上 

RHR ･･･残留熱除去系 

MUWC･･･復水補給水系 

FDW ･･･復水給水系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

FDW 弁 
FDW 

配管 

－※ 20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（原子炉） 

格納容器ベント

機能喪失 

格納容器 

ベント弁 

20m 以上 

AC 系 

配管 

－※ 

SGTS 系 

配管 

－※ 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

格納容器ベントのフォールトツリー 

20m 以上 

AC  ･･･不活性ガス系 

SGTS･･･非常用ガス処理系 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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起因事象に関連する設備等の津波高さ裕度評価結果（原子炉） 
設計津波高さ(a)：5.0ｍ 

【起因事象に関連する設備】 

起因 

事象 

設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

原子炉補機冷却海水ポンプ Hx/B S 浸水 2.2ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却水ポンプ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却海水系弁 Hx/B S 浸水 3.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却水系弁 Hx/B S 浸水 2.8ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

パワーセンタ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

最終的な熱の

逃がし場喪失

コントロールセンタ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

主変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

所内変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

予備電源変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

外部電源喪失

開閉所 屋外 C 浸水 35ｍ 35ｍ 30ｍ 

※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載 
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【サポート系に関連する設備】                              設計津波高さ(a)：5.0ｍ 

サポート系 設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

計装・制御 安全系多重伝送現場盤 R/B S 浸水 13.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

 中央制御室制御盤 R/B S 浸水 21.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

 計装ラック R/B S 浸水 0.8ｍ 15.3ｍ 10.3ｍ 

直流電源 非常用蓄電池 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 非常用充電器盤 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 非常用直流母線盤 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 非常用直流分電盤 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 計装用無停電交流電源装置 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 計装用無停電分電盤 R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

 原子炉隔離時冷却系直流コ

ントロールセンタ 

R/B S 浸水 13.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

電源融通によ

る電源確保 

常用メタクラ T/B C 浸水 2.9ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

高圧電源車 屋外 － 浸水 21ｍ 21ｍ 16ｍ 

パワーセンタ R/B S 浸水 13.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

高圧電源車に

よる電源確保 

コントロールセンタ R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載 
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【フロントライン系に関連する設備】                           設計津波高さ(a)：5.0ｍ 

フロント 

ライン系 

設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

原子炉圧力制御 主蒸気逃がし安全弁 R/B S 浸水 26.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

原子炉隔離時冷却ポンプ R/B S 浸水 0.8ｍ 15.3ｍ 10.3ｍ 

原子炉隔離時冷却系蒸気タービン R/B S 浸水 0.8ｍ 15.3ｍ 10.3ｍ 

原子炉隔離時冷却系弁 R/B S 浸水 1.9ｍ 15.3ｍ 10.3ｍ 

原子炉隔離時冷

却系による原子

炉への注水 

復水給水系弁 R/B S 浸水 22.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

原子炉減圧 主蒸気逃がし安全弁 

自動減圧機能用ｱｷｭﾑﾚｰﾀ 
R/B S 浸水 26.7ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

復水移送ポンプ R/B B 浸水 0.8ｍ 14ｍ 9ｍ 

復水貯蔵タンク 屋外 B 浸水 21ｍ 21ｍ 16ｍ 

残留熱除去系弁 R/B S 浸水 21.9ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

復水補給水系に

よる原子炉への

注水 

復水給水系弁 R/B S 浸水 22.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

ディーゼル消火ポンプ Wt/B C 浸水 30ｍ 30ｍ  25ｍ 

ろ過水タンク 屋外 C 浸水 30ｍ 30ｍ 25ｍ 

復水補給水系弁 R/B B 浸水 14.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

残留熱除去系弁 R/B S 浸水 21.9ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消火系による 

原子炉への注水

 

復水給水系弁 R/B S 浸水 22.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消防車 屋外 － 浸水 30ｍ※２ 30ｍ 25ｍ 

復水補給水系弁 R/B B 浸水 14.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

残留熱除去系弁 R/B S 浸水 21.9ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消防車による原

子炉への注水 

復水給水系弁 R/B S 浸水 22.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

格納容器ベント 原子炉格納容器ベント弁 R/B S 浸水 18.2ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

 ※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載  
※２：１台は標高 11ｍ，１台は標高 30ｍに配置 
（補足）R/B ：原子炉建屋，T/B：タービン建屋，Hx/B：海水熱交換器建屋，Wt/B:給水処理建屋 
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ｲﾝﾊﾞｰﾀ

中央制御室制御盤

安全系多重伝送現場盤 計装ラック

常用M/C 交流6.9kV 

非常用M/C 交流6.9kV 

DG
非常用P/C 交流460V 

非常用C/C 交流460V 

115V 非常用蓄電池

115V 非常用充電器盤

非常用直流母線盤 直流115V 

非常用直流分電盤 直流115V

計装用無停電分電盤 交流105V 

計装用

無停電

交流 

電源装置

RCIC直流C/C 直流115V 

1号機から

・・・ 

・・・ 

SRV ・・・ RCIC弁 ・・・ 

・・・ 

RHRﾎﾟﾝﾌﾟ HPCFﾎﾟﾝﾌﾟ 

RHR弁 MUWCﾎﾟﾝﾌﾟ

・・・RCWﾎﾟﾝﾌﾟ RSWﾎﾟﾝﾌﾟ

DG制御電源

格納容器ﾍﾞﾝﾄ弁 直流電源/計装・制御 

電源融通

外部電源 
直流電源  計装・制御の確保，  

電源融通 /高圧電源車による電源の確保  

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  

高圧電源車

M/C･･･メタクラ 

P/C･･･パワーセンタ 

C/C･･･コントロールセンタ 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

RHR･･･残留熱除去系 

HPCF･･高圧炉心注水系 

RCW･･･原子炉補機冷却水系 

RSW･･･原子炉補機冷却海水系 

MUWC･･復水補給水系 

RCIC･･原子炉隔離時冷却系 

SRV･･･主蒸気逃がし安全弁 
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原子炉隔離時冷却系による原子炉への注水  

MOMOMOMO

AOAO

MOMO MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

HOHO

MOMO

AOAO AOAO

MOMO

AOAO

RPV 

CST 

RCIC 

ポンプ

S/P 

RCCV 

RCIC 

タービン  

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RCIC･･･原子炉隔離時冷却系 

FDW ･･･復水給水系 

FDW 

MO 
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AOAO AOAO

主蒸気逃がし安全弁による圧力制御 

SRV 

S/P 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

SRV ･･･主蒸気逃がし安全弁  

RPV 

RCCV 

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  
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復水補給水系による原子炉への注水  

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ  

RHR 

ポンプ  

RHR 

熱交換器  

MUWCRHR 

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系  

FDW 

AOAO

MOMO
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消火系による原子炉への注水  

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  

MOMO

MOMO

ろ過水  
タンク  

M
U
W
C
 

F
P
 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ  

RHR 

ポンプ  

RHR 

熱交換器  

MUWCRHR 

FDW 

AOAO

MOMO

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系 
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消防車による原子炉への注水 

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  

消防車  

MOMO

MOMO

ろ過水  
タンク  

M
U
W
C
 

F
P
 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ  

RHR 

ポンプ  

RHR 

熱交換器  

MUWCRHR 

FDW 

AOAO

MOMO

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

FDW ･･･復水給水系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系  
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原子炉格納容器ベント  

AOAO

AOAO AOAORPV 

S/P 

RCCV 

排気筒  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール  

各影響緩和機能の系統図（原子炉）  
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津波影響評価について 

 
1. 敷地内浸水評価 

 土木学会評価手法を用いて評価した設計想定津波から，保守的に，周期 30 分の

正弦波による浸水を設定し，設計想定を超える津波高さに応じて振幅をスケール

アップして，敷地内への浸水高さ・時間を評価した。 

 
【敷地内への浸水高さ・時間】 
           
                 ｔ 
    ｈ ＝ Ｈｓｉｎ ２π・―――  －ｈ０   
                 Ｔ 

     

ｈ ：敷地内への浸水高さ（ｍ） 

    Ｈ ：津波高さ（ｍ） 

    ｈ０：敷地高さ  T.P.＋11.0（ｍ） 

    ｔ ：時刻（ｍｉｎ） 

    Ｔ ：津波周期（ｍｉｎ） 

 

 
 
 
2. 扉等の波圧評価 

国土交通省にて策定した東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえ

た津波避難ビル等の構造上の要件にかかる暫定指針（以下，「暫定ガイドライン」

という。）を参考に津波により扉等にかかる波圧を浸水深の比を用い下表のとおり

とした。 

0

5

10

15

20

0 5 10

敷地高さｈ０＝ T.P.＋11ｍ 

浸水時間

津
波
高
さ
（
ｍ
） 

最大浸水高さ ＝ Ｈ-ｈ０ 

時間（分） 

0           5             10            15 
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表：扉等にかかる波圧について 

対象箇所 要件 
浸水深に対する倍率 

（静水頭） 

① 
堤防や前面の建築物等による軽減効

果が見込まれる場合 
２．０倍 

② 
①のうち，海岸等からの距離が 500m
以上離れている場合 

１．５倍 

③ 
津波の影響を直接受ける場合 
（①および②に該当しない場合） 

３．０倍 

④ その他特別に考慮すべき場合 ３．０倍 

外部扉 

⑤ 津波の影響を直接受けない建屋外扉 １．０倍 

内部扉 ⑥ 津波の影響を直接受けない建屋内扉 １．０倍 

＊：①～③は暫定ガイドラインによる。④～⑥は設置状況により個別に判断。 

この波圧と評価する扉等の強度を比較し，波圧に対する強度を有しない場合は，

扉が損傷すると仮定した。 

 
3. 各設備等の損傷判断 

各設備等について，津波の影響により損傷すると考えられる津波高さを「許容

津波高さ」として求めるとともに，想定津波高さとの差を余裕とした。具体的に

は以下のとおり。 
(1) 屋外設備について 

 屋外設備については，津波による損傷・機能喪失を考慮し，1.項で求めた

津波による敷地内浸水高さが当該設備等の設置高さを上回った場合に，保守

的に当該設備等が損傷するものとし，このときの津波高さを当該設備等の許

容津波高さとした。 

(2) 建屋内設備について 

建屋内設備については，津波が建物内に浸水することによる機能喪失を考

慮し，4.項で求める建屋内浸水高さと設備設置高さとの比較から，浸水高さ

が設備設置高さ（または保守的に設置床高さとする場合もある）を上回った

場合に，保守的に当該設備等が損傷するものとし，このときの津波高さを当

該設備等の許容津波高さとした。 
 なお，上記によらず，建屋等の水密構造，防水構造により防護されている

など各設備の設置状況に応じて，個別に判断した。 
 

4. 建屋内浸水高さについて 

  1.項で求めた津波による敷地内浸水高さおよび時間ならびに 2.項で求めた浸
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水深に対する波圧から評価対象の各設備等を収納している原子炉建屋および海

水熱交換器建屋において，以下のとおり設計を超える津波による建屋内浸水高さ

を想定した。 

・1.項で求めた津波による敷地内浸水高さおよび時間ならびに 2.項で求めた

浸水深に対する波圧に基づき，建屋外扉から建屋内に浸水することを想定し

た。 

・建屋外扉及び建屋内部扉からの浸水は，2.項で求めた扉等の波圧評価から，

波圧と評価する扉等の強度を比較し，波圧に対する強度を有しない場合は，

扉が損傷すると仮定した。 
・扉が損傷する場合は，扉設置部分をすべて開口しているものとして扱った。 

・扉が損傷しない場合は，躯体と扉とのクリアランス（隙間）を開口として浸

水するものとして扱った。 

・建屋外扉からの浸水は，建屋１階面に広がることとなるが，最終的には階段

室等を通じて最地下階に流下していくものとした。 

 
【建屋内浸水評価式】 
  単位時間あたりの浸水量は，水理公式を応用した以下の式で求めた。 

  
Ｑ＝Ｃ・Ａ・（２ｇｈ）１／２ ×3600    

 
     Ｑ：単位時間当りの浸水量（ｍ３/ｈ） 

     Ｃ：流量係数（0.6） 

     Ａ：流入面積（ｍ２）   

隙間浸水：開口面積，全破損浸水：扉幅×浸水高さ 

     ｇ：重力加速度（9.8ｍ/ｓ２） 

     ｈ：敷地内への浸水高さ（ｍ） 

     Ｈ ：津波高さ（ｍ） 

     ｈ０：敷地高さ  T.P.＋11.0（ｍ） 

 
5. 各設備等の許容津波高さの評価 

  各設備等が機能喪失すると判断したときの津波高さを許容津波高さとし，設計

想定津波との高さの差を余裕とした。 
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失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

成功

成功

成功

失敗

成功

高圧電源車
による
電源確保
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化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

外部電源
喪失
＋

最終的な
熱の逃が
し場喪失

失敗

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

アクシデントマネジメント
策による機能

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ④

失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

成功

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給
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失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

①

①

①

①

シナリオ⑤

シナリオ⑥

シナリオ⑦

シナリオ⑧

シナリオ⑨

外部電源喪失＋最終ヒートシンク喪失のイベントツリー（使用済燃料貯蔵プール）



添
付
-
5
.
2
-
1
6

(
1
/
6
)

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

高圧電源車

機能喪失 

21m 

高圧電源車

機能喪失

交流電源 

喪失 

コントロール

センタ 

17m 

パワー 

センタ 

20m 以上 

高圧電源車のフォールトツリー 

17m 【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

電源融通 

失敗 

常用 

メタクラ 

11.3m 

電源融通のフォールトツリー 

11.3m 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ

浄化系機能喪失

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

－※ 20m 以上 

SPCU 

ポンプ 

14m 

FPC 

配管 

－※ 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

サプレッションプール浄化系のフォールトツリー 

14m 
【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

MUWC 

機能喪失 

MUWC 

ポンプ 

14m 

CST 

21m 

MUWC 

配管 

－※ 

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

－※ 

SPCU 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

－※ 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

復水補給水系のフォールトツリー 

14m 
【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

MUWC･･･復水補給水系 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール）

ろ過水 

タンク 

30m 

消火系 

配管 

ディーゼル

消火 

ポンプ 

MUWC 弁 

20m 以上 

消火系 

機能喪失

MUWC 

配管 

－※ 

SPCU 弁 
SPCU 

配管 

SPCU 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

－※ 

30m 
－※ 

MUWC 

機能喪失 

－※ 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

消火系のフォールトツリー 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

MUWC･･･復水補給水系 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

20m 以上 

20m 以上 
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各影響緩和機能のフォールトツリー（使用済燃料貯蔵プール） 

※：「－」は津波による浸水では機能喪失しないことを意味する。 

消防車 

機能喪失 

消火系 

配管 

MUWC 弁 

20m 以上 

消防車 

機能喪失

MUWC 

配管 

－※ 

RHR 弁 
RHR 

配管 

RHR 注水ﾗｲﾝ

機能喪失

FPC 

配管 

－※ 

－※ 

MUWC 

機能喪失 

－※ 

30m 

消防車のフォールトツリー 

【補足】 

１．数値は，許容津波高さを表す。 

２．    は，「いずれか小さい数値」を意味する。 

MUWC･･･復水補給水系 

RHR ･･･残留熱除去系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

20m 以上 

20m 以上 
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起因事象に関連する設備等の津波高さ裕度評価結果（使用済燃料貯蔵プール） 
設計津波高さ(a)：5.0ｍ 

【起因事象に関連する設備】 

起因 

事象 

設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

原子炉補機冷却海水ポンプ Hx/B S 浸水 2.2ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却水ポンプ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却海水系弁 Hx/B S 浸水 3.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

原子炉補機冷却水系弁 Hx/B S 浸水 2.8ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

パワーセンタ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

最終的な熱の

逃がし場喪失 

コントロールセンタ Hx/B S 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

主変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

所内変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

予備電源変圧器 屋外 C 浸水 11.3ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

外部電源喪失 

開閉所 屋外 C 浸水 35ｍ 35ｍ 30ｍ 

※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載 

 
 
 
 
 
 
 



 

添
付
-
5
.
2
-
1
7

(
2
/
3
)

【サポート系に関連する設備】                              設計津波高さ(a)：5.0ｍ 

サポート系 設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

電源融通によ

る電源確保 

常用メタクラ T/B C 浸水 2.9ｍ 11.3ｍ 6.3ｍ 

高圧電源車 屋外 － 浸水 21ｍ 21ｍ 16ｍ 

パワーセンタ R/B S 浸水 13.8ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

高圧電源車に

よる電源確保 

コントロールセンタ R/B S 浸水 7.3ｍ 17ｍ 12ｍ 

※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載 
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【フロントライン系に関連する設備】                           設計津波高さ(a)：5.0ｍ         

フロント 

ライン系 

設備 設置 

場所 

耐震 

クラス 

損傷 

モード 

設置 

高さ※１ 

許容津波 

高さ(b) 

余裕 

(b－a) 

サプレッションプール浄

化ポンプ 

R/B B 浸水 0.8ｍ 14ｍ 9ｍ サプレッショ

ンプール浄化

系による使用

済燃料貯蔵プ

ールへの補給 

サプレッションプール浄

化系弁 

R/B B 浸水 30.0ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

復水移送ポンプ R/B B 浸水 0.8ｍ 14ｍ 9ｍ 

復水貯蔵タンク 屋外 B 浸水 21ｍ 21ｍ 16ｍ 

復水補給水系

による使用済

燃料貯蔵プー

ルへの補給 

サプレッションプール浄

化系弁 

R/B B 浸水 30.0ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

ディーゼル消火ポンプ Wt/B C 浸水 30ｍ 30ｍ 25ｍ 

ろ過水タンク 屋外 C 浸水 30ｍ 30ｍ 25ｍ 

復水補給水系弁 R/B B 浸水 14.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消火系による

使用済燃料貯

蔵プールへの

補給 サプレッションプール浄

化系弁 

R/B B 浸水 30.0ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消防車 屋外 － 浸水 30ｍ※２ 30ｍ 25ｍ 

復水補給水系弁 R/B B 浸水 14.3ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

消防車による

使用済燃料貯

蔵プールへの

補給 
残留熱除去系弁 R/B S 浸水 21.9ｍ 20ｍ以上 15ｍ以上 

※１：複数の設置高さがある場合は最低の設置高さを記載 

※２：１台は標高 11ｍ，１台は標高 30ｍに配置 

（補足）R/B ：原子炉建屋，T/B：タービン建屋，Hx/B：海水熱交換器建屋，Wt/B：給水処理建屋 
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ｲﾝﾊﾞｰﾀ

中央制御室制御盤 

計装ラック

常用M/C 交流6.9kV 

非常用M/C 交流6.9kV 

DG

動力変圧器 

非常用P/C 交流460V 

非常用C/C 交流460V 

115V 非常用蓄電池

115V 非常用充電器盤

非常用直流母線盤 直流115V 

非常用直流分電盤 直流115V 

計装用無停電分電盤 交流105V

計装用 

無停電 

交流 

電源装置 

RCIC直流C/C 直流115V

1号機から

・・・ MUWCﾎﾟﾝﾌﾟ

SPCUﾎﾟﾝﾌﾟ

電源融通

外部電源 電源融通 /高圧電源車による電源の確保  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

高圧電源車

M/C･･･メタクラ 

P/C･･･パワーセンタ 

C/C･･･コントロールセンタ 

DG ･･･ディーゼル発電設備 

SPCU･･サプレッションプール

浄化系 

MUWC･･復水補給水系 

RCIC･･原子炉隔離時冷却系 安全系多重伝送現場盤
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RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

MOMO

サプレッションプール浄化系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

RPV 

S/P 

RCCV 

S
P
C
U
 

F
P
C
 

SPCU 

ポンプ  

SFP 

MOMO

CST 

MOMO
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MOMO

MOMO

復水補給水系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

RPV 

S/P 

RCCV 

CST 

SPCU 

ポンプ  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

MUWC･･･復水補給水系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール  

MUWC 

ポンプ  

S
P
C
U
 

F
P
C
 

MUWC SPCU

SFP 

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  
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 RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

SPCU･･･サプレッションプール浄化系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

MUWC･･･復水補給水系 

FP  ･･･消火系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

RPV 

S/P 

RCCV 

CST 

SPCU 

ポンプ  

MUWC 

ポンプ  

S
P
C
U
 

F
P
C
 

MUWCSPCU

M
U
W
C
 

F
P
 

消火系による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

SFP 

ろ過水  
タンク  

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

ディーゼル 

消火ポンプ 
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消防車による使用済燃料貯蔵プールへの注水  

RPV ･･･原子炉圧力容器 

RCCV･･･原子炉格納容器 

S/P ･･･サプレッションプール 

CST ･･･復水貯蔵タンク 

RHR ･･･残留熱除去系 

MUWC･･･復水補給水系 

FPC ･･･燃料プール冷却浄化系 

FP  ･･･消火系 

SFP ･･･使用済燃料貯蔵プール 

FDW ･･･復水給水系 

各影響緩和機能の系統図（使用済燃料貯蔵プール）  

MOMO

MOMO

R
H
R
 

F
P
C

SFP 

消防車  

MOMO

MOMO

ろ過水  
タンク  

M
U
W
C
 

F
P
 

ディーゼル 

消火ポンプ 

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

AOAO

MOMO

RPV 

CST 

S/P 

RCCV 

MUWC 

ポンプ  

RHR 

ポンプ  

RHR 

熱交換器  

MUWCRHR 

FDW 

AOAO

MOMO
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電源融通
による

電源確保

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

成功

成功

失敗

成功 ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

外部電源
喪失
＋

最終的な
熱の逃が
し場喪失

失敗

11.3m 14m

20m以上

20m以上

冷却系
停止

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

アクシデントマネジメント策
による機能

失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功 成功

成功

失敗

高圧電源車
による

電源確保

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

17m

20m以上

20m以上

①

①

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

20m以上

20m以上

①

【補足】

 数値は，許容津波高さを表す。

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ④

シナリオ⑤

シナリオ⑥

シナリオ⑦

シナリオ⑧

シナリオ①

シナリオ⑨

14m

14m

外部電源喪失＋最終ヒートシンク喪失に対する収束シナリオの許容津波高さ評価（使用済燃料貯蔵プール）



冷却系
停止
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電源融通
による

電源確保

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

失敗

失敗

成功

成功

成功

失敗

成功
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

外部電源
喪失
＋

最終的な
熱の逃が
し場喪失

失敗

11.3m 14m

14m

20m以上

アクシデントマネジメント策
による機能 ①

失敗

成功
消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

20m以上
【補足】

 数値は，許容津波高さを表す。

シナリオ①

①

※一点鎖線は，本操作に係る体制や手順が整備されていなかったことから，評価上は達成できないものとして扱っていることを意味する。

外部電源喪失＋最終ヒートシンク喪失に対する収束シナリオの許容津波高さ評価（使用済燃料貯蔵プール）（緊急安全対策実施前）
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電源融通
による

電源確保

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

失敗

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功 成功

成功

成功

失敗

成功

失敗

高圧電源車
による

電源確保

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ浄
化系による使用
済燃料貯蔵プー
ルへの補給

復水補給水系に
よる使用済燃料
貯蔵プールへの
補給

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

外部電源
喪失
＋

最終的な
熱の逃が
し場喪失

失敗 2.00
17ｍ

2.00
20ｍ以上

冷却系
停止

緊急安全対策等により
追加・強化された機能

アクシデントマネジメント策
による機能

①

失敗
消防車による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

成功

成功

消火系による
使用済燃料貯
蔵プールへの
補給

失敗

2.00
20ｍ以上

①

シナリオ①

シナリオ②
[補足]
上段に記載の数値：当該機能の耐震裕度
下段に記載の数値：当該機能の許容津波高さ

地震と津波の重畳時における起因事象のイベントツリーと収束シナリオの耐震裕度・許容津波高さ評価（使用済燃料貯蔵プール）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

送電系統一覧図 
 

添付-5.4-1

志賀原子力発電所
２G １G 

主 
変 
圧 
器 

主 
変 
圧 
器 

起

動

変

圧

器 

2G 
予 
備 
電 
源 
変 
圧 
器 

1G 
予 
備 
電 
源 
変 
圧 
器 

鳳 至（変）

城 端（開）

南福光（変）

加 賀（変）新福井（変）

東金津（変）

新能登（変） 中能登（変）

越 前（変）

至 嶺南 （変）

（関西電力） 

南福光（連）
（中部電力） 

至 岐阜 （開）

（中部電力） 

七尾大田火力（発）

５００ｋV 既 設 

（凡 例） 

２７５ｋV 既 設 

１５４ｋV 既 設 

６６ｋV 既 設 

（発） 発 電 機 

（変） 変 電 所 

（開） 開 閉 所 

（連） 連 系 所 

Ｇ 発 電 機 

変 圧 器 

遮 断 器 

塚 原（変） 

新富山（変）

１号機 
１号機２号機
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500kV送電線 500kV送電線

1号予備電源
変圧器

66kV送電線

起動変圧器

（凡例）

遮断器

断路器

500kV開閉所 66kV開閉所

2号予備電源
変圧器

G

2号発電機

所内変圧器

主変圧器

G

1号発電機

所内変圧器

主変圧器

*1 275kV送電線

*2 275kV開閉所

第8.3－2図 開閉所単線結線図

OFケーブル

発電機
負荷開閉器

＊１：１号及び２号炉共用，既設
＊２：１号及び２号炉共用，一部既設

*1 275kV送電線

８
－
８

－
２
７

 

開閉所単線結線図 



 

 

6.9kV2B-2常用母線

原子炉冷却材再循環

ポンプ

G

OFケーブル

主変圧器

発電機
負荷開閉器

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

海
水

ポ
ン

プ

Ａ

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

水
ポ

ン
プ

Ａ

M

換
気

空

調
補

機
常

用

冷
却

水
系

冷

凍
機

Ａ

M

原
子

炉

棟
・

タ
｜

ビ

ン
建

屋
排

風

機
Ａ

M

高
圧

ド

レ
ン

ポ
ン

プ

Ａ

M

低
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ａ

M

高
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ａ

M

電
動

機

駆
動

原
子

炉

給
水

ポ
ン

プ

Ａ

M

～

～

M

～

～

M

～

～

M

～

～

M

～

～

6.9kV2A-1常用母線

460V

母線
460V
母線

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

海
水

ポ
ン

プ

Ｂ

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

水
ポ

ン
プ

Ｂ

M

換
気

空

調
補

機
常

用

冷
却

水
系

冷

凍
機

Ｂ

M

原
子

炉

棟
・

タ
｜

ビ

ン
建

屋
排

風

機
Ｂ

M

高
圧

ド

レ
ン

ポ
ン

プ

Ｂ

M

低
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ｂ

M

高
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ｂ

M

電
動

機

駆
動

原
子

炉

給
水

ポ
ン

プ

Ｂ

M

～

～

M

～

～

M

～

～

M

～

～

M

6.9kV2B-1常用母線

460V

母線

M

換
気

空

調
補

機
常

用

冷
却

水
系

冷

凍
機

Ｄ

M

原
子

炉

棟
・

タ
｜

ビ

ン
建

屋
排

風

機
Ｄ

M

循
環

水

ポ
ン

プ
Ｂ

M

低
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ｃ

M

高
圧

復

水
ポ

ン
プ

Ｃ 460V
母線

所内変圧器

275kV

制

御

棒
駆

動
水

ポ

ン
プ

Ａ

MM

残

留

熱
除

去
ポ

ン

プ
Ａ

6.9kV2C非常用母線
（区分Ⅰ）

460V
母線

D/G

M

残

留

熱
除

去
ポ

ン

プ
Ｂ

M

高

圧

炉
心

注
水

ポ

ン
プ

Ｂ

6.9kV2D非常用母線
（区分Ⅱ）

460V
母線

D/G

MM

残
留

熱
除

去

ポ
ン

プ
Ｃ

M

高
圧

炉
心

注

水
ポ

ン
プ

Ｃ

6.9kV2E非常用母線
（区分Ⅲ）

460V
母線

D/G

制
御

棒
駆

動

水
ポ

ン
プ

Ｂ

500kV

M/G M/GM

復
水

器

真
空

ポ
ン

プ

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

海
水

ポ
ン

プ

Ｃ

M

高
圧

ド

レ
ン

ポ
ン

プ

Ｃ

M

循
環

水

ポ
ン

プ
Ａ

M

原
子

炉

棟
・

タ
｜

ビ

ン
建

屋
排

風

機
Ｃ

M

換
気

空

調
補

機
常

用

冷
却

水
系

冷

凍
機

Ｃ

M

タ
｜

ビ

ン
補

機
冷

却

水
ポ

ン
プ

Ｃ

原子炉冷却材再循環

ポンプ

予備電源変圧器

6.9kV2A-2常用母線

第8.3－3図 所内単線結線図

８
－
８
－
２
８

24kV

断路器

M/G

～

～

～

～

D/G

原子炉冷却材再循環
ポンプＭＧセット

（凡例）

遮断器

変圧器

原子炉冷却材再循環ポンプ
可変周波数電源装置

非常用ディーゼル発電機
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原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

電
動
機

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
Ａ

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
Ａ

残
留
熱
除
去
系
Ａ

逃
が
し
安
全
弁

自
動
減
圧
系

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
Ａ

原
子
炉
補
機
冷
却
系
Ａ

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
装
置
Ｂ

非
常
用
デ
ィ
｜
ゼ
ル
発
電
機
Ｂ

遮
断
器
操
作
回
路

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
Ｂ

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
Ｂ

残
留
熱
除
去
系
Ｂ

自
動
減
圧
系

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
Ｂ

原
子
炉
補
機
冷
却
系
Ｂ

高
圧
炉
心
注
水
系
Ｂ

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
装
置
Ｃ

非
常
用
デ
ィ
｜
ゼ
ル
発
電
機
Ｃ

遮
断
器
操
作
回
路

高
圧
炉
心
注
水
系
Ｃ

残
留
熱
除
去
系
Ｃ

原
子
炉
補
機
冷
却
系
Ｃ

充
電
器

充
電
器

充
電
器

(区分Ⅰ)
115V DC母線A

(区分Ⅰ)
460V母線

(区分Ⅱ)
460V母線

(区分Ⅱ)
460V母線

充
電
器

充
電
器

充
電
器

(区分Ⅲ)
460V母線

(区分Ⅰ)
460V母線

115V所内用
蓄電池Ａ

115V所内用
蓄電池Ｂ

115V DC分電盤 115V DC分電盤

(区分Ⅱ)
115V DC母線B

115V所内用
蓄電池Ｃ

115V所内用
蓄電池Ｄ

(区分Ⅲ)
115V DC母線C

(区分Ⅳ)
115V DC母線D

115V DC分電盤

常
用
系
制
御
機
器

充
電
器

115V所内用
蓄電池

115V DC母線

充
電
器

(区分Ⅰ)
460V母線

常
用
系
制
御
機
器

115V所内用
蓄電池

(区分Ⅱ)
460V母線

115V DC母線

非原
常子
用炉
油給
ポ水
ンポ
プン

プ
タ

　｜
ビ
ン

230V所内用
蓄電池

230V DC母線

充
電
器

(区分Ⅲ)
460V母線

充
電
器

(区分Ⅲ)
460V母線

(区分Ⅰ)
460V母線

タ
｜
ビ
ン
非
常
用
油
ポ
ン
プ

(区分Ⅰ)
460V母線

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
装
置
Ｄ

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
装
置
Ａ

非
常
用
デ
ィ
｜
ゼ
ル
発
電
機
Ａ

遮
断
器
操
作
回
路

中
央
制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置

(区分Ⅲ)
460V母線

(区分Ⅰ)
460V母線

遮断器

（凡例）
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非常用ディーゼル発電機の運転継続時間 

 

1. 必要負荷 

(1) 冷温停止移行に必要な負荷 

冷温停止移行には，原子炉停止時冷却（残留熱除去ポンプ，原子炉補機冷却水

系ポンプおよび原子炉補機冷却海水系ポンプ）を行い，約36時間で冷温停止に到

達する。この間に必要な電力量は約339MWh(非常用ディーゼル発電機(A)負

荷:4,600kW，非常用ディーゼル発電機(B)負荷:4,809kW)である。 

(2) 冷却維持に必要な負荷 

原子炉停止時冷却による冷温停止維持には，4,250kW(非常用ディーゼル発電機

(A)負荷からタービン負荷除く)の電力が必要である。 

 

2. 非常用ディーゼル発電機の燃料タンク容量と燃費 

燃料タンク内の燃料：470kℓ（タンク容量530kℓ）×2基 

燃費       ：約0.275kℓ/MWh 

 

3. 必要となる燃料量 

(1) 冷温停止移行に必要となる燃料量 

   0.275(kℓ/MWh)×339(MWh)＝約94kℓ 

(2) 冷却維持に利用できる燃料量 

   470(kℓ)×2(基)－94(kℓ)＝約846kℓ 

 

4. 運転継続可能時間  

運転継続可能時間＝（①冷温停止移行までの時間）＋（②冷却維持可能時間） 

①冷温停止移行までの時間・・・36時間 

②冷却維持可能時間・・・846(kℓ)/(0.275(kℓ／MWh)×4.25(MWh))＝723時間 

運転継続可能時間＝36＋723＝759時間≒約31日間 

外部電源喪失 

 

 

     冷温停止移行       冷却維持 

       36時間         723時間 

      （94kℓ）       （846kℓ） 

 

759時間≒約31日間 

（940kℓ）                             

運転継続可能時間

（燃料消費量） 
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直流電源（蓄電池）の継続時間評価 

 

志賀２号機の非常用直流電源（４系統）は，各系統は蓄電池および充電

器で構成されており，母線電圧は115Ｖである。蓄電池は容量4000Ａｈの

ものが１系統（Ａ系），2000Ａｈのものが２系統（B,C系），900Ａｈのもの

が１系統（Ｄ系）あり，460Ｖの非常用交流母線より各々充電器を介して

接続されている。 

全交流電源喪失後，高圧電源車による給電が開始されるまでの間，蓄電

池により直流母線へ給電されるが，原子炉隔離時冷却系に電力供給を行う

非常用直流電源（Ａ系）の蓄電池定格容量と８時間給電必要容量を比較し

た結果，以下のとおり，８時間の給電が可能な設計となっている。 

なお，容量評価については，据置蓄電池の容量算出法（電池工業会規格

SBA-S-0601）に基づき算出した。 

 

4000Ａｈ（定格容量）＞3953Ａｈ（８時間必要容量） 

 

1. 115Ｖ蓄電池（Ａ系）負荷パターン 

負荷名称 0～1分 1分～１時間 １～８時間

6.9kV メタクラ遮断器 117 0 0 

460V パワーセンタ遮断器 91 0 0 

直流照明 20 20 20 

直流制御電源（安全系他） 230 230 115 

HMI※ １以外の負荷 187 187 0 無停電電源装置 

HMI※ １ 36 36 36 

原子炉隔離時冷却系真空ポンプ 125 50 50 

原子炉隔離時冷却系復水ポンプ 150 60 60 

原子炉隔離時冷却系電動弁 605 0 0 

RIP－ASD※ ２ 120 120 0 

合 計（A） 1681 703 281 

  ※１：ヒューマンマシンインターフェース 

  ※２：原子炉冷却材再循環ポンプ 可変周波数電源装置 
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2. 評価条件 

蓄電池型式：CS4000Ah 

許容最低電圧：1.75Ｖ 

蓄電池温度：10℃ 

保守率：0.8 

480分の容量換算係数：9.9 

479分の容量換算係数：9.9 

420分の容量換算係数：9.0 

 

3. 評価結果 

Ｃ8h＝1/0.8×(9.9×1681＋9.9×(703-1681)＋9.0×(281-703)) 

＝3953Ａｈ 

 よって，4000Ａｈ＞3953Ａｈとなり，８時間の給電は可能である。 
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設備の概要および保全内容 

原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの給水機能 

設 備 分類 設備概要 保全頻度 保全内容 備  考 

容量ｍ３/ｈ 182原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ 

(a) 

揚程ｍ 900(高圧),186(低圧)

65月間に1回 

1サイクルに1回 

分解点検など 

機能･性能試験 

電源：高圧電源車 

容量ｍ３/ｈ 100復水移送ポンプ (b) 

 揚程ｍ 70

39月間に1回 

3サイクルに1回 

分解点検 

機能･性能試験 

電源：高圧電源車 

容量ｍ３ 2400復水貯蔵タンク (a) 

基数 1

1サイクルに１回 

10サイクルに１回 

外観点検 

外観点検(耐震部)，漏えい試験

 

 

容量ｍ３/ｈ 45純水移送ポンプ (a) 

揚程ｍ 70

2月間に1回 

1年間に1回 

巡視点検 

潤滑油交換，機能･性能試験 

電源：低圧発電機 

容量ｍ３ 1000純水タンク (a) 

基数 1
必要時 開放点検，漏えい試験 

 

 

容量ｍ３/ｈ 533ディーゼル消火ポンプ (b) 

 揚程ｍ 85

10サイクルに1回 

6月間に1回 

分解点検，漏えい試験 

機能･性能試験 

燃料：軽油 

容量ℓ/min 1400消防車 (c) 

(d) 放水圧力MPa 1.4

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：軽油 

 

容量ℓ/min 1000小型動力ポンプ車 (c) 

放水圧力MPa 0.55

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：ガソリン 

容量ℓ/min 1000

容量ｍ３ 10

水槽車 (c) 

放水圧力MPa 0.7

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：ガソリン， 

軽油 

 

容量ｍ３ 3000ろ過水タンク (b) 

基数 2
10サイクルに1回 開放点検，漏えい試験  

容量ｍ３ 50原水受入タンク (a) 

基数 1
必要時 開放点検，漏えい試験  

容量ｍ３/min 1取水ポンプ（本設） 

（大坪川ダム） 

(a) 

揚程ｍ 60
1月間に２回 

外観点検，動作確認 電源：低圧発電機 

容量ｍ３/ｈ 60取水ポンプ（非常用） 

（大坪川ダム） 

(d) 

揚程ｍ 75
1月間に１回 

外観点検，動作確認 電源：低圧発電機 

容量ｍ３ 40耐震防火水槽 (c) 

基数 1
6月間に1回 

外観点検，機能点検  

容量ℓ/min 1000水中ポンプ 

（海水） 

(c) 

揚程ｍ 35
1月間に１回 外観点検，動作確認 

電源：低圧発電機 
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設備の概要および保全内容 

電源機能 

設 備 分類 設備概要 保全頻度 保全内容 備考 

出力kW 5295非常用ディーゼル発電

機(機関) 
(a) 

台数 3

13月間に1回 

1サイクルに１回 

漏えい試験，分解点検 

機能･性能試験 

燃料：軽油 

定格容量Ah 4000(A)

2000(B,C)

900(D)

蓄電池 

(a) 

台数 4

1サイクルに1回 機能･性能試験(全数) 

 

 

 

容量kVA 300高圧電源車 
(c) 

台数 3

1月間に1回 

1年間に1回 

外観点検，動作確認 

分解点検 

燃料：軽油 

 

容量kVA 150低圧発電機 

（純水移送ポンプ用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

 

容量kVA 150低圧発電機 

（事務本館用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

容量kVA 60低圧発電機 

（大坪川ダム用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

容量kVA 100低圧発電機 

（大坪川ダム用） 
(d) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

容量kVA 45低圧発電機 

（海水取水用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

 

分類の説明 

・防護措置に係る設備を以下に分類する。 

記号 分 類 

(a) 基本設計段階で採用した設備 

(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c) 緊急安全対策 

(d) 更なる対策 

 

添
付

-
5
.
4
-
7

(
2
/
2
)



 

 

緊急安全対策設備の継続使用可能時間 

  

 緊急安全対策で考慮する設備について，保守的に全交流電源喪失事象発生後から同

時に定格運転を実施した場合の継続使用可能時間を求める。 

 

1. 対象設備 

高圧電源車     ５台（志賀２号機：３台，志賀１号機：２台） 

低圧発電機     ２台（①事務本館用，②純水移送ポンプ用） 

低圧発電機     ２台（③大坪川ダム取水ポンプ用，④海水取水ポンプ用） 

ディーゼル消火ポンプ １台 

消防車       ２台（予備１台含む） 

ブルドーザ     １台 

 

2. 燃料消費量 

(1) 発電機 

・高圧電源車（５台）       ３２５   ℓ／時間 

・低圧発電機①            ３３．３ ℓ／時間 

・低圧発電機②             ５．３ ℓ／時間 

・低圧発電機③               ９．９ ℓ／時間 

・低圧発電機④            ３．５ ℓ／時間       

小計 ３７７．０ ℓ／時間 

 

(2) ディーゼル消火ポンプ       ７０．４ ℓ／時間 

 

(3) 消防車（２台）         ８６．４ ℓ／時間 

 

(4) ブルドーザ           ２４   ℓ／時間       

 

(5) 合計の消費量      合計 約５５８   ℓ／時間 

 

3. 燃料タンク容量 

・志賀１号機軽油タンクの使用可能量 １５１ｋℓ×２基 

・志賀２号機軽油タンクの使用可能量 ３１９ｋℓ×２基 

合計   ９４０ｋℓ 

（保守的に，軽油タンク下部より軽油の自重のみで容易に利用できる量とした。） 

 

よって，（９４０ｋℓ）／（５５８ℓ／時間）＝約７０日間の運転が可能となる。 
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原子炉減圧の継続時間について 

 

緊急安全対策により，全交流電源喪失時においても安定的に原子炉減圧を実施す

るため，自動減圧系（以下，「ＡＤＳ」という。）機能を有した逃がし安全弁の制御

電源を高圧電源車より供給するとともに，ＡＤＳ駆動用窒素ガスボンベの予備を現

場に配備している。 

本対策の実効性を確認するため，ＡＤＳによる原子炉減圧の継続時間を以下のと

おり評価した。 

 

1. ＡＤＳ制御電源の供給 

制御電源については，高圧電源車により供給され，その継続時間は約７０日間と

評価される。（添付-5.4-8） 

 

2. ＡＤＳ駆動用窒素ガスの供給 

＜評価条件＞ 

・ＡＤＳ弁数：８弁 

・ボンベ本数（Ｍ）：10 本/系列（予備含む） 

         ※ＡＤＳ４弁に対してボンベ１系列を配備。 

          （ＡＤＳは８弁のため，ボンベは２系列あり。） 

・ボンベ１系列あたりの作動させるＡＤＳ弁数：Ｎ 

・評価において想定するＡＤＳ作動パターン： 

ＡＤＳ２弁で減圧を実施。（ボンベ１系列あたり１弁のＡＤＳを動作） 

 ゆえに、Ｎ＝１として評価を実施 

・ボンベ通常待機圧力（Ｐ１）：151kg/cm２a 

・アキュムレータ圧力（Ｐａ）：12.6kg/cm２a 

・ＡＤＳ機能用アキュムレータ容量（Ｖａ）＝200ℓ/個 

・ボンベ容量（Ｖｂ）：45ℓ/本 

・シリンダ部漏えい量（λ）：0.472ℓ/min/弁 

 

＜評価結果＞ 

Ｄ＝(Ｍ×(Ｐ１－Ｐａ)×Ｖｂ－Ｐａ×Ｖａ×Ｎ)/(λ×Ｎ×60×24) 

 ＝(10×(151-12.6)×45－12.6×200×１)/(0.472×１×60×24) 

 ＝87.9 日 

 

3.原子炉減圧の継続時間 

上記 1.および 2.より，ＡＤＳ２弁による減圧は約７０日間継続可能となる。 
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格納容器ベントの継続時間について 

 

緊急安全対策により，全交流電源喪失時においても安定的に格納容器ベントを実

施するため，格納容器ベントの制御電源を高圧電源車より供給するとともに，格納

容器ベントラインの空気作動弁駆動用空気ボンベの予備を現場に配備している。 

本対策の実効性を確認するため，格納容器ベントの継続時間を以下のとおり評価

した。 

 

1. 格納容器ベントの制御電源の供給 

制御電源（電動弁含む）については，高圧電源車により供給され，その継続時間

は約７０日間と評価される。（添付-5.4-8） 

 

2. 格納容器ベントラインの空気作動弁駆動用空気の供給 

＜評価条件＞ 

・格納容器隔離弁シリンダ容量：37ℓ 

・格納容器隔離弁駆動時の空気供給圧力：0.72MPa 

・標準大気圧：0.101325MPa[abs] 

・電磁弁漏えい量：0.2ℓ/min 

・ボンベ初期圧力：14.7MPa 

・ボンベ容量：46.7ℓ/本 

・格納容器隔離弁の開維持時間：D（分） 

＜評価結果＞ 

①格納容器隔離弁の開及び開維持に必要な空気量 VA（ℓ）は，格納容器隔離弁

への空気量と，電磁弁からの漏えいを考慮した評価を以下に示す。 

  VA＝37×(0.72＋0.101325)/0.101325＋0.2×D＝299.9＋0.2×D 

②空気ボンベラックから，ボンベ初期圧力から空気供給圧力となるまで空気

を放出した場合の放出量 VB（ℓ） 

  VB＝46.7×(14.7－0.72)/0.101325＝6443.3ℓ 

③格納容器隔離弁の開維持時間 D 

  VA＝VB より，6443.3＝299.9＋0.2×D 

  D＝30717 分≒21 日 

  予備ボンベに切り替えることにより，さらに 21 日間「開」維持可能。 

 

3.格納容器ベントの継続時間 

上記 1.および 2.より，格納容器ベントは約４２日間継続可能となる。 

なお，駆動用ボンベや電源が枯渇する場合には，格納容器ベントを構成する弁（電

動弁，空気弁）を手動で「開」し，格納容器ベントを実施できる。 
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起因事象発生時の注水機能に係る評価結果 

 
1. 運転時の評価結果 

(1) 大坪川ダムからの補給がある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大坪川ダムからの補給が無い場合（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

（c） 緊急安全対策 

発電所内に備蓄してある軽油タンクから燃料(軽油)を補給することで，外部から

の支援がなくても，低圧発電機による大坪川ダムからの補給，水中ポンプによる

海水くみ上げおよび消防車等の運転は約 70 日間可能である。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

①　２号復水貯蔵タンク （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (c)

事象発生からの時間（日数）
機能

注水
機能

電源
機能

号機 分類

１号機

２号機

共通

種　類

４０時間

２０時間

３時間

８時間

約７０日間

約７０日間

約７０日間

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

③　海水（消防車を利用） (c)

①　２号復水貯蔵タンク (a)

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

(a)

③　ろ過水タンク (b)

④　海水（消防車を利用） (c)

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (c)

注水
機能

１号機

２号機

共通
電源
機能

機能 号機 種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

４０時間

１時間

２０時間

３時間

１８時間

８時間

約７０日間

約７０日間

約７０日間
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2. 停止時の評価結果 

 

(1) 大坪川ダムからの補給がある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大坪川ダムからの補給が無い場合（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 使用済燃料貯蔵プールの水温が 100℃に到達する６時間後から使用済燃料貯蔵プ

ールへ注水を開始する。 

 

 
 

発電所内に備蓄してある軽油タンクから燃料(軽油)を補給することで，外部から

の支援がなくても，低圧発電機による大坪川ダムからの補給，水中ポンプによる

海水くみ上げおよび消防車等の運転は約 70 日間可能である。

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

（c） 緊急安全対策 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

①　２号復水貯蔵タンク　　※ （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (c)

注水
機能

電源
機能

１号機

２号機

共通

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

機能 号機

４０時間

５２時間

６時間

８時間

約７０日間

約７０日間

約７０日間

6時間

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

③　海水（消防車を利用） (c)

①　２号復水貯蔵タンク　　※ (a)

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

(a)

③　ろ過水タンク (b)

④　海水（消防車を利用） (c)

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (c)

事象発生からの時間（日数）
機能 号機 種　類 分類

電源
機能

注水
機能

共通

１号機

２号機

４０時間

３７時間

５２時間

６時間

１３時間

８時間

約７０日間

約７０日間

約７０日間

6時間
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復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 

ポンプ
放水槽 

海水 

炉心

原子炉 

圧力容器

消防車 

純水移送 

ポンプ 

3. 原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水機能 
 

(1) 原子炉への注水方法 

   全交流電源喪失時に，以下の優先順位で原子炉への注水を行う。 
① 復水貯蔵タンクから，原子炉隔離時冷却系により注水 
 
② 復水貯蔵タンクから，復水移送ポンプにより注水 
 
③ ろ過水タンクから，ディーゼル消火ポンプにより注水 
 
④ ろ過水タンクまたは原水受入タンクから，消防車により注水 
 
⑤ 耐震防火水槽から，消防車により海水を注水 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ・・・緊急安全対策 
    ・・・更なる対策 

③ 

純水タンク 

1,000ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2基 

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2基) 

RCIC

④ 

① 

② 

大坪川ダム 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

⑤ 

消防車 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1基 

(評価 990ｍ３) 

④ 
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復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 

ポンプ
放水槽 

海水 

消防車 

純水移送 

ポンプ 

水槽車 

使用済燃料 

貯蔵プール 

 (2) 使用済燃料貯蔵プールへの注水方法  

全交流電源喪失時に，以下の優先順位で使用済燃料貯蔵プールへの注水を行う。 
 ① 復水貯蔵タンクから，復水移送ポンプにより注水 

 
 ② ろ過水タンクから，ディーゼル消火ポンプにより注水 

 
 ③ ろ過水タンクまたは原水受入タンクから，消防車により注水 

 
 ④ 大坪川ダムから淡水を取水した水槽車により注水 

 
 ⑤ 耐震防火水槽から，消防車により海水を注水 

 

消防車 

④ 

③ 

① 

② 

大坪川ダム 

⑤ 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

純水タンク 

1,000ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1基

(評価 990ｍ３) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2基 

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2基) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

③ 

    ・・・緊急安全対策 
    ・・・更なる対策 
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(3) 原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの補給水源 
淡水タンク等の容量，通常管理値および評価に用いた保有水量を第１表に示す。 

 
第１表 淡水タンクの容量等 

水 源 容 量 通常管理値 評価に用いた保有水量

１号復水貯蔵タンク 約 2,200 ㎥ 972～1,149 ㎥ 707 ㎥ 

２号復水貯蔵タンク 約 2,400 ㎥ 1,193～2,050 ㎥ 990 ㎥ 

ろ過水タンク 約 3,000 ㎥×２基

（1,2 号共用） 

520～2,900 ㎥ 376 ㎥ 

純水タンク 約 1,000 ㎥ 

（1,2 号共用） 

190～990 ㎥ 115 ㎥ 

原水受入タンク 約 50 ㎥ 13～46 ㎥ － 

海水 － － － 

 
(4) 崩壊熱除去に必要な注水量評価 

a 原子炉への注水量評価 

    志賀２号機の崩壊熱除去に必要な原子炉への注水量の評価条件を第２表，評価

結果を第１図に示す。 

 

第２表 注水量評価条件（原子炉） 

崩壊熱条件 

志賀２号機 MAAP 解析で用いる崩壊熱 

炉心平均燃焼度＝55,000MWd/t 

ウラン濃縮度＝3.81wt% 

水の蒸発に必要な 

比エンタルピ 

2,487.69[kJ/kg] 

（飽和蒸気の比エンタルピ）－（飽和水の比エンタルピ(66℃)） 

＝2,763.96[kJ/kg]－276.27[kJ/kg] 

水の密度 980[kg/㎥] 

必要注水量計算式 

][kg/m[kJ/kg]
3600W][

]/hm[

3

3

水の密度タルピ水の蒸発に必要なエン

ｋ崩壊熱

＝必要注水量
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第１図 注水量評価結果（原子炉） 
 

b 使用済燃料貯蔵プールへの注水量評価 

使用済燃料貯蔵プールに貯蔵している燃料の崩壊熱の評価については

May-Witt の式を用いた。注水量評価条件を第３表，評価結果を第４表に示す。ま

た，燃料取出スキーム（運転時）を第５表，燃料取出スキーム（停止時）を第６

表に示す。 

 

第３表 注水量評価条件（使用済燃料貯蔵プール） 

 志賀１号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（停止時） 

運転期間 １４ヶ月 

停止期間 ７０日 

評価開始日 停止後８日 停止後１０日 停止後１０日 

必要注水量計算式

Ｑ×3600＝ｆｈρ 

Ｑ：崩壊熱 ｆ：注水量[㎥/h] ρ：66℃飽和水密度 980[kg/㎥] 

ｈ：66℃飽和水が 100℃飽和水蒸気へ変化するエネルギー 2,399.3[kJ/kg] 

 
第４表 注水量評価結果（使用済燃料貯蔵プール） 

 志賀１号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（停止時） 

注水量（㎥/h） ３ ７ １９ 

崩壊熱（MW） １．６４１ ４．０９４ １２．１１２ 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

0 50 100 150

原
子

炉
の

崩
壊

熱
除

去
に

必
要

な
注

水
量

（
m

3 /
h）

経過時間 (hour)

原子炉の崩壊熱除去に必要な注水量（ｍ３／ｈ）

原
子
炉
の

崩
壊
熱
除
去

に
必
要
な
注

水
量
（
m
3
／

h
)
 

経過時間（hour）



添付-5.4-11

(7/12)

 

第５表 燃料取出スキーム（運転時） 
取出燃料 冷却期間 燃料数（％炉） 崩壊熱（MW）

１３サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋70日)＋10日 22 0.051 

１２サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.059 

１１サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.064 

１０サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.068 

９サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.074 

８サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.081 

７サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.090 

６サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.101 

５サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.116 

４サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.138 

３サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.171 

２サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.229 

１サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.362 

定検時取出燃料(5.71サイクル照射) 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 7 0.732 

定検時取出燃料(4.71サイクル照射） 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 17 1.758 

崩壊熱合計 
照射済燃料体数：334％炉

崩壊熱：4.094(MW)

 
第６表 燃料取出スキーム（停止時） 

取出燃料 冷却期間 燃料数（％炉） 崩壊熱（MW）

１４サイクル冷却済燃料 14×(14ヶ月＋70日)＋10日 22 0.049 

１３サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.056 

１２サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.059 

１１サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.064 

１０サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.068 

９サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.074 

８サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.081 

７サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.090 

６サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.101 

５サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.116 

４サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.138 

３サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.171 

２サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.229 

１サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.362 

定検時取出燃料(5.71サイクル照射) 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 100 10.454 

崩壊熱合計 
照射済燃料体数：434％炉

崩壊熱：12.112(MW)
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(5) 水源枯渇時間の評価 

志賀２号機が運転時の水源枯渇時間評価を第７表，停止時の水源枯渇時間評価 

を第８表に示す。 

大坪川ダムからの水補給が可能な場合，ろ過水タンクは枯渇しない。大坪川ダ

ムからろ過水タンクへの水補給は，大坪川ダム近傍に常設する取水ポンプへの給

電が緊急安全対策により整備した低圧発電機より事象発生から８時間以内に確

立されるため，事象発生８時間後から開始する。 

大坪川ダムからの水補給が不可能な場合，ろ過水タンクが枯渇するのは運転時

で事象発生から 41 時間後，停止時で事象発生から 77 時間後となり，その時点か

ら海水を注水することとなる。 

 

第７表 水源枯渇時間評価結果（運転時） 

 
第８表 水源枯渇時間評価結果（停止時） 

 

 経過時間 備 考 

大坪川ダムからろ過水タンクへ補給開始 ８時間  

２号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 20時間 ２号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

２号復水貯蔵タンク枯渇 20時間 枯渇する前に純水タンクから水補給開始 

純水タンク枯渇 23時間  

１号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 25時間 １号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

１号復水貯蔵タンク枯渇 40時間  

（ろ過水タンク枯渇） 41時間 大坪川ダムからの水補給が不可能の場合 

 経過時間 備 考 

２号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 ６時間 ２号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始

大坪川ダムからろ過水タンクへ補給開始 ８時間  

１号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 25時間 １号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始

１号復水貯蔵タンク枯渇 40時間  

２号復水貯蔵タンク枯渇 58時間 枯渇する前に純水タンクから水補給開始

純水タンク枯渇 64時間  

（ろ過水タンク枯渇） 77時間 大坪川ダムからの水補給が不可能な場合
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(6) 注水量と水源の評価 

志賀２号機運転時の原子炉への注水量と水源の経過を第２図，志賀２号機運転

時の使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過を第３図，志賀２号機停止時

の使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過を第４図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
第２図 原子炉への注水量と水源の経過（運転時） 

第３図 使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過（運転時）使
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第４図 使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過（停止時）
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③ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給ありの場合）
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 (7) 志賀原子力発電所のタンクの使用割り当て 

＜運転時＞ 

対象号機 １号機 ２号機 

水 源 

  

 
＜停止時＞ 

対象号機 １号機 ２号機 

水 源 

  

１号復水貯蔵タンク 2,200 ㎥

（評価 707 ㎥） 

２号復水貯蔵タンク 2,400 ㎥ 

（評価 990 ㎥） 

純水タンク 1,000 ㎥ 
（評価 115 ㎥） 

ろ過水タンク 3,000 ㎥×２基

（評価 376 ㎥×２基） 

１号復水貯蔵タンク 2,200 ㎥

（評価 707 ㎥） 

２号復水貯蔵タンク 2,400㎥

（評価 990 ㎥） 

純水タンク 1000 ㎥ 

（評価 115 ㎥） 

ろ過水タンク 3,000 ㎥×２基

（評価 376 ㎥×２基） 

ろ過水タンク 3,000 ㎥×２基 

（評価 376 ㎥×２基） 

評価 

725 ㎥ 
評価 

27 ㎥

１号機にて 27 ㎥，２号機にて

725 ㎥が消費される。事象発生

から 41 時間後にろ過水タンク

は枯渇する。 

大坪川ダムからの補給が不可能な場合 

評価 

245 ㎥ 
評価 

507 ㎥

１号機にて 507 ㎥，２号機

にて 245 ㎥が消費される。

事象発生から 77 時間後に

ろ過水タンクは枯渇する。

大坪川ダムからの補給が不可能な場合 ろ過水タンク 3,000 ㎥×２基 

（評価 376 ㎥×２基） 

水
補
給 

水
補
給 
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(8) 緊急安全対策報告書の評価と本評価における水源評価条件変更点 

 

No 項 目 
緊急安全対策に 

おける条件 

本評価に 

おける条件 
理 由 

原子炉 

1 燃焼度 55,000MWd/t 
最高使用燃焼度である
55,000MWd/t を用いる。

2 注水温度 

志賀原子力発電所２
号機 事故時運転操
作ガイド（ＡＭＧ）
（炉心損傷後）内の
崩壊熱除去に必要な
注水量のグラフより
算出。 

66℃ 
注水の水温は 66℃（CST
の最高使用温度）を想定
する。 

使用済燃料貯蔵プール 

1 運転期間 13 ヶ月 14 ヶ月 

保安規定で定められて
いる 13 ヶ月運転に調整
運転１ヶ月を加えた運
転期間とする。 

2 停止期間 65 日 70 日 
社内で目標となる標準
的な定期検査日数を用
いる。 

3 評価開始日 
１号機：停止後 14 日
２号機：停止後 21 日

１号機：停止後 8日
２号機：停止後 10 日

１号：第 10 回定期検査

実績より。 

２号：他社（ＡＢＷＲ）

実績より。 

4 プール水量 

ノミナル水量（ｷｬｽｸ
ﾋﾟｯﾄ含む） 
 
 
スロッシングを考慮
する。 

ノミナル水量（ｷｬｽｸ
ﾋﾟｯﾄ含む）－プール
内構造物 

 
スロッシングを考慮
しない。 

プール内構造物：燃料集
合体，使用済燃料貯蔵ラ
ック等。 
スロッシングの効果を
考慮せず，プール内構造
物の容積を考慮したプ
ール水量に変更。 

5 
注水を開始する
タイミング 

プール水温が 100℃
に到達し，プール水
位が下がり燃料が露
出した時。 

プール水温が 100℃
に到達した時。 

現場での作業環境を考
慮する。 

6 燃焼度 45,000MWd/t 55,000MWd/t 
最高使用燃焼度である
55,000MWd/t を用いる。

7 注水温度 30℃ 66℃ 
注水の水温は 66℃（CST
の最高使用温度）を想定
する。 

8 燃料露出の定義
使用済燃料貯蔵ラッ
ク上端面の露出。 

燃料ハンドル上部の
露出。 

使用済燃料貯蔵ラック
上端面の露出より保守
性を持たせ，燃料ハンド
ル上部の露出とする。 



起因事象発生時の電源機能に係る評価結果 

 

1. 全交流電源喪失事象発生時の電源機能に係る事象の過程の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高圧電源車は発電所内に備蓄してある軽油タンクから燃料(軽油)を補給すること

で，外部からの支援がなくても，高圧電源車は約 70 日間運転可能である。 
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変圧器 
ケーブル 

【高圧電源車】 

・２号機 ：３００ｋＶＡ×３台

6.6kV 

外部電源から 

非常用Ｐ／Ｃ母線 

非常用ディーゼル発電機 

非常用Ｍ／Ｃ母線

ケーブル 

原子炉への注水に 
必要な弁，計器等 

変圧器 

遮断器 

遮断器

遮断器 

ＤＧ 

Ｐ

復水移送
ポンプ 

１１５Ｖ 
非常用 

充電器盤 

非常用Ｃ／Ｃ母線  

原子炉への注水に必要な弁，計器等 

ＲＣＩＣ直流Ｃ／Ｃ
遮断器 

6.9kV

蓄電池 

・ 必要な電源容量 

約７３３ｋＶＡ 

・ 高圧電源車容量 

３００ｋＶＡ×３台 

非常用直流母線

ＤＧ初期励磁， 

プラント監視装置 

Ｍ／Ｃ･･･メタクラ 

Ｐ／Ｃ･･･パワーセンタ 

Ｃ／Ｃ･･･コントロールセンタ 

ＤＧ  ･･･非常用ディーゼル発電機

ＲＣＩＣ･･･原子炉隔離時冷却系 

中央制御室
計装電源盤

遮断器

分類 

（a）基本設計段階で採用した設備 

（b）整備済みのアクシデントマネジメント設備

（c）緊急安全対策 

440V 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 69 70

①　直流電源（蓄電池） (a)

②　高圧電源車 (c)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

８時間

約７０日間

約７０日後
緊急安全対策実施後

約８時間後
緊急安全対策実施前



2. 緊急安全対策およびシビアアクシデント対策にかかる訓練実施結果 
訓練内容 訓練実施日 所要時間 訓練結果 

高圧電源車による給電訓練 
高圧電源車の配置，ケーブル布設，キュービクル･P/C
への繋ぎ込み，給電 

1号:4月13日 
2号:4月14日 

1号:65分※1 
2号:87分※1 

訓練結果:良好 
※1キュービクル2次側及びP/Cへのケーブルの繋ぎ込みは模擬訓練とした。 

低圧外部電源による給電訓
練 

ケーブル布設，分電盤又はC/Cへの繋ぎ込み，給電 4月15日 
給水処理:25分※2 
事務本館:63分※2 

訓練結果:良好 
※2 分電盤又はC/Cへの繋ぎ込みは模擬訓練とした。 

給
電
に
係
る
対
策 

燃料補給訓練 
燃料補給資機材積み込み･移動，軽油タンクからドラム
缶への軽油移送，油補給 

4月15日 
4月16日 
4月18日 

38分～42分※3，4 

訓練結果:良好 
※3低圧電源車への補給訓練は高圧電源車への訓練で代えた。 
※4 軽油タンクからドラム缶への軽油移送及びドラム缶からの軽油補給は模擬
訓練とした。 

ケーブル布設，分電盤への繋ぎ込み，ディーゼル発電機
起動，送水 

4月14日 
4月17日 
4月20日 

5分～30分※5 
訓練結果:良好 
※5 分電盤への繋ぎ込みは模擬訓練とした。 

大坪川ダム水 
送水訓練 

ホース敷設訓練 
9月13日，9月15日 
9月22日,9月26日 

9月27日 

10時間20分※６ 
13時間20分※７ 

訓練結果：良好＊ 
＊一部ホースを常設化したことで耐震防火水槽までのホース敷設時間を４時
間程度で可能とした。 

※６ 大坪川ダムからろ過水タンクまでの敷設 
※７ 大坪川ダムから耐震性防火水槽までの敷設 

原水受入タンク～ 
ろ過水タンク移送訓練 

小型動力ポンプ消防車の配置，ホース布設･繋ぎ込み，
小型動力ポンプ起動，送水 

4月12日 
4月16日 
4月17日 
4月20日 

6分～20分※８ 

訓練結果:良好 
※8 送水は実施せず模擬訓練とした。 

原水受入タンク～ 
屋外消火系送水訓練 

化学消防車の配置，ホース布設，繋ぎ込み，化学消防車
起動，送水 

4月12日 
4月16日 
4月17日 
4月20日 

8分～30分※９ 

訓練結果:良好 
※9 送水は実施せず模擬訓練とした。 

2 号放水槽～屋外消火系送
水訓練 

化学消防車等の配置，ホース布設･繋ぎ込み，化学消防
車起動，送水 

4月14日 
4月15日 
4月16日 
4月18日 
4月20日 

8分～35分※10 

訓練結果:良好 
※10 送水は実施せず模擬訓練とした。 

使用済燃料貯蔵プール 
ホース布設訓練 

ホース布設（原子炉建屋内） 

4月12日 
4月14日 
4月16日 
4月18日 

1号:4分～30分※11 

2号:6分～30分※11 

訓練結果:良好 
※11 送水は実施せず模擬訓練とした。 

使用済燃料貯蔵プール 
非常送水訓練 

ホース布設（屋外），小型ポンプ付水槽車の配置，ポン
プへのホース繋ぎ込み，送水 

4月12日 
4月14日 
4月18日 

10分～53分※12 
訓練結果:良好 
※12 送水は実施せず模擬訓練とした。 

注
水
に
係
る
対
策 

燃料補給訓練 
燃料補給資機材積み込み･移動，軽油タンクからドラム
缶への軽油移送，油補給 

4月14日 
4月17日 
4月20日 

7分～20分※13 
訓練結果:良好 
※13 軽油タンクからドラム缶への軽油移送及びドラム缶からの軽油補給は模

擬訓練とした。 

手順確認訓練 
全交流電源喪失時の対応に必要な運転マニュアルの確
認。 

1号:3月23日 
～4月13日 

2号: 3月24日 
～4月12日 

― 

訓練結果:良好 
運
転
に
係
る
対
策 

シミュレータ訓練 
自社シミュレータ訓練による全交流電源喪失時の対応
の確認※14 

1号:4月7日 
～4月12日 

2号:8月31日,9月13日, 
10月8日,10月25日 

― 

訓練結果:良好 
※14 シミュレータ訓練については自社シミュレータを有する 1 号についての
み実施。2号については所定のBTC訓練にて順次実施中。 

水素爆発に

係る対策 

原子炉建屋屋根穴あけ作業
訓練 

ディーゼル発電機の起動，ボーリングコアドリル起動，
穴あけ 

6月23日,6月24日 
6月25日,6月27日 

150分※15 
訓練結果：良好 
※15 各手順について個別に実施し，その合計時間を所要時間として積上げた。 

総合 総合訓練 
地震･津波の起因による全交流電源喪失時を想定し，国･
自治体への通報等の総合訓練を実施 

4月19日 ― 
訓練結果:良好 
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3. 高圧電源車および低圧発電機の負荷と継続時間評価 

 

全交流電源喪失後は，非常用直流電源の蓄電池により，中央制御室の監視機能等

に電源を供給するが，蓄電池が枯渇する前に電源車を非常用母線に接続し，継続的

に電源を供給する必要がある。 

プラント監視機能を維持しつつ，原子炉および使用済燃料貯蔵プールを冷却する

ために必要とする負荷容量は 733ｋＶＡと評価しており，その容量を上回る 900ｋＶＡ

の高圧電源車を配備している。（負荷容量内訳については，第１表参照） 

   

また，高圧電源車は，発電所構内にある非常用ディーゼル発電機用の軽油タンク

内の軽油を消費しつつ発電するが，志賀１，２号機の各々に配備された電源車，事

務本館等へ電源供給する低圧発電機が同時に燃料を消費することを想定すると，１

時間当たり 364ℓの燃料が必要となる。一方，軽油タンクの使用可能量は，940kℓで

あることから，燃料が枯渇するまでの時間（給油可能連続日数）を約 107 日間と評

価している。 

 

 必要な電源 

容量（kVA） 

配備済の電源

容量（kVA） 

定格負荷時の

燃費（ℓ/h） 

志賀１号機（高圧電源車２台） 586 600 130 

志賀２号機（高圧電源車３台） 733 900 195 

事務本館用（低圧発電機） 140 150 33.3 

純水移送ポンプ用（低圧発電機） 23 150 5.3 

合計 － － 364 
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第１表 高圧電源車の負荷容量算定根拠 

 

機 能 設 備 
１号機 

（ｋＶＡ） 

２号機 

（ｋＶＡ） 
備考 

原子炉隔離時冷却系（RCIC） 

２０．３ １２６．０ １号：230V充電器盤，弁 

２号：115V非常用充電器盤(A) 

   （RCIC直流C/C，計装用CVCF，非常用直流

分電盤 他） 
原子炉 

代替注水系（MUWC他） ５７．２ １０１．９ 
１号：弁，MUWCポンプ１台 

２号：弁，MUWCポンプ２台 

冷やす 

使用済燃料貯蔵プール ３４．２ ５．６ 
１号：弁，MUWFポンプ 

２号：弁 

耐圧強化ベント １．６ ２．８ 弁 

非常用ガス処理系（SGTS）※１ １８．８ ２２．５ 弁，ファン，加熱コイル 閉じ込める 

可燃性ガス濃度制御系（FCS）※１ １２５．６ １２５．５ 弁，ブロア，ヒータ 

監視計器，制御装置※２ １２６．０ １１７．９ MCR計装用電源，計装用CVCF 

通信機能 ３８．７ ４１．４ PHS，ページング，保安電話 

照明 ４８．６ ６３．０ １号：MCR照明，R/Bオペフロ非常用照明 

２号：MCR照明，R/Bオペフロ非常用照明 他 

その他 

中央制御室(MCR)空調（再循環機能のみ）※１ １１５．４ １２６．４ 弁，送風機，再循環送風機 

合  計※３ ５８６ ７３３ － 

高圧電源車（３００ｋＶＡ）必要台数 ２台 ３台 － 

※１ 自主的に選定 

※２ 必要なプラント監視用計器（原子炉圧力，原子炉水位，原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温度，原子炉格納容器内γ線線量率等）お

よび期待される装置（RCIC，代替注水系，格納容器ベント，SGTS，FCS，MCR空調等）の制御電源を供給。 

  ※３ 想定される設備の運転パターン（設備の組み合わせ）の内，負荷容量の合計が最大となるパターンを記載 

１号：RCIC注水時（５５０ｋＶＡ），代替注水時（５８６ｋＶＡ） 

２号：RCIC注水時（７１９ｋＶＡ），代替注水時（７３３ｋＶＡ） 
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更なる対策で今後設置を計画している設備の概要  
 

 添付-4.2-5 および添付-4.3-1 に記載する更なる対策等のうち，外部電

源喪失事象や全交流電源喪失事象に対して効果が期待できる設備は以下

の通りである。 

 

(1) 非常用電源（大容量）の配備  
非常用ディーゼル発電機の代替電源として，原子炉状態監視計器や原

子炉の冷却・除熱維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給する

ことができるように，大容量の電源車(約 4,000ｋＶＡ)を２台配備する。 

これにより，冷温停止に必要な設備の電源をまかなうことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 外部電源の信頼性向上  

全ての送電線を志賀１，２号機の非常用母線に接続するため，志賀１

号機には 500ｋＶ送電線（志賀中能登線），志賀２号機には 66ｋＶ送電

線（赤住線）から接続できるよう電路を新設する。 

これにより，外部電源の信頼性向上を図る。 
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標高  21  ｍ  

標高  11  ｍ  

電 源

タービン建 屋  

原 子 炉 建 屋  

ポンプ等  

標高  35  ｍ  

標高 21ｍ  

標高 11ｍ  

安全上重要な機器のポンプや
計装装置等へ給電 

大 容 量 電 源 車  

電 源 供 給  

 志賀中能登線 
[500kV 送電線] 
（２回線） 

志賀原子力線 
[275kV 送電線] 
（２回線） 

赤住線 
[66kV 送電線] 
（１回線） 

新設新設 

２号機非常用母線 １号機非常用母線 

６．９ｋＶ

非 常 用 母 線  

接 続 盤  



海水熱交換器

建屋 

海水 海水  

取水槽放水槽

水中ポンプ 

原子炉補機 

冷却水系 

原子炉

補機

冷却

海水系

原子炉格納容器

炉心

サプレッション 

プール 

原子炉  

主蒸気逃がし安全弁  

主蒸気配管  

格納容器

ベント弁

 
 

(3) 外部電源早期復旧による所内電源の確保 

全交流電源喪失時に外部電源を早期に確保するため，赤住線（66kV）

の復旧対策を策定した。 

 

(4) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備  
原子炉補機冷却海水ポンプの機能を代替させるための大容量水中ポ

ンプ等を設置する。 

これにより，原子炉補機冷却海水ポンプの復旧が困難な場合において

も非常用ディーゼル発電機１系統，残留熱除去系１系統および燃料プー

ル冷却浄化系１系統を冷却し，必要な電源の確保ならびに原子炉および

使用済燃料貯蔵プールの冷却を実施することができる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) 格納容器ベント機能の強化 

  ベント弁を動作させるために必要な電源は，高圧電源車から供給する

こととしているが，電源の多様性を高めるため，ベント弁専用電源を設

置する。  
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ベント弁専用電源の設置 
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設備の概要および保全内容 

原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水機能 

設 備 分類 設備概要 保全頻度 保全内容 備  考 

容量ｍ３/ｈ 182原子炉隔離時冷却系ポン

プ 

(a) 

揚程ｍ 900(高圧),186(低圧)

65月間に1回 

1サイクルに1回 

分解点検など 

機能･性能試験 
 

容量ｍ３/ｈ 100復水移送ポンプ (b) 

揚程ｍ 70

39月間に1回 

3サイクルに1回 

分解点検 

機能･性能試験 

 

容量ｍ３/ｈ 250サプレッションプール浄

化ポンプ 

(a) 

揚程ｍ 90

3サイクルに１回 

1サイクルに１回 

分解点検 

機能･性能試験 

 

容量ｍ３ 2400復水貯蔵タンク (a) 

基数 1

1サイクルに１回 

10サイクルに１回 

外観点検 

外観点検(耐震部)，漏えい試験 

 

 

容量ｍ３/ｈ 45純水移送ポンプ (a) 

揚程ｍ 70

2月間に1回 

1年間に1回 

巡視点検 

潤滑油交換，機能･性能試験 

 

容量ｍ３ 1000純水タンク (a) 

基数 1
必要時 開放点検，漏えい試験 

 

 

容量ｍ３/ｈ 533電動消火ポンプ (b) 

揚程ｍ 85

10サイクルに1回 

6月間に1回 

分解点検，漏えい試験 

機能･性能試験 

 

 

容量ｍ３/ｈ 533ディーゼル消火ポンプ (b) 

揚程ｍ 85

10サイクルに1回 

6月間に1回 

分解点検，漏えい試験 

機能･性能試験 

燃料：軽油 

容量ℓ/min 1400消防車 (c) 

(d) 放水圧力MPa 1.4

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：軽油 

容量ℓ/min 1000小型動力ポンプ車 (c) 

放水圧力MPa 0.55

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：ガソリン 

容量ℓ/min 1000

容量ｍ３ 10

水槽車 (c) 

放水圧力MPa 0.7

2年間に１回 

1月間に１回 

車両点検 

動作確認，外観点検 

燃料：ガソリン， 

   軽油 

容量ｍ３ 3000ろ過水タンク (b) 

基数 2
10サイクルに1回 開放点検，漏えい試験  

容量ｍ３ 50原水受入タンク (a) 

基数 1
必要時 開放点検，漏えい試験  

容量ｍ３/min 1取水ポンプ（本設） 

（大坪川ダム） 

(a) 

揚程ｍ 60
1月間に２回 外観点検，動作確認 

電源：低圧発電機 

容量ｍ３/ｈ 60取水ポンプ（非常用） 

（大坪川ダム） 

(d) 

揚程ｍ 75
1月間に１回 外観点検，動作確認 

電源：低圧発電機 

容量ｍ３ 40耐震防火水槽 (c) 

基数 1
6月間に1回 外観点検，機能点検 

 

容量ℓ/min 1000水中ポンプ 

（海水） 

(c) 

揚程ｍ 35
1月間に１回 外観点検，動作確認 

電源：低圧発電機 
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設備の概要および保全内容 

電源機能 

設 備 分類 設備概要 保全頻度 保全内容 備考 

容量kVA 60低圧発電機 

（大坪川ダム用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

容量kVA 100低圧発電機 

（大坪川ダム用） 
(d) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

容量kVA 45低圧発電機 

（海水取水用） 
(c) 

台数 1
1月間に1回 

外観点検 

機能点検 

燃料：軽油 

 

分類の説明 

・防護措置に係る設備を以下に分類する。 

記号 分 類 

(a) 基本設計段階で採用した設備 

(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

(c) 緊急安全対策 

(d) 更なる対策 

 



  

緊急安全対策設備の継続使用可能時間 

  

 緊急安全対策で考慮する設備について，最終ヒートシンク喪失事象発生後から消防

車による淡水注水または海水注水を実施した場合の継続使用可能時間を求める。 

 

1. 対象設備 

・低圧発電機①  １台（大坪川ダム取水ポンプ用） 

・低圧発電機②  １台（海水取水ポンプ用） 

・消防車     １台 

・ブルドーザ   １台 

 

2. 燃料消費量 

(1) 発電機 

・低圧発電機①             ９．９ ℓ／時間 

・低圧発電機②               ３．５ ℓ／時間 

小計  １３．４ ℓ／時間 

 

(2) 消防車              ４３．２ ℓ／時間 

                  

(3) ブルドーザ              ２４   ℓ／時間 

 

(4) 合計の消費量        合計 約８１  ℓ／時間 

 

3. 燃料タンク容量 

・志賀１号機軽油タンクの使用可能量 １５１ｋℓ×２基 

・志賀２号機軽油タンクの使用可能量 ３１９ｋℓ×２基 

合計  ９４０ｋℓ 

（保守的に，軽油タンク下部より軽油の自重のみで容易に利用できる量とした。） 

   

よって，（９４０ｋℓ）／（８１ℓ／時間）＝約４８０日間の運転が可能となる。 
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起因事象発生時の注水機能に係る評価結果 

 
 

1. 運転時の評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 停止時の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 使用済燃料貯蔵プールの水温が 100℃に到達する６時間後から使用済燃料貯蔵プ

ールへ注水を開始する。 
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発電所内に備蓄してある軽油タンクから燃料(軽油)を補給することで，外

部からの支援がなくても，低圧発電機による大坪川ダムからの補給，水中

ポンプによる海水のくみ上げおよび消防車等の運転は約 480 日間可能で

ある。 

分類 

（a） 基本設計段階で採用した設備 

（b） 整備済みのアクシデントマネジメント設備 

（c） 緊急安全対策 

　
　　　　　　：稼動　　 　　　　　　：待機

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 479 480

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

③　海水（消防車を利用） (c)

①　２号復水貯蔵タンク （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

④　海水（消防車を利用） (c)

機能 号機

１号機

２号機

注水
機能

事象発生からの時間（日数）
種　類 分類

４０時間

約４８０日間

２０時間

３時間

約４８０日間

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・・ 479 480

①　１号復水貯蔵タンク (a)

②　ろ過水タンク (b)

③　海水（消防車を利用） (c)

①　２号復水貯蔵タンク　※ （a）

②　２号復水貯蔵タンク
　（純水タンクから補給）

（a）

③　ろ過水タンク （b）

④　海水（消防車を利用） (c)

種　類 分類
事象発生からの時間（日数）

２号機

注水
機能

号機

１号機

機能

４０時間

約４８０日間

５２時間

６時間

約４８０日間

6時間



復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 

ポンプ 
放水槽 

海水 

炉心 

原子炉 

圧力容器 

消防車 

純水移送 

ポンプ 

電動 

消火ポンプ 

3．原子炉および使用済燃料貯蔵プールへの注水機能 

 
(1) 原子炉への注水方法 

   最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）喪失時に，以下の優先順位で原子

炉への注水を行う。 
① 復水貯蔵タンクから，原子炉隔離時冷却系により注水 
 
② 復水貯蔵タンクから，復水移送ポンプにより注水 
 
③ ろ過水タンクから，電動消火ポンプにより注水 
 
④ ろ過水タンクから，ディーゼル消火ポンプにより注水 
 
⑤ ろ過水タンクまたは原水受入タンクから，消防車により注水 
 
⑥ 耐震防火水槽から，消防車により海水を注水 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ・・・緊急安全対策 
    ・・・更なる対策 

④ 

純水タンク 

1,000ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1基 

(1,2号共用) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2基 

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2基) 

RCIC 

⑤ 

① 

② 

大坪川ダム 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

⑥ 

消防車 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1基 

(評価 990ｍ３) 

⑤ 

③ 
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復水移送 

ポンプ 

ディーゼル 

消火ポンプ 

耐震防火水槽 

水中 

ポンプ 
放水槽 

海水 

消防車 

純水移送 

ポンプ 

水槽車 

使用済燃料 

貯蔵プール 

サプレッション 

プール浄化ポンプ 

電動 

消火ポンプ 
 

(2) 使用済燃料貯蔵プールへの注水方法 

  最終的な熱の逃がし場（最終ヒートシンク）喪失時に，以下の優先順位で使用済

燃料貯蔵プールへの注水を行う。 
   ① 復水貯蔵タンクから，復水移送ポンプにより注水 

 
   ② 復水貯蔵タンクから，サプレッションプール浄化ポンプにより注水 
 
   ③ ろ過水タンクから，電動消火ポンプにより注水 
 
   ④ ろ過水タンクから，ディーゼル消火ポンプにより注水 
 
   ⑤ ろ過水タンクまたは原水受入タンクから，消防車により注水 
 
   ⑥ 大坪川ダムから淡水を取水した水槽車により注水 
 
   ⑦ 耐震防火水槽から，消防車により海水を注水 
 

消防車 

⑥ 

⑤ 

① 

② 大坪川ダム 

⑦ 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

低圧発電機 
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機） 

純水タンク 

1,000ｍ３×1基 

(1,2 号共用) 

(評価 115ｍ３) 

復水貯蔵 

タンク 

2,400ｍ３×1基 

(評価 990ｍ３) 

ろ過水 

タンク 

3,000ｍ３×2基 

(1,2 号共用) 

(評価 376ｍ３×2基) 

原水受入 

タンク 

50ｍ３×1基 

(1,2号共用) 

⑤ 

    ・・・緊急安全対策 
    ・・・更なる対策 

④ 

③ 
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(3) 原子炉，使用済燃料貯蔵プールへの補給水源 
淡水タンク等の容量，通常管理値および評価に用いた保有水量を第１表に示す。 

 
第１表 淡水タンクの容量等 

水 源 容 量 通常管理値 評価に用いた保有水量 

１号復水貯蔵タンク 約 2,200 ㎥ 972～1,149㎥ 707㎥ 

２号復水貯蔵タンク 約 2,400 ㎥ 1,193～2,050 ㎥ 990㎥ 

ろ過水タンク 約 3,000 ㎥×２基 

（1,2号共用） 

520～2,900㎥ 376㎥ 

純水タンク 約 1,000 ㎥ 

（1,2号共用） 

190～990㎥ 115㎥ 

原水受入タンク 約 50 ㎥ 13～46㎥ － 

海水 － － － 

 
(4) 崩壊熱除去に必要な注水量評価 

a 原子炉への注水量評価 

    志賀２号機の崩壊熱除去に必要な原子炉への注水量の評価条件を第２表，評価

結果を第１図に示す。 

 

第２表 注水量評価条件（原子炉） 

崩壊熱条件 

志賀２号機 MAAP解析で用いる崩壊熱 

炉心平均燃焼度＝55,000MWd/t 

ウラン濃縮度＝3.81wt% 

水の蒸発に必要な 

比エンタルピ 

2,487.69[kJ/kg] 

（飽和蒸気の比エンタルピ）－（飽和水の比エンタルピ(66℃)） 

＝2,763.96[kJ/kg]－276.27[kJ/kg] 

水の密度 980[kg/㎥] 

必要注水量計算式 

][kg/m[kJ/kg]
3600W][

]/hm[

3

3

水の密度タルピ水の蒸発に必要なエン

ｋ崩壊熱

＝必要注水量

×
×  
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b 使用済燃料貯蔵プールへの注水量評価 

使用済燃料貯蔵プールに貯蔵している燃料の崩壊熱の評価については

May-Wittの式を用いた。注水量評価条件を第３表，評価結果を第４表に示す。ま

た，燃料取出スキーム（運転時）を第５表，燃料取出スキーム（停止時）を第６

表に示す。 

第３表 注水量評価条件（使用済燃料貯蔵プール） 

 志賀１号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（停止時） 

運転期間 １４ヶ月 

停止期間 ７０日 

評価開始日 停止後８日 停止後１０日 停止後１０日 

必要注水量計算式 

Ｑ×3600＝ｆｈρ 

Ｑ：崩壊熱 ｆ：注水量[㎥/h] ρ：66℃飽和水密度 980[kg/㎥] 

ｈ：66℃飽和水が 100℃飽和水蒸気へ変化するエネルギー 2,399.3[kJ/kg] 

 
第４表 注水量評価結果（使用済燃料貯蔵プール） 

 志賀１号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（運転時） 

志賀２号機 

（停止時） 

注水量（㎥/h） ３ ７ １９ 

崩壊熱（MW） １．６４１ ４．０９４ １２．１１２ 
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第１図 注水量評価結果（原子炉） 



第５表 燃料取出スキーム（運転時） 
取出燃料 冷却期間 燃料数（％炉） 崩壊熱（MW） 

１３サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋70日)＋10日 22 0.051 

１２サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.059 

１１サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.064 

１０サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.068 

９サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.074 

８サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.081 

７サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.090 

６サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.101 

５サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.116 

４サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.138 

３サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.171 

２サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.229 

１サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.362 

定検時取出燃料(5.71サイクル照射) 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 7 0.732 

定検時取出燃料(4.71サイクル照射） 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 17 1.758 

崩壊熱合計 
照射済燃料体数：334％炉 

崩壊熱：4.094(MW) 

第６表 燃料取出スキーム（停止時） 
取出燃料 冷却期間 燃料数（％炉） 崩壊熱（MW） 

１４サイクル冷却済燃料 14×(14ヶ月＋70日)＋10日 22 0.049 

１３サイクル冷却済燃料 13×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.056 

１２サイクル冷却済燃料 12×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.059 

１１サイクル冷却済燃料 11×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.064 

１０サイクル冷却済燃料 10×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.068 

９サイクル冷却済燃料 9×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.074 

８サイクル冷却済燃料 8×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.081 

７サイクル冷却済燃料 7×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.090 

６サイクル冷却済燃料 6×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.101 

５サイクル冷却済燃料 5×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.116 

４サイクル冷却済燃料 4×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.138 

３サイクル冷却済燃料 3×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.171 

２サイクル冷却済燃料 2×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.229 

１サイクル冷却済燃料 1×(14ヶ月＋70日)＋10日 24 0.362 

定検時取出燃料(5.71サイクル照射) 0×(14ヶ月＋70日)＋10日 100 10.454 

崩壊熱合計 
照射済燃料体数：434％炉 

崩壊熱：12.112(MW) 
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(5) 水源枯渇時間の評価 

志賀２号機が運転時の水源枯渇時間評価を第７表，停止時の水源枯渇時間評価 

を第８表に示す。 

大坪川ダムからろ過水タンクへの水補給は，事象発生から８時間後に開始する。

最終ヒートシンク喪失では，必要な電源は供給されているため大坪川ダムからの

水補給が可能であり，ろ過水タンクは枯渇しない。 

万一，大坪川ダムからの水補給が不可能な場合，ろ過水タンクが枯渇するのは

運転時で事象発生から 41時間後，停止時で事象発生から 77時間後となり，その

時点から海水を注水することとなる。 

 

第７表 水源枯渇時間評価結果（運転時） 

 
第８表 水源枯渇時間評価結果（停止時） 

 

 経過時間 備 考 

大坪川ダムからろ過水タンクへ補給開始 ８時間  

２号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 20時間 ２号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

２号復水貯蔵タンク枯渇 20時間 枯渇する前に純水タンクから水補給開始 

純水タンク枯渇 23時間  

１号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 25時間 １号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

１号復水貯蔵タンク枯渇 40時間  

（ろ過水タンク枯渇） 41時間 大坪川ダムからの水補給が不可能の場合 

 経過時間 備 考 

２号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 ６時間 ２号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

大坪川ダムからろ過水タンクへ補給開始 ８時間  

１号使用済燃料貯蔵プール100℃到達 25時間 １号使用済燃料貯蔵プールへの注水開始 

１号復水貯蔵タンク枯渇 40時間  

２号復水貯蔵タンク枯渇 58時間 枯渇する前に純水タンクから水補給開始 

純水タンク枯渇 64時間  

（ろ過水タンク枯渇） 77時間 大坪川ダムからの水補給が不可能な場合 
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(6) 注水量と水源の評価 

志賀２号機運転時の原子炉への注水量と水源の経過を第２図，志賀２号機運転

時の使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過を第３図，志賀２号機停止時

の使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過を第４図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

第２図 原子炉への注水量と水源の経過（運転時） 
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第３図 使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過（運転時） 
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使用済燃料貯蔵プールの崩壊熱除去に必要な注水量（ｍ３／ｈ） 

①２号機復水貯蔵タンク（純水タンクから補給） 

②ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給ありの場合） 

②ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給なしの場合） 

③海水（大坪川ダムからの補給なしの場合） 

水 

源 

② 

41時間 
23時間 
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②２号機復水貯蔵タンク（純水タンクから補給） 

③ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給ありの場合） 
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④海水（大坪川ダムからの補給なしの場合） 

水 

源 

20時間 

23時間 

41時間 

④ ③ 
② ③ 

① 

原
子

炉
の

崩
壊
熱
除
去

に
必
要
な
注

水
量
（
m
3
／
h
)
 

経過時間（hour） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

0 
50 

100 150 
経過時間（hour） 

必要注水量 

19（m3／h） 

① ② 
③ 

58時間 

第４図 使用済燃料貯蔵プールへの注水量と水源の経過（停止時） 
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使用済燃料貯蔵プール

100℃到達（６時間） 

から注水を開始 

64時間 

④ 

③ 

使用済燃料貯蔵プールの崩壊熱除去に必要な注水量（ｍ３／ｈ） 
①２号機復水貯蔵タンク 
②２号機復水貯蔵タンク（純水タンクから補給） 
③ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給ありの場合） 

③ろ過水タンク（大坪川ダムからの補給なしの場合） 
④海水（大坪川ダムからの補給なしの場合） 

水 

源 
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(7) 志賀原子力発電所のタンクの使用割り当て 

＜運転時＞ 

対象号機 １号機 ２号機 

水 源 

  
 

 
＜停止時＞ 

対象号機 １号機 ２号機 

水 源 
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１号復水貯蔵タンク 2,200㎥ 

（評価 707㎥） 

２号復水貯蔵タンク 2,400㎥ 

（評価 990㎥） 

純水タンク 1000㎥ 

（評価 115㎥） 

ろ過水タンク 3,000㎥×２基 

（評価 376㎥×２基） 

評価 

245㎥ 
評価 

507㎥ 

１号機にて 507 ㎥，２号機

にて 245 ㎥が消費される。

事象発生から 77 時間後に

ろ過水タンクは枯渇する。 

大坪川ダムからの補給が不可能な場合 
ろ過水タンク 3,000㎥×２基 

（評価 376㎥×２基） 

水
補
給 

１号復水貯蔵タンク 2,200㎥ 

（評価 707㎥） 

２号復水貯蔵タンク 2,400㎥ 

（評価 990㎥） 

純水タンク 1,000㎥ 
（評価 115㎥） 

水
補
給 

ろ過水タンク 3,000㎥×２基 

（評価 376㎥×２基） 

ろ過水タンク 3,000㎥×２基 

（評価 376㎥×２基） 

評価 

725㎥ 
評価 

27㎥ 

１号機にて 27 ㎥，２号機にて

725 ㎥が消費される。事象発生

から 41 時間後にろ過水タンク

は枯渇する。 

大坪川ダムからの補給が不可能な場合 



 
(8) 緊急安全対策報告書の評価と本評価における水源評価条件変更点 

 

No 項 目 
緊急安全対策に 

おける条件 

本評価に 

おける条件 
理 由 

原子炉 

1 燃焼度 
志賀原子力発電所２
号機 事故時運転操
作ガイド（ＡＭＧ）
（炉心損傷後）内の
崩壊熱除去に必要な
注水量のグラフより
算出。 

55,000MWd/t 
最高使用燃焼度である
55,000MWd/tを用いる。 

2 注水温度 66℃ 
注水の水温は 66℃（CST
の最高使用温度）を想定
する。 

使用済燃料貯蔵プール 

1 運転期間 13ヶ月 14ヶ月 

保安規定で定められて
いる 13 ヶ月運転に調整
運転１ヶ月を加えた運
転期間とする。 

2 停止期間 65日 70日 
社内で目標となる標準
的な定期検査日数を用
いる。 

3 評価開始日 
１号機：停止後 14日 
２号機：停止後 21日 

１号機：停止後 8日 
２号機：停止後 10日 

１号：第 10 回定期検査

実績より。 

２号：他社（ＡＢＷＲ）

実績より。 

4 プール水量 

ノミナル水量（ｷｬｽｸ
ﾋﾟｯﾄ含む） 
 
 
スロッシングを考慮
する。 

ノミナル水量（ｷｬｽｸ
ﾋﾟｯﾄ含む）－プール
内構造物 

 
スロッシングを考慮 
しない。 

プール内構造物：燃料集
合体，使用済燃料貯蔵ラ
ック等。 
スロッシングの効果を
考慮せず，プール内構造
物の容積を考慮したプ
ール水量に変更。 

5 
注水を開始する
タイミング 

プール水温が 100℃
に到達し，プール水
位が下がり燃料が露
出した時。 

プール水温が 100℃
に到達した時。 

現場での作業環境を考
慮する。 

6 燃焼度 45,000MWd/t 55,000MWd/t 
最高使用燃焼度である
55,000MWd/tを用いる。 

7 注水温度 30℃ 66℃ 
注水の水温は 66℃（CST
の最高使用温度）を想定
する。 

8 燃料露出の定義 
使用済燃料貯蔵ラッ
ク上端面の露出。 

燃料ハンドル上部の
露出。 

使用済燃料貯蔵ラック
上端面の露出より保守
性を持たせ，燃料ハンド
ル上部の露出とする。 
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更なる対策で今後設置を計画している設備の概要  

 
添付-4.2-5 に記載する更なる対策のうち，最終ヒートシンク喪失事象に

対して効果が期待できる設備は以下の通りである。  

 
(1) 浸水した電動機の洗浄・乾燥用の資機材の配備  

津波により原子炉補機冷却系ポンプの電動機が浸水した際，浸水した

電動機を洗浄，乾燥して再使用するため，洗浄装置，乾燥機，クレーン

等を配備した。 

 

 

(2) 原子炉補機冷却系ポンプの予備電動機の配備  

福島第一原子力発電所において，津波により海水ポンプの機能が喪失

したことを踏まえ，原子炉補機冷却水ポンプおよび原子炉補機冷却海水

ポンプの予備電動機を計８台配備する。  
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【予備電動機の仕様・台数】  
・ １号機  

RSW：190kW×２台 

RCW：180kW×２台 

・  ２号機  

RSW：280kW×２台 

RCW：310kW×２台  

取水槽  

放水槽  

原
子
炉
補
機
冷
却 

海
水
系 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
系 

海水  淡水  

原子炉補機冷却水ポンプ  
（  RCW)  

原子炉補機冷却海水ポンプ  
（  RSW)  

熱
交
換
器 

原子炉や使用済燃

料プールで発生す

る崩壊熱や非常用

ディーゼル発電機で

発生する熱など 

熱
交
換
器 



(3) 原子炉補機冷却海水ポンプ代替品の配備  
原子炉補機冷却海水ポンプの機能を代替させるための大容量水中ポ

ンプ等を設置する。  
これにより，原子炉補機冷却海水ポンプの復旧が困難な場合において

も非常用ディーゼル発電機１系統，残留熱除去系１系統および燃料プー

ル冷却浄化系１系統を冷却し，必要な電源の確保ならびに原子炉および

使用済燃料貯蔵プールの冷却を実施することができる。  
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

海水熱交換器  

建屋  

海水  

 
海水  

取水槽  放水槽  

水中ポンプ  

原子炉補機  

冷却水系  

原子炉

補機  

冷却  

海水系  

添付-5.5-4 

(2/2) 



ほう酸水注入系
（SLC)

ほう酸水
貯蔵タンク

ほう酸水
注入ポンプ

FDWへ
※２

RCIC
ポンプ

ＲＣＩＣ
タービン

サブレッション・
プール（Ｓ/Ｐ)

S/Pより

原子炉建屋非常用ガス処理系

スプレイヘッダ
格納容器

RHRポンプ

熱交換器

（C）

熱交換器

熱交換器

RHR
ポンプ
（B)

主蒸気逃がし安全弁
（SRV)

（18個)

主蒸気隔離弁
（MSIV)

残
留
熱
除
去
系

（
R
H
R

）
B

残
留
熱
除
去
系

（
R
H
R

）
A

高
圧
給
水
加
熱
器

電動機駆動原子炉
給水ポンプ

タービン駆動原子炉
給水ポンプ

高圧ドレンタンク

排気筒

主蒸気系（MS）

復水貯蔵タンク
（CST）

※２
RCICより

高圧タービン 低圧タービン
発電機

組合せ中間弁

タービンバイパス弁

湿分分離加熱器

開閉所

主変圧器

低圧復水ポンプ

高圧復水ポンプ

送電線

残
留
熱
除
去
系

（
R
H
R

）
C

高
圧
炉
心
注
水
系

（
H
P
C
F

）
C

高
圧
炉
心
注
水
系

（
H
P
C
F

）
B

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

（
R
C
I
C

）

RHR
ポンプ
（A)

ベント管

格納容器
スプレイ
ヘッダー

主蒸気止め弁 蒸気加減弁

第４給水
加熱器

第３給水
加熱器

第２給水
加熱器

第１給水
加熱器

復水ろ過装置

復水脱塩装置

フィルタ装置

8個
真空破壊弁

第６給水
加熱器

第５給水
加熱器

タービン抽気より

復水器へ
タービン

低
圧
給
水
加
熱
器

タービン建屋より

廃棄物処理建屋より

タービン
タービン抽気より

復水器へ

高圧ドレンポンプ

乾燥装置排風機

再結合器

可燃性ガス濃度制御系（２系統）

ブロア

冷却器

気水分離

加熱器

（再結合装置）

ろ過水タンク

HPCF
ポンプ

(C)

HPCF
ポンプ

(B)

ＭＵＷＣポンプ

ＭＤ消火ポンプ

ディーゼル消火ポンプ

ＣＲＤポンプ

スキマ
サージ
タンク

使用済燃料
貯蔵プール

燃料プール
冷却浄化ポンプ

ろ過脱塩装置熱交換器

循環水系（CW）

循環水ポンプ

海

原子炉補機
冷却海水系
（RSW3系統）

熱交換器

海水
ポンプ
（２台）

冷却水ポンプ
（２台）

海

※１
CRDポンプへ

残留熱
除去系
機器等

非常用
ディーゼル
発電設備

原子炉補機冷却系
（RCW3系統）

原子炉
建屋内
補機等

※１
スピルオーバーより

原子炉補機
冷却水系

原子炉補機
冷却水系

原子炉補機
冷却水系

原子炉補機
冷却水系

添
付
-
5
.
6
-
1

電動消火ポンプ

原子炉建屋より

志賀原子力発電所２号機系統概要図



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事象進展に係るカテゴリー分類（炉心損傷）

スクラム系

成功 
高圧炉心 

冷却系成功 

スクラム系

失敗 
高圧炉心 

冷却系失敗 
低圧炉心 

冷却系成功 
原子炉減圧

成功 
崩壊熱除去

成功 

スクラム系

成功 
高圧炉心 

冷却系成功 

スクラム系

失敗 
高圧炉心 

冷却系失敗 
低圧炉心 
冷却系成功 

低圧炉心 
冷却系失敗 

原子炉減圧

成功 

原子炉減圧

失敗 

崩壊熱除去

成功 

崩壊熱除去

失敗 

圧力バウン

ダリ健全 

圧力バウン

ダリ破損 

<過渡事象> 

ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ 

MSIV 閉 

給水喪失 

復水器真空度喪失 

SRV 誤開放 

外部電源喪失 

その他の過渡事象 

 

手動停止 

サポート系喪失 

高圧炉心 
冷却系成功 

高圧炉心 
冷却系失敗 

再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

ﾄﾘｯﾌﾟ成功 

再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

ﾄﾘｯﾌﾟ失敗 

ほう酸水注

入系成功 

ほう酸水注

入系失敗 

崩壊熱除去

成功 

崩壊熱除去

失敗 

圧力バウン

ダリ健全 

圧力バウン

ダリ破損 

電源確立 
成功 

電源確立 
失敗 

<LOCA> 

大破断 LOCA 

中破断 LOCA 

小破断 LOCA 

炉心損傷 

炉心損傷 

炉心損傷 

炉心損傷 

炉心損傷 

炉心損傷 

炉心損傷 

崩壊熱除去

失敗 
低圧炉心 

冷却系失敗 
原子炉減圧

失敗 

炉心損傷 

炉心損傷 

電源復旧 
成功 

電源復旧 
失敗 

＊１：LOCA へ 

＊２：過渡事象(電源確立後)へ

 

＊１ 

＊２ 

原子炉 
冷却材喪失 

残留熱除去 
失敗 

電源喪失 

高圧注水 
減圧失敗 

高圧・低圧 
注水失敗 

未臨界確保 
失敗 

起因事象 事象進展 炉心損傷要因 
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MSIV：主蒸気隔離弁 

SRV：主蒸気逃がし安全弁 

LOCA：原子炉冷却材喪失 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事象進展に係るカテゴリー分類（格納容器機能喪失） 

PCV 

隔離 

失敗 

RPV 

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 成功 

原子炉 
減圧 
成功 

長期冷却 
成功 

<過渡事象> 

ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ 

MSIV 閉 

給水喪失 

復水器真空度喪失 

SRV 誤開放 

外部電源喪失 

その他の過渡事象 

 

手動停止 

サポート系喪失 

長期冷却 
失敗 

RPV 

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 失敗

原子炉 
減圧 
失敗 

炉心損傷 

RPV 内水蒸気爆発，格納容器雰囲気直接

加熱が無ければ PCV 注水へ 

 

起因事象 事象進展 格納容器 
機能喪失要因 

PCV 内 

水蒸気爆発 

溶融物 
冷却失敗 

雰囲気 
直接加熱 

RPV 内 

水蒸気爆発 

下部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 成功 

下部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 失敗

上部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 成功 

上部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 失敗 

上部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 成功 

長期冷却 
成功 

長期冷却 
失敗 

長期冷却 
成功 

長期冷却 
失敗 

PCV ﾍﾞﾝﾄ失敗

PCV 

過圧破損 

溶融物 
冷却失敗 

PCV 

過温破損 

PCV ﾍﾞﾝﾄ成功

PCV ﾍﾞﾝﾄ失敗

PCV ﾍﾞﾝﾄ成功

PCV ﾍﾞﾝﾄ失敗

PCV ﾍﾞﾝﾄ成功

PCV ﾍﾞﾝﾄ失敗

PCV ﾍﾞﾝﾄ成功

PCV ﾍﾞﾝﾄ失敗

PCV ﾍﾞﾝﾄ成功

上部 D／W

低圧炉心冷

却系/代替注

水系 失敗 

PCV 

バイパス 

PCV 

隔離 

成功 

原子炉冷

却材喪失 

電源喪失 

高圧注水 
減圧失敗 

高圧低圧 
注水失敗 

未臨界 
確保失敗 

<LOCA> 

大破断 LOCA 

中破断 LOCA 

小破断 LOCA 

PCV過圧

破損へ 
 

残留熱 
除去失敗 

注：電源喪失では，電源復旧を考慮 

残留熱除去失敗，

未臨界確保失敗

から 
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RPV：原子炉圧力容器 

PCV：格納容器 

D/W：ドライウェル 

MSIV：主蒸気隔離弁 

SRV：主蒸気逃がし安全弁 

LOCA：原子炉冷却材喪失 



 

添
付
-
5
.
6
-
3

(
1
/
2
)

ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書で整備した防護措置 

 

項 目 防護措置（ＡＭ） 内 容 

手動スクラム 原子炉手動スクラムボタンにより，原子炉を手動停止させる。 

水位制御 原子炉水位を制御することにより，原子炉出力を抑制する。 

ほう酸水注入系の手動操作 手動でポンプを起動し，ほう酸水を原子炉へ注入することにより，原子炉に負の反応

度を与え，原子炉を停止させる。 

代替反応度制御（ＲＰＴ） 原子炉緊急停止系作動回路とは別に設置した計測制御系により異常(原子炉圧力高，原

子炉水位低)を検知し，原子炉冷却材再循環ポンプを自動トリップさせ，原子炉の出力

を低下させる。 

原子炉の停止

機能に係る対

策 

代替反応度制御（ＡＲＩ） 原子炉緊急停止系作動回路とは別に設置した計測制御系により異常(原子炉圧力高，原

子炉水位低)を検知し，後備緊急停止弁とは別にスクラムヘッダに設置した弁を自動で

開放することにより，自動的に原子炉を停止させる。 

ＥＣＣＳの手動起動 手動でＥＣＣＳを起動させる。 

原子炉の手動減圧および低圧注水

操作 

原子炉を手動で減圧し，低圧で注水ができるようにする。 

代替注水手段（給復水系，制御棒駆

動系等による注水手段） 

給復水系や制御棒駆動系等を使って，原子炉を冷却する。 

炉心冷却機能

に係る対策 

代替注水手段（復水補給水系，消火

系ポンプによる注水手段） 

復水補給水系や消火系を有効活用する観点から，原子炉へ注水できるように配管を接

続し，運転員の判断により代替注水設備を利用することで原子炉への注水機能を向上

させる。 
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ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書で整備した防護措置 

 

項 目 防護措置（ＡＭ） 内 容 

代替注水手段（復水補給水系，

消火系ポンプによる注水手段） 

復水補給水系や消火系を有効活用する観点から，ドライウェルスプレイ管を介したスプレ

イや下部ドライウェルへの直接注水が行えるよう配管を接続し，発生した蒸気のスプレイ

による凝縮や下部ドライウェルのデブリ（炉心溶融物）冷却といった格納容器への注水機

能を向上させる。 

格納容器スプレイ冷却系の手動

起動 

格納容器スプレイ冷却系を手動起動し，格納容器圧力の上昇を抑える。 

不活性ガス系，非常用ガス処理

系を通じたベント 

不活性ガス系，非常用ガス処理系を利用したベントにより，格納容器の圧力の上昇を抑制

させる。 

ドライウェル冷却系，原子炉冷

却材浄化系を利用した代替除熱 

格納容器からの除熱が可能な設備を有効活用して，格納容器からの除熱機能を向上させる。 

残留熱除去系の故障機器の復旧 格納容器からの除熱機能が喪失しても事象の進展は遅く時間的余裕が大きいことから，こ

の時間を利用して残留熱除去系の故障を復旧し，格納容器からの除熱機能を向上させる。 

放射性物質の

閉じ込め機能

格納容器ベント（耐圧強化ベン

ト） 

耐圧性を強化した格納容器ベントラインを設けることによって，格納容器過圧防止として

の減圧操作の適用範囲を広げ，格納容器からの除熱機能を向上させる。 

外部電源の復旧および非常用デ

ィーゼル発電機の手動起動 

原子炉隔離時冷却系により原子炉を冷却しつつ外部電源を復旧し，非常用ディーゼル発電

機を手動起動させることにより電源を供給する。 

電源の融通（高圧・低圧） 

・隣接号機間融通 

複数基立地のメリットを活かし，原子炉施設間で動力用の高圧交流電源を融通することお

よび低圧の交流電源を融通して直流電源を容易に復旧できるようにし，非常用ディーゼル

発電機の起動電源や高圧交流電源を融通する際の遮断器の駆動電源等として用いること

で，安全機能のサポート機能を向上させる。 

安全機能のサ

ポート機能 

非常用ディーゼル発電機の故障

機器の復旧 

全交流電源が喪失しても事象の進展は遅く時間的余裕が大きいことから，この時間を利用

して非常用ディーゼル発電機の故障を復旧し，電源供給能力を向上させる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクシデントマネジメント設備概要図（代替制御棒挿入：ＡＲＩ）

 注 1：   はアクシデントマネジメント設備を示す。 
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凡例 

       ：電気信号 

       ：水配管 

       ：空気配管 

  NE    ：常時励磁  
  ND    ：常時無励磁 

給水復水系または 

復水貯蔵タンクより 

制御棒駆動水 

ポンプ 
他の HCU へ 

冷却水 

充てん水 
他の HCU へ 

スクラム 

アキュームレータ 

スクラム弁 
A

B
NE 

ベント 

原子炉緊急停止系

作動回路より 

圧力 

検出器

制御棒 

駆動機構

電動機 電動機

スクラム 

パイロット弁 

他の HCU へ 

他の HCU へ 

窒素ガス 

Ch. A  
ARI 

Ch.B  
ARI 

ND 

ND 

ベント 

Ch. A  
ARI 

Ch.B  
ARI 

ND 

ND 

ベント

Ch. B  
ARI 

Ch. B  
ARI 

ARI 排気弁 

ND ND 

ND 

ベント 

Ch. A  
ARI 

後備緊急停止弁 

ベント ベント 

ND ND

原子炉緊急停止系

作動回路より 

計装用圧縮

空気系より

ARI 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アクシデントマネジメント設備概要図（原子炉冷却材再循環ポンプトリップ：ＲＰＴ） 
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アクシデントマネジメント設備概要図（代替注水） 

 注 1：   はアクシデントマネジメント設備を示す。 

 注 2：弁の開閉状態は，通常運転状態を示す。     添
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MO

消火系へ 

復水移送
ポンプ 

消火ポンプ

ろ過水タンク 
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圧力容器 
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アクシデントマネジメント設備概要図（格納容器ベント（耐圧強化ベント））

 注 1：  は アクシデントマネジメント設備を示す。 

 注 2：弁の開閉状態は，通常運転状態を示す。     

下部ドライウェル 

非常用ガス処理系 

排気筒 

原子炉棟・タービン建屋換気空調系 

上部 

ドライウェル 

サプレッションチェンバ 
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下部ドライウェル



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アクシデントマネジメント設備概要図（電源融通） 

500kV 送電線 

非常用母線(6.9kV) 

ＤＧ ＤＧ 

非常用母線(460V) 

非常用母線(460V) 

蓄電池 

Ｂ 

専用充電器 予備充電器 

115V DC 母線 

1 号機 2 号機 

A ルート：6.9kV の AC 電源を融通する。 

     (DC 電源が使用できる場合のみ M/C 操作可) 

B ルート：460V の AC 電源を融通する。 

     (C/C の遮断機を手動操作) 

Ｇ 

275kV 送電線 

専用充電器 予備充電器 

蓄電池 

常用母線(6.9kV) 

2 号 

所内変圧器 

2 号 

主変圧器 

2 号 

予備電源 

変圧器 

1 号 

所内 

変圧器 

1 号 

起動変圧器

1 号 
主変圧器 

変圧器 

遮断器

(GIS，M/C) 

遮断器

(C/C) 

Ｇ 

Ａ 

共用設備電源 

開閉器

注：    はアクシデントマネジメント設備を

示す。 
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緊急安全対策等で整備した防護措置等の効果と設置時期（炉心損傷） 

必要系統等 
機 能 目 的 防護措置等 効 果 対策概要 

名 称 分類 
設置時期 

手動スクラム 安全保護系の手動バックアップにより，原子炉停止 既存設備の利用，手順書の整備 原子炉緊急停止系 (a) 建設時 

水位制御 原子炉水位を下げ，原子炉出力を低下 既存設備の利用，手順書の整備 給水制御系 (a) 建設時 

ほう酸水注入系の手動操作 ほう酸水注入による原子炉停止 既存設備の利用，手順書の整備 ほう酸水注入系 (a) 建設時 

代替反応度制御（ＲＰＴ） 原子炉冷却材再循環ポンプをトリップさせ，原子炉出

力を低下 

既存設備の利用，手順書の整備 代替反応度制御系 (b) 建設時 

(ABWR 標準) 

原子炉 停 止

機能 

原子炉自動ス

クラム失敗の

影響緩和 

代替反応度制御（ＡＲＩ） 安全保護系の機能をバックアップし，原子炉をスクラ

ム 

既存設備の利用，手順書の整備 代替反応度制御系 (b) 建設時 

(ABWR 標準) 

非常用炉心冷却系の手動起動 安全保護系の手動バックアップにより，原子炉へ注水 既存設備の利用，手順書の整備 非常用炉心冷却系 (a) 建設時 

主蒸気逃がし安全弁 (a) 建設時 

非常用炉心冷却系 (a) 建設時 

原子炉の手動減圧および低圧注水操作 原子炉を手動減圧し，低圧系による注水を促す 既存設備の利用，手順書の整備 

給復水系 (a) 建設時 

主蒸気逃がし安全弁駆動用予備ボンベの追加設置 弁駆動用予備ボンベにより，弁駆動の信頼性向上 予備ボンベの配備 予備ボンベ (c) H23/4 

代替注水手段（給復水系，制御棒駆動系等による注

水手段） 

既存設備の利用，手順書の整備 給復水系 

制御棒駆動系 

(a) 

(a) 

建設時 

建設時 

代替注水手段（復水補給水系，消火系ポンプによる

注水手段） 

残留熱除去系と復水補給水系配管

接続部の電動弁化，復水補給水系と

消火系配管の接続（電動弁），手順

書の整備 

残留熱除去系 

復水補給水系 

消火系 

(a) 

(b) 

(b) 

建設時 

建設時 

建設時 

原子炉への注水手段の多様化 

消防車等の配備，手順書の整備 消防車等 (c) H23/4 

炉心冷 却 機

能 

原子炉注水機

能喪失の影響

緩和 

緊急時の最終的な除熱機能の確保 

水源の確保（大坪川ダム，海水） 既存設備への電源を供給するため

の資機材の配備，非常時の資機材の

配備，手順書の整備 

取水ポンプ（通常） 

取水ポンプ（非常用） 

水中ポンプ（海水） 

(a) 

(d) 

(c) 

１号建設時 

H23/10 

H23/4 

外部電源の復旧および非常用ディーゼル発電機の

手動起動【手順】 

既存設備の利用，手順書の整備 外部電源 

非常用ディーゼル発電機 

(a) 

(a) 

建設時 

建設時 

電源の融通（高圧・低圧） 

・隣接号機間融通 

隣接号機との母線連絡（高圧・低圧）

設備の配備，手順書の整備 

所内電源系統 (b) 建設時 

非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧 既存設備の利用，手順書の整備 非常用ディーゼル発電機 (a) 建設時 

交流電源喪失

の影響緩和 

緊急時の電源確保 

非常用電源の確保により安全系機器の機能発揮に必

要な電源を供給する機能の向上 

高圧電源車（300kVA）３台および電

源ケーブル等の配備，手順書の整備

高圧電源車および電源ケー

ブル等 

(c) H23/4 

安全機 能 の

サポー ト 機

能 

冷却水喪失の

影響緩和 

原子炉補機冷却系ポンプの復旧 原子炉補機冷却水系・海水系の復旧により安全系機器

の機能発揮に必要な冷却水を供給する機能の向上 

浸水した電動機を洗浄・乾燥するた

めの資機材の配備，手順書の整備 

浸水した電動機の洗浄・乾

燥用の資機材 

(c) H23/3 

緊急時における発電所構内通信手段の確保 通信機器へ電源を供給するための

資機材の配備，手順書の整備 

低圧発電機および電源ケー

ブル等 

(c) H23/4 その他 

       

事故対応環境

の強化 

がれき撤去用の重機の配備 

シビアアクシデントが発生した場合でも当該事象の

収束に向けた措置を迅速に実施できるようにする事

故対応環境の強化 ブルドーザの配備（H23/12） 

（H23/4～11 ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ配備） 

ブルドーザ 

（H23/4～11 ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ） 

(c) H23/4 

※防護措置に係る設備を以下に分類する。 

(a) 基本設計段階で採用した設備，(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備，(c) 緊急安全対策，(d) 更なる対策 
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緊急安全対策等で整備した防護措置等の効果と設置時期（格納容器機能喪失） 

必要系統等 
機 能 目 的 防護措置等 効 果 対策概要 

名 称 分類 
設置時期 

代替注水手段（復水補給水系，消火系ポンプによる

注水手段） 

格納容器注水手段の多様化 残留熱除去系と復水補給水系配管

接続部の電動弁化，復水補給水系と

消火系配管の接続（電動弁），手順

書の整備 

残留熱除去系 

復水補給水系 

消火系 

(a) 

(b) 

(b) 

建設時 

建設時 

建設時 

格納容器注水

機能喪失の影

響緩和 

緊急時の最終的な除熱機能の確保 水源の確保（大坪川ダム，海水） 既存設備への電源を供給するため

の資機材の配備，非常時の資機材の

配備，手順書の整備 

取水ポンプ（通常） 

取水ポンプ（非常用） 

水中ポンプ（海水） 

(a) 

(d) 

(c) 

１号建設時 

H23/10 

H23/4 

格納容器スプレイ冷却系の手動起動 既存設備の利用，手順書の整備 残留熱除去系 (a) 建設時 

不活性ガス系，非常用ガス処理系を通じたベント 既存設備の利用，手順書の整備 不活性ガス系 

非常用ガス処理系 

(a) 

(a) 

建設時 

建設時 

ドライウェル冷却系，原子炉冷却材浄化系を利用し

た代替除熱 

既存設備の利用，手順書の整備 ドライウェル冷却系 

原子炉冷却材浄化系 

(a) 

(a) 

建設時 

建設時 

残留熱除去系の故障機器の復旧 既存設備の利用，手順書の整備 残留熱除去系 (a) 建設時 

格納容器ベント（耐圧強化ベント） 

格納容器除熱機能の多様化 

耐圧性を強化した格納容器ベント

ラインを設置 

不活性ガス系 (b) 建設時 

放射性 物 質

の閉じ 込 め

機能 

格納容器除熱

機能喪失の影

響緩和 

格納容器ベント弁駆動用予備ボンベの追加設置 弁駆動用予備ボンベにより，弁駆動の信頼性向上 予備ボンベの配備 予備ボンベ (c) H23/4 

外部電源の復旧および非常用ディーゼル発電機の

手動起動【手順】 

既存設備の利用，手順書の整備 外部電源 

非常用ディーゼル発電機 

(a) 

(a) 

建設時 

建設時 

電源の融通（高圧・低圧） 

・隣接号機間融通 

隣接号機との母線連絡（高圧・低圧）

設備の配備，手順書の整備 

所内電源系統 (b) 建設時 

非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧 既存設備の利用，手順書の整備 非常用ディーゼル発電機 (a) 建設時 

交流電源喪失

の影響緩和 

緊急時の電源確保 

非常用電源の確保により安全系機器の機能発揮に必

要な電源を供給する機能の向上 

高圧電源車（300kVA）３台および電

源ケーブル等の配備，手順書の整備

高圧電源車および電源ケー

ブル等 

(c) H23/4 

安全機 能 の

サポー ト 機

能 

冷却水喪失の

影響緩和 

原子炉補機冷却系ポンプの復旧 原子炉補機冷却水系・海水系の復旧により安全系機器

の機能発揮に必要な冷却水を供給する機能の向上 

浸水した電動機を洗浄・乾燥するた

めの資機材の配備，手順書の整備 

浸水した電動機の洗浄・乾

燥用の資機材 

(c) H23/3 

中央制御室の作業環境の確保 既存設備の利用，手順書の整備 中央制御室換気空調系 (a) H23/4 

緊急時における発電所構内通信手段の確保 通信機器へ電源を供給するための

資機材の配備，手順書の整備 

低圧発電機および電源ケー

ブル等 

(c) H23/4 

高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線

管理のための体制の整備 

高線量対応防護服の配備，放射線管

理のための体制の整備 

高線量対応防護服 (c) H23/6 

水素爆発防止対策 原子炉建屋屋上の穴開け資機材の

配備，手順書の整備 

穴開け資機材 (c) H23/6 

その他 

       

事故対応環境

の強化 

がれき撤去用の重機の配備 

シビアアクシデントが発生した場合でも当該事象の

収束に向けた措置を迅速に実施できるようにする事

故対応環境の強化 

ブルドーザの配備（H23/12） 

（H23/4～11 ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ配備） 

ブルドーザ 

（H23/4～11 ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ） 

(c) H23/4 

※防護措置に係る設備を以下に分類する。 

(a) 基本設計段階で採用した設備，(b) 整備済みのアクシデントマネジメント設備，(c) 緊急安全対策，(d) 更なる対策 



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

タービントリップ

添
付
-
5
.
6
-
6

(
1
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

成功

成功

失敗

格納容器除熱原子炉停止

原子炉
スクラム

失敗

成功

ＡＴＷＳ

原子炉
手動減圧

低圧ＥＣＣＳ

成功

失敗

成功

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

炉心冷却

主蒸気逃がし
安全弁による
圧力制御

給水系

失敗

復水器による
除熱

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

復水器による
除熱

残留熱除去系

高圧ＥＣＣＳ

失敗

失敗

復水器による
除熱

成功

成功

失敗

①

失敗

成功

失敗

原子炉圧力制御

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（タービントリップのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

タービントリップ
（ＡＴＷＳ）

添
付

-
5
.
6
-
6

(
2
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

成功

格納容器除熱スクラム

スクラム系
（電気系）

スクラム系
（ＡＲＩ）

スクラム系
（機械系）

失敗

失敗

成功

成功

炉心流量制御 圧力上昇抑制 高圧炉心冷却

炉心流量制御
（ＲＰＴ）

スクラム系
（機械系）

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ① ①

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ① ①

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ①

①

原子炉停止

①

失敗失敗

成功 成功

トランジェント

トランジェント

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（タービントリップＡＴＷＳのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

主蒸気逃がし
安全弁誤開放

添
付
-
5
.
6
-
6

(
3
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

成功

成功

失敗

格納容器除熱

原子炉
スクラム

失敗

成功

ＡＴＷＳ

原子炉
手動減圧

低圧ＥＣＣＳ

成功

失敗

成功

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

炉心冷却

給水系

失敗

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

①

失敗

失敗

原子炉停止

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（主蒸気逃がし安全弁誤開放のイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

主蒸気逃がし安全弁
誤開放

（ＡＴＷＳ）

添
付

-
5
.
6
-
6

(
4
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

格納容器除熱スクラム

スクラム系
（ＡＲＩ）

失敗

失敗

成功

成功

炉心流量制御 圧力上昇抑制 高圧炉心冷却

炉心流量制御
（ＲＰＴ）

スクラム系
（機械系）

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ① ①

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ①

①

原子炉停止

①

失敗失敗

成功 成功

トランジェント

失敗

成功
スクラム系
（機械系）

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ① ①

トランジェント停止認知

失敗

成功
スクラム系
（機械系）

成功
炉心流量制御

（ＲＰＴ）
圧力上昇抑制

（ＳＲＶ）
高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

ほう酸水
注入系

残留熱除去系

成功 成功 成功 成功

失敗 失敗 失敗 失敗 失敗
① ① ① ① ①

トランジェント
スクラム系
（電気系）

成功

失敗

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（主蒸気逃がし安全弁誤開放ＡＴＷＳのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

大ＬＯＣＡ

添
付

-
5
.
6
-
6

(
5
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

成功

成功成功

失敗

成功

失敗

高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

格納容器除熱スクラム 注水（低圧状態）

成功

失敗

低圧ＥＣＣＳ

①

残留熱除去系

格納容器ベント

スクラム系
（電気系）

スクラム系
（ＡＲＩ）

スクラム系
（機械系）

残留熱除去系

格納容器ベント

成功

成功

失敗

失敗

失敗

失敗 成功

成功

ＡＴＷＳ

失敗

①

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（大破断ＬＯＣＡのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

中ＬＯＣＡ

添
付
-
5
.
6
-
6

(
6
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

成功成功

失敗

高圧ＥＣＣＳ
（ＲＣＩＣ除く）

格納容器除熱スクラム

スクラム系
（電気系）

スクラム系
（ＡＲＩ）

スクラム系
（機械系）

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗 成功

成功

ＡＴＷＳ

自動減圧系に
よる減圧

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

低圧ＥＣＣＳ

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

失敗

成功

失敗

残留熱除去系

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

注水（高圧状態） 原子炉減圧 注水（低圧状態）

①

失敗

失敗

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（中破断ＬＯＣＡのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

小ＬＯＣＡ

添
付

-
5
.
6
-
6

(
7
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

失敗

燃
料
損
傷

成功成功

失敗

高圧ＥＣＣＳ

格納容器除熱スクラム

スクラム系
（電気系）

スクラム系
（ＡＲＩ）

スクラム系
（機械系）

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗 成功

成功

ＡＴＷＳ

自動減圧系に
よる減圧

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

低圧ＥＣＣＳ

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

失敗

成功

失敗

残留熱除去系

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

注水（高圧状態） 原子炉減圧 注水（低圧状態）

①

失敗

失敗

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（小破断ＬＯＣＡのイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

ATWS：スクラム失敗事象

その他の過渡事象

添
付
-
5
.
6
-
6

(
8
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

成功

成功

失敗

格納容器除熱給水

原子炉
手動減圧

低圧ＥＣＣＳ

成功

失敗

成功

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

減圧 原子炉注水

給水系

失敗

復水器による
除熱

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

復水器による
除熱

残留熱除去系

高圧ＥＣＣＳ

失敗

失敗

復水器による
除熱

成功

成功

失敗

①

主蒸気逃がし
安全弁による
圧力制御

原子炉
スクラム

ＡＴＷＳ

失敗

成功

成功

失敗

失敗

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（その他の過渡事象のイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備

手動停止
（通常、計画外）

添
付

-
5
.
6
-
6

 
 
 
 
 
(
9
/
9
)

冷
　
却
　
成
　
功

燃
料
損
傷

成功

成功

失敗

格納容器除熱給水

原子炉
手動減圧

低圧ＥＣＣＳ

成功

失敗

成功

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

失敗 失敗

成功成功

減圧 原子炉注水

給水系

失敗

復水器による
除熱

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

代替注水系
(復水補給水系)

(消火系)

成功

①

残留熱除去系

格納容器ベント

成功
失敗

復水器による
除熱

残留熱除去系

高圧ＥＣＣＳ

失敗

失敗

復水器による
除熱

成功

成功

失敗

①

主蒸気逃がし
安全弁による
圧力制御

成功

失敗

失敗

アクシデントマネジメント策整備後のイベントツリー
（手動停止のイベントツリー（原子炉））



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備
※低圧ＥＣＣＳは基本設計段階で採用

した設備

RPV：原子炉圧力容器
PCV：格納容器
D/W：ドライウェル

高圧・低圧
注水失敗

事
　
故
　
収
　
束

格
納
容
器
機
能
喪
失

成功成功

格納容器除熱PCV隔離

PCV
隔離

失敗

成功

RPV破損防止 PCV注水

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

①

RPV内
水蒸気爆発

無し

残留熱除去系

失敗

成功
RPV内

水蒸気爆発
無し

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

格納容器ベント

成功

成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗
失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

①

①

①

①

①

PCV
過圧破損

PCV内
水蒸気爆発

PCV
過温破損

RPV内
水蒸気爆発

PCV
バイパス

②

②

②

③

③

③

④

④

下部D/W
低圧ECCS※
代替注水系

添
付

-
5
.
6
-
7

(
1
/
4
)

格納容器機能喪失に係るイベントツリー（ＴＱＵＶ）



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備
※低圧ＥＣＣＳは基本設計段階で採用

した設備

RPV：原子炉圧力容器
PCV：格納容器
D/W：ドライウェル
DCH：格納容器雰囲気直接加熱

高圧注水減圧
失敗（ＴＱＵＸ）

事
　
故
　
収
　
束

格
納
容
器
機
能
喪
失

成功成功

格納容器除熱PCV隔離

PCV
隔離

失敗

成功

RPV破損防止 PCV注水

原子炉
減圧

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

①

RPV内
水蒸気爆発

無し

残留熱除去系

失敗

成功
RPV内

水蒸気爆発
無し

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

格納容器ベント

成功

成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗
失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

成功RPV内
水蒸気爆発

無し

失敗

成功

DCH
無し

失敗

成功

失敗

①

①

①

①

①

PCV
過圧破損

PCV内
水蒸気爆発

PCV
過温破損

RPV内
水蒸気爆発

雰囲気
直接加熱

PCV
バイパス

②

②

②

③

③

③

④

④

④

下部D/W
低圧ECCS※
代替注水系
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格納容器機能喪失に係るイベントツリー（ＴＱＵＸ）



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備
※低圧ＥＣＣＳは基本設計段階で採用

した設備

RPV：原子炉圧力容器
PCV：格納容器
D/W：ドライウェル

原子炉冷却材
喪失

事
　
故
　
収
　
束

格
納
容
器
機
能
喪
失

成功成功

格納容器除熱PCV隔離

PCV
隔離

失敗

成功

RPV破損防止 PCV注水

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

①

RPV内
水蒸気爆発

無し

残留熱除去系

失敗

成功
RPV内

水蒸気爆発
無し

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

格納容器ベント

成功

成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗
失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

①

①

①

①

①

PCV
過圧破損

PCV内
水蒸気爆発

PCV
過温破損

RPV内
水蒸気爆発

PCV
バイパス

②

②

②

③

③

③

④

④

下部D/W
低圧ECCS※
代替注水系

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

②
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格納容器機能喪失に係るイベントツリー（ＬＯＣＡ）



凡例

基本設計段階で採用した設備
整備済みのアクシデントマネジメント設備
※低圧ＥＣＣＳは基本設計段階で採用

した設備

RPV：原子炉圧力容器
PCV：格納容器
D/W：ドライウェル
DCH：格納容器雰囲気直接加熱
DC：直流

格納容器除熱PCV隔離 RPV破損防止 PCV注水
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電源喪失

事
　
故
　
収
　
束

格
納
容
器
機
能
喪
失

成功成功
PCV
隔離

失敗

成功
原子炉
減圧

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

①

RPV内
水蒸気爆発

無し

残留熱除去系

失敗

成功
RPV内

水蒸気爆発
無し

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

失敗

格納容器ベント

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗

成功

失敗

失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

失敗

成功

格納容器ベント

成功
失敗

残留熱除去系

失敗

格納容器ベント

成功

成功
上部D/W

低圧ECCS※
代替注水系

失敗
失敗

溶融物
冷却

成功

失敗

PCV内
水蒸気爆発

無し

成功

成功RPV内
水蒸気爆発

無し

失敗

成功
DCH
無し

失敗

成功

失敗

①

①

①

①

①

PCV
過圧破損

PCV内
水蒸気爆発

PCV
過温破損

RPV内
水蒸気爆発

雰囲気
直接加熱

PCV
バイパス

②

②

②

③

③

③

④

④

④

下部D/W
低圧ECCS※
代替注水系

成功

DC電源復旧

失敗

成功

AC電源復旧

失敗

成功

AC電源復旧

失敗 ③

成功

DC電源復旧

失敗 ③

格納容器機能喪失に係るイベントツリー（ＴＢ）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シビアアクシデントマネジメント実施組織の概要 

本店や国等発電所外部との情報受理，伝達等，情報の一元管理 

プラント状態の把握，ＡＭ策の検討等の技術評価，運転員および本部に対する技術支援 

放射線状況の把握，線量評価ならびに予測，活動に際しての放射線防護措置の設定 

故障機器復旧措置の検討・実施 

運転員に対する人的支援，中央制御室と支援組織の連絡補助 

火災を伴う場合の消火活動，緊急医療措置の実施，所内警備・誘導関係 

報道関係対応 

資材の調達および運搬，機動力の調整および調達，食料，被服，宿泊関係，輸送関係

本部長：発電所長 

本部長代理：所長代理 

副本部長：各室部長 

委員：各班長 

原子炉主任技術者 

情  報  班 

技  術  班 

放射線管理班 本    部 

復  旧  班 

発  電  班 

救護警備班 

総  務  班 

広  報  班 
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シビアアクシデントマネジメントの実施組織 

（発電所緊急時対策本部） 

中央制御室 

緊急時対策室 

中央制御室の運転員 

報告，連絡，相談指示，指導，助言



炉心損傷前 炉心損傷後

：緊急安全対策および
  シビアアクシデント対策

シビアアクシデントマネジメント関連手順書類の構成概要

運
転
員
用

支
援
組
織
用

炉心損傷の有無によらずに用いる手順書
炉心損傷を防止するための
アクシデントマネジメント用

炉心損傷が発生した場合にその影響を
緩和するためのアクシデントマネジメント用

事故時運転操作要領
（徴候ベース）ＥＯＰ

○事故の起因事象を問わず，観測されるプラントの
　徴候に応じた操作手順を記載した手順書。
○アクシデントマネジメントのうち，炉心損傷を防止
　するための対応手順を記載。

事故時運転操作ガイド
（炉心損傷後）ＡＭＧ

ＡＭ復旧手順書

○炉心損傷後の影響緩和措置をプラント状態に応じ
　て総合的に判断するため，手順や判断基準，技術
　データ等の知識ベース，操作後のプラント応答およ
　びパラメータ変化の傾向予測等をとりまとめ，ガイド
　ラインとして記載。

○安全確保上，特に重要な機能を有する残留熱除去系
　および非常用ディーゼル発電機故障時の復旧ガイドを
　記載。

全交流電源喪失時における
給電手順書（細則）

全交流電源喪失時における
非常送水手順書（細則）

全交流電源喪失時における原子炉
建屋屋根穴開け作業手順書（細則）

ＲＣＷ・ＲＳＷポンプモータ復旧手引

ＡＯＰ：Abnormal Operating Procedures
ＳＯＰ：Severe accident Operating Procedures
ＥＯＰ：Emergency Operating Procedures
ＡＭＧ：Accident Management Guideline

○津波によりモータが冠水した場合，モータを洗浄・
　乾燥し，機能を回復させる手順を記載。

○高圧電源車等による給電手順について記載。

○消防車による原子炉および使用済燃料貯蔵プール
　への注水について記載。

○原子炉建屋に滞留した水素による爆発を防止する
　ための原子炉建屋穴あけ作業手順について記載。
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事故時運転操作手順
（炉心損傷後）ＳＯＰ

○設計上想定される事象毎のシナリオに従った操作
　手順を記載した手順書
○アクシデントマネジメントの内,電源融通操作を記載。

○津波により全交流電源喪失に至った場合の対応
　および使用済燃料貯蔵プールへの水補給の手順
  に ついて記載。

事故時運転操作要領
（事象ベース）ＡＯＰ

○アクシデントマネジメントのうち，炉心損傷後の影響
　緩和のための対応手順を記載。



 

事象進展シナリオ（炉心損傷）に対する各対策の効果 

対策 
事象進展シナリオ 

基本設計対策 ＡＭ対策 緊急安全対策等 
効果 

Ａ 【原子炉停止失敗】 

過渡変化後または原子炉冷却材喪失

事故後，原子炉停止に失敗し，炉心

損傷につながるシーケンス 

○自動スクラム 

○手動スクラム 

○水位制御およびほう酸水

注入系の手動操作 

○代替反応度制御 

原子炉冷却材再循環ポン

プトリップ（ＲＰＴ）およ

び代替制御棒挿入（ＡＲ

Ｉ） 
－ 

①原子炉緊急停止系の信号により，自動で制御棒および制御棒駆動系

を作動させ，原子炉を停止する設計となっている。万一原子炉が自

動スクラムしない場合の対応として，手動スクラムを実施し，さら

に手動スクラム失敗時には水位制御により出力制限しつつ，ほう酸

水の注入を行うこととしている。 

②ＡＭ策として，原子炉緊急停止系とは別に設置した計測制御系（Ｒ

ＰＴおよびＡＲＩ）により，原子炉の出力を低下させ，原子炉を未

臨界にすることができる。 

Ｂ 【高圧・低圧系注水失敗】 

過渡変化後，高圧炉心注水に失敗し

た後，原子炉減圧には成功するが，

低圧炉心注水に失敗し，炉心損傷に

つながるシーケンス 

○ＥＣＣＳ等の自動起動 

○ＥＣＣＳ等の手動起動 

○原子炉の手動減圧および

低圧注水操作 

○代替注水手段 

給水系，制御棒駆動系に

よる原子炉への注水手段 

○代替注水手段 

復水補給水系，消火系ポ

ンプによる原子炉・格納

容器への注水手段 

○消防車の配備 ①安全保護系の信号によりＥＣＣＳおよび原子炉隔離時冷却系を自

動起動させ，原子炉へ注水する設計となっている。また，ＥＣＣＳ

等が自動起動しない場合の対応として，復水・給水系，制御棒駆動

系等による注水操作，手動でのＥＣＣＳ等の起動操作，原子炉の手

動減圧および低圧注水操作を行うこととしている。 

②復水補給水系や消火系により原子炉および格納容器に注水するこ

とができる。 

③水源枯渇対策として，大坪川ダムからのろ過水タンク等への淡水補

給や海水の利用が可能である。また，復水移送ポンプや消火ポンプ

による注水ができない場合には，消防車による代替注水を行うこと

ができる。 

Ｃ 【高圧系注水失敗・減圧失敗】 

過渡変化後，高圧炉心注水に失敗し，

かつ原子炉減圧にも失敗し，炉心損

傷につながるシーケンス 

○ＥＣＣＳ等の自動起動 

○ＥＣＣＳ等の手動起動 

○原子炉の手動減圧および

低圧注水操作 

○代替注水手段 

給水系，制御棒駆動系に

よる原子炉への注水手段 

○代替注水手段 

復水補給水系，消火系ポ

ンプによる原子炉・格納

容器への注水手段 

○高圧電源車の配備 

・主蒸気逃がし安全弁駆動

用電源の確保 

○予備窒素ガスボンベの配

備による主蒸気逃がし安

全弁駆動用窒素ガスの確

保 

 

①安全保護系の信号によりＥＣＣＳおよび原子炉隔離時冷却系を自

動起動させ，原子炉へ注水する設計となっている。また，ＥＣＣＳ

等が自動起動しない場合の対応として，復水・給水系，制御棒駆動

系等による注水操作，手動でのＥＣＣＳ等の起動操作，原子炉の手

動減圧および低圧注水操作を行うこととしている。 

②復水補給水系や消火系により原子炉および格納容器に注水するこ

とができる。 

Ｄ 【原子炉冷却材喪失時の注水失敗】 

原子炉冷却材喪失事故の場合におい

て炉心注水に失敗し，炉心損傷につ

ながるシーケンス 

Ｃと同じ Ｃと同じ 
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事象進展シナリオ（炉心損傷）に対する各対策の効果 

対策 
事象進展シナリオ 

基本設計対策 ＡＭ対策 緊急安全対策等 
効果 

Ｅ 【崩壊熱除去失敗】 

過渡変化後，格納容器からの除熱に

失敗し，炉心損傷につながるシーケ

ンス 

○格納容器からの除熱手段 

・格納容器スプレイ冷却系

の手動起動 

・不活性ガス系，非常用ガ

ス処理系を通したベント 

○格納容器からの除熱手段 

・ドライウェル冷却系，原

子炉冷却材浄化系による

代替除熱 

・残留熱除去系の復旧 

・格納容器ベント（耐圧強

化ベント） 

○高圧電源車の配備 

・格納容器ベント弁駆動用

電源の確保 

○予備空気ボンベの配備に

よる格納容器ベント弁駆

動用空気の確保 

①復水器により崩壊熱を除去し，復水器が使えない場合には，残留熱

除去系を手動起動させ，格納容器から除熱することとしている。残

留熱除去系の起動に失敗し，格納容器圧力が上昇する場合の対応と

して，格納容器スプレイ冷却系を手動起動し，また，サプレッショ

ンプール内のプール水を通したベントにより，圧力の上昇を抑制さ

せることとしている。 

②残留熱除去系の復旧に充てることのできる時間を長くするため，ド

ライウェル冷却系等による代替除熱を利用して格納容器から除熱

することとしている。また，格納容器からの除熱機能が要求される

までの時間的余裕を利用して，故障した残留熱除去系を復旧して格

納容器から除熱することができる。さらに，格納容器と同等の耐圧

性を有するベント設備（耐圧強化ベント）により格納容器から除熱

できることとしている。 

③高圧電源車を所内電源盤に繋ぎ込み，直流電源，復水移送ポンプ，

格納容器ベントラインに設置されている弁等を駆動するための電

源を供給することができる。これが行えない場合に備え，手動によ

り格納容器ベントを行うことができる。 

Ｆ 【電源喪失】 

過渡変化後，安全機能に必要な電源

が喪失し，炉心損傷につながるシー

ケンス 

○電源供給手段 

外部電源の復旧および非

常用ディーゼル発電機の

手動起動 

○電源供給手段 

・電源の融通 

隣接プラントからの高圧

および低圧電源融通 

・非常用ディーゼル発電機

の復旧 

○高圧電源車の配備 

・格納容器ベント弁駆動用

電源の確保 

○消防車の配備 

 

①外部電源の喪失時には，非常用ディーゼル発電機，直流電源設備に

より安全機能が確保される設計となっている。交流電源が供給され

ない場合の対応として，蒸気タービン駆動の原子炉隔離時冷却系に

より原子炉を冷却しつつ，外部電源を復旧し，非常用ディーゼル発

電機を手動起動することとしている。 

②隣接号機から高圧および低圧電源融通する。また，低圧電源融通する

ことで，直流母線へ充電できるようにし，非常用ディーゼル発電機の

電源や高圧電源融通を実施する際の遮断器の駆動電源等として用い

ることとしている。さらに，電源喪失から燃料損傷までの時間的余裕

を利用して，非常用ディーゼル発電機を復旧することとしている。 

③高圧電源車を所内電源盤に繋ぎ込み，直流電源，復水移送ポンプ，

格納容器ベントラインに設置されている弁等を駆動するための電

源を供給することができる。これが行えない場合に備え，手動によ

り格納容器ベントを行うことができる。 

③’水源枯渇対策として，大坪川ダムからのろ過水タンク等への淡水補

給や海水の利用が可能である。また，復水移送ポンプや消火ポンプ

による注水ができない場合には，消防車による代替注水を行うこと

ができる。 

 

添
付

-
5
.
6
-
1
0

(
2
/
2
)



 

事象進展シナリオ（格納容器機能喪失）に対する各対策の効果 

対策 
事象進展シナリオ 

基本設計対策 ＡＭ対策 緊急安全対策等 
効果 

１ 【水蒸気（崩壊熱）による

過圧】 

注水された水が崩壊熱によ

り蒸発して発生する蒸気に

より圧力が上昇し，格納容

器機能喪失につながるシー

ケンス 

○格納容器からの除熱手段 

・格納容器スプレイ冷却系の

手動起動 

・不活性ガス系，非常用ガス

処理系を通したベント 

○格納容器からの除熱手段 

・ドライウェル冷却系，原子

炉冷却材浄化系による代

替除熱 

・残留熱除去系の復旧 

・格納容器ベント（耐圧強化

ベント） 

○代替注水手段 

復水補給水系，消火系ポン

プによる原子炉・格納容器

への注水手段 

 

○高圧電源車の配備 

・格納容器ベント弁駆動用電

源の確保 

○予備空気ボンベの配備によ

る格納容器ベント弁駆動用

空気の確保 

○消防車の配備 

①復水器により崩壊熱を除去し，復水器が使えない場合には，残留熱除去系

を手動起動させ，格納容器から除熱することとしている。残留熱除去系の

起動に失敗し，格納容器圧力が上昇する場合の対応として，代替格納容器

スプレイ冷却系を手動起動し，また，サプレッションチェンバのプール水

を通したベントにより，圧力の上昇を抑制させることとしている。 

②残留熱除去系の復旧に充てることのできる時間を長くするため，ドライウ

ェル冷却系等による代替除熱を利用して格納容器から除熱することとし

ている。また，格納容器と同等の耐圧性を有するベント設備（耐圧強化ベ

ント）により格納容器から除熱することができる。 

③電源喪失時には，格納容器ベントラインに設置されている弁の駆動のた

め，高圧電源車からの電源供給を行うこととなっている。また，これが行

われない場合に備え手動による格納容器ベントを行う。 

③’水源枯渇対策として，大坪川ダムからのろ過水タンク等への淡水補給や

海水の利用が可能である。また，復水移送ポンプや消火ポンプによる注水

ができない場合には，消防車による代替注水を行うことができる。 

２ 【未臨界確保失敗時の過

圧】 

大量の蒸気が炉心で発生

し，早期に格納容器の圧力

が上昇していく現象によ

り，格納容器機能喪失につ

ながるシーケンス 

○手動スクラム 

○水位制御およびほう酸水

注入系の手動操作 

○代替反応度制御 

ＲＰＴおよびＡＲＩ 

－ 

①原子炉緊急停止系の信号により，自動で制御棒および制御棒駆動系を作動

させ，原子炉を停止する設計となっている。万一原子炉が自動スクラムし

ない場合の対応として，手動スクラムを実施し，さらに手動スクラム失敗

時には水位制御により出力制限しつつ，ほう酸水の注入を行うこととして

いる。 

②ＡＭ策として，原子炉緊急停止系とは別に設置した計測制御系（ＲＰＴお

よびＡＲＩ）により，原子炉の出力を低下させ，原子炉を未臨界にするこ

とができる。 

３ 【水蒸気爆発】 

高温の物質が大量に水中に

落下し，何らかの原因で微

細化するような場合に，デ

ブリの持つ熱エネルギーが

瞬時に機械的エネルギーに

変換する現象により，格納

容器機能喪失につながるシ

ーケンス 

○ＥＣＣＳ等の手動起動 

○原子炉の手動減圧および

低圧注水操作 

○代替注水手段 

給水系，制御棒駆動系によ

る原子炉への注水手段 

○代替注水手段 

復水補給水系，消火系ポン

プによる原子炉・格納容器

への注水手段 

○高圧電源車の配備 

・格納容器ベント弁駆動用電

源の確保 

○消防車の配備 

 

①安全保護系の信号によりＥＣＣＳおよび原子炉隔離時冷却系を自動起動

させ，原子炉へ注水する設計となっている。また，ＥＣＣＳ等が自動起動

しない場合の対応として，復水・給水系，制御棒駆動系等による注水操作，

手動でのＥＣＣＳ等の起動操作，原子炉の手動減圧および低圧注水操作を

行うこととしている。 

②復水補給水系や消火系により原子炉および格納容器に注水することがで

きる。 

③電源喪失時には，格納容器ベントラインに設置されている弁の駆動のた

め，高圧電源車からの電源供給を行うこととなっている。また，これが行

われない場合に備え手動による格納容器ベントを行う。 

③’水源枯渇対策として，大坪川ダムからのろ過水タンク等への淡水補給や

海水の利用が可能である。また，復水移送ポンプや消火ポンプによる注水

ができない場合には，消防車による代替注水を行うことができる。 
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事象進展シナリオ（格納容器機能喪失）に対する各対策の効果 

対策 
事象進展シナリオ 

基本設計対策 ＡＭ対策 緊急安全対策等 
効果 

４ 【貫通部過温】 

デブリから発生する崩壊熱

により格納容器内部がゆっ

くりと加熱される現象によ

り，格納容器機能喪失につな

がるシーケンス 

○格納容器からの除熱手段 

・格納容器スプレイ冷却系の

手動起動 

・不活性ガス系，非常用ガス

処理系を通したベント 

○ＥＣＣＳ等の手動起動 

○原子炉の手動減圧および

低圧注水操作 

○代替注水手段 

給水系，制御棒駆動系によ

る原子炉への注水手段 

○格納容器からの除熱手段 

・ドライウェル冷却系，原子

炉冷却材浄化系による代

替除熱 

・残留熱除去系の復旧 

・格納容器ベント（耐圧強化

ベント） 

○代替注水手段 

復水補給水系，消火系ポン

プによる原子炉・格納容器

への注水手段 

○高圧電源車の配備 

・格納容器ベント弁駆動用電

源の確保 

○予備空気ボンベの配備によ

る格納容器ベント弁駆動用

空気の確保 

○消防車の配備 

○非常用補機冷却海水系の復

旧対策 

①復水器により崩壊熱を除去し，復水器が使えない場合には，残留熱除去系

を手動起動させ，格納容器から除熱することとしている。残留熱除去系の

起動に失敗し，格納容器圧力が上昇する場合の対応として，格納容器スプ

レイ冷却系を手動起動し，また，サプレッションチェンバのプール水を通

したベントにより，圧力の上昇を抑制させることとしている。 

①’安全保護系の信号によりＥＣＣＳおよび原子炉隔離時冷却系を自動起

動させ，原子炉へ注水する設計となっている。また，ＥＣＣＳ等が自動起

動しない場合の対応として，復水・給水系，制御棒駆動系等による注水操

作，手動でのＥＣＣＳ等の起動操作，原子炉の手動減圧および低圧注水操

作を行うこととしている。 

②残留熱除去系の復旧に充てることのできる時間を長くするため，ドライウ

ェル冷却系等による代替除熱を利用して格納容器から除熱することとし

ている。また，格納容器からの除熱機能が要求されるまでの時間的余裕を

利用して，故障した残留熱除去系を復旧して格納容器から除熱することが

できる。さらに，格納容器ベントにより格納容器から除熱できることとし

ている。 

②’復水補給水系や消火系により原子炉および格納容器に注水することが

できる。 

③電源喪失時には，格納容器ベントラインに設置されている弁の駆動のた

め，高圧電源車からの電源供給を行うこととなっている。また，電源が無

い場合には，手動による格納容器ベントを行う。 

③’水源枯渇対策として，大坪川ダムからのろ過水タンク等への淡水補給や

海水の利用が可能である。さらに，復水移送ポンプや消火ポンプにより給

水できない場合には，消防車による代替注水を行うことができる。 

５ 【格納容器雰囲気直接加熱】

原子炉圧力容器が高圧状態

で破損した場合に格納容器

の雰囲気が直接加熱される

現象により，格納容器機能喪

失につながるシーケンス 

○電源供給手段 

外部電源の復旧および非

常用ディーゼル発電機の

手動起動 

○電源供給手段 

・電源の融通 

隣接プラントからの高圧

および低圧電源融通 

・非常用ディーゼル発電機の

復旧 

○高圧電源車の配備 

・主蒸気逃がし安全弁駆動用電

源の確保 

○予備窒素ガスボンベの配備

による主蒸気逃がし安全弁

駆動用窒素ガスの確保 

 

①外部電源の喪失時には，非常用ディーゼル発電機，直流電源設備により安全

機能が確保される設計となっている。交流電源が供給されない場合の対応と

して，蒸気タービン駆動の原子炉隔離時冷却系により原子炉を冷却しつつ，

外部電源を復旧し，非常用ディーゼル発電機を手動起動することとしている。 

②隣接号機から高圧および低圧電源融通する。また，低圧電源融通すること

で，直流母線へ充電できるようにし，非常用ディーゼル発電機の電源や高

圧電源融通を実施する際の遮断器の駆動電源等として用いることとしてい

る。さらに，電源喪失から燃料損傷までの時間的余裕を利用して，非常用

ディーゼル発電機を復旧することとしている。 

③電源喪失時には，原子炉を減圧する主蒸気逃がし安全弁の制御のため，高

圧電源車からの電源供給を行うこととしている。また，主蒸気逃がし安全

弁の駆動時間延長のため，予備の窒素ガスボンベを配備している。 
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